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スクールボランティアへの学生による主体的参加を
促す新たな取り組みと考察
佐藤　大介※１　山根　文男※ 2　江木　英二※ 2　曽田　佳代子※ 2　近藤　弘行※ 2　後藤　大輔※ 2
教員養成における学校現場での実践的・体験的活動が昨今一層求められている。教育再生実行会議での提言
や中央教育審議会での報告でも，採用前の学生の学校現場でのボランティア活動を推奨している。こうした中，
2013年度の岡山大学におけるスクールボランティア活動の登録者数が大幅に減少した。要因としては学校現場
でのインターンシップ活動が必修化された点が大きいが，インターンシップとボランティアの長短を学生は理解
し参加していく必要がある。こうした社会的要請や大学における課題などを踏まえ，スクールボランティアビュー
ローに新たに「学生スタッフ制度」を設けた。学生の立場から，スクールボランティア活動を多面的に支援し，
関連事業の企画・参画・連携を学生と教職員が協働して実施するものである。最初の取り組みとして，2014年 4
月には「スクールボランティアフェア 2014」を開催した。
キーワード：教員養成，スクールボランティア，学生スタッフ制度
※ 1　岡山大学 地域総合研究センター
※ 2　岡山大学 教師教育開発センター
Ⅰ　はじめに
2012年 12月第 2次安倍晋三内閣が発足した後，
教育再生に向けた様々な取り組みが加速している。
2013年 1月には「教育再生実行会議」が立ち上げら
れ，「21世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し，
教育の再生を実行に移していくため，内閣の最重要
課題の一つとして教育改革を推進する」（教育再生実
行会議ホームページより引用）ことを明記し，教育
が国の政策として強化されることとなった。さらに，
2013年 11月，文部科学省による「国立大学プラン」
が示され，大学の機能強化やグローバル化，またミッ
ションの再定義などにより，国立大学はそれぞれの
強み，特色，社会的役割を明確にし，研究・教育に
取り組んでいくことが必要となった。岡山大学での
教員養成分野においては，「岡山県教育委員会および
岡山市教育委員会等との連携により，地域密接型を
目指す大学として義務教育諸学校等に関する地域の
教員養成機能の中心的役割を担う」ことが示された
（文部科学省「教員養成分野のミッションの再定義結
果　岡山大学」より一部抜粋）。
こうした様々な教育改革が進められる中で，学校
教育改革も進められており，とりわけ大学における
教員養成では，学生による学校現場でのボランティ
ア活動など実践を通した教員養成が求められている。
岡山大学教師教育開発センターには，スクールボラ
ンティアビューローという学校園等でのボランティ
ア活動を推進する全学的な窓口組織を設置しており，
教職を志す学生へのスクールボランティア活動への
参加を支援している。一方で，佐藤ら（2014）が指
摘しているように，ボランティア活動に関する様々
な情報を一元的に管理できるシステムの構築や，マッ
チングの捉え方のシフト，さらにボランティア登録
者数に対する実活動者数の割合の低さなどの課題が
浮き彫りとなっている。
本論では，教員養成改革におけるスクールボラン
ティア活動への学生の主体的参加の必要性に対する
社会的要請および岡山大学における現在の課題を整
理し，岡山大学が開始した新たな取り組み構想につ
いて説明し，その将来的展望について述べる。
Ⅱ　スクールボランティアへの学生による主体的参
加の必要性
１　国の政策としての要請
2006年 7月 11日，中央教育審議会「今後の教員
養成・免許制度の在り方について（答申）」において
教職指導の充実の観点から，
【研究論文】
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インターンシップなど学校現場を体験する
機会や，学校外における子どもとの触れ合
いの機会，現職教員との意見交換の機会等
を積極的に提供することが必要である
と明記された（文部科学省ホームページより一部抜
粋）。これ以前より，教員の資質向上に向けての提案
や社会人活用のための教員免許制度の改革等の政策
も行われてきたが，本答申により，大学における教
員養成の視点として，教育実習以外にも学校現場で
の体験的活動が重要視されるようになった。その流
れは，第 2次安倍内閣で発足した「教育再生実行会議」
にも引き継がれている。既に 5つの提言がなされて
いるが，そのうち 2つの提言において，教員養成に
おけるボランティア活動への学生の主体的参加に関
連した文言が含まれている。
第三次提言「これからの大学教育等の在り方につ
いて」（2013年 5月 28日）では，「３．学生を鍛え
上げ社会に送り出す教育機能の強化」に，教員の質
向上を目的として，以下の文言が記述されている（p.7
一部抜粋）。
学生の学校現場でのボランティア活動を推
進するなど，大学と学校現場との連携を強
化する
さらに，第五次提言「今後の学制等の在り方につ
いて」（2014年 7月 3日）では，「２．教員免許制度
を改革するとともに，社会から尊敬され学び続ける
質の高い教師を確保するため，養成や採用，研修等
の在り方を見直す。」の項目に，第三次提言同様，教
員の質向上を目的として，以下の文言が記述されて
いる（p.7一部抜粋）。
実践的な力を備えた教師を養成し採用する
ことができるよう，国は，大学において，イ
ンターンシップやボランティア活動など学
生に学校現場を経験させる取組を推進する
とともに，採用前又は後に学校現場で行う
実習・研修を通じて適性を厳格に評価する
仕組み（教師インターン制度（仮称））の導
入を検討する
また，中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成
部会「これからの学校教育を担う教員の在り方につ
いて（報告）―小中一貫教育制度に対応した教員免
許制度改革―」（2014年 11月 6日）においては，「（２）
教員採用における課題」として，学校現場での活動の
目的をより具体的に示した形で，スクールボランティ
ア活動を推奨していることが伺える（p.3一部抜粋）。
図1　岡山市「学校支援ボランティア」登録者数の推移
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採用における当事者間のミスマッチを未然
に防ぐため，採用前において学校現場を経
験する機会を増やすなど，互いのニーズを
符号させる工夫も必要である
こうした国の政策面での要請により，大学として
学生による学校現場における体験的活動としてのス
クールボランティア事業を積極的かつ可及的速やか
に充実化していくことが求められている。
２　岡山大学における課題
このような要請がある一方で，岡山市教育委員会
による「学校支援ボランティア」（図１：平成 21年
～平成 25年度連携協力事業研究報告書より）や岡山
県教育委員会による「『教師への道』インターンシッ
プ事業」（図２：平成 23～ 26年度岡山県教育委員
会との連携協力会議または連携協力会議専門部会配
布資料より）の登録者数の推移を見ると，2013年度
に岡山大学の登録者数が減少していることが分かる。
特に図２では，県内の他の四年制大学の学生による
登録者数は概ね上昇傾向にあるのに対して，岡山大
学が顕著に減少している点において課題意識を持つ
必要があった。この登録者数減少の最も大きな要因
として考えられるのが，教育学部 4年生の必修科目
である「教職実践インターンシップⅠ」（Ⅱは選択科
目）の開始である。この授業は，教職実践演習のフィー
ルドワークとして実施するもので，学生は個々に自
己課題を設定し，それに対して実践的・主体的な取
り組みを教育現場で定期的に前期の間実施するもの
である（詳細は岡山大学教育学部シラバス参照）。こ
うしたカリキュラムの導入により，学生はボランティ
ア活動等に参加することなく，学校現場での体験的
活動が可能となった。教員養成カリキュラムにおい
て教育実習以外にこうした学校現場体験ができる機
会が学生に提供されることは，国の政策・方針に適っ
ており高く評価できる授業科目である。
しかしながら，授業での学校現場体験とボランティ
アでの学校現場体験にはそれぞれ以下のような違い
が考えられる。
＜授業の場合＞
・大学と協力関係にある学校園での活動が中心
・時期によってはごく一部の教育活動・子供の変化を
垣間見るだけに終わる
・自らの設定課題に対して解決の糸口を探る実践的活
動
・指導の中心は大学教員
・学生は取り組み内容を評価される
＜ボランティアの場合＞
・学生ボランティアの支援を必要としている学校園で
の活動が中心
・年間を通して活動することができ学校園の教育課程
の流れ・子供の変化をつかむ事ができる
・現場で与えられた課題に対して，自ら考え，協働し
て取り組む実践的活動
図2　岡山県「『教師への道』インターンシップ事業」登録者数の推移
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・指導の中心は学校現場の教員
・学生によるボランティア活動の取り組みに対する評
価は基本的に必要ない
このほか，授業の場合は，大学側が準備した環境
下での活動となるため，学生によっては主体的な取
り組みとならない場合も想定される。一方ボランティ
ア活動では，学校現場のニーズをとらえ，主体的に
行動することが求められる。また，先に述べた「こ
れからの学校教育を担う教員の在り方について（報
告）」における「互いのニーズを符号させる工夫」の
一助を果たすことができるものであると考えられる。
なぜなら，スクールボランティア活動は，学校現場
が求める人的資源と，教職を志す学生にとっての学
校現場理解を促す自発的かつ主体的活動の場として，
それぞれのニーズを符号化させており，さらに，教
育委員会においても人材採用の立場から即戦力とな
る新卒教員の獲得にもつなげられるからである。
学生は授業における実践と，ボランティアにおけ
る実践の長短を理解し，両者を有機的に連続性・関
係性を持たせながら，多様な手段・媒体を活かして
学校現場での実践的・体験的活動に取り組んでいく
必要がある。
Ⅲ　スクールボランティアへの学生による主体的参
加を促す新たな取り組みと考察
１　学生スタッフ制度の創設
2013年 10月，スクールボランティアビューロー
に「学生スタッフ制度」を設け，半年間の試行実施
を経て，2014年 4月より本実施となった（2014年 3
月 10日開催の第 11回教師教育開発センター運営委
員会にて承認）。
この「学生スタッフ制度」は，学生の立場から，
スクールボランティア活動に学生が取り組みやすい
環境の整備やスクールボランティアに関連した企画・
参画・連携を通して，学校支援ボランティアについて
の深い理解と熱意によって，第一線でスクールボラン
ティア活動を支援することができる人材の育成を目
指している。制度導入のきっかけは，学生による意
見反映が十分できていないという大学教職員側の反
省から始まるものであった。これまで岡山県や岡山
市をはじめ近隣自治体の教育委員会との連携を進め，
学生によるボランティア活動ニーズの高まりを強く
感じる中で，ボランティア活動への参加や協働の必要
性を学生に対して訴えてきたものの，内容としては
十分伝わっておらず，事務的な連絡で終わっていた
ように感じている。また，事業推進上の課題，例えば，
学生がどのようなボランティア活動を求めているか，
どのように情報収集をしているかなど，学生のライ
フスタイルやニーズを十分に理解し対応できていな
かった。そこで，教職を強く志しスクールボランティ
アに関心の強い学生の声を直接聞き，事業強化を図
ることができる方法の 1つとして，本制度を創設した。
学生スタッフ制度は，通常の部活動やサークル活
動とは異なり，大学組織を支援する学生団体という
位置付けとなり，学生のみでの判断ではなく，学生
からの主体的な提案・取り組みを大学として対応・
支援できるか協議した後，活動が開始される方式を
取る。
この制度の効果としては以下を想定している。
①学生スタッフの教育実践力の向上
②学生スタッフの地域協働および学校支援事業への
理解向上
③学生スタッフの企画調整力（コーディネート力）お
よびコミュニケーション力の涵養
④岡山大学におけるスクールボランティア事業の活
性化
このように学生スタッフとして登録した学生自身の
能力向上を目指すことは重要な視点であり，学生ス
タッフを経験した学生が将来教員となり学校現場に
おいて学生ボランティアの人材活用・人材養成にも
積極的に関わってもらいたいという長期的な効果も
大きなねらいの 1つである。
こうした教育効果の実現を目指して，次項では学
生スタッフによる活動として考えられる事業構想に
ついて説明する。
２　学生スタッフによる事業構想
これから述べる構想事業については，制度創設時
にスクールボランティアビューローの教職員で検討
した内容である。すべてを実施する必要はないと考
えているが，これまで教職員だけでは困難であった
活動を学生目線で取り組み，ひとりでも多くの学生
がスクールボランティア活動に学校現場で取り組め
る環境が構築できればと考えている。
（１）スクールボランティア活動啓発事業
図１・図２で示したように，岡山大学ではスクー
ルボランティア活動への学生の登録者数は減少して
いる。この課題に対して，より一層，学生に対する
活動参加への啓発をする必要がある。また，ボラン
ティア活動は「求める側（学校園等教育組織・団体）」
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と「求められる側（学生）」の両者があって成り立つ
ものであり，「求める側」に対しての啓発も必要であ
る。具体的な活動として以下のような取り組みが考
えられる。
①スクールボランティアに取り組みやすい環境整備
初めてボランティア活動に取り組む学生に対し
て，学生スタッフが同行したり，多くの学生が利
用している情報収集媒体として Facebookや LINE
などの SNSを活用し学生スタッフによる情報発信
を行う。
②学生向けパンフレットの作成や定期広報誌の作成
学生にとってスクールボランティアを魅力ある
活動，また教職を目指すための必要な活動と感じて
もらうための資料を作成し，学内で広く配布する。
③学校園向け登録学生ボランティアプロモーション
資料の作成
活動登録をした学生によるプロモーション資料，
つまり自己 PR資料を作成してもらい，どのような
活動をしたいのか，どうような支援ができるのか・
取り組んでみたいのか，など具体的に示してもら
う。この資料を学校園等に提供し，学生ボランティア
の受け入れのための検討資料として活用してもら
う。
（２）学生ボランティア支援事業
学生スタッフは教職員と連携し，ボランティア登録
をしている学生のサポートに取り組んでもらう。学
生にとって必要な支援を学生スタッフが実体験に基
づいて企画してもらうため，学生スタッフは自ら豊
富なボランティア経験が必要となり，そのための学
生スタッフに対する支援もビューローの大学教職員
でバックアップしていく。
①学生ボランティアバンクの構築
ボランティア活動を希望する学生に対して，マッ
チングを効率よく行うため，学生の情報を一元的に
管理できる名簿を作成し，ボランティアバンクと
して蓄積していく。学生スタッフから情報収集や
学生へのコンタクトなどの面で協力・支援を得る。
②スクールボランティア学生支援活動事例集の作成
ボランティアを始めようと思っていてもなかな
か一歩を踏み出すことができない学生やこれから
新たにボランティア活動に取り組もうとする学生
向けの資料として，実際のスクールボランティア
活動事例を収集し，冊子にまとめ配布することで，
活動内容に対してより具体的なイメージをつかん
でもらう。
③学生向け学校園支援ボランティア活動マニュアル
の作成
事例集とは異なり，ボランティア活動を実践す
るために必要な基礎知識，例えば，守秘義務やホ
ウレンソウ（報告・連絡・相談）等，学校現場に
関わる上で最低限必要な知識や情報，社会的マナー
等をマニュアルとしてまとめ配布する。
④スクールボランティアマギスターの養成・認定
「マギスター」とは，master（英），meister（独）
と同義のラテン語であり，ボランティアの語源が
ラテン語であることから，同じ語源を用いた。こ
の事業では，スクールボランティアの実践回数や
研修受講などの実績によりマギスターとして認定
するものである。このマギスター養成は，学生の
スクールボランティアに対する意欲向上を図るも
のである。実際に認定する場合には，認定条件な
どは十分検討していく必要がある。
（３）スクールボランティア研修事業
ボランティア活動に参加する学生に対して，大学
として教育の質保証をより一層担保していく必要が
ある。これからボランティア活動に参加しようとす
る学生に対しては，活動・支援内容に対する基礎的
な理解を図り，既に取り組んでいる学生に対しては，
その体験を共有し深化させていくことが必要である。
①学生ボランティア交流会の実施
学生ボランティア同士が集まり，また教育現場の
関係者にも参加してもらい，スクールボランティア
の活動内容についての意見交換やディスカッショ
ンを通して，活動への理解を深めてもらう。
②テーマ別スクールボランティア研修会の実施
学生によるボランティア活動は多岐に渡ってい
る。教室での授業補助から身体障害を持つ児童・生
徒の支援，外国人児童生徒の言語支援や学校行事
での手伝い，環境整備や清掃活動まで様々である。
学校現場でボランティアとして即戦力となれるよ
う，テーマ・活動別の研修会を実施する。研修実
施に当たっては，現場教職員等を講師として協力
していただきながら実施する。
③学校園と連携したボランティア活動入門の実施（特
に遠方学校園支援）
「偶然訪問した学校の教員に魅力を感じたから」，
「教育実習で指導した生徒と継続して関わりたいか
ら」など，ボランティア活動は不意なきっかけか
ら始まることがしばしばある。そうしたきっかけ
作りとして，学生をボランティア活動に学生スタッ
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フとして知見・見識を深めてもらう。
３　スクールボランティアフェアの開催
これまで述べた事業を構想実現する最初の企画と
して，2014年 4月 5日，「岡山大学スクールボランティ
アフェア 2014」を開催した。この開催にあたっては，
学生スタッフ制度（試行期）の学生が中心となり，フェ
アの内容について企画・立案をした。
フェア開催のきっかけは，佐藤ら（2014）で指摘
した「マッチング」＝「学校園とつながる機会の提供」
にある。これまで岡山大学では，自治体個別の説明会
（または研修会）を実施してきた。しかし，壇上から
の説明を学生は一方的に聞くに留まっており，また
岡山大学が所在する岡山市以外の説明会へは参加者
数も少なく，学生にとって十分魅力的な場・機会で
はなかった。そこで，「学校園や教育委員会と学生が
直接つながる機会」を提供するという発想から，フェ
アの開催に至った。
フェア開催の趣旨は，学生（大学院生を含む）が，
地域の学校園において積極的にボランティア活動に
取り組めるよう，関係自治体教育委員会との連携・
協働により実施しており，学校（学習）支援ボランティ
アに関する説明（一部研修を含む）を通して学生の
活動動機を高めるだけでなく，活動を円滑に始める
ため各学校園担当者との直接相談・交流の場として
提供するものである。
フェアでは，①教育委員会や学校園等によるブー
スでのマッチングと②全体イベントの実施の 2種類
が行われた。前者では，企業の就職活動イベントと
同様に，学生は関心のあるブースに立ち寄り，担当
者から直接説明を聞き，その場でマッチングをした
り，または資料等を受け取り，事後に連絡を取った
りすることができる。後者では，学生スタッフの企画・
運営により，スクールボランティア活動の啓発や情
報交換，また教育委員会や学校園の教職員と学生の
交流など様々な学生目線での企画が行われた。この
手法によるイベント開催により，学生は一方的な参
加であったものから，双方向の主体的な参加となり，
また直接教育現場のニーズなどを聞き，魅力を感じ
て活動に参加するなど能動的な態度を醸成すること
ができたと考えている。
また，将来的にはスクールボランティアフェアへ
の参加については，岡山大学の学生（大学院生を含む）
に限定せず，岡山県内の他の大学生にも開放し，全
県体制での学生ボランティアによる教育活動への貢
フが引率する。大学周辺での実施では多くの学生
の参加が見込めるが，この活動は現場と学生をつ
なぐきっかけ作りとしても重要な取り組みである
ため，ボランティアの募集があるにもかかわらず，
距離的な事情などにより支援が得られていない学
校園等と積極的に連携し取り組む。
（４）スクールボランティア調査事業
ボランティア活動は学生の自発的な活動であるた
め，トラブルが発生して初めて大学への連絡がある
など，内容や実態の把握が大変難しくとなっている。
そのため，学生スタッフにも調査に参加してもらい，
課題意識を高めていきたい。
①学校園等における支援内容現地調査
教育現場で実際に学生がボランティアとして支
援・活動している内容について調査を行い，現場
側で助かったことや課題と感じたことを率直な意
見として調査し，大学の支援体制などの見直しに
役立てる。
②ニーズ把握のための学校園教員との交流会・イン
タビュー実施
ボランティアを必要としている学校園や教育委
員会に学生スタッフがインタビューに伺い，必要と
している支援や困っている・悩んでいる事などを
情報提供してもらい，それに対して学生ボランティ
アとして何ができるか学生スタッフと協議・検討
し，可能な範囲での対応・対策を講じ，支援の充
実を図る。
③学生ボランティアの参画状況の把握および活動環
境に関する調査
学生ボランティアの活動状況や参画状況を把握
するための調査や，活動上の不安や不満，対応上
の問題などを学生から情報収集し，改善に向けた
取り組みを行う。
（５）その他の事業
その他，学生スタッフとして，ボランティアを進
めていく上で，教育委員会等が主催する様々なイベ
ントや勉強会への参加・支援を通して，スクールボ
ランティアの意義について理解を深めてもらう。
①岡山県・岡山市等が実施する関連行事への参画・
支援
学校現場でのボランティアだけではなく，岡山
市「学校支援ボランティア」シンポジウムでの実行
委員としての参加協力等を通じ，企画実行力を高
めてもらう。また，教育に関連した様々なシンポ
ジウムや講演会などへの参加を通して，学生スタッ
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献を果たしていきたいと考えている。
Ⅳ　おわりに
政府や文部科学省による教員養成におけるイン
ターンシップやボランティア活動など学校現場での
体験的な学習・実践の必要性がより一層高まってい
ることが分かる。こうした状況に岡山大学として必
要な対策を講じる必要があり，その 1つの方法とし
て，スクールボランティアビューローに「学生スタッ
フ制度」を設けた。これにより，学生の視点に立っ
た，学生の企画による，よりよい教員養成のための，
大学の支援につなげていきたいと考えている。スクー
ルボランティアビューローの本来業務に学生が単な
る人手として参画するのではなく，企画・立案を協
働して行う仲間が増えたという気持ちである。その
ため，スクールボランティアビューローの複数の教
職員が学生スタッフに関わり支援しており，スタッ
フとして協力・参加している学生に対しては，サー
クル活動や授業ではできない体験や経験を多く提供
していきたい。
本論では，学生スタッフ制度を概観し，その最初
の活動として開催したスクールボランティアフェア
の趣旨等について説明した。まずはこの制度により，
ひとりでも多くの学生に，主体的なスクールボラン
ティア活動への参加を促すことができるようになる
と自負している。ただし，どのような効果や成果が
あるのか，また課題としてどのようなことが挙げら
れるか，十分に検証できていない。今後整理しまと
めていきたい。
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A New Support Program to Urge University Students to Participate in School Volunteer Activities
Daisuke SATOH※ 1,  Fumio YAMANE※ 2,  Eiji EGI※ 2,  Kayoko SODA※ 2,  Hiroyuki KONDOH※ 2,  
Daisuke GOTOH※ 2
Recently, it must be more necessary to experience educational activities in a school in teacher training 
program.  Education Rebuilding Council (Japanese government) and Central Council for Education (Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology) emphasize on volunteer activities in a school before 
teacher employment.  However, the registration number of students for school volunteer is decreasing 
at Okayama University, because school internship was adopted as a compulsory subject in Faculty of 
Education.  Students have to understand differences between “internship” and “volunteer”, and participate in 
volunteer work aggressively.  “Student Staff Service” was organized in School Volunteer Bureau to respond 
to the social demand and try to solve the problem of Okayama University.  In this service, student staffs plan 
and join in school volunteer activities from the students’ points of view, and collaborate with university staffs 
to urge students who want to become a teacher to participate in school volunteer activities.  School Volunteer 
Fair 2014 was held as a ﬁrst event by student staffs.
Keywords:  Teacher Training Program, School Volunteer, Student Staff Service
※ 1  Academic and General Okayama University Regional Research Association, Okayama University
※ 2  Center for Teacher Education and Development, Okayama University.
𠮷田　満穂　片山　美香　髙橋　敏之　西山　修
The Characteristics of the Childcare Worker’s “Noticing” 
in Accordance with the Difference in Years of Experience
Mitsuho YOSHIDA，Mika KATAYAMA，Toshiyuki TAKAHASHI，Osamu NISHIYAMA
保育経験年数からみた気付き体験の特徴
【原　　著】
岡山大学教師教育開発センター 紀要 第 5 号 別冊
2015
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.5, March 2015
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岡山大学教師教育開発センター紀要，第 5号（2015），pp.09-18
保育経験年数からみた気付き体験の特徴
𠮷田　満穂※ 1　片山　美香※２　髙橋　敏之※２　西山　修※２
保育者が自らの保育の中で経験してきたことから，何に気付き，記憶し，どう活かしてきたかは，保育の質と
保育者としての成長に影響する。本論は，保育者が自伝的記憶として，何を気付き体験として捉え，記憶してい
るかを調査し，保育経験年数によるその特徴を分析する。具体的には，保育者に，何に対して気付きを得たか等
について自由記述を求め 107名分のデータを得た。経験年数により，初任保育者，中堅保育者，熟練保育者に分け，
それぞれの気付き体験の特徴を明らかにした結果，どの経験年数の保育者も同様に「保育者の姿勢」に関する気
付き体験が最も多く，続いて「子どもの心的状態や行動」に関するものが多かった。また，中堅，熟練保育者に
なると，表面に表れない子どもの思いへの気付きが多くなっていることが明らかになった。さらに，熟練保育者は，
「保護者と保育者のつながり」「子どもと保育環境」等，園生活全体に気付き体験を広げていることが示唆された。
キーワード：保育者，気付き体験，保育経験年数，自伝的記憶
※ 1　岡山大学大学院教育学研究科大学院生
※ 2　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　問題と目的
本論では，保育者がこれまでの保育の中で，何か
に気付き記憶された体験を「気付き体験（noticing）」
として捉える。そして，保育経験年数による気付き
体験の特徴の分析から，今後の個に応じた保育者支
援に向けた一資料を提示することを目的とする。
保育現場において，保育者は常に子どもの状況や周
囲の出来事を把握しながら保育を行っている。保育
者の役割や援助は，『幼稚園教育要領解説』（文部科
学省，2008）（１）からも明らかなように，「幼児の思い，
気持ちを受け止め，幼児が周囲の環境をどう受け止
めているかを理解すること，すなわち，幼児の内面
を理解しようとすること」から始まると言える。
保育者が日々成長し，子どもにとって相応しい存在
になるには，保育者が子どもや周囲の状況に気付く
力を養うことが必要になる。近年，保育の質が問われ，
保育者の資質向上が期待される中，保育者の資質や
専門性についての研究が多く見られる（秋田喜代美
ら，2007（２）；柴崎正行・金玟志，2011（３）。これら
の先行研究では ,相応しい保育者の在り方や，保育者
の資質を向上させるための振り返りについて言及さ
れており，保育者の成長と振り返りは，切り離せな
いものとされる（中坪史典ら，2011）（４）。
振り返りの１つの手段として行われる保育カンファ
レンスは，柴崎・金（2011）（５）が述べるように，自
らの保育を客観的に捉える力を養う場であり，保育者
自身の保育に対する認識の枠組みを捉え直す場となる。
振り返ることが，自らの保育を意識し省察へつながり，
次の保育に活かしていく手段になる。
保育カンファレンスについての研究では，カンファ
レンス内での保育者の振り返りプロセスの分析 （上田
敏丈，2011）（６），カンファレンスの談話スタイルとそ
の規定要因の検討（中坪ら，2012）（７）等，より効果
的なカンファレンスの在り方が模索されている。また，
鯨岡峻・鯨岡和子（2010）（８）が提唱している「エピソー
ド記述」からの省察やカンファレンスの在り方につい
ても広く知られている。
保育者は，保育の後に振り返って省察をするだけで
なく，保育中に起こっている様々な状況を瞬時に判断
し，その状況に対応している。D.A. Schön （1983）（９）
は，専門家は，自分が今していることをその過程の中
で考え，自分のやり方を変化させていくとし，「行為
の中の（in）の省察」と呼んでいる。柴崎・金（10）は，
【研究論文】
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この省察の理論を保育者に当てはめ，「行為の中の省察
は，保育者の保育実践において臨機応変に子どもの反
応に応答する保育者の姿勢にも見られる」と述べてい
る。Schön （1983）（11）によると，実践家は多くの実
践の中で，何を探し，その見付けたことに対してど
うしたらよいかを学ぶ「実践知」を身に付けている。
保育者も同様に，日々の保育実践の中で，何かを探
し見付けたことに瞬時に対応していると言える。
それでは，保育者は，保育中何に気付き，判断し，
対応しているのだろうか。そして，その多くの気付き
のうち，何を自分の体験した重要な気付きと意識し，
記憶しているのだろうか。その記憶された気付きが，
その後の保育実践，振り返りや省察の基礎となると
考えられる。したがって，保育者の記憶された気付
きを明らかにすることが，振り返りの基準を明確に
し，省察を深めることにつながると言えよう。
秋田喜代美・佐藤学・岩川直樹 （1991）（12）によると，
初任教師と熟練教師はビデオで授業を視聴した際，注
目しているものに違いが表れるという。初任教師は，
子どもの様子を見たまま，感じたまま表層的に語る
のに対して，熟練教師は，積極的に多くの推論を行い，
これからの展開を予想する。また，高濱裕子（2001）
（13）は，初任保育者はクラス組織の運営に目が向きが
ちだが，熟練保育者は幼児一人ひとりに関心が向く
ようになると述べている。以上からも，保育者の気
付きの対象は，保育者の経験年数や熟練度により違
いがあると仮定できる。
これら教師の熟達化に関連する先行研究では，小学
校や保育現場の熟練教師・保育者と初任教師・保育
者が，授業中あるいは保育中に，何を意識したり注
目したりしているかについて両者を比較しながら詳
細に検討している。しかし，保育者自身が何に気付き，
気付いた体験として記憶したか，さらにその体験が
現在の保育にどう影響しているかについて，十分検
討はなされていない。保育者が自分の保育を思い起
こし，何を自分の気付きとして意識しているかを検
討することは，保育者自身の資質を向上させること
に有効であると考える。なぜなら，保育者は，自分
の気付きから保育を振り返り，保育の在り方を変容
させながらよりよい保育を目指しているからである。
さらに，保育者の経験年数による気付き体験の違い，
特徴に注目していくことによって初任保育者が熟練
していくために，保育者の気付きにどう働きかけて
いけばよいかの示唆が得られると考える。
自分が経験した出来事に関する記憶のうちで，その
記憶が残ることによって，後の想起につながり，長
期的に影響する記憶を「自伝的記憶（autobiographical 
memory）」という（佐々木知美・皆川直凡，2013）（14）。
佐藤浩一（2008）（15）は，「記憶が原体験の正確な複
写であることはあり得ない。ゆがみや選択があって
も，本人がそれを自分の経験として想起するなら，そ
れも自伝的記憶である」と説明している。また，佐
藤（2012）（16）によると，自伝的記憶には，次の３つ
の機能がある。１つ目は，自己の連続性や一貫性を
支えたり，望ましい自己像を維持したりする自己機
能と呼ばれるものである。２つ目は，自伝的記憶が
対人関係やコミュニケーションにプラスの影響を及
ぼすという社会的機能である。そして３つ目は，自
伝的記憶が様々な判断や行動を方向付けるのに役立
つ方向的機能である。
保育者は，自分が行った保育中の対応や出来事を省
察の際に判断し，望ましい自己像を目指し次の保育に
生かしていることから，自伝的記憶の１つ目の自己
機能を働かせていると言える。また，保育は，子ども，
同僚，保護者等との関わりの中で営まれているのは
明白で，社会の中で行われている現象であることか
らも２つ目の社会的機能を持っている。さらに，保
育者が保育を振り返って得た気付きは，次の保育を
行う際の判断の基準になり，次への方向付けとなる
のであり，自伝的記憶の３つ目の方向的機能を備え
ていると言える。自伝的記憶が，後の想起につなが
り長期的に影響を及ぼすものであることと，３つの
機能から考え合わせると，保育者が，保育のどういっ
た場面に気付いて次に生かしているかを検討するに
は，保育者の自伝的記憶による気付き体験を収集し
分析することは，妥当であると考える。
そこで，本論では，保育者の保育における自伝的
記憶である「気付き体験」を収集，分析し，保育経
験年数による違いや特徴を明らかにすることを目的
とする。これにより，保育者の気付きを促す手立てや，
自らの経験を活かす保育者支援の在り方を考える。
Ⅱ　方法
１　調査対象
中国地方及び九州地方で開催された保育者研修・免
許状更新講習を受講した保育者に対し，講習中に質
問紙調査を実施した。保育者 189名のうち，気付き
体験の記述があった 107名（所属：公立幼 30名，私
立幼 17名，公立保 18名，私立保 28名，こども園等
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14名。性別：男性３名，女性 104名）を対象とした。
保育者の平均年齢は 37.01歳（標準偏差 9.81），保育
経験年数の平均は 12.94年（標準偏差 8.77）であった。
２　調査内容および調査手続
設問では，「これまでの保育の中でもっとも記憶に
残っている『ご自分で何かに気付いた体験（気付き
体験）』を１つ挙げ次の①～④などを含めできるだけ
詳しく教えてください」と尋ね，自由記述を求めた。
具体的には，①そのときの状況や様子，②そのときあ
なたが気付いたこと，対応や援助など，③その後そ
の気付き体験が保育に生かされたこと，及び④今振
り返ってそのときのことをどう思うか，とした。こ
れらにより，自伝的記憶を想起する手立てとした。
質問紙は直接手渡し，その場で回答を求めた。回
答に要する時間として 20～ 30分程度の十分な時間
を確保し，できるだけ詳しく記述を求めた。収集さ
れた自由記述はテキストデータとして入力整理した。
調査は 2014年７月から 11月の間に３回実施された。
なお，調査実施に関わる配慮等は，日本発達心理学
会（2000）（17）の倫理基準に準じた。
３　分析方法
収集された気付き体験についてKJ法の手続に準じ
た分析を行った。具体的には収集されたデータを，気
付き体験の場面によって分類し，さらに，気付きの対
象によってカテゴリーに分類した。
Ⅲ　結果と考察
１　気付き体験の分類
まず，得られたデータを，気付き体験の場面で分類
した結果について述べる。分析については，収集され
たデータを基に第１著者がカテゴリー化した。信頼性
を確認するために，第 1著者と教育学専攻の大学院生
1名が，全データの約 20％（n＝20）のデータをラン
ダムに選出し，κ係数を求めた。その結果，κ＝.93と
いう良好な係数が確認された。
自由記述の気付き体験からキーワードを抽出し，デー
タを 18の場面に分類した。それを気付き体験の対象
により，４つの大きなカテゴリーに分類した。保育者
の自伝的記憶による気付き体験の場面とその件数を表
１に示した。さらに，気付き体験の自由記述を抜粋し
て，表２に挙げた。
表１　保育者の自伝的記憶にとしての気付き体験の場面とその件数
気付き体験の分類 件数 気付き体験の場面等 件数
保育者の姿勢 55
子どものありのままの姿を受け止め認める 12
子どもとの関係をつくる 10
見守りながら対応のタイミングをつかむ 8
子どもを多様な視点から見る 7
子どもが理解し自分で気付けるようにする 6
保育者としての意欲がわく 5
危機・危険への意識の視点をもつ 4
職員間が連携した保育をする 3
子どもの心的状態や行動 32
友達との関わり方に様々な表現がある 9
理解度や自信が活動意欲に影響する 7
未熟・不適切と思える言動に意味がある 6
それぞれの子どもに特徴がある 6
教師の工夫が子どもの行動に関連する 4
保護者と保育者のつながり 15
保護者との関わりを深める 9
保護者の子どもへの思いに寄り添う 5
子どもに影響を与える家庭の雰囲気をつかむ 1
子どもと保育環境 5
環境設定で子どもの行動が変化する 4
子どもにとって魅力的な教材を選ぶ 1
計 107 107
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表２　経験年数別の気付き体験に関する自由記述（抜粋）
保育者の経験
（経験年数）
記述内容
気付き体験の
場面（分類）
初任保育者
（１年）
「年中児がふざけているのを注意したらふてくされた。意地を張っている
だけで謝るタイミングが欲しいのではと気付いたので，和やかな雰囲気
で場をなごませ，もう一度話をした。次の日からも気をつけるようになっ
た。」
未熟・不適切と
思える言動に意
味がある（子ど
もの心的状態や
行動）
初任保育者
（１年）
「降園準備の時，ざわざわして，指示を聞いていない子がほとんどだった。
今，何をすればいいのかといったことや降園準備の流れが分かっていな
いのではないかと感じ，黒板にイラストで提示した後，『最初にカバンに
入れるのは何だったかな』と聞いてあてていった。子どもに問いかけをし，
答えてもらうことで，自分で考え主体的に行動できるのだと思った。」
理解度や自信が
活動意欲に影響
する（子どもの
心的状態や行
動）
初任保育者
（４年）
「３歳児クラスでおもちゃの取り合いになりました。どちらも引き下がり
ませんでしたが，見守っていました。急に片方が『一緒に使おうか』と言い，
仲よく遊ぶことができました。子ども同士で解決できそうな時は見守る
という大切さに気付くことができました。」
見守りながら対
応のタイミング
をつかむ（保育
者の姿勢）
中堅保育者
（10年）
「制作中に切ったものを入れる箱を広告紙で作っておいたら一人の幼児が
『ゴミ箱に入れたくない』と言った。その時から，子どもが心からやりた
いと思う環境には何が必要か考えるようになった。」
子どもにとって
魅力的な教材を
選ぶ（子どもと
保育環境）
中堅保育者
（12年）
「縄跳びの練習を毎日していた幼児が，少しでも進歩すると『先生見てぇ』
と声をかけてきた。手が離せない時でも，必ず見に行くようにしました。
母親に『先生や友達が毎日見てくれたからできた』と言っていたようです。
幼児が求めている所にきちんと教師が対応することが大切だと実感しま
した。」
見守りながら対
応のタイミング
をつかむ（保育
者の姿勢）
中堅保育者
（15年）
「はじめてのクラス主任で自分がしっかりしなければ，と考えていた。自
分と合わない保育士とクラス運営の話もできないことが多かった。担任
同士がぎくしゃくしていると子どもも落ち着かない。もっと，自分から
他の保育士に助けを求めればよかった。ひとりよがりの一生懸命で子ど
もに申し訳なかった。」
職員間が連携し
た保育をする
（保育者の姿勢）
熟練保育者
（17年）
「３歳児の男児は，自分の使っているブロックを他の子が使おうとすると
怒ったり，自分の欲しいものを取り上げたりすることが多かったり，ト
ラブルが絶えませんでした。まだ，一人遊びを楽しんでいるようなので，
ブロックをその男児用を分けたり，状態に合わせてつい立のような仕切
りを作って遊んだりしたことがありました。」
環境設定で子ど
もの行動が変化
する（子どもと
保育環境）
熟練保育者
（19年）
「隣のクラスの担任は新任保育士で，保育士の指導と，そのクラスが自分の
関心の重点になって，自分のクラスの一人ひとりの心を見ていなかった。
子どもたちの自分に対する反応が薄いことに気付き，全力で向き合うこと
にした。信頼関係づくりに遅れ，関係づくりの大切さを痛感した。」
子どもとの関係
をつくる（保育
者の姿勢）
熟練保育者
（40年）
「就職したての頃，忙しそうな母親がいつも不機嫌そうに迎えに来ていた。
卒園して何年もたって出会うとおだやかな保護者で園にも感謝していた。
当時，仕事と子育てで大変な母親の気持ちを理解することができなかっ
た自分を恥ずかしく思った。」
保護者との関わ
りを深める（保
護者と保育者の
つながり）
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「保育者の姿勢」に気付いた保育者が 55名おり，
最も多かった。続いて「子どもの心の状態や行動」が
32名いた。「保護者と保育者のつながり」は 15名，「子
どもと保育環境」は５名であった。
保育は，自分自身が気付いた体験によって次の手立
てを考えたり，その場の状況に対応したりする営み
であることから，必然的に「保育者の姿勢」に気付
くことが多くなると考えられる。保育者はどうある
べきか，よい保育のためにはどうすればよいか，な
どの点に気付き体験が多くなると推察される。また，
保育は子どもを育んでいく営みであることから，子
どもの心の状態，行動への意識は強まり，気付き体
験として想起しやすいと思われる。
次に，それぞれ４つの分類カテゴリーの中の場面
を詳細に見ていく。
「保育者の姿勢」は，８つの場面から成る。「子ど
ものありのままの姿を受け止める」「子どもとの関係
を作る」場面に，多くの保育者が気付きを得ている。
この２つは保育の基本的な姿勢として多くの保育者
が意識し，実感している。その視点から気付きにつな
がっていると考えられる。望ましい体験だけでなく，
子どもとの関係作りが不十分で，よい保育へつながら
なかった体験から，気付きを得ている記述もある。「見
守りながら対応のタイミングをはかる」「子どもを多
様な視点から見る」といった項目が上位にあるのは，
同様に，保育の基本姿勢として意識し，日々の保育
で実感しているためと考えられる。記述データから，
子どもを見守ることで効果的なタイミングで対応で
きたという体験が，様々な視点で子どもを見て，さ
らに見守ることの大切さに気付くことへつながって
いると解釈できる。
「子どもの心的状態や行動」は，５つの場面から成
る。「理解度や自信が活動意欲に影響する」ことや「未
熟・不適切と思える言動に意味がある」という場面の
件数が多い。このことは，子どもの外側に表れた状
態に気付くというより，目に見えない内面がどう行
動に表れているかを見極め，気付いていると言える。
「保護者と保育者のつながり」は，３つの場面から
成る。「保護者との関わりを深める」ことの大切さへ
の気付きが多い。保育は，幼稚園や保育所のみでは
なく保護者と相互理解をしながら進めていく。『幼稚
園教育要領』（18）には，「幼児の生活は，家庭を基盤
として地域社会を通じて次第に広がりをもつもので
あることに留意し，家庭との連携を十分に図る」と
記されている。また『保育所保育所指針』（19）には「保
護者に対し，保育所における子どもの様子や日々の
保育の意図などを説明し，保護者との相互理解を図
るよう努めること」と明示されていることからも明
らかである。保育者も保護者と連携し，共通理解を
図れるかどうかが保育に与える影響は大きいと実感
している場合，保護者との関わりの記憶が，気付き
体験として想起されると考えられる。保育経験の豊
かな保育者は，長い期間を経た後，改めて以前の保
護者の気持ちを汲み取れるようになったことを気付
き体験として記述している。
「子どもと保育環境」は２つの場面から成る。この
カテゴリーに関する気付きは総数としては少ない。保
育の物的環境設定そのものは，日々大きく変化する
ものではないことから，現在ある保育環境を前提と
して受け止め，気付き体験として想起されることは
少ないと考えられる。他方，自分の工夫で環境設定
を変えたことによって子どもの行動に変化が見られ
たときは，気付き体験として意識されている。 
２　経験年数と気付き体験
経験年数と気付き体験の分類との関連を表３に示
した。ここでは岩立志津夫ら（1997）（20）に準じて，
保育者を経験年数別に，初任保育者（0～ 5年），中
堅保育者（6～ 15年），及び熟練保育者（16年以上）
と，３群に分類した。3×4の直接確立計算法によると，
件数の偏りは有意ではなかった（p＝.386, 両側検定）。
いずれの経験年数の保育者群においても，気付き体
験の件数の割合は，概ね同様と言える。以下，経験
年数別に内容を詳細に検討する。
表３　経験年数と気付き体験の分類との関連
保育者の姿勢 子どもの心的状態や行動
保護者と保育者の
つながり 子どもと保育環境
初任保育者 14（53.8）   9（34.6）   3（11.5） 0（0.0）
中堅保育者 24（58.5） 11（26.8）   3（  7.3） 3（7.3）
熟練保育者 17（42.5） 12（30.0）   9（22.5） 2（5.0）
計 55（51.4） 32（29.9） 15（14.0） 5（4.7）
数値は人数。（  ）内は %。
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（１）初任保育者の気付き体験
初任保育者の中で，分類別の割合に注目する。初
任保育者の 53.8％が，「保育者の姿勢」に気付き体験
がある。続いて「子どもの心的状態や行動」への気付
き体験が 34.6％となっている。「保護者と保育者のつ
ながり」についての気付きは 11.5％で，「子どもと保
育環境」への気付き体験を記述した保育者はいなかっ
た。
初任保育者は，まず，自分自身が保育の場でどう
いった姿勢で臨めばいいかを模索している時期であ
る。よい保育が行われるためには，自分が保育者と
してどう行動すればよいのか，望ましい保育者とし
ての在り方はどうかという点への関心が高い。そこ
から「こうすればいい」「こうしない方がいい」といっ
た保育者自身の姿勢に気付きを得ることが多く，そ
の気付きを日々の実践に生かし，自己を確立してい
ると考えられる。
続いて気付き体験として多いのが「子どもの心的
状態や行動」である。保育者は，常に子どもの状態
を把握しようとしているが初任保育者にとっても同
様である。例えば，子どものよい点を認め，褒める
ことによって，子どもが意欲的に行動できるといっ
たような，保育者自身の姿勢が保育によい影響を与
えた場面に出会った場合に，気付き体験として想起
されている。
「保護者とのつながり」への気付き体験の割合は
11.5％と上記の２つの項目に比べ，大きく割合が下
がっている。要因として，初任保育者にとって，ま
だ保護者との関わりは多くないこと，あるいは深く
ないことが挙げられよう。保護者とは，主に子ども
を介しての関わりであることが多く，保護者に対し
て１対１の関係を作るまでには至っておらず，保護
者に対しての助言，支援といった経験も十分ではな
いだろう。そのような状況では，保育者としての自
分自身や子どもに関することに比べ，保護者との関
わりについての気付きは少ないと考えられる。
初任者の「子どもと保育環境」についての気付き
体験は，本調査では表れなかった。初任者は，まず，
現在の保育環境の中でどう保育をするかが先決で，自
分自身からそれまである環境設定を大きく変えると
いうことは少ない。したがって，環境と子ども自身
の関わりについて実感することが少なく，気付き体
験として想起し難いと思われる。
（２）中堅保育者の気付き体験
中堅保育者の気付き体験の分類の割合は，「保育者
の姿勢」58.5％，「子どもの心的状態や行動」26.8％，
「保護者と保育者の関わり」7.3％，「子どもと保育環境」
7.3％となっている。中堅保育者も初任保育者と同様
に「保育者の姿勢」，続いて「子どもの心的状態や行動」
に多くの気付き体験がある。「保護者と保育者の関わ
り」は，初任保育者と同様に少ないが，「子どもと保
育環境」への気付き体験が表れた。
中堅保育者にとっても，保育者のあるべき姿勢につ
いて考えること，子どもの状態を捉えようとするこ
とが重要事項である。従ってそれが気付き体験とし
て想起されている。また，保護者との関わりで，以
前反省したことを踏まえ，それ以後の関わり方を変
える必要性に気付いている。保育経験を重ね，多く
の保護者との関わりが増すと，意図しない関係や事
態も現れ，それが気付き体験になると考えられる。
さらに中堅保育者は，教材が子どもの意欲に関わっ
ていることや，座っている椅子が姿勢に影響してい
るのではないか，等の物的保育環境に気付きがある。
そこから，自分で環境設定を意識し，変化させたり，
工夫を加えたりすることで，子どもの状態が変わるこ
とを捉え，子どもと保育環境への気付き体験を得て
いる。子どもだけでなく，周囲の環境へも意識が向き，
自分で変えていこうとする中堅保育者の姿が見える。
（３）熟練保育者の気付き体験
熟練保育者の気付き体験の割合は，「保育者の姿勢」
42.5％，「子どもの心的状態や行動」30.0％，「保護者
と保育者のつながり」22.5％，「子どもと保育環境」
5.0％となっている。
熟練保育者は，多くの子どもと接することで，子
ども一人ひとりの違いを受け止めるようになってい
る。自由記述からは，その子なりの心的様子を受け
止め，同じ子どもでも，心的状態や行動を，その時
の状況に関連させながら見ていることが気付きとし
て表れている。そこで読み取った子どもへの対応が，
気付き体験となり，保育者の有する基準につながっ
ていると示唆される。
「保護者と保育者のつながり」については 22.5％と
なり，初任保育者や中堅保育者よりやや多くの気付
き体験になっている。熟練保育者は，保護者からの
信頼も得やすく，子育てに関する相談を受けること
も増える。保護者との共通理解の中で行っていく保
育の大切さに気付くようになってくる。さらに，自
由記述には，自分自身が子育てを経験し，保護者の
立場や気持ちをより理解するようになったことが記
されている。その経験によって，保育経験の少ない
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練保育者との関連を表４に示した。
「保育者の姿勢」のカテゴリーの中で，初任保育者
は，「子どものありのままの姿を受け止め認める」や
「子どもを多様な視点からみる」といった子どもの姿
をどう受け止めればいいかに気付き体験を得ている
点が特徴的である。養成校での学びや実習経験から，
子どもを受け止め理解することが保育の基本である
との考えをもっていることは明らかであろう。日々
の保育を重ねる中で，子ども一人ひとりを理解しよ
うとする中で，比較的多くの気付きを得ていると考
えられる。
中堅保育者も同じように「子どものありのままの
姿を受け止める」点に多くの気付きを得ている。保
育経験を重ねるにつれ，子どもを受け止め理解する
ことの重要性を感じる場面が益々多くなり，実感と
して捉えられるようになるのではないかと思われる。
それに加え，「子どもとの関係をつくる」「見守りなが
ら対応のタイミングをつかむ」といった場面が増え
ている。受け止めた子どもの姿から，次にどう関わっ
ていくか，どのようなタイミングで子どもに援助す
頃に行っていた保護者への対応を振り返り，新たな
気付きを得ているのが熟練保育者の１つの特徴と言
える。
熟練保育者は，保育環境についても初任保育者や中
堅保育者と同様に割合は低い。しかし，その中でも
中堅保育者と同じように，自分なりの工夫をして子
どもの状態の変化を促している。さらに，「つい立て
を置く」，「隣の小学校との境のドアを開ける」，のよ
うに，人との関わりを視野に，比較的大きく保育環
境を変えている。自分から大きな環境設定を変化さ
せられる状況になった熟練保育者は，そのことによっ
て変化した子どもの様子から，環境設定についての
気付きを得るようになったと考えられる。
ここまで，保育経験年数と気付き体験の分類の割
合と内容を比較検討してきた。そこで以下では，さ
らに詳細に各カテゴリーの中の気付き体験の場面と
経験年数の関係を検討してみよう。
３　気付き体験の場面と経験年数の特徴
気付き体験の場面と初任保育者，中堅保育者，熟
表４　気付き体験の場面と保育経験年数との関連
気付き体験の分類 気付き体験の場面 初任保育者 中堅保育者 熟練保育者
保育者の姿勢
子どものありのままの姿を受け止め認める 3（11.5） 7（17.1） 2（ 5.0）
子どもとの関係をつくる 0（ 0.0） 4（ 9.8） 6（15.0）
見守りながら対応のタイミングをつかむ 2（ 7.7） 4（ 9.8） 2（ 5.0）
子どもを多様な視点から見る 4（15.4） 2（ 4.9） 1（ 2.5）
子どもが理解し自分で気付けるようにする 2（ 7.7） 1（ 2.4） 3（ 7.5）
保育者としての意欲がわく 2（7.7） 2（ 4.9） 1（ 2.5）
危機・危険への意識の視点をもつ 1（ 4.0） 2（ 4.9） 1（ 2.5）
職員間が連携した保育をする 0（ 0.0） 2（ 4.9） 1（ 2.5）
子どもの心的状態
や行動
友達との関わり方に様々な表現がある 2（ 7.7） 4（ 9.8） 3（ 7.5）
理解度や自信が活動意欲に影響する 3（11.5） 1（ 2.4） 3（ 7.5）
未熟・不適切と思える言動に意味がある 2（ 7.7） 4（ 9.8） 0（ 0.0）
それぞれの子どもに特徴がある 0（ 0.0） 1（ 2.4） 5（12.5）
教師の工夫が子どもの行動に関連する 2（ 7.7） 1（ 2.4） 1（ 2.5）
保護者と保育者の
つながり
保護者との関わりを深める 2（ 7.7） 2（ 4.9） 5（12.5）
保護者の子どもへの思いに寄り添う 1（ 4.0） 1（ 2.4） 3（ 7.5）
子どもに影響を与える家庭の雰囲気をつかむ 0（ 0.0） 0（ 0.0） 1（ 2.5）
子どもと保育環境
環境設定で子どもの行動が変化する 0（ 0.0） 2（ 4.9） 2（ 5.0）
子どもにとって魅力的な教材を選ぶ 0（ 0.0） 1（ 2.4） 0（ 0.0）
計 26 41 40
数値は人数。（  ）内は %。
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るかといった実践方法にも気付きを得ている。自由
記述からは，子どもの姿に合わせて援助を行った際
にうまくいったこと，思った結果が出なかったこと
が気付きにつながっていることが窺える。保育での
試行錯誤から新たな気付きを得ているのが中堅保育
者の特徴と言える。
熟練保育者は「子どもとの関係をつくる」場面が
他の場面に比べ多い。子どもの姿をありのままに受
け止めるのは前提で，そこからさらに，子どもとの
関係を築くことが重要だと気付いていると思われる。
中堅保育者や熟練保育者には，初任保育者にはなかっ
た職員間の連携について気付くようになった点が特
徴である。園全体の職員の在り方へも気付きが広がっ
ていることが窺える。
「子どもの心的状態や行動」では，初任保育者の場
面別の顕著な件数の偏りは見られなかった。記述か
らは，自分が対応した子どもとの体験からの気付き
を得ていると窺えた。
中堅保育者は，「友達との関わり方に様々な表現が
ある」ことへの気付きが多い。子どもを個人としてだ
けではなく，集団として捉えていく視野を持ち，そ
こからの気付きを得ていると考えられる。「未熟・不
適切と思える言動に意味がある」と気付いた数が多
くなっている。子どもを一面からだけ見るのではな
く，多面的に理解しようとしている。さらに，表面
の現象だけでなく，行動の意味を考えようとする姿
勢からの気付きと言えよう。
熟練保育者は，「それぞれの子どもに特徴がある」
と気付きを得ている。多くの経験の中で様々な子ど
もと関わってきた熟練保育者は，表面に表れた行動
の善し悪しを判断するのではなく，それぞれの子ど
もの違いを前提として，受け止めていると思われる。
「保護者と保育者のつながり」で熟練保育者の気付
きが多くなっている点は，既に指摘したが，中でも「保
護者との関わりを深める」ことに多く気付いている。
保護者と理解し合い，保育への価値観を共有して共
に子どもを育てることの重要性を感じる場面が多く
なっていると考えられる。また，熟練保育者は保護
者支援の役割が増してくるため，「保護者の子どもの
思いに寄り添う」場面への気付きが多くなっている
と推察できる。
「子どもと保育環境」についての気付きは前述のよ
うに，他の項目に比べて記述された場面は少ない。自
分で環境設定を変更したことにより子どもの姿が変
化することは，保育経験を重ね，試行錯誤する中で
経験できることである。その結果から気付きを得る
ようになるのは，中堅，熟練保育者の特徴と言えよう。
Ⅳ　総括と今後の課題
本論では，保育者が保育を実践する中で何に気付
き体験を得ているかを明らかにするため，質問紙調
査により自伝的記憶の記述を求めた。この記述から
保育経験年数と保育者の気付きの関連を分析した。
その結果，どの経験年数の保育者も「保育者の姿勢」
「子どもの心的状態や行動」に多くの気付き体験を得
ている。また，「保護者と保育者のつながり」「園や
保育の環境」への気付きは，どの経験年数の保育者
も少ない。このことは，保育者全般に共通した特徴
であると言える。他方，気付き体験の内容を詳細に
検討した結果からは，各保育経験別の特徴が示唆さ
れた。保育実践においては，保育者としての役割を
自覚して，どう保育するべきかが大きな課題である。
それは『幼稚園教育要領解説』（21）に「教師の担う役
割は大きい。子どもの主体的な活動を直接援助する
と同時に，教師自らも子どもにとって重要な環境の
一つであることをまず念頭に置く必要がある」と明
示されている通りである。保育の中で起こったこと
に対して保育者としてはどう対応したらいいのかと
いうことを考えるために，保育者の姿勢に多くの気
付きを得ていると言えよう。
保育者全体に共通した特徴と同時に，経験年数に
よる気付き体験の違いも明らかになった。１つ目は，
保育者が経験を重ねるにつれ，子どもの表面に表れた
行動だけでなく，その行動が持つ意味についての気
付きを得るようになっていることである。経験を重
ねる中で得た「実践知」（Schön ，1983）（22）による
幼児理解が起こり，気付きにつながると考えられる。
２つ目は，熟練保育者ほど，気付きの対象が保護者
とのつながりが重要であるとの気付きや，保育に与え
る保育環境へも気付きを得ていることである。具体
的な保育の進め方や子どもに対する対応から，保育
あるいは園全体のことへの気付きへと広がっている
と言えよう。高濱（23）の研究では，保育者の関心が経
験年数により変化していることが明らかになってい
る。初心者は，「幼児の見方や捉え方」「幼児への対応」
に目標を持っており，経験者は，より包括的な問題
を挙げたと述べている。本論で得られた保育中の気
付き対象の違いは，それぞれの経験年数による保育
者の関心に関連があると考えられる。その関心から
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質尺度」，『保育学研究』第 35巻第 2号，52-53頁，
1997年．
（21）文部科学省・前掲書（１），44頁．
（22） Schön, D. A.・前掲書（９），76頁．
（23）高濱・前掲書（13），81-83頁．
（24）三木知子・桜井茂男：「保育専攻短大生の保育
者効力感に及ぼす教育実習の影響」，『教育心理学研
究』第 46巻第 2号，203-211頁，1998年．
得られた気付きの変化は，保育における以前の経験
との比較から導き出される深まりと広がりであると
言えよう。気付きの対象を広げ，深める援助により
保育者の熟達化を促す手立てとなるとの示唆が得ら
れた。
気付き体験を述べている自由記述には，表現に違
いはあるが「対応がよかったと気付いた」「あの時は
うまく行かなかったので以後気をつけるようになっ
た」という記述も目立つ。「保育場面において子ども
の発達に望ましい変化をもたらすことができるであ
ろう保育的行為をとることができる信念」である保
育者効力感（三木知子・桜井茂男，1998）（24）が気付
き体験に影響を及ぼしているとも考えられる。そこ
で，気付き体験と保育者効力感との関係を明らかに
することも今後の課題の１つになると考える。
加えて，記述に表れた気付き体験を詳細に見てい
くと，ある気付きから，さらに深く次の気付きへ移っ
ていることが読み取れるものがある。記憶が残るこ
とによって長期的に影響する自伝的記憶の特徴から
見ても，気付き体験は，ある段階から次の段階へ移
行していると考えられる。今後は，気付きの段階を
明らかにし，気付きが深まる過程を明らかにするこ
とも課題と言えよう。
本論では，現在の保育経験年数で想起される気付
き体験の特徴を分析した。しかし，実際にその体験
をした時点の経験年数と気付き体験の関連について
解明するまでには至っていない。今後のさらなる課
題とする必要がある。
引用文献
（１）文部科学省：『幼稚園教育要領解説』，37頁， 
2008年．
（２）秋田喜代美・箕輪潤子・高櫻綾子：「保育の質
研究の展望と課題」，『東京大学大学院教育学研究科
紀要』第 47巻，289-305頁，2007年．
（３）柴崎正行・金玟志：「日本における新人保育者の
育成に関する最近の動向」，『大妻女子大学紀要』第
47号，39-46頁，2011年．
（４）中坪史典・秋田喜代美・増田時枝・箕輪潤子・
安見克夫：「保育カンファレンスにおける談話スタイ
ルとその規定要因」，『保育学研究』第 50巻第 1号，
29-40頁，2012年．
（５）柴崎・金・前掲書（３）．
（６）上田敏丈：「保育援助に対する幼稚園教諭のふり
かえりプロセス―異なるティーチング・スタイルに
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The Characteristics of the Childcare Worker’s “Noticing” in Accordance with the Difference in Years of 
Experience
Mitsuho YOSHIDA ※ 1，Mika KATAYAMA ※ 2，Toshiyuki TAKAHASHI ※ 2，Osamu NISHIYAMA ※ 2
While caring for children, the childcare worker’s ability to notice and react to the surrounding circumstances 
affects the quality of the care. This study investigates what the childcare workers can pick up through 
“noticing” during normal child care, and aims to analyse the characteristics of “noticing” in connection with 
the length of their child care experience. Data was collected from 107 childcare workers who were asked 
to write about their experiences of “noticing”. They were divided into 3 categories according to the number 
of years of child care experience: novice childcare workers, leading childcare workers, and expert childcare 
workers. The respective “noticing” characteristics of each category became evident. All categories showed the 
same result: that “the childcare worker’s attitude” was most frequently noticed, followed by “the children’s 
psychological state and conduct.” Further investigation showed that accepting the children as they are and 
noticing the inner feelings of the children increases as the childcare workers gain experience. In addition, 
the expert childcare workers noticing expanded to include “the relationship between parents, guardians, and 
childcare workers,” “the childcare environment,” and the overall life of the child care center. It became clear 
that the characteristics of the childcare worker’s “noticing” were in accordance with the difference in years of 
experience.
Keywords: childcare worker, noticing, years of experience, autobiographical memory  
※ 1  Graduate School of Education,Okayama Univercity(Master’s Course)
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Practical Seminar for Teacher Profession on the Teacher Training Program at Okayama University (3)
Based on the Questionnaire Survey to Participants of the Practical Seminar for Teacher Profession
in 2013
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全学教職課程における「教職実践演習への取組」（3）
―平成 25 年度受講生アンケ トー結果による検討―
【原　　著】
岡山大学教師教育開発センター 紀要 第 5 号 別冊
2015
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全学教職課程における「教職実践演習への取組」（3）
―平成 25年度受講生アンケート結果による検討―
三島　知剛※ 1　樫田　健志※ 2　髙旗　浩志※ 1　稲田　修一※ 1　後藤　大輔※ 1　江木　英二※ 1
曽田　佳代子※ 1　山根　文男※ 1　加賀　勝※ 1※ 3　髙塚　成信※ 1※ 3
岡山大学では，教師教育開発センターによる全学の教員養成教育の質保証に取り組んでいる。本研究では，平
成 25年度に本格実施された全学教職実践演習に着目し，その成果と課題を検討する。なお，本学の全学教職実
践演習は「オリエンテーション」「学習指導力に係る省察」「模擬授業演習」「現代的教育課題に係る省察」「まとめ」
の 5つから構成され，本学の重要視する 4つの力（「学習指導力」「生徒指導力」「コーディネート力」「マネジメ
ント力」）をバランスよく育むことを企図している。そして，本格実施された教職実践演習について，学生に実
施したアンケート調査結果を分析対象とし，成果と課題を検討した。その結果，学生の多くが教職実践演習の効
果を比較的高く認知していることや，教育実践力を構成する 4つの力の多くの力が教職実践演習を通して高まっ
ていること，などの成果が主に示唆された。
キーワード：全学教職実践演習，教育実践力を構成する 4つの力，学生の意識
※ 1　岡山大学教師教育開発センター
※ 2　倉敷教育センター
※ 3　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　はじめに
本研究の目的は，岡山大学において実施された全学
教職実践演習の成果と課題を教職実践演習が本格実
施された平成 25年度の受講生を対象にしたアンケー
ト調査結果により検討することである。
教職実践演習は，教員免許取得を希望する学生が 4
年次に履修する必修科目であり，平成 25年度より新
設された科目である。中央教育審議会（2006）の答
申によると，教職実践演習（仮称）は，教職課程の
他の授業科目の履修や教職課程外での様々な活動を
通じて，学生が身に付けた資質能力が，教員として
最小限必要な資質能力として有機的に統合され，形
成されたかについて，課程認定大学が自らの養成す
る教員像や到達目標等に照らして最終的に確認する
ものであり，いわば全学年を通じた「学びの軌跡の
集大成」として位置付けられるものである，とされ
ている。そして，学生はこの科目の履修を通じて，
将来，教員になる上で，自己にとって何が課題であ
るのかを自覚し，必要に応じて不足している知識や
技能等を補い，その定着を図ることにより，教職生
活をより円滑にスタートできるようになることが期
待される，とされている。教職実践演習の実施に伴
い，各大学では，教職実践演習のカリキュラムの開
発や試行が行われ（例えば，姫野・石橋・神居・斎藤，
2011；佐瀬，2013），教育学部以外の学生に対する教
職実践演習の試行の報告（田宮・下野，2008）や下田・
豊田（2013）による工学部における教職実践演習の
実践報告もなされている。
教育学部以外の学生を対象とした全学教職実践演
習の導入にあたり，岡山大学では，全学教職課程履
修学生対象の教職実践演習について本格実施前から
検討を進めてきた（詳細は，樫田・髙旗・江木・曽田・
三島・後藤・加賀（2013）及び樫田・髙旗・三島・江木・
曽田・後藤・佐藤・山根・加賀（2014）を参照）。そ
の中で，検討した授業内容に対して 1時間のみの教
職実践演習プレ試行を平成 23年度に，全 15回分の
試行を翌平成 24年度に実施し，成果と課題の検討を
行い，本格実施の平成 25年度に備えてきた。本学の
全学教職課程履修学生対象の教職実践演習の特徴と
して大きく 4点を挙げることができる。第 1に，協
同学習の手法に習熟できるという点である。すなわ
ち，グループワークを中心とした授業構成にしてい
【研究論文】
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るため，学生は授業を受講しながら協同学習の手法に
習熟することが期待できるのである。第 2に，総合
大学の利点が活きるという点である。すなわち，多様
な学部のメンバーが受講生で交じり合っているとい
うことや，いろいろな専門性をもった教員が授業を
担当する形にしている。第 3に，教職担当教員と教
科担当教員の協同による授業実施にしている点であ
る。各講の教室には，基本的に教師教育開発センター
の教員からなる教職担当教員 1名と各学部の教員か
らなる教科担当教員 1名の 2名の担当教員がつき，1
回あたりの授業を実施しているのである。多くの教
員が授業担当を担う形式にすると，授業の共通理解
が図りにくいことも考えられるが，本学では教師教
育開発センターと教育学部以外の課程認定を受けて
いる各学部とが共にこの教職実践演習を担う形式を
とっているのである。第 4に，充実した演習の確保
がなされている点である。すなわち，最終講を除き，
基本的に 2コマ続きとし，一部を除き隔週開講とし
ている。このことによって，予習や復習や 1回の授
業でのグループワークのための時間を十分確保しや
すくしているのである。
本学の全学教職課程履修学生対象の教職実践演習
の授業内容は以下の 5つに大別できる。1つ目は，第
1－ 2講からなる「オリエンテーション」である。オ
リエンテーションの大まかな内容としては，この授
業全体の説明と講師を招いての講演から構成されて
いる。2つ目は，第 3－ 6講からなる「学習指導力に
係る省察」である。ここでは，学生が 4年次前期の
教育実習で実施した授業の練り直しを行っている。3
つ目は，第 7－ 10講からなる「模擬授業演習」である。
ここでは，練り直した授業を代表者が模擬授業として
実施し，実施後は生徒役の学生も含めたピアレビュー
を行っている。4つ目は，第 11－ 14講からなる「現
代的教育課題に係る省察」である。ここでは，現代
的な教育課題として 2つの事柄に焦点を当て，グルー
プワークを中心に学んでいく。なお，平成 25年度は，
「保護者対応」「特別支援教育」の 2つについて取り
扱うこととし，事例を基に協議をしたり，保護者対
応の講ではロールプレイを実施したりするなどした。
最後，5つ目は第 15講からなる「まとめ」であり，
この科目のまとめや 1年次からの教職課程の学びを
振り返ることとしている。
この平成 25年度の全学教職実践演習の実際につい
ては，樫田他（2014）で報告されており，その中で，
学生の出欠の把握や教員同士の次時の授業への引き
継ぎ等，多少とまどう場面も生じたが，大きな混乱
もなく授業を実施できたことや，教科教員による教
職実践演習評価票への授業への所見が概ね高評価で
あることが記述されている。しかし，学生に実施し
たアンケート結果についての分析はなされていない。
教職実践演習の成果と課題を検討していく一助とし
て学生に実施したアンケート結果を分析していく必
要があると考えられる。そこで，本研究では，学生に
よるアンケート結果について分析を行うこととした。
Ⅱ　方法
１　調査対象
調査対象は，平成 25年度に全学教職実践演習を受
講した学生 95名（文学部，法学部，経済学部，理学部，
工学部，環境理工学部，農学部，ＭＰコース）であっ
た。また，設問ごとの有効回答数は異なる。
２　調査時期
調査は，平成 25年度全学教職実践演習の最終講
（2014年 1月）内に実施した。また，実践演習前のデー
タとして用いた調査は，教育実習後の事後指導（2013
年 7月）において実施した。
３　調査内容 [1]
（１）授業内容への満足度
本実践演習の内容に関して充実していた内容に関
して以下の選択肢に関して複数回答可で求めた。な
お，選択肢は，「ガイダンス・講演」「学習指導力に
係る省察」「模擬授業演習」「現代的教育課題に係る
省察【保護者対応】」「現代的教育課題に係る省察【特
別支援教育】」「まとめ」「どれも物足りない」の 7つ
であった。
（２）授業全体，実施形態等への満足度
“教育実習後の自己課題の克服 ”，“授業内容によっ
てグループのメンバーを変えること ”，“教職担当教員
と教科担当教員が合同で授業を実施すること ”につい
てそれぞれ，「全く有益でなかった」～「大変有益だっ
た」の 5件法で回答を求めた。さらに，“教職への理
解の深まり度 ”について「全く深まっていない」～「非
常に深まった」の 5件法で回答を求めた。
また，“原則隔週 2コマ連続で四半期で終わる形態 ”
について「ちょうどよかった」「毎週 1コマでもっと
長い時間をかけた方がよかった」「その他」から選択
させた。
さらに，“ 卒業研究や就職活動との両立 ” について
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「両立できた」「難しいときがあった」「両立できなかっ
た」，“ 次時までに課題（宿題）を求めることがあっ
たこと ”について「よかった」「しんどかった」「物足
りなかった」，から選択させた。
（３）教育実践力を構成する 4つの力に対する自己
評価
本学教職課程では，「学習指導力」「生徒指導力」
「コーディネート力」「マネジメント力」の 4つの力
で構成される教育実践力をバランスよく身につけた
教員を育てることを目指している。その4つの力には，
それぞれ下位項目として 4つの力がある。すなわち，
計 16項目（項目例：学習指導要領や教育課程をふま
えて，学習指導案を作成すること）を用いた。そして，
現段階でどの程度身についていると思うかについて
「全く身についていない」～「充分身についている」
の 5件法で回答を求めた。
Ⅲ　結果と考察
１　授業内容への満足度について
結果を示したのが図１である。図 1より，「現代的
教育課題に係る省察（保護者対応）」「模擬授業演習」
「学習指導力に係る省察」「現代的教育課題に係る省
察（特別支援教育）」「ガイダンス・講演」「まとめ」
の順に回答数が多かった。このうち，「模擬授業演習」
に関しては，樫田他（2013）がまとめた，全学教職
課程の教育実習を終えた学生が考える本学の全学教
職課程の課題について，「授業指導関係」に関する自
由記述のうち，模擬授業の少なさや実践的な授業を
求めるものが多かったことから，模擬授業演習に対
する学生のニーズが高かったことが考えられる。
また，現代的教育課題の保護者対応に関しては，
学生がこれまで学ぶ機会が少なかったことや，実践
演習を通してこのテーマの重要性に気づいた可能性
が考えられる。また，授業の中で保護者役と教師役，
観察者役という役割を持たせてロールプレイを行っ
たことが学生にとって新鮮だったのかもしれない。
２　授業全体，実施形態等への満足度について
結果を示したのが図 2～ 6である。結果を見ると，
“ 原則隔週 2コマ連続で四半期で終わる形態 ” につい
「ちょうどよかった」と回答する学生が多かったこと
や “授業内容によってグループのメンバーを変えるこ
と ” “ 教育実習後の自己課題の克服 ” に対して「大変
有益だった」「有益だった」と回答する学生が多かっ
た。また，“ 教職への理解の深まり ” に関しても「非
常に深まった」「深まった」と回答する学生が多かっ
た。これらの結果から，授業形態への満足度及び授
業全体への満足度は比較的高かったと考えられる。
一方で，“卒業研究や就職活動との両立 ”“ 次時まで
に課題（宿題）を求めることがあったこと ”について
は，それぞれ “ 難しいときがあった ”“ しんどかった ”
図 1　授業内容のうち充実していたもの（単位：人）
　　　　　　　　　　 ※上記７つの項目から選択（複数選択可）させた。なお，有効回答は 93 名であった。
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と回答している学生も多く，この点に関して学生が
困難を感じていることが示唆された。このうち，“ 卒
業研究や就職活動との両立 ” に関しては，本年度の
初回の授業日（ガイダンス・講演）が企業の内定式
と重なり授業に参加できず，補講で対応する学生が
複数名いたことも関係していると考えられる。課題
を求めることへの困難さの結果も踏まえて考えると，
卒業研究や就職活動と教職実践演習を両立させるこ
とに一定の負荷がかかっていることが推察される。
しかし，企業の内定式との重なりは不可抗力の部分
もあり，毎年必ず重なるという
ものでもないと考えられるため，
結果を多少割り引いて考える必
要があるだろう。
また，“教職担当教員と教科担
当教員が合同で授業を実施する
こと ” についての満足度がやや
低かった。本実践演習では，教
職担当教員と教科担当教員の合
同の授業にしているが，基本的
に複数回担当する教職担当教員
に比べ，教科担当教員はほとん
どが 1回のみの担当である。学
生によっては，担当教員が毎回
変わることに戸惑った学生もい
たかもしれない。また，教科担
当教員の中にはごく少数である
が，担当授業にフルに参加でき
なかったケースもあり，残念に
感じる学生が一定数いた可能性
は否めない。教科担当教員と教
職担当教員の連携をより深めて
いく事が課題の一つであるだろ
う。
３　教育実践力を構成する 4つ
の力に対する自己評価について
教育実践力を構成する4つの
力が教職実践演習を受講するこ
とによって高まったのかを検討
するために，実践演習前のデー
タとして4年前期の教育実習後
に実施した教育実習後の調査結
果を用い，事前事後の比較によ
る検討を行った（表1）。その結
果，「学習指導力」の「子どもの
レディネスや学習状況を把握する
こと」（t（87）＝3.79，p＜.01），
「学習指導要領や教育課程をふ
まえて，学習指導案を作成する
図 2　隔週２コマ連続で四半期で終わる形態はどうであったか
図 3　卒業研究や就職活動と両立できたか
図 4　次時までの課題（宿題）を求めることもあったが，どうだったか
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図５　学生の授業全体への満足度１
図 6　学生の授業全体への満足度２
表 1　教職実践演習の事前事後における学生の教育実践力の変容
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こと」（t（88）＝4.07，p＜.01），「様々な指導法を活用
して，子どもの学習状況に応じた授業を行うこと」
（t（88）＝2.88，p＜.01），の3項目に有意差が見られ，有
意に得点が上昇していた。
次に，「生徒指導力」の「子どもの発達的特徴を理解
すること」（t（88）＝4.39，p＜.01）において有意差が見
られ，有意に得点が上昇していた。
また，「コーディネート力」の「学校に関わる協力者
や専門機関と連携すること」（t（87）＝3.15， p＜ .01），
「保護者や地域の人とコミュニケーションをとり連携
すること」（t（88）＝7.99，p＜.01），の 2項目に有意差
が見られ，有意に得点が上昇していた。
最後に，「マネジメント力」の「自分で自分を律し
つつ，意欲と課題意識をもって教育実践に取り組む
こと」（t（88）＝3.16，p＜.01），「教員の使命や職務に
ついて理解し，専門職として求められる資質・能力
等を高めていくこと」（t（88）＝2.23，p＜.05），「学級・
学年目標の実現に向けて，子どもの集団に働きかけ
ること」（t（87）＝2.55，p＜.05），の 3項目に有意差
が見られ，有意に得点が上昇していた。
以上のように 4つの力 16項目のうち多くの項目
の得点が上昇しており，本学の実践演習の効果の大
きさが窺える。このうち，特に 2つの点に注目した
い。まず，1点目は「学習指導力」に関する結果であ
る。本学の実践演習においては，「学習指導力に係る
省察」「模擬授業演習」と主に学習指導力の向上に特
化した授業内容に多くの時間を割いている [2]。このよ
うに多くの時間を割いたことに対して学習指導力の 4
項目のうち 3項目までもが高まったのは成果の一つ
と言えるだろう。2点目は，「コーディネート力」で
上昇した 2項目についてである。この 2項目の事前
データを見ると，共に得点が中央値である 3を下回っ
ていた。特に “保護者や地域の人とコミュニケーショ
ンをとり連携すること ”に関しては限りなく 2に近い
得点であった。すなわち，身についているかどうか
で考えると身についていないと学生が捉えていた項
目と言える。さらに，他の項目や他の力の得点と比
べても低い得点であることが窺える。この低かった，
いわば全学教職課程履修学生の特に弱い部分に関し
て本実践演習を通して高めることができたのは大き
な成果と言えるだろう。これは，本実践演習の現代的
教育課題において保護者対応や特別支援教育を扱っ
た成果だと考えられる。特に保護者対応に関しては，
先述した授業内容への満足度について 1番満足度が
高かったことを踏まえるとこの結果もうなずける。そ
の他の上昇した項目についても本実践演習の成果に
よるものが大きいのではないかと推察される。
Ⅳ　まとめと今後の課題
本研究では，教職実践演習が本格実施された 1年
目の受講生を対象にした調査から本学の全学教職実
践演習の成果と課題を検討することが目的であった。
以下に結果を要約し，まとめとしたい。
まず，学生が満足している授業内容では，現代的
教育課題に係る省察（保護者対応），模擬授業演習，
が上位に該当しており，こういった内容の学びを学
生が特に必要としている可能性が示唆された。
次に，授業全体，実施形態等への満足度について見
ていくと，全体的な満足度や実施形態への満足度は
概ね高いと考えられるが，卒業研究や就職活動との
両立や求められる課題の大変さ，教科担当教員と教
職担当教員との合同授業の意義の感じづらさ，といっ
た課題も見出された。
最後に，教育実践力を構成する 4つの力に関する
自己評価を見ていくと，多くの設問の得点が有意に
高まっており，「学習指導力」に関する効果の高さや
事前の段階で特に得点が低かった「コーディネート
力」の 2項目への効果の高さが示唆された。
以上の結果は，本学の全学教職課程履修学生対象の
教職実践演習の一定の成果を実証的に示したもので
あると考えられる。特に教育実践力を構成する 4つ
の力に関しては，事前事後の変容データでもって効
果を示せたことに大きな意義があると考える。樫田
他（2014）において，教育実習後と比較した際の学
生の成長への疑問や非教職志望学生を一定数含んだ
時の成果の低下への危惧が挙げられていた。本研究
の結果はそうした学生への成果の疑問に応え，また，
必修に伴う成果の低下をある程度防ぐことができた
ことを示しており，本学の全学教職実践演習が順調
なスタートをきれたことを表していると考えられる。
もちろん，アンケート結果に見られた教職担当教
員と教科担当教員の合同授業に対する意義について
の結果などは課題として受け止め，一層教員間の意
思疎通並びに連携を深めていく必要があるだろう。
それと共に，何を教えるのか，どんな内容の議論を
させるのか，といったことも引き続き検討していく
事が重要であろう。いずれにせよ，教職実践演習は 1
年目を終えたのみである。引き続きデータと実践を
蓄積していく事が必要であろう。
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３年次教育実習に関する学生の意識の検討
―平成 25年度受講生アンケートの結果から―
仲矢　明孝※ 1　三島　知剛※ 2　髙旗　浩志※ 2　稲田　修一※ 2　後藤　大輔※ 2
本研究の目的は，岡山大学教育学部で行われている 3年次の教育実習（主免実習）に関する学生の意識を検討
することであった。そのために，平成 25年度の受講生アンケートより小学校教育コース，中学校教育コースの
学生のデータを分析した。そして，実習前の実習生の実習に向けた取り組みや不安感，実習の充実度，実習前後
の教職志向性の変容，教育実践力を構成する 4つの力について着目した。その結果，（１）実習生の実習に対す
る不安は全体的に高く，特に授業に関する不安が高いが，指導教員や実習生との関係に関しての不安は低いこと，
（２）実習の充実度が高いこと，（３）実習の充実度に関わらず教職への魅力感は実習前後で高まるが，教職志望
度や教員採用試験受験意志は実習の充実度が高い学生が高まること，（４）実習の充実度が高い学生はそうでな
い学生に比べ 4つの力のうち「学習指導力」を除く力において部分的に自己評価が高いこと，が主に示唆された。
キーワード：3年次教育実習，教職志向性，実習不安，教育実践力を構成する 4つの力，実習の充実度
※ 1　岡山大学大学院教育学研究科
※ 2　岡山大学教師教育開発センター
Ⅰ　はじめに
教育実習が学生の成長に意義深く，教員養成段階
における主要なプログラムの一つであることは周知
の事実である。本稿では，岡山大学教育学部の 3年
次の教育実習（主免実習）に関する学生の意識を平
成 25年度の教育実習受講生アンケート結果を基に検
討する。
岡山大学教育学部では，学習指導力，生徒指導力，
コーディネート力，マネジメント力の 4つの力で構
成される教育実践力をバランスよく身につけた反省
的で創造的な教員を養成することを目指し，教員養
成を行っている。教員養成は，教員養成コアカリキュ
ラム全体を通して行われるが，教育実習・体験的授
業科目は一つの核になっていると考えられ，とりわ
け 3年次に行われる教育実習（主免実習）は，学生
にとって実際に授業を実施することを伴うものであ
ることから，学生への影響力も大きいことが予想さ
れる。そのため，学生は実習に対して不安を感じたり，
事前準備を念入りに行ったりしていることが考えら
れる。そして，教育実習が学生にどのような影響力
を与えているかを考えていく必要がある。
教育実習の成果や課題，実習前や実習後の大学カ
リキュラムや取り組みの検討を行っていく資料の一
つとして，教育実習を学生がどう捉え，どのような
意識なのかを，実習の成果や本学であれば先述の教
育実践力を構成する 4つの力と共に検討していくこ
とは重要であろう。そこで，本稿では，現在本学で
教育実習Ⅲ受講生を対象に行っている事後アンケー
トの結果の一部を報告することとした。
Ⅱ　方法
１　調査対象
調査対象は，平成 25年度に教育実習Ⅲを受講した
教育学部の学生であった。なお，同じ教育実習であっ
ても後述する調査内容の中には，一部のコースの学
生には答えづらい設問もあることを踏まえ，本稿で
は得られた回答のうち，小学校教育コース，中学校
教育コースの学生を分析対象とした。なお，設問ご
との有効回答数は異なる。
２　調査時期
調査は，2013年 11月と 12月に実施された教育実
習Ⅲの事後指導内において実施した。
３　調査内容 [1]
　（１）実習前の実習生の不安感並びに取り組みについて
【研究論文】
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〇実習前の不安感について
教育実習に対する不安を測定する尺度や項目に関
してはこれまで先行研究がいくつもなされている（例
えば，長谷川・浅野（2006）；西松（2008））。先行研
究も参考にしながら以下のような教育実習不安に関
する項目を作成した。実習前の実習生の不安感につ
いて「授業に必要な知識習得に関して」3項目（項目
例：授業に必要な教職教養の知識があるか不安だっ
た），「授業準備に関して」4項目（項目例：学習指導
案の書き方がよく分からず不安だった），「授業実施に
関して」5項目（項目例：手際よく授業ができるか不
安だった），「子どもとの関係について」6項目（項目
例：子どもたちとうまくやっていけるか不安だった），
「指導教員や実習生との関係について」2項目（項目
例：他の実習生とうまくやっていけるか心配だった）
の全 20項目を設けた。なお，回答は「全くなかった」
～「とてもあった」の 5件法であった。
〇実習前の実習生の取組について　
実習前の段階（教育実習基礎研究を終えて教育実
習Ⅲが始まるまで）に各設問に関してどの程度取り
組んでいたかの質問項目（項目例：担当する単元に
ついて学習指導案を作成すること）を 12項目作成し
た。そして，「全く取り組んでいない」～「一生懸命
に取り組んだ」の 5件法で回答を求めた。
（２）教育実習の充実度，教職志向性，教育実践力
を構成する 4つの力について
〇教育実習Ⅲの充実度
教育実習Ⅲが充実していたかどうかを「非常に苦
痛だった」～「非常に充実していた」の 5件法で回
答を求めた。
〇教職志向性の変容
教職意識に関する設問として教職志望度，教員採
用試験受験意志，教職への魅力感の 3つについて実
習前後を比較する形式でそれぞれ回答を求めた。な
お，回答は教職志望度は「全くなりたくない」～「と
てもなりたい」，教員採用試験受験意志は「絶対受験
しない」～「必ず受験する」，教職への魅力感は「全
く魅力を感じない」～「とても魅力を感じる」のよ
うに，どれも 5件法であった。
〇教育実践力を構成する 4つの力
先述のように，岡山大学教育学部では「学習指導
力」「生徒指導力」「コーディネート力」「マネジメン
ト力」の 4つの力で構成される教育実践力をバラン
スよく身につけた教員を育てることを目指している。
その 4つの力には，それぞれ下位項目としてさらに 4
つの力をもっている。すなわち，学習指導力 4項目（項
目例：子どものレディネスや学習状況を把握するこ
と），生徒指導力 4項目（項目例：子どもの発達的特
徴を理解すること），コーディネート力 4項目（項目例：
実習生同士で協働して学習指導や学級経営等に取り
組むこと），マネジメント力 4項目（項目例：自分で
自分を律しつつ，意欲と課題意識をもって教育実践
に取り組むこと），の計 16項目を用いた。
Ⅲ　結果と考察
１　実習前の不安感及び取り組みについて
実習生が実習前にどのようなことに不安に感じて
いたのか，またどのようなことに取り組んでいたの
かを検討する。そのため，①全体として不安感や取
り組み度が高いのか低いのか，②より不安感や取り
組み度が高い項目や低い項目はどのようなものなの
か，という 2点を分析の観点におく。そして，具体
的な分析方法として，①に関しては，項目ごとに中
央値 3を基準とする 1サンプルの t検定を行い，②に
関しては，全体の平均値を基準値とした 1サンプル
の t検定を行った。すなわち，中央値を上回る平均値
で有意差があった項目は不安感や取り組み度が高く，
3を下回る平均値で有意差があった項目は不安感や取
り組み度が低い項目と言える。また，全体の平均値
よりも高い平均値で有意差があった項目は不安感や
取り組み度がより高く，下回る平均値で有意差があっ
た項目は不安感や取り組み度がより低い項目と言え
る。不安感，取り組み度についてそれぞれ相対的に
高いか低いかで項目を並べたのが表 1，2である。
まず表 1を見ていく。この中で，全 20項目中，15
項目が中央値 3以上で有意差が見られていることが
分かる。それだけ実習生が実習前に不安感を抱いてい
るということであろう。教壇実習を伴う教育実習経
験は学生にとって初めてのことであることから，実
習前に不安があるのは当然のことと言えよう。また，
教育実習不安は実習が進むにつれ低下していくとい
う知見も長谷川・浅野（2006）によって見出されて
いることから，不安感が高いことが必ずしも問題と
は言えない。しかし，実習不安の低い者ほど教師効
力感が高いことや，実習に対して興味・関心を抱き，
実習が職業のスキルアップに役立つものであると期
待する度合いも強いという知見も前原・平田・小林
（2007）によって報告されていることから，実習不安
をもたないことは難しいにしてもその程度を低める
ことは教育実習への実習生の取り組みや成果を検討
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する上でも重要な可能性が考えられる。
また，より不安が高かった項目を見ていくと，授業
に関する不安のみが分類されており，「授業に必要な
知識習得」は 3項目とも分類されていた。それだけ
授業に対する不安感が高いということであろう。と
りわけ手際よく授業を行うこと（項目１）や子ども
の反応の事前予測や授業時の臨機応変な対応（項目 2，
3）についての不安感，授業に必要な教科の指導法に
関する知識（項目 4），子どもが自分の授業を理解し
てくれるか（項目 5）が高かった。このうち，子ども
の反応の事前予測や授業時の臨機応変な対応に関し
ては，授業や学級観察の機会を実習前にもつことや
模擬授業を繰り返すことでいくらかは軽減が可能な
側面であると考えられる。模擬授業の経験の重要性
は清水・大濱・熊谷・植木・吉井（2011）によって
も指摘されていることであり，本学においても経験
の機会は様々な授業を通して行われていることが推
察されるが，実習生全員が授業者としての模擬授業
経験を行うことは人数や時間的にも現実的でないこ
とが予想される。そのため，限られた模擬授業の機
会の中で効果を高めていく事が必要であろう。また，
実習生同士が自主的に模擬授業を行う際に模擬授業
後の協議が深まるような視点の提示を事前に行って
いく事が必要かもしれない。
一方で，授業に関する不安でも板書や学習指導案の
書き方に関する項目は，不安が高い項目に分類され
なかった。指導案や板書計画については，実習前の
段階である程度不安を軽減できているということな
のであろう。また，子どもとの関係や指導教員や実
習生との関係については多くが不安感の低い項目と
表 1　実習生の実習前不安に関する項目ごとの平均値と標準偏差
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して分類された。特に子どもとの関係の中でも，失
敗して子どもに馬鹿にされること（項目 12），子ども
に平等に接すること（項目 13）について中央値 3を
下回っており，これは実習前に実際に実習校へ授業
観察に行き，子どもの様子を見ていることから不安
が軽減されたことが考えられる。また，実習生との
関係については，他の実習生とうまくやっていくこ
と（項目 11）について不安が低いことが分かる。大
学附属学校における教育実習では，1クラスに複数の
実習生が配属されることが多いと考えられることか
ら，実習生同士の良好な関係性は実習をより良いも
のにするために必要な事柄の一つと考えられる。そ
ういった意味でこの側面の不安感が低かったという
のは重要なことであると考えられる。実習前の段階
でいかに実習生同士の連携を強めておくかは教育実
習を効果的なものにするための一つの視点であると
考えられるだろう。不安感に関する結果から，実習
生は子どもや他の実習生，指導教員といった他者と
の関係を築いていくことに関しての不安は比較的低
いが，授業などを通して子どもに指導することに関
しては不安を感じている可能性が考えられる。
　次に表 2を見ていく。その結果，よく取り組んで
いた事柄として「担当する学年・教科の教科書に目
を通すこと」（項目 1）のような，自身が実習で担当
する授業に関わる様々なことへの準備が挙げられる。
また，「同じクラスに配当される実習生や教科の実習
生と親睦を深めること」（項目 6）においても良く取
り組んでいた事柄に分類されていた。先述の実習不
安に関する結果において，他の実習生とうまくやっ
ていくことに関する不安が低かったのは，実習生同
士の良好な関係が実習前から築けていた，また築く
ための取り組みを学生が行っていたことが関係して
いることが推察される。
　一方で，実習前によく取り組んでいた事柄に分類さ
れたのは，項目 6を除き，独力でできるものだと考
えられる。是非は別として，附属や大学の教員に事
前指導や相談を求めること（項目 7，8）や，これま
での大学の学びを振り返る（項目 9，10）はあまり取
り組んでいない項目に分類された。このうち，教育
実習の事前事後指導科目である教育実習Ⅱでの学習
を振り返ることが少ないという結果に関しては，教
育実習Ⅱを終えてから教育実習が始まるまでの期間
での取り組みを尋ねていることから，実習に直接関
係する担当授業の情報収集や準備に力を注いだのか
もしれない。また，実習不安において，授業につい
ての不安感が高いからこそ授業の準備に熱心に取り
組んでいることが考えられる。
２　実習の成果に関して
ここでは，実習の成果に関するデータとして実習
の充実度と，教職志向性の変容，教育実践力を構成
表 2　 実習生の実習前の取り組みに関する項目ごとの平均値と標準偏差
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する 4つの力に着目する。
（１）実習の充実度に関して
まず，実習の充実度に関しては，回答分布を見ると，
“ 非常に充実していた ”“ 充実していた ” が合わせると
8割を超えていた（図１）。また，平均値（4.33）に
対して，中央値 3を基準とする 1サンプルの t検定を
行った結果も有意（t（225）＝20.62,  p<.01）であること
から，実習生の実習の充実度の高さが窺え，実習の
成果が示唆された。先述の実習不安の結果から，実
習生の全体的な不安の高さや特に授業に対する不安
の高さが見られていた。しかし，実習の充実度につ
いての設問では，全体的に見ると，多くの実習生が
実習を充実したものと捉えていることから，不安は
大きいもののその中で全体的には実習を充実した経
験にできている実習生が多いこと
が示唆された。多くの実習生が実
習に充実感を感じているという結
果は実習の効果を示唆しているも
のであると考えるが，充実したと
回答できなかった残りの学生につ
いての検討や “ 非常に充実してい
た ” と回答する実習生をさらに増
やしていくことが必要であろう。
（２）実習の充実度と教職志向
性の変容，並びに教育実践力を構
成する 4つの力との関係
次に，実習の充実度の高低と教
職志向性の変容や教育実践力を構
成する 4つの力との関係を検討し
ていく。
そのために，実習の充実度に関
する回答で，“ 非常に充実してい
た ”“ 充実していた ”と回答してい
た実習生を実習の充実度が高い高
群とし，その他の学生を実習の充
実度が低かった低群とした [2]。
そして，まず教職志向性の各項目
に対して群（高群・低群）と時期（実
習前・後）の2要因分散分析を行っ
た（図2～4）。その結果，教職志望
度に関して有意な交互作用結果が
見られた（F(1,224)=9.34, p<.01）
ため，単純主効果の検定を行った。
その結果，実習前（F(1,448)=4.13, 
p<.05），実習後（F(1,448)=20.06, 
p<.01）それぞれにおける群の主効
果が見られ，どちらも有意に高群の
方が得点が高いという結果が見られ
た。また，高群における時期の主効果
（F(1,224)=37.76, p<.01）が見ら
れ，実習後に得点が高まるという
結果であった。
図１　実習の充実度
図 2　実習充実度の高低別における教職志望度の変容
図 3　実習充実度の高低別における教員採用試験受験意志の変容
─ 31─
3年次教育実習に関する学生の意識の検討　―平成 25年度受講生アンケートの結果から―
していたと感じる実習生が大多数
おり，彼らの志望度が高まったと
いう本研究の結果は，本学の教育
実習に大きな成果があったことを
示していると言えるだろう。
また，教職への魅力感について
は，低群高群ともに有意な主効果
が見られたことから，必ずしも実
習に充実感を感じていなくても教
職への魅力感は実習で高まる可能
性があるようだ。実際に教職につ
くかどうかは別として教職への魅
力感を実習で高めることができた
というのは実習の成果の一つと考えられるだろう。
次に，教育実践力を構成する 4つの力の項目ごと
に t検定を行った（表 3）。その結果，生徒指導力の「子
どもと共感的にコミュニケーションすることや，子
ども同士のコミュニケーションづくりを指導するこ
と」（t（36.69）＝2.12， p<.05），コーディネート力の「実
習生同士で協働して学習指導や学級経営等に取り組
むこと」（t（224）＝2.24， p<.05），「保護者や地域の人と
コミュニケーションをとり連携すること」（t（43.44）
＝3.68， p<.01），マネジメント力の「自分で自分を律し
つつ，意欲と課題意識をもって教育実践に取り組む
こと」（t（36.44）＝3.59， p<.01），「教員の使命や職務
について理解し，専門職として求められる資質・能
力等を高めていくこと」（t（224）＝2.89， p<.01），「学
級・学年目標の実現に向けて，子どもの集団に働き
かけること」（t（224）＝2.71， p<.01），において有意
差が見られ，高群の方が得点が高かった。なお，学
習指導力に関してはどの項目においても有意差が見
られなかった。
このことから，教育実習を充実させることが実習
後の 4つの力に対する自己評価の高さに部分的であ
るが関係している可能性が示唆された。先述の教職
志向性の変容に関する結果と併せて考えると，実習
を通して教職志向性や教育実践力を高めていく上で
実習生が実習を充実したものと捉えられることは重
要であろう。また，4つの力のうち，唯一実習の充実
度との関連が見られなかった学習指導力についてだ
が，学習指導力というものは，実習前から大学の講義
等を通して実習生が一様に力をつけていくことが予
想される。また，実習においても学習指導力を高め
る機会として概ね同じような環境が準備されている
と考えられる。従って，実習の充実度に関わらず一
同じく教員採用試験受験意志に関して，有意な交
互作用結果が見られた（F(1,224)=5.46, p<.05）た
め，単純主効果の検定を行った。その結果，実習
後における群の主効果が見られ（F(1,448)=10.35, 
p<.01），高群の方が得点が高かった。また，高群に
おける時期の主効果（F(1,224)=25.56, p<.01）が見ら
れ，実習後に得点が高まるという結果であった。
同じく，教職への魅力感に関して，有意な交互
作用結果が見られた（F(1,224)=12.01, p<.01）た
め，単純主効果の検定を行った。その結果，実習後
（F(1,448)=32.11, p<.01）における群の主効果が見ら
れ，有意に高群の方が得点が高いという結果が見ら
れた。また，高群（F(1,224)=55.45, p<.01），低群
（F(1,224)=6.49, p<.05）それぞれにおける時期の主
効果が見られ，それぞれ実習後に得点が高まるとい
う結果であった[3]。
教職志向性に関する結果から，教育実習に充実感
を感じていることと実習前後での教職志向性の高ま
りに関係があることが示唆された。特に，教職志望
度並びに教員採用試験受験意志に関しては，高群の
学生が得点が高まっていた。このことから，実習に
充実感を感じられることが実際に教師になりたいと
いう思いや決意の高まりにつながっていく可能性が
あると考えられる。教育実習が実習生の教職志望度
に影響を与えるという知見はこれまでもいくつも報
告されており，児玉（2012）は教育実習前後の教職
志望程度の変化を調査した先行研究の成果を概観す
る中で，教育実習によって教職志望度が向上する学
生も低下する学生も，変化しない学生もいることが
示されていることを指摘している。このことを踏ま
えると，本調査の結果は回想法的なデータに基づく
ものであることには留意しつつも，教育実習が充実
図 4　実習充実度の高低別における教職への魅力感の変容　
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様にある程度の学習指導力を実習において身につけ
ていることや，実習の充実度の中身が本研究の結果
で見られた，実習生同士の協働や子どもへの指導や
働きかけといった，授業実践以外の要素から成り立っ
ている可能性が推察される。
最後に，実習の充実度群による差が見られていない
項目もあるが，得点が特に高かったものと低かった項
目に着目する。まず得点が特に高かった項目として，
全体平均が 4以上の項目に着目すると該当するのは，
学習指導力の「自他の授業実践を分析し，授業の改
善点を発見すること」，コーデイネート力の「実習生
同士で協働して学習指導や学校経営等に取り組むこ
と」「実習校の教職員とコミュニケーションをとり，
連携すること」，の 3項目であった。これらの力は現
段階でかなり身についていると学生が感じていると
いうことなのだろう。特に「自他の授業実践を分析し，
授業の改善点を発見すること」に関しては，学習指
導力を実習後も自ら高めていくために必要不可欠な
力であると考えられることから，3年の実習後の段階
で高い得点であることは実習の成果の一つであると
考えらえる。一方で得点が特に低かったものとして，
全体平均が中央値である 3以下であった項目に着目
するとコーディネート力の「保護者や地域の人とコ
ミュニケーションをとり連携すること」「学校に関わ
る協力者や専門機関と連携すること」が該当してい
た。これらの力については，現段階では身について
いないと学生が感じているということなのであろう。
特に得点の低かった力については実習ではそもそも
経験しにくいことも予想されること [4]から，実習後
の大学の授業や，本学であれば，4年次の教職実践イ
ンターンシップや教職実践演習等で培っていく必要
があるだろう。
Ⅳ　まとめと今後の課題
本研究の目的は，岡山大学教育学部における 3年
次の教育実習に関する学生の意識を平成 25年度の受
講生アンケート結果から検討することであった。以
下に本研究から得られた主な結果の概要を示し，ま
とめとしたい。
まず，実習生の実習前の不安や取り組みに関する
結果から，実習生の実習に対する不安は全体的に高
く，特に授業に関する不安が高かった。一方で指導
教員や実習生との関係に関しての不安は低かった。
次に，実習の成果に関する結果から，実習の充実
度が高く認知されていた。また，実習の充実度を基
に高低の 2群に分類し，教職志向性の変容と教育実
践力を構成する 4つの力を比較した結果，充実感の
高低に関わらず教職への魅力感は高まるが，教職志
望度や教員採用試験の受験意志を強めるのは充実感
を高く感じている学生であることが見出された。
また，教育実践力を構成する 4つの力に関する自
己評価の結果から，学習指導力を除く 3つの力にお
いて部分的であるが，充実感を高く感じている学生
の方がそうでない学生に比べ得点が高いことが見出
された。これらの結果から，実習の充実感を高めて
いくことを通して実習の効果も高まっていく可能性
表 3　実習充実度低群，高群，並びに実習生全体の教育実践力を構成する 4 つの力に関する項目ごとの平均値
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が示唆された。
では，実習生の実習の充実度を高めていくにはど
うしたらいいのだろうか。一つは，実習生が求める
学習内容を提供するということが考えられる。しか
し，いくら必要であり，実習生が求めているとは言え，
求めるだけ学習内容を提供するということには注意
が必要であろう。森下・尾出・岡崎・有元（2010）は，
教育実習のフィールド調査を行う中で調査対象であ
る実習の学習環境には「実習のフォーマルなデザイ
ン」と「実践を保持するためのインフォーマルなデ
ザイン」といった特徴的なデザインが存在していた
ことを見出している。また，教育実践の場における
学習の機会が，担当教員が行う教育実践の流れによっ
て規定されるため，偶発的で一時的なものであるこ
とも示唆している。実習の限界を知り，制約の中で
何を学習内容として提供するか，またどのような学
習環境をデザインするかが教育実習を充実させてい
く上で重要であろう。
最後に，本研究の結果は，あくまで単年の結果で
あることや，教職志向性に関してのデータは，必ず
しも教育実習の事前事後での変容データではないた
め，結果の解釈は慎重になるべきであろう。しかし，
教育実習の一定の成果や実習に対する実習生の高い
満足度を示したデータとも言えるだろう。現在，本
学では教育実習後の調査を継続的に行っている。本
稿では 1年分のみのデータであるが，複数年にまた
がるデータでもって結果を検討することや，実習改
善に伴う調査の時期による結果の比較検討を行うこ
とも必要になってくるだろう。引き続き，データを
蓄積し，教育実習のさらなる充実や改善の際の検討
材料の一助としていきたい。
注
１．ここで示しているのは，本研究で分析対象とし
たもののみであり，実際の調査では，その他に
も設問を設けている。
２．高群の実習生は，194名，低群の学生は 32名で
あり，「学習指導力」の “ 子どものレディネスや
学習状況を把握すること ”“ 学習指導要領や教育
課程をふまえて，学習指導案を作成すること ”の
み低群の学生で未回答者が 1名いた。
３．教職志向性の 3項目それぞれについて，有意な
交互作用結果の他，時期や群の主効果（p<.01）
も見られていたが有意な交互作用結果が見られ
ていたため，交互作用結果についてのみ取り上
げ考察する。
４．ただし，本学の附属小学校における実習では，実
習中に実習生が実習校の児童の保護者の方と懇
談会を行う機会がある。
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学校全体における積極的行動介入および支援の動向と実際
―イリノイ州 District15公立中学校における取り組みを中心に―
枝廣　和憲※ 1　松山　康成※ 2
近年，生徒指導・教育相談において，「包括的な学校生徒指導・教育相談アプローチ（Complihensive School 
Counseling and Guidance　Approach；以下，CSCGA）」が注目されている。その一環として，「学校全体に
おける積極的行動介入および支援（School-Wide Positive Behavioral Interventions and Supports，；以下，
SWPBIS）」があげられる。しかしながら， School-Wideすなわち，学校全体として PBISに着目した臨床実践報
告は少ない。そこで本稿では，School-Wideすなわち，学校全体として PBIS（SWPBIS）について，先駆的に
実践しているアメリカイリノイ州の公立中学校（District15）の取り組みに着目し，SWPBISの動向と実際につ
いて報告した。そして，日本における生徒指導および教育相談における，SWPBISの展開に向けた検討材料を示
唆した。
キーワード：学校全体における積極的行動介入および支援（School-Wide Positive Behavioral Interventions 
and Supports，包括的な学校生徒指導・教育相談アプローチ（Complihensive School Counseling and Guidance 
Approach），中等教育，生徒指導，教育相談
※ 1　岡山大学　学生支援センター
※ 2　大阪府寝屋川市立東小学校
Ⅰ　はじめに
近年，学校教育における生徒指導・教育相談にお
いて，「包括的な学校生徒指導・教育相談アプローチ
（Complihensive School Counseling and Guidance 
Approach；以下，CSCGA）」が注目されている。例
えば，小玉・中村・高橋・金山・栗原（2014）で
は，生徒指導先進地域の実践比較から，CSCGAの
重要性を指摘している。また，長江・山崎・中村・
枝廣・エリクソン・栗原（2013）によれば，オース
トラリア Victoria州においては，A Whole School 
Approach for Creating Safe & Supportive School 
Communitiesという形で CSCGAが提供され，ア
メリカにおいては，全米スクールカウンセラー協会
（ASCA）が CSCGAを推奨しているように，海外の
先進的地域おいては，CSCGAは一般的ともいえる。
CSCGAに代表されるように，不登校対策など，ある
一つの問題事象を対象として，対症療法的に単一の
アプローチで取り組むのとは異なり，多様で複数の
問題事象に対して，学校全体として，複数のアプロー
チを包括して取り組む必要性がある。
我が国における複数のアプローチの必要性に対し
て石隈（1999）は，援助ニーズのある児童・生徒の
学習面，心理・社会面，進路面，健康面における問題
状況の解決を目指し，学校心理士や臨床心理士といっ
た専門家と教員，保護者が連携して支援を行うチー
ム体制で問題に対応していく必要性を指摘しており，
1次的，2次的，3次的と援助ニーズの大きさに分け
て援助を行う 3段階の心理的援助サービスを提唱し
ている。
また栗原（2013）は，子どもの支援ニーズに応じ
て 3段階に支援を分けて児童・生徒にアプローチする
「マルチレベルアプローチシステム」を開発し，ピア・
サポートや SEL（Social and Emotional Learning），
協同学習などの心理教育的支援を用いた実践を報告
している。
このような考えに基づく支援は，文部科学省（2010）
の「生徒指導提要」でも触れられ，集団指導と個別
指導を進める指導原理として，「成長を促す指導（第
１次的支援）」，「予防的な指導（第２次的支援）」，「課
題解決的な指導（第３次的支援）」の必要性が示され
ている。
近年，その一環として「学校全体における積極的行
【研究論文】
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動介入および支援（School-Wide Positive Behavioral 
Interventions and Supports；以下，SWPBIS）」が
注目されている。日本においては，応用行動分析
（Applied Behavior Analysis） における「積極的行動
支援（もしくは，肯定的行動支援，Positive Behavioral 
Sports；以下，PBS）」としてよく知られている。PBS
とは，発達障がい児者の行動問題の解決に向けた支援
であり，個別支援に焦点を当てたものを Individual 
Positive Behavioral Sports（以下，IPBS）と呼ぶ（平
澤・小笠原，2010）。これに対して，学校における行
動問題の予防に向けた組織的アプローチを，SWPBIS
もしくは，School-Wide Positive Behavioral Supports
（以下，SWPBS；Horner，　Sugai，Todd ，＆ Lewis－
Palmer，2005）と呼ぶ。SWPBISは問題行動の減少，
子ども本人の適応行動スキルの増加，そして子どもた
ちの QOL（Quality of Life）の向上を目指したもの
で，2002年の「No Child Left Behind （落ちこぼれ
防止法）」の施行以来，児童・生徒の行動面への支援
として広く全米で普及しつつある生徒指導システム
の一つである（バーンズ，2013）。PBISについての
詳細な説明は，長江・山崎ら（2013）を参照されたい。
日本においては，PBSあるいは，IPBSの臨床実践は，
報告されている（例えば，平澤・小笠原・広野・田熊・
高橋，2010，平澤・小笠原・原田・福元・野口，2011）が，
School-Wideすなわち，学校全体として PBISに着目
した臨床実践報告は少ない。
そこで本稿では，School-Wideすなわち，学校全
体として PBIS（SWPBIS）について，アメリカイ
リノイ州の公立中学校（District15）の概要を整理
し，日本における生徒指導および教育相談における，
SWPBISの開発に向けた示唆を探りたい。
Ⅱ　District15 における SWPBIS の実際
と動向
１　District15の概要
District15は，イリノイ州で 3番目に大き
な規模の学校区であり，在籍児童生徒数は約
12,000人である。15小学校，4中学校のすべ
てで SWPBISが導入されており，NCLB法
下における教育改革に高い評価を得ている。
連邦政府が定める NCLB法アワードに 9校が
選ばれている。
今回の視察ではDistrict15にある 4中学校
のうち，Plum Grove Jr. High School（以下，
Plum Grove中学校），Carl Sandburg Jr. High 
School（以下，Carl Sandburg中学校），Winston Campus 
Jr. High School（ 以 下，Winston Campus中 学 校 ）
の 3校を視察することができた。これらの学校での
SWPBISを第 1層支援（Primary Prevention），第 2
層支援（Secondary Prevention），第 3層支援（Tertiary 
Prevention）の 3つの観点（図 1）からまとめる。
２　第 1層支援（Primary Prevention）
（１）学校内における行動規範の般化
第 1層支援では主に学校全体での行動規範の般化
の取り組みとして，行動チャートを用いた取り組み
がある。SWPBISに取り組む学校では，学校に在
籍する全生徒に学校内で望ましい行動を規範として
定着させるために，望ましい行動をチャートとして
整理し，教室，トイレ，廊下など，それぞれの場所
や場面において求められる行動が観点別にチャート
に示され，学校内のあらゆるところに掲示されてい
る。Plum Grove中学校では行動チャートを学校内
に 50箇所以上掲示しており，生徒の行動においても
チャートに基づいた行動規範が定着している様子を
見ることができた。この行動チャートを生徒にわか
りやすく明確なものにするのが，望ましい行動を整
理するための観点である。Carl Sandburg中学校で
は【Be Respectful（敬意を持つ・尊重する）】，【Be 
Responsible（責任を持つ）】，【Be Safe（安全を保つ）】
の 3つの観点に対して望ましい行動が示されていた
（図 2）。この行動チャートとは，学校内でしてはいけ
ない行動を示すのではなく，場所・場面のぞれぞれ
で望ましい行動を定着させることを目標に定められ
る。行動チャートは教職員による複数回の会議で策
定される。Carl Sandburg中学校では教職員による
図１　SWPBIS における 3 層構造
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策定を経た後，PTA代表者の承認を得て，そして学
校内で掲示されていた。行動チャートは学校におけ
る SWPBISの基盤的な要素を含んでおり，生徒の実
態に適するかが重要である。よって行動チャートは各
校で望ましい行動が異なり，各校で毎年改定が行わ
れるようである。第 1層支援におけるこの行動チャー
トを用いた行動規範の般化が，第 2次支援，第 3次
支援の対象生徒を減少させる鍵となる。
（２）学校内における行動規範の強化と維持
教職員は，望ましい行動を行った生徒を称賛するた
めのチケット（以下，トークン）を持っており，生
徒が学校内で望ましい行動をしている場面では，そ
のトークンが教職員より生徒に対して配布される。
長江・山崎ら（2013）は，小学校におけるトーク
ンシステムでは，ごほうびシステムなどを行うなど
の取り組みがあることを示しているが，今回視察し
た 3つの中学校では，基本的にごほうびシステムの
ようなチケットの蓄積による行動規範の強化・維持を
促す取り組みは行われていなかった。だが，Winston 
Campus中学校では称賛チケットを 1ドルとして価
値付けする School CASHを疑似通貨として学校内で
活用している。生徒はこの School CASHを貯め，鉛
筆を忘れた際には 3ドルで先生に借りられる，といっ
た要領でトークンを使用していた。
３　第 2層支援（Secondary Prevention）
（１）不適切行動指導
各中学校では，学校場面で起こる不適切な行動に
よる問題に対して，問題のレベルを分類し，それぞ
れの問題に対して学校及び教職員はどのように対
応するかを明文化したチャートが作成されていた。
Carl Sandburg中学校では問題行動を 3つに分けて
おり（表 1），それぞれの問題レベルに対して，どの
ように指導するかを明文化した指導チャートが教職
員によって策定されていた（表 3，4，5）。度重なる
MINOR指導は第 2層支援の対象となる。
表１　不適切行動の 3 段階
・MINOR指導（第 1層支援）
遅刻や宿題の未提出，机への落書きなど軽度
な問題事象
・MEJOR-level1指導（第 2層支援）
10分以上の遅刻，友人・教職員に対する暴言，
いじめ，いやがらせなどの問題
・MEJOR-level2指導（第 3層支援）
飲酒・薬物の使用，ギャング表現（タトゥー
やネイル，想起させるような服装など），度重
なる不登校など
遅刻や宿題の未提出，机への落書きなどのMINOR
指導では，MINOR指導保護者通知シート（図 3）が
使用される。このシートはMINOR指導を生徒に行っ
た際，保護者にその内容を通知するために活用され
る。シートは 3枚綴りになっており，学校保存用，
家庭との連絡用，家庭保存用と使用される。このシー
トを用いて問題行動の指導を保護者・家庭と共有し，
問題行動の改善に取り組んでいた。
図３　MINOR 指導保護者通知シート
図２　校内に掲示されている行動チャート
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（２）行動改善支援のためのアセスメント
第 2層支援では，Check-in/Check-out（以下，CICO）
と呼ばれる機能的行動アセスメントを用いて，行動
問題の特定と，その改善に必要な行動支援が行われ
る。Winston Campus中学校ではCICO の行動チェッ
クシートとして Daily Progress Report（DPR）とい
うシートが使用されている（図 4）。このシートは，
生徒が登校時に校門でスタッフより受けとり（Check-
in），授業中は生徒自身が自分で持っている。毎時間の
授業者に提示し，学校で示されている望ましい行動
の観点ごとに評定を受ける。そして，下校時に校門
のスタッフに渡し，１日のレビューを受ける（Check-
out）というものである。各生徒は教員とともに目標
点数を決め，達成度をチェックされる。評定は（2・1・
0）の 3段階となっており，第 2層支援の対象となる
生徒がすべて同じスケールで評価される。これは全
教職員での情報の共有を前提に取り組んでいるから
であり，生徒のデータはグラフ化，チャート化される。
整理された生徒のデータは教職員で構成される支援
チームによって，生徒の行動の特徴，時間や曜日の
影響の有無などが討議され，生徒に最善な支援策が
検討される。
（３）アセスメントを踏まえた行動支援策
a. 別室指導
Plum Grove中学校では，通常学級での学習が難し
い生徒のための教室がある。その教室では支援員が在
籍し，生徒それぞれの問題に対応した個別のカリキュ
ラムの進行を支援している。個別のカリキュラムで
は，スキルトレーニングや映像教材を活用した学習
などを少人数で指導し，生徒それぞれの教育的ニー
ズに対応したカリキュラムを構成することで，学力
の保障と問題行動の改善を行っている。
b. 専門指導員による個別支援
問題行動の改善が難しい生徒に対しては，スクー
ルサイコロジストやスクールソーシャルワーカーな
どと連携した対応が行われる。これら専門指導員と
学校教職員が連携し，生徒の問題行動に対する代替
行動，代替スキルの提案，そしてそれを促進するた
めの保護者との連携の在り方を検討する。このよう
に生徒自身の問題に着目するのではなく，教師や保
護者，または授業などといった生徒を取り巻く環境
の変容を求めることで，行動の改善を進めているの
である。
４　第 3層支援（Tertiary Prevention）
第 3層支援では犯罪行為などが対象となり，学校
だけでの対応は難しくなる。また，子ども本人の問
題だけでなく，保護者の影響も受けるため，学校外
の専門施設との連携も必要となる。Plum Grove中学
校では緊急の場合を想定し学校内での問題に対応す
るために，警察官の駐在室があった。何か学校内及
図４　Winston Campus 中学校で使用されている Daily Progress Report(DPR)
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び地域で生徒の問題があった場合は対応できるよう
になっていた。Carl Sandburg中学校では，学校と
して第 3層支援の対象となった生徒の実際と支援の
在り方を明確にするために，専門教員によって，各
授業時間に 3度，12段階での評定と具体的な様子を
示すコメントで，細やかな機能的行動アセスメント
が実施されていた。アセスメントを踏まえて，問題
行動に対して丁寧に支援策を立てる。そしてさらに
アセスメントをするという手順を繰り返し行う。こ
の手順の明確化と継続が重要なのであろう。
Winston Campus中学校では小学校も併設してお
り，小学校と中学校が連携して SWPBISに取り組ん
でいた。そこでは，行動規範の定着に小学校から取
り組むことで，中学校における第 3層支援対象の生
徒の減少を図っている様を見た。各学年での階層的
な支援と小学校から中学校への継続的な支援によっ
て，中学校段階での第 2，3層支援の対象数は大きく
減少するのであろう。
図５　Plum Grove 中学校にある警察官駐在室
Ⅱ　おわりに
ここまで，SWPBISに関して，アメリカイリノイ
州 District15の公立中学校の取り組みについて概観
してきた。本稿では，PBISの実践的な取り組みに焦
点を当てることにより，以下にあげる，日本におけ
る実践的な示唆を得ることができた。
第一に，日本において，CSCGAを推進するにあたっ
て，学校における問題事象を単一的にとらえるので
はなく，第１層支援（Primary Prevention），第２層
支援（Secondary Prevention），第３層支援（Tertiary 
Prevention）のように階層的にとらえ，且つ，機能
的行動アセスメントを踏まえた，望ましい行動の般
化・強化という速やかな連続性を持つことが，包括
的なアプローチを以て SWPBISを実践していくこと
の重要性である。これは，日本の実践と比較すれば，
石隈（1999）の 3段階の心理的援助サービスと重な
るところがある。しかしながら，石隈（1999）では，
それぞれの援助サービスの具体化には至っておらず，
本稿で示した具体的な実践と連動した援助サービス
の提供が日本において，急務とされる。
第二に，SWPBISの目標の明文化によって，児童・
生徒および教職員両者にとって，指標を共通認識で
きる点が重要である。本稿で取り上げた SWPBISの
実践は，すべての児童・生徒に対して場面や場所に
対して適切な行動を学ぶための機会を提供するもの
である。そして，同時に，問題行動を未然予防する
ために学校環境を整えるアプローチでもある（平澤・
小笠原，2010）。言い換えると，どの階層に位置する
児童・生徒であっても，またどのようなバックグラウ
ンドを持つ教職員であっても，共通認識を持てるユ
ニバーサルかつアクセシブルな環境を設定すること
を以て，児童・生徒の適切な行動を引き出すと同時に，
教職員にとっても一貫した適切な指導・助言（介入）
を引き出すものとなっている。つまり，適切な環境
をセッティングすることにより，教職員を含む個人
の行動をより適切にしていくことということである。
これは，日本の学校においては，学級目標などに置
き換えることができるが，抽象的な目標にするので
はなく，本稿で取り上げた SWPBISのように，場面
設定を明確にし，より具体的かつ簡易な表現の行動
指標にすることが望ましいと考えられる。
第三に，児童・生徒に対する指導・助言（介入）
を決定する行動指標のデータ化があげられる。本稿
で取り上げた SWPBISの実践では，CICOに代表さ
れるような行動のチェックシートが用意されていた。
このシートは児童・生徒が自身で持っており，自分の
行動評価を自身の目で確認することができる。また，
同時に，これらを複数の教員がチェックし，すべての
教職員が共通の介入をできるシステムとなっている。
さらに，このデータに基づき，教職員のチームが児童・
生徒に対して，アセスメントをし，最善の支援策を
決定する。つまり，エビデンスに基づいた支援を個々
の児童・生徒に実施するということである。日本の“伝
統的な ”生徒指導では，なじみが少ないと考えられる
が，学習指導と同様に，行動面での指導も，行動指
標データに基づいたエビデンスに基づく指導・助言
（介入）を行っていくことは，今後の日本の学校教育
においても重要な示唆となるであろう。
最後に，これからの日本の学校教育における
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SWPBISの導入に向けて，日本の “ 伝統的な ” 生徒
指導からの転換が必要である。Distrrict15における
SWPBISにおいて最も重要なのは教員研修であった。
Winston Campus中学校では，教員それぞれが同じ
システム，同じツールを活用するために，毎週金曜
日に授業時間を短縮して 1時間の研修の時間を設け
ていた。そこでは SWPBISについて講師を招いての
理論や概論の研修だけでなく，学校教職員全員のトー
クンの使用状況，行動チェックシートの評定基準，教
育的ニーズのある生徒の支援策についての討議など
が行われていた。このような教職員によるチームと
しての取り組みが SWPBISにおいては重要であろう。
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保育所保育における複数担任制の利点と問題点
中平　絢子※ 1　馬場　訓子※ 2　髙橋　敏之※ 3
保育所では，「児童福祉施設最低基準」に基づき，子どもの年齢と人数によって保育士の配置が決まっている。
本論では，保育所保育士から聞き取り調査を行い，３歳以上児保育の複数担任制の利点と問題点について，職員
間の連携を現状を踏まえながら検討した。その結果，複数担任制は，安全面の確保，保育の充実，保育の幅が広
がる等の利点があること，「連携」「共通理解」「話し合い」等は利点である一方，問題点になる場合もあること
が明らかとなった。
キーワード：３歳以上児学級，保育所保育，保育所保育士，複数担任制，正規保育士
※ 1　岡山大学大学院教育学研究科大学院生
※ 2　くらしき作陽大学
※ 3　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　研究の背景
１　保育所保育における複数担任制
我が国における大多数の幼稚園では，学級担任は，
一人担任制が主である。馬場ら（2012）は，幼稚園
における一人担任制の問題点を明らかにし，ティー
ム保育の重要性を指摘した (1)。一方，保育所の場合は，
厚生労働省「児童福祉施設最低基準」に記載があるよ
うに，0歳児 3人につき 1人，1・2歳児 6人につき
1人，3歳児 20人につき 1人，4歳児以上児 30人に
つき１人と，年齢と人数によって配置される保育士
数が異なっている。保育所の 3歳以上児は，幼稚園 3
年保育の園児と同じ年齢であるが，幼稚園で主となっ
ている一人担任制に対して，保育所では子どもの人
数が多い学級であれば，3歳以上児の学級でも複数担
任制が採られている場合がある。
保育所では，上述のように子どもの人数により職
員配置が決まっている。複数担任制が多い保育所に
おいても，職員間の連携をどのように図っていくか
は，保育現場における重要な課題の１つであるだろ
う。佐々木（1979）は，乳児保育の研究の中で，複
数担任制の役割分担について実態把握と今後のあり
方を検討し論述した (2)。近年，保育所における複数担
任制に関する研究は，あまり見受けられない。本論
では，幼稚園と比較及び検討ができる３歳以上児に
焦点を絞り，３歳以上児学級の保育所における複数
担任制の利点と問題点を明確にする。さらに，打開
策として職員間の連携について現状を踏まえながら
検討する。
２　保育所保育に関わる配慮事項と複数担任制の必
要性
保育所には，０歳児から就学前の子どもが入所し
ている。保育所では，発達過程を考慮して，３歳未
満児の保育を３未保育，３歳以上児の保育を３上保
育と呼び，区別している。３歳未満の乳幼児を保育
する場合は，おしめをかえたり，食事の介助をしたり，
あやしたり，寝させたりなど，養護的側面を重視し
ているため，少人数ごとに保育士が配置され，より
細やかな配慮が必要とされている。『保育所保育指針』
においても，乳児保育，３歳未満児保育，３歳以上
児保育に関する配慮事項は分けて記載されている (3)。
乳児保育，３歳未満児保育に共通して挙げられて
いる配慮事項は，一人一人の状態を把握し，情緒の安
定を図り，特定の保育士との関わりが大切である点，
担当保育士が替わる場合は配慮が必要である点の２
点である。これは，養護的側面が特に重視される３歳
未満児にとって，ある程度固定された保育士との関わ
りが必要不可欠であることを示しているのだろう。３
歳以上児保育では，基本的な習慣や態度を身に付け，
自己を十分に発揮し，友達との関わりを持ち，共に育
ち合えるように配慮することが挙げられている。
【研究論文】
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家庭で過ごす乳幼児と比べ，保育所に通う乳幼児
は長時間保育を要し，保育所で過ごす時間が長いと
推測されるため，保育所では家庭的な雰囲気の中で，
より密着した関わりが求められているだろう。
Ⅱ　方法
　
１　調査協力者
中国・四国地方の認可保育所に勤務し，３歳以上
児の学級を複数担任で受け持っている保育士 28名を
対象に，聞き取り調査を行った。『全国の保育所実態
調査報告書 2011』では，運営主体別正規保育士の年
齢別の配置割合は「20代」が全体の 32％であり，「30
代」が 25.3％，「40代」が 19.9％であった (4)。その
ため本論では，配置割合の多い 20代から 40代を調
査対象とした。調査協力者の年齢層の人数区分は，表
１の通りである。調査協力者は，保育所に勤務して
おり，保育士歴は 3年から 25年未満である。そのう
ち，複数担任になる場合に，熟練保育士や新人保育士，
若手保育士など幅広い年齢層と組む割合の高い勤務 8
年から 17年未満の中堅保育士のうち５名を対象に，
具体的な聞き取り調査を行った。５名は共に正規保
育士であり，概要は表２の通りである。
表１　調査協力者の年齢層
年齢 20代 30代 40代
人数 9人 14人 5人
表２　具体的な聞き取り調査を行った調査協力者
仮名 年齢層・性別 経験年数 担当年齢
Ａ 30代・女 11年 3歳児
Ｂ 30代・女 12年 5歳児
Ｃ 20代・女 8年 4歳児
Ｄ 30代・女 10年 5歳児
Ｅ 40代・女 17年 4歳児
２　調査期間
2014年 8月から 10月の３か月の間に実施した。
３　倫理に関する配慮事項
いずれも，勤務する保育所や個人が特定できない
ように配慮した。また，調査内容は，本論以外では
使用しないこと，答えに抵抗を感じる質問には無回
答でも良いことを伝えてから開始した。
４　調査内容
質問事項は，保育所における複数担任制の中で，「保
育の分担について」「複数担任で保育を行う上で大切
にしていること」「複数担任で保育を行う上で困って
いること」を中心に，回答内容に即して適宜，質問
を追加した。また，５名の中堅保育士には，質問に
対して具体例を挙げてもらうように依頼した。
 
Ⅲ　結果及び考察
以下に，調査協力者全員の回答をまとめ，考察する。
さらに，具体的な聞き取り調査を行った保育士５名
の事例を一部抜粋し，考察する。調査協力者の言葉
を忠実に記載することで，現場の保育士の考えが読
み手に伝わるように考慮した。
１　保育の分担
（１）保育士の配置
調査協力者の受け持つ学級の保育士の配置に関す
る概要は，表３・４の通りである。担当している学級
の子どもの人数によって保育士の配置数は異なるだ
ろうが，今回の調査では，３上学級の保育士の配置は，
２人または３人ばかりであった。また，正規保育士
同士で受け持つ割合よりも，正規保育士と臨時保育
士，または正規保育士とパート保育士等で受け持っ
ている割合が多かった。『全国の保育所実態調査報告
書 2011』では，保育所内の職員体制に関して，「非正
規保育士の導入が進んでおり，公営保育所では特に
その傾向が顕著」(5)「正規保育士を削減し限られた人
員体制で対応を図らざるを得ないという保育所の実
像であり，職員の労働条件の厳しさ」(6)と指摘されて
いるように，保育所では正規保育士の割合が少なく，
正規保育士同士の配置は難しいのが現状である。
表３　調査協力者の学級の概要
担任の人数 2人 3人 4人
協力者の人数 23人 5人 0人
表４-1　担任の区分（２人担任制）
担任の区分 正・正 正・臨 正・その他
協力者の人数 5人 15人 3人
※正は正規保育士，臨は臨時保育士である。
※その他はパート保育士等である。
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表４-2　担任の区分（３人担任制）
担任の区分 正･正・臨 正･臨・臨 正･臨・その他
協力者の人数 2人 1人 2人
（２）保育の役割分担の有無と交替
表５のように，保育の役割分担は，全ての調査協
力者が行っていると回答した。しかし，表６のように，
配置されている保育士が正規保育士や臨時保育士で
あるか等によって，主となり学級全体の運営に携わっ
ていたり，補助的立場として携わっていたりと様々
であった。
正規保育士同士で受け持っている場合は，主とな
る担当を１週，もしくは２週で交代している場合が
多い。学級運営を考えた場合，主（担任）や副（担任）
という役職や立場の分担ではなく，保育所で行われ
ている保育の分担は，保育の進行を中心となって行
うというものである。
表５　保育の分担の有無
保育の分担の有無 している していない
  協力者の人数  28人 0人
表６　保育の分担の交代の有無
分担の交代の有無 あり なし 
  協力者の人数  13人  15人 
保育所では，保育の分担を「主・副・雑」や，「主・
副１・副２」などの名称で区別している。ここでは，
聞き取り調査で多くの調査協力者がイメージしてい
る保育の役割について，まとめてみよう。
①主の役割
複数担任の場合，主となる保育士は，保育の計画，
実践，発展等を中心となって行っている。また，週案
の作成，反省の記入も主が行っている。学級全体の
子どもの前で，本や紙芝居を読んだり，集いをしたり，
話をしたりなど，学級運営及び保育活動の中心的役
割を果たしている。
②副（副１）の役割
主の補助的な立場にあり，保育の補助を行ったり，
環境構成及び再構成を行ったり，保育の準備や片付
け等を行う。また，支援の必要な子どもの側について，
個人的な配慮を行うこともある。
③雑（副２）の役割
主と副の補助を行う。副の役割と同じ場合もある
が，主に保育の準備や片付けを行う。
２　保育中の分担に対する保育士の思い
それでは，保育中の分担に対して保育士はどのよ
うに感じているのか，具体的な聞き取り調査を行っ
た結果をまとめて探ってみよう。表７に示すように，
保育士Ａ・Ｂは，正規保育士２名で保育を行っている。
保育士Ｃは，正規保育士１名と臨時保育士２名で保
育を行っている。保育士Ｄは，正規保育士１名，臨
時保育士１名，その他の保育士１名で保育を行って
いる。保育士Ｅは，正規保育士１名，臨時保育士１
名で保育を行っている。聞き取り調査の中で括弧書
きにしている部分は，読み手に分かりやすいように
筆者らが加筆したものである。聞き取り調査の中の
波線部分は，調査協力者の具体的な現状を示し，直
線部分は，調査協力者の意見を示している。
表７　具体的な調査協力者の保育体制
仮名 保育士数（正・臨・その他）主の交替の有無
Ａ ２（２・０・０） １週交替
Ｂ ２（２・０・０） ２週交替
Ｃ ３（１・２・０） なし
Ｄ ３（１・１・１） １週交替
Ｅ ２（１・１・０） １週交替
事例１．保育士Ａ
私の学級は，（分担の交代を）１週交替にして
いる。主は学級全体を引っぱっていって，副がそ
の補助的な感じ。例えば，主が前で紙芝居を読ん
だり，話をしたりする時に，副が子どもと共に
座って主の話を聞いたり，話に集中できない子ど
もの援助をしたりとか。遊びの計画や内容は主が
考えているけど，一応相談もしている。来週は何
をしようかなとか，部屋の環境とか色々と。１週
交替だと，週案を書くペースも丁度いい。２週交
替だと長く感じるから。（担任同士で）一緒に子
どもを見ているから，特に困ったこともない。
事例２．保育士Ｂ
２週交替かな。前は１週にしていたんだけど，
主がすぐにまわってくるから。２週だと保育案も
立てやすく，自分のペースで保育が出来る。でも，
行事の前とかはずっと主だと辛いこともある。運
動会前に，練習をするけれど，主が練習を考えて
いくようにしているから。一緒に組んでいるのが
年配の先生だから，（指導方法は）これでいいの
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かなと不安になることもある。保育を展開して
いった方がいいのだろうかと。私に任せてくれて
いる様子も感じるから，反対にどうですかなど聞
きにくいし，そういうときは本当にどうしようと
思ってしまう。
事例３．保育士Ｃ
正規保育士がずっと主をしています。やはり，
自分が学級の長としてしっかりしないと，という
思いがあるからです。副担任には，補助的な動き
をしてもらうことが多いです。でも，話し合いは，
多く持つようにしていますよ。具体的なところだ
と，子どもの前に立つのは，主ですね。話をした
り，給食の指揮を執ったりしています。副担任は，
保育の色々な準備をお願いしたり，活動するとき
に手伝い的なことをお願いしたりしますね。
事例４．保育士Ｄ
週ごとに主は替わるようにしています。担任が
３人いるので，３人で替わっています。主・副・
雑と分かれています。主は保育，副は主の補助，
雑は雑用全般を中心に分担しています。例えば，
トイレに行くとき等，主が先頭を歩いて連れて行
き，子どもを見守っている途中で副がやってきま
す。そこでバトンタッチをして，主は早くすんだ
子どもの対応をします。時々，（主と副や，副と
雑とが）動きが重なったりしてしまうこともあり
ます。
事例５．保育士Ｅ
１週ごとに替わってるよ。今までもずっとそう
だったから。保育園の方針というか，暗黙の了解
みたいな感じかな。不便に感じたこともないし，
無理もなくていい感じじゃないかな。ずっと主を
するって疲れるしね。子どもも，その方がいいん
じゃないかな。
事例１・２・３・４・５から，保育士Ａや保育士Ｂ
のように，正規保育士が 2名，または 3名いる場合は，
正規保育士間で主の交替をしている。保育士Ａと保育
士Ｂは，主の交替が１週と２週とで異なるが，両者
に共通して，保育の計画は，主が考えている。保育
士Ｂは，保育の相談に抵抗を感じると言っているが，
これは先輩保育士と共に学級を受け持っていること，
保育士として自分なりに保育を発展させ，どうにか
対応しようという考えがあることを後の質問で答え
ている。
保育士 Cは，正規保育士と臨時保育士で学級担任
を受け持っているが，主は正規保育士のみで行って
いる。反対に，保育士 Dと保育士 Eは，保育士 Cと
同じように正規保育士と臨時保育士とで受け持って
いるが，分担は，担任間で同じにしている。
上述の聞き取り調査結果から，現場で働く保育士
にとって，保育の分担は，負担に思うものではなく，
仕事の軽減につながるよい方法であると確認できる。
保育士Ａが「週案を書くペースも丁度いい」と答え
ているように，保育士は，日々の子どもの保育のみ
でなく，事務仕事も業務として行っているため，保
育に関する計画の作成，反省等など，複数担任がい
ることで，仕事の量や負担が軽減されていることが，
明らかとなった。
一方で，保育士Ｃが述べるように，複数担任であっ
ても，正規保育士と臨時保育士や，正規保育士とパー
ト保育士等が組んでいる場合，どちらか一方が，常
に主となって動き，もう一方は，補助的立場で固定
されている場合もある。以上から，担任間の雇用形
態が同じ場合は，保育の分担は多くは交替で行われ
ており，担任間の雇用形態が異なる場合は，正規保
育士の保育に対する考えなどによって保育の分担方
法が決められていることが，判明した。
３　複数担任制で大切にしていること
次に，複数担任制の中で，最も大切にしているこ
とについて質問した。「職員間の連携」「連携」など，
同じ意味を持つ言葉は，同一として数えることにし
た。回答は，以下の通りである。調査協力者28名中，「連
携」と答えた人は，15名だった。「共通理解」と答え
た人は，7名であり，「職員間の話し合い」は，2名，
その他「信頼関係」「保育のねらいを同じにすること」
「子どもへの対応を同じにする」「譲り合うこと」が，
各 1名であった。
調査協力者 28名中，半数以上が「連携」という言
葉を挙げた。複数の人が同じ目標に向かって協力す
る場合，「連携」という言葉が用いられる場合がある。
保育所でも，子どもとの連携や，保護者との連携，保
育士同士の連携など，連携という言葉が頻繁に使わ
れている。保育は，協力して行うものであるという
意識があると考えられる。「共通理解」に関しては，『保
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育所保育指針』第７章「職員の資質向上」の部分で
「保育所全体の保育の質の向上を図るため，職員一人
一人が，保育実践や研修などを通して保育の専門性
を高めると共に，保育実践や保育の内容に関する職
員の共通理解を図り，協働性をたかめていくこと」(7)
と記されている。さらに，「保育の内容について職員
の共通理解も不可欠」(8)「職務内容についての共通理
解も大切」(9)「子どもの保育及び保護者支援は，保育
所の方針のもとに組織される職務分担や学級担任配
置等によって計画的，組織的に実施」(10)され，「その
際，職員同士がそれぞれの職務内容についてよく理
解し合うことで，どのような場合にどのような連携
が必要なのか判断できるようになり，それによって，
それぞれの専門性を発揮した職員の協力体制が可能
となる」(11)と具体的に示されているように，保育所
における職員間の共通理解は，必要不可欠である。
保育士は，保育という同じ環境や目的の下で，互
いに協力をしながら，子ども理解や保護者との関わ
り，保育の進め方や保育をどのようにしていくのかな
どを共通して理解することを大切にしていることが，
「連携」や「共通理解」が挙げられたことから判明した。
４　複数担任制の利点
調査協力者５名が考える，「複数担任制を行う上で
の利点」は，以下の通りである。
事例６．保育士Ａ
１人では保育に行き詰まってしまうかもしれ
ないけれど，２人いることで安心する面がある。
例えば，子どもがけんかをしていて，そちらに着
かなければいけない場合でも，他の子どもをほっ
ておくことなく，けんかをしている子どもとじっ
くりと話し合うことができる。１人だったらそう
はいかないと思う。他には，私はピアノが苦手な
んだけど，もう１人の先生は得意だから，発表会
にお願いすることができるしね。お互いの得意，
苦手なことなどもフォローし合えるところが一
番の利点だと思う。
事例７．保育士Ｂ
もうある程度保育歴も有るし，慣れている部
分も多いけれども，他の先生と一緒に組むことで
色々な刺激にもなるし，保育の幅も広がると思う。
若い保育士さんだと，新しい手遊びを教えて貰え
るし，先輩の保育士さんだと，保護者対応や子ど
もの対応など，たくさん勉強になる部分が多い。
行事になると特に複数担任のありがたさを感
じる場面が多いと思う。あとは休みを取りやすい
といった面も利点かも。子どもの学校行事で休み
が欲しいときに，一人担任制だとなかなか取りに
くいけれど，複数だと気持ちも楽にお願いできる
しね。
事例８．保育士Ｃ
保育士間で話し合いが行えたり，困ったときに
すぐに聞くことができます。１人で子どもを見る
よりも，たくさんの目があることになるから，怪
我の防止にもなるし，何かあったときにすぐに対
応できます。外で遊びたい子どもと部屋で遊びた
い子どもとがいたときに，複数担任だと，両方を
把握できて，その場にいることが可能になるの
で。保育で一番怖いのは，子どもだけの環境の時
に，何か怪我やけんかになることだと思っている
ので，複数で見られるということは，とてもあり
がたいことだと思います。
事例９．保育士Ｄ
３人いることで，子どもとの関わりが密になっ
ていると感じます。一人一人としっかりと関われ
るというか。保育の分担もできるし，子どものこ
とを丁寧に見ていけるし，複数担任はいいことも
多いと思います。１人だとついつい見過ごしてし
まうことも，後の２人がいるおかげで，見落とさ
ずにすむことも多々ありますね。先日，園外に出
かける行事があったのですが，欠席していた家庭
への連絡をすっかりと忘れていたのですが，他の
職員が気付いてくれて，連絡を入れることができ
たんです。そんなささいなことだけど，複数の良
さを感じましたね。
事例10．保育士Ｅ
保育面はもちろん，融通が利きやすいことか
な。研修にもいきやすいよね。保護者対応にして
も，保護者によっては対応しやすい，しにくいが
あると思うけど，そんな時も場と状況によって出
て行く職員が決められることもあるし。本当は，
皆同じ対応や反応がいいんだろうけど，個性もあ
るからね。その人なりというか，向き不向きがあ
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○意見が合わない。
○年齢が違うことでギャップがある。
○したい保育が違う時，結局，全部の負担が自分
にかかってくる。
○同じ方向を向けられるかどうか不安。
○話が通じないことがある。
○話し合いにならない。
○仕事の量に差がある。
複数担任制で利点として挙げられた「連携」「共通
理解」「話し合い」が，困難さを感じる点にも挙がっ
ている。例えば，子ども同士の友達関係を考えた時に，
価値観が合う，合わないは大きな問題となるだろう。
保育士という立場でも同様に，同じ学級を受け持つ
者同士の価値観，保育観，保育に対する思い，願い
等によって，一緒に保育を行うことに困難さを感じ
る場合もあるようである。
事例11．保育士Ｂ
子どもに対する接し方が異なる時点で，意見の
対立は出てくるね。例えば，子どもが自分勝手な
行動をしている時に，何も声をかけずにほってお
く人と，何をする時かきちんと話をする人とでは，
対応が違うでしょう。きちんとさせたいという思
いと，別にいいやという思いと，それは様々な場
面で出てくることだし，それが一年間続くと思う
といやになるかも。
事例12．保育士Ｃ
発表会でしたい内容が違った時は，困りました。
先輩保育士だったから，自分の意見を強く言うわ
けにもいかず。そう思うと，自分が一番上に立っ
ていたり，もしくは，一人担任だったりするほう
が，保育を進めていく上では，楽なことが多いか
もしれませんね。
事例13．保育士D
話し合いは，なるべく持とうと思っているけれ
ど，なかなか時間も取れないし，何となく日々進
んでいるような気がする。だからか，子どもや家
庭の情報が，共有できていないことになって，「先
生知らなかったの」なんて言われることもある。
一つのことをみんなですることは，仕事量は減る
けれど，内容をきちんと知っておかないと，大変
るんじゃないかな。そういった面では，担任が数
人いることはいいってことだよね。
事例６・８から分かるように，保育士Ａと保育士
Ｃは，安全面の把握がしやすい点を挙げている。保
育所では，安全面の把握は，必要不可欠であるだろう。
階段から落ちたり，はさみで手を切ったりすること
もあるだろう。跳び箱や鉄棒や巧技台などの体育遊
具も，時には怪我や事故の原因となるだろう。子ど
もが遊ぶ環境の中に，より多くの保育士がいること
で事故や怪我の軽減につながるならば，複数担任制
は，導入するほうが望ましいと考える。
事例７から分かるように，保育士Ｂは，自分の保
育観が広がることや，保育の力量を培うことにもつ
ながることを指摘している。若手保育士の新鮮な保
育情報や，熟練保育士の経験による保育方法や保育
技術を学ぶことが可能になり，その結果，保育内容
も充実したものになると考えられる。
事例７・10では，保育士Ｂと保育士Ｅは，仕事の
融通の利きやすさを挙げている。保育士自身が働きや
すい環境にいることは，子どもへの対応や保護者の
対応に関してもゆとりを持って，温かく接しやすい。
事例９・10では，保育士Ｄと保育士Ｅは，一人一
人の子どもとの関わりが増え，保育における連絡等
の漏れを防ぎやすい点を挙げている。保育士にも個
性があり，保護者への対応も保育士間で相談して行
えることは，複数担任制の利点と考えられる。
５　複数担任制における問題点と課題
子どもを複数で保育することができ，保育や子ど
もの対応などの話し合いも行え，仕事の融通も利き
やすい点が利点として挙がった複数担任制だが，複
数担任制であるため保育士が困難や負担に感じる点
はないのだろうか。調査協力者 28名のうち，この質
問に回答の協力があったのは 20名であった。回答は，
以下の通りである。
○連携をとることに困難さを感じる。
○合う，合わないがある。
○一人の方が気楽である。
○相手の意見を聞かなければならない。
○共通理解が難しい。
○保育に対する考え方が異なる。
○子どもをあまりみてくれないと感じることが
ある。
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なことになるっていうのは身にしみている。だけ
ど，時間がないのが悩むところ。
事例14．保育士Ｅ
分かりません，できませんばかりを言われると
困る。いくら保育士歴が短くても，現場に出ると
１人のプロなんだから，もっと何でも意欲的に取
り組んで欲しいと思う。失敗したっていいと思う
し，そのために私たちのような他の保育士が付い
ているんだし。
事例11・12から分かることは，子どもへの対応
の違いや保育に対する考え方は，保育士により異な
るだろうが，複数担任の場合は，対応を同じにする
必要があるということである。それは，子どもにとっ
ても「○○先生はいいと言う」「△△先生はだめと言
う」といったように，混乱を招くことになり，生活
の見通しが持ちにくく，保育士の対応によって右往
左往させられることになってしまうからである。
保育に対する考え方が異なる時に，困難を感じた場
合どうするかを保育士Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅに尋ねたところ，
共通して「相手による」という考えであった。相手
が先輩保育士である場合は相手の意見に従い，同等
の場合は話し合いを持ち，若手保育士の場合は自分
の意見を出しやすいと言える。保育の力量は，経験
年数と共に培われていくこともあるため，このよう
な結果になると推測される。保育士は，自分より経
験年数の長い保育士には，意見が言いにくい場合が
多いと言える。一方，事例 14のように，若手保育
士に対して意欲的な態度や発言を望んでいる場合も
ある。
事例13から分かることは，保育の話し合いの大
切さである。職員会議，打ち合わせ，３未会議や３
上会議などの保育の話し合いを持つ保育所は多数あ
るが，学級単位の決まった会議を持つ保育所は少数
しかない。多くの場合，表８のように，保育の話し
合いは，休憩時間の談話，勤務後の時間，午睡の場
面などで行われているようである。「３歳未満の担任
の時は，午睡中もよく話し合いをもったけど，３上
は子どもが話を理解して聞いていることもあるから，
なるべくしないようにしている」といった意見もあっ
た。
子どもへの対応や保育に対する考え方を同様にす
るためには，保育の話し合いが重要である。学級担
任同士の保育についての話し合いは，担任間の連携
を密にし，子どもの理解を深めるものになるだろう。
会議や打ち合わせ等は，学級を超えた保育所全体で
の共通理解の場となる。
表８　学級単位の話し合いの場
午睡時 学級会議 休憩中 勤務後 その他
10人 2人 20人 26人 5人
※複数回答可とした。
Ⅳ　複数担任制の利点と問題点
　
本論の調査で，保育所における複数担任制は，安
全面の確保，保育の充実，保育の幅が広がる等など
の理由により必要であり，利点があることが明らか
になった。しかし，一方で複数担任制で大切にして
いる「連携」「共通理解」「話し合い」などが，実際は，
困難さを感じる原因となっている場合もあることが
明らかになった。子どもの遊びや生活を，より多く
の保育士で見守り，充実した学級運営を行っていく
ためには，可能な限り日々の話し合いを保育士間で
多く行い，相談したり意見を出し合ったりできるよ
うな柔軟性を持った職員関係を築くこと等が望まれ
るであろう。岡部ら（1977）も，複数担任制実施上
の問題の解決策として，「担任保母の年齢構成を考慮
すること」「担当者間の話し合いの時間を設定するこ
と」「乳児保育担当者を対象として乳児保育に関する
全般的研修も必要」と述べている (12)。
今日，保育における特別な配慮を必要とする子ども
は，増加傾向にある。現状の「児童福祉施設最低基準」
の保育士の配置では，子どもへの対応が困難になる
場合もある。例えば，３歳児が制作活動ではさみを
扱う場合，20対 1の保育士配置では，１人１人を丁
寧に指導することは難しい。一斉活動ではなく，小
集団での活動を考えても，小集団を指導している間，
その他の子どもは保育士のいない環境にいることに
なる。細やかな対応を行うためにも，配置基準を超
えた複数担任制が望ましい。今後は，調査数を増やし，
より正確な分析と考察を行う予定である。
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岡山県の中学校における合唱活動に関する考察
高橋　安喜子※ 1　虫明　眞砂子※ 2
本研究は，岡山県の中学校教育における合唱活動の現状と，その課題点を明らかにすることを目的とする。そ
のために，学習指導要領の分析，合唱連盟の加盟団体数及び NHK全国学校音楽コンクールへの参加校数の他県
との比較，県内中学校の音楽科教員へのインタビュー調査を行った。その結果，①岡山県は合唱指導を得意とす
る教員が少なく，音楽の授業や合唱・歌唱指導の内容に差が生じていること②指導者不足により，合唱部の活動
が衰退していること③現場の教員は生徒指導に多くの時間を割かなければならず，授業や部活動に力を入れにく
いことが明らかになった。
キーワード：岡山県，合唱活動，中学校教育，合唱部，NHK全国学校音楽コンクール
※ 1　倉敷市立水島中学校
※ 2　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　はじめに
日本の合唱活動は，社会状況と共にその在り方は変
容しつつも戦後めまぐるしい発展を遂げてきた。学
校教育では音楽の授業のみならず，校内の合唱コン
クールも盛んであり，学校外でも余暇活動や生涯学
習として，合唱は多くの世代の人々から愛好されて
いる。この様な合唱活動に，近年懸念される状況が
見られる。例えば，大学のグリークラブ数の減少傾向，
全国的な若者の合唱活動の陰り，合唱活動の継続が
危ぶまれる地域の存在などである。
岡山県でも，一般の合唱団やおかあさんコーラス
団体が近年増加している一方で，若者の合唱離れが
顕著である。特に中学校，高等学校を中心とした学
校現場における合唱活動では，活動の将来に懸念が
もたれる状況が生じている。例えば授業では，学校
や教員によって合唱指導に当てる時間数や内容にば
らつきが見られる。また，合唱部は極端に数が少なく，
他県に比べてコンクールへの出場校数も僅少であり，
出場団体やコンクールの成績の固定化が起こってい
る。他方，同じ音楽系の部である吹奏楽部の活動は
非常に盛んである。
本稿では，以下に述べる 3つの視点から岡山県の
合唱活動を分析し，中学校教育における合唱活動の
現状と課題を明らかにする。まず，学習指導要領か
ら学校教育における合唱活動の推移を辿る。次に，
合唱連盟への加盟団体数や，NHK全国学校音楽コン
クールへの参加団体数等のデータを基に，全国や中
国地方の他県と比較しながら，岡山県の合唱活動の
特徴や現状を把握する。さらに，岡山県内の中学校
の音楽科教員へのインタビュー調査から，現場の実
状や指導者の意識を明らかにする。
Ⅱ　学校教育における合唱活動の推移――中学校学
習指導要領（音楽）を基にして
戦後の学校教育における合唱活動の推移を概観す
るために，昭和 22年実施の第１次中学校学習指導要
領音楽科編（試案）から，平成 20年告示の第 8次中
学校学習指導要まで，全体目標及び歌唱，合唱や発
声に関する記述を整理し，特徴をまとめて表 1に示
す [1]。
改定ごとの特徴や変遷を総合的に見ると，第 1次～
第 4次と，第 5次～第 8次とでは性格が異なってい
る。戦後間もない頃の第 1次の内容は不充分なもの
の，第 2次から第 4次にかけては徐々に内容が充実し，
楽典や演奏形態等，細かな指導事項も具体的に示され
ている。第 3次・第 4次はやや詰め込み過ぎの傾向
があるが，第 4次で変声期の生徒への心理面の配慮
が示されるようになった点など，子どもの心身の成
長に対応した丁寧な指導法が記載されている。また，
合唱についての内容も多く，和声を重視した指導に
ついての細かな記述や，豊富な演奏形態が示されて
いる。歌唱指導は合唱を中心に行うといった記述も
あり，昭和 30年代から 40年代にかけての音楽教育
では，かなり合唱が重視されていることが分かる。
【研究論文】
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しかし第 5次を境として，学習指導要領の内容は
一気に簡潔且つスリム化されていった。第 5次はい
わゆる「ゆとりカリキュラム」と呼ばれるものであ
り，音楽科だけでなく他教科でも学習内容が削減さ
れている。合唱指導における演奏形態の例示などの
具体的な記述は，改定を重ねるごとに減少していっ
た。合唱を中心に歌唱指導を行うという旨の記述も，
第 5次以降削除されている。また，第 8次では「合唱」
という言葉自体が完全に消えている。このような内
容のスリム化，具体的な記述の減少といった変化に
より，音楽科教員の裁量に任される部分は増加した
と考えられる。教員の裁量に任されるということは，
現場の実状に応じた指導が行いやすくなる一方で，学
校ごとの授業内容に差が生じることにも繋がるので
はないだろうか。
以上のように，歌唱や合唱に関する記述は量も質
も第 3次・第 4次がピークであり，以降改定を重ね
るごとに，学習指導要領の記述内容は少なくなって
表 1　中学校学習指導要領（音楽）推移早見表
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いる。第 8次学習指導要領は合唱指導に関する記述
がほとんどなく，歌唱分野の指導内容は不充分な状
態である。
Ⅲ　全国と比較した岡山県の合唱活動の傾向と特質
１　合唱連盟加盟団体数の比較
（１）　全国的な推移
全日本合唱連盟は，1948年に発足した「合唱音楽
の普及と向上，合唱団の育成と指導，そして音楽文
化の発展に寄与することを目的 [2]」とする組織である。
創立以降，全国の各支部や各県連盟を統括し，今日
までの日本の合唱活動，ひいては音楽文化の発展に
寄与している。全国に存在する合唱団（あるいはそ
れに準ずる合唱組織）が必ずしも連盟に加盟してい
るわけではないが，各県の連盟の加盟団体数を比較
することは，各県の合唱活動が活発に行われている
か否かを測るひとつの尺度になると考えられる。
まず全国的な合唱活動の状況だが，昭和 58年から
平成 22年現在までの加盟団体総数と部門ごとの内訳
を表 2に示す [3] 。なお，中学校部門は平成 6年に新
設されたため，それ以前の年度の加盟団体数は「0」
とされている。また，表中の▲は本稿執筆者が独自
に加筆したもので，加盟団体数が前年より減少した
ことを示している。
表 2　全日本合唱連盟加盟団体総数と部門別内訳の推移
ｼﾞｭﾆｱ 中学 高校 大学 職場 一般 おかあさん 合計
S58   45 0 747 350 120 665 640 2,616
S60 ▲  29 0
▲ 
731
▲
338
▲ 
118 735 749 2,748
H2   87 0
▲
 724
▲ 
318
▲
 113 965 848 3,117
H6 117 640 752
▲
304
▲
104 996 1,201 4,191
H7 118
▲
633 801
▲
296
▲
102 1,045 1,275 4,375
H12 123 674
▲
782
▲
289 102 1,072 1,287 4,409
H17 157 822 845
▲
230
▲
  70 1,487 1,365 5,091
H22 164
▲
791 857
▲
205
▲
  66
▲ 
1,457 1,566 5,225
表 2を見ると，全体の合計数は年々増加しており，
長期的には近年活性化の傾向にあると考察できる。特
に一般やおかあさん団体の増加は目覚ましく，合唱
は生涯学習や余暇活動として，一定の地位を獲得して
いると言えるだろう。これに対して，学校組織にお
ける合唱活動はやや停滞気味であり，特に大学の合
唱やグリークラブの数は，一貫して減少傾向を示し
ている。このような現状は，日本が少子高齢社会と
なったことや，就職活動の早まりによる大学生のサー
クル離れ [4]などが関係していると考えられる。また，
職場の合唱団も大きく減少し，平成 22年の団体数は，
昭和 58年当時の半数近くに落ち込んでいる。これは，
平成不況の影響も考えられる。このように，合唱活
動は社会状況の影響を受けていると推察される。
これに加えて，ジュニア・中学校・高校の団体数
の増減には，学習指導要領が大きく関係しているの
ではないかと考えられる。前述したとおり，中学校
学習指導要領音楽科における歌唱や合唱についての
記述は，近年改定されるごとに減っている。特に昭
和 52年告示の第 5次へ改定されて以降，学習指導要
領の内容が大幅に削減され，合唱を含む歌唱に関す
る記述も多くカットされた。学校教育で合唱活動が
減少傾向にあると予想される中，ジュニア部門や中・
高部門が微少ではあるが増加傾向にあることがわか
る。これは，合唱活動が徐々に社会教育に移行して
いることの表れといえる。一方，増加傾向にあるお
かあさんコーラス団体の多くは，団員の高齢化と新
入団員の不足に悩んでいるようである [5]。合唱のよう
にある程度の人数が必要とされる音楽活動は，今後
人数確保面で難しい局面に向かうことが推察される。
（２）　岡山県と中国地方各県の加盟団体数の比較
次に，岡山県を含む中国地方各県の現在の合唱連
盟団体数を見ていく。各県の連盟ホームページの参
照及び事務局への問い合わせた結果を表 3に示す [6]。
表 3　中国地方各県の合唱連盟加盟団体総数と部門別内訳
（平成 23 年現在）　　　　　　　　　　　　
岡山 山口 鳥取 島根 広島
ジュニア 2 4 4 0 8
中
学
学校数 5（172） 11（176） 8（65） 11（105） 4（280）
比率 2.9％ 6.2％ 12.3％ 10.5％ 1.4％
高
校
学校数 8（90） 7（85） 11（31） 10（50） 7（129）
比率 8.9％ 8.2％ 35.4％ 20％ 5.4％
大
学
学校数 7（27） 1（15） 2（3） 1 （3） 4（30）
比率 25.9％ 6.7％ 66.7％ 33.3％ 13.4％
職場 0 1 1 1 3
一般 23 32 16 11 40
おかあさん 25 0 5 5 52
合計 70 56 47 39 118
人口総数 1936 1431 582 707 2848
（　　）内は各県内の学校数
人口総数の単位は 1000人
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中国地方では，全国的な傾向と同様に，職場の合
唱団は非常に少ない。一般やおかあさん団体の数は，
各県の総人口を考慮すると，中国地方の 5県は概ね
類似している。総人口の多い広島県が特に多く，両
部門を合わせると 92団体が加盟し，広島県の加盟団
体の約 8割を占める。岡山県，山口県も成人の合唱
団の加盟が比較的多い。
一方，各県で差が生じているのは，ジュニア部門
から大学部門までの学校教育機関に属する年代層で
ある。加盟団体数を学校数に対する比率で比較する
と，特に広島県は中学校と高校部門では一番低く，大
学部門でも低い水準にある。広島県の場合，成人の
合唱活動に比べ，学校教育機関での合唱活動は低迷
していることがわかる。対して，鳥取県は中高大の
全てが 5県中のトップに位置し，特に高校と大学の
加盟率が高い。島根県も鳥取県と同様の傾向にある。
岡山県の場合，一般やおかあさんの加盟団体数は比
較的多い，ジュニア，中学校，高校，大学では，加
盟団体を比率でみると，5県のほぼ中程に位置してい
るといえる。また，一般やおかあさんコーラス部門
の団体数が５県のなかでは比較的高いことから，岡
山県の合唱活動は社会教育の中での位置付けが大き
いといえるだろう。
２　ＮＨＫ全国学校音楽コンクール参加校数の推移
（１）  全国的な推移
日本放送協会が主催する NHK全国学校音楽コン
クール（以下，「Nコン」と省略表記する）は，全日
本合唱連盟が主催する全日本合唱コンクールと並ん
で，日本の合唱コンクールの双璧を成している。全
日本合唱コンクールの出場者は，学校関係者から社
会一般まで幅広いが，出場者は合唱連盟加入者に限
られる。これに対して，Nコンは，部門が小学校の
部・中学校の部・高等学校の部と学校組織に絞られ
ている。また，Nコンは特別な団体に加盟していな
くても参加することができるため，個々の学校で単
独で気軽にエントリーすることも可能である。以上
のように，参加団体が学校組織に絞られていること
や，参加規程が比較的緩やかであることから，Nコ
ンには学校組織における合唱活動の状況が反映され
やすいと考えられる。
まず，中学校の部への参加校数の全国的な推移
と，それを取り巻く社会的要因を見ていく。図 1は，
1949年～ 2010年までの中学校の部の参加校数の推
移グラフに，中学校学習指導要領の改訂ごとの実施
期間や教育関連の出来事，社会全体の出来事，Nコ
ンでの出来事を，集約したものである。なお，参加
校数のデータは，Nコン事務局から独自に提供を受け，
許可を得て掲載している。 
図１　Ｎコン中学校部門参加校数（全国）の推移と，関連すると考えられる出来事 　
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まず，1956年のピークから 1974年の大きな減退
までの期間は，第 3次・第 4次の学習指導要領が告示，
実施されていた時期と重なる。1957年に起こったス
プートニク・ショックの影響から，小中学校でも過
密な授業が行われ，それについていけない子どもが
多発した時期でもある。第 3次・第４次の学習指導
要領は内容的に充実していると前述したものの，そ
れが単純に参加校数の増加に直結するわけではなく，
むしろ過密な授業によって課外活動に対しては大き
な力を注ぐことができなかったと考えられる。
ただし，現在おかあさん団体に所属している人々
の年齢層をおおよそ 40代以上であると仮定すると，
合唱についての記述が多くされていた第 3次・第 4
次学習指導要領の施行当時は中学生だったといえる。
このことが現在のおかあさんコーラスの活動が目覚
ましいことに繋がっていると推察される。当時のコ
ンクール出場団体数には表れなかったものの，その
後の余暇活動や生涯教育の基盤として，中学校での
音楽活動が影響していることが示唆される。
その後大きく参加校数が増加するのは，1970年代
後半からである。これは，「ゆとりカリキュラム」と
呼ばれる第 5次の学習指導要領の実施時期と同じ頃
である。第 4次の学習指導要領が見直され，第 5次
では内容が大幅に削減された。しかしそれまでの過
密授業や，そこから生まれた成績の格差や落ちこぼ
れにより，この時期は中学校・高校で校内暴力がピー
クであった。そしてこれを鎮静化させるための手段
の一つとされたのが，校内合唱コンクールである。
1980年代，校内暴力によって荒れた学校現場をまと
めるための機能として，級友と歌い合わせて団結を
深める校内合唱コンクールが流行した [7]。クラス対抗
で開催されることが多く，競争意識も相まって，学
級の団結力が深まる効果が期待された。このことか
ら，1980年代は多くの学校で合唱活動が積極的に行
われていたと考えられる。Nコンの参加校数がこの
頃大きく増加しているのも，校内合唱コンクールに
よって学校内に歌声が増えたことが，少なからず影
響しているのではないだろうか。
さらに，参加校数が増加した理由として，Nコン
が 1981年に全国大会のテレビ放送を開始したことも
あるだろう。1990年代に入ると，校内暴力は鎮静化
したものの，ひきこもりやいじめといった問題が新
たに発生し，学校に登校することが出来ない生徒が
増え始めた。それと共に Nコン出場校数も減少の一
途を辿っている。また，この時期に実施されている
第 6次学習指導要領は，第 5次に引き続き全体的に
内容が少ない。授業での歌唱・合唱活動がこれまで
に比べて減ったため，生徒が合唱の面白さを感じ取
る機会が減ったのではないだろうか。
2000年代は，減少傾向に歯止めがかかり，緩やか
ではあるが再び参加校数が増え始めた。2002年に完
全週 5日制となったことで時間に余裕ができ，急速
なインターネットの普及や音楽のデジタル化によっ
て，手軽に音楽を楽しむことができるようになったこ
とが，影響していると考えられる。そして，Nコン
自体が 1990年代の減少傾向に歯止めをかけるため，
テープ審査の廃止やテーマの設定等，様々な試みを
始めたのがこの時期である。Nコン側のそうした努
力は，今のところ着実に成果を上げている。
以上のことから，Nコンの参加校数の推移には，
学習指導要領や学校の状況，社会情勢が大きく影響
しているのではないかと考えられる。同時に，学校
教育における合唱活動も，国の教育方針や社会状況
と深い関わりを持ちながら，変化していったと考え
られる。
（２）　岡山県と中国地方各県の参加校数の推移と比較
次に，中国地方及び岡山県の近年の参加校数の推移
を見てみる。Nコン事務局から提供を受けたデータよ
り，1997年～ 2010年までの中国地方各県の Nコン
中学校の部の参加校数の推移のグラフを図 2に示す。
図 2　中国地方各県の N コン中学校の部の参加校数の推移
中国地方全体の動きとしては，大きな増減はなく，
やや停滞気味である。そのような中でも着目すべきは
島根県であり，中国地方の中で安定して高い水準を
保っている。島根県の人口や小中高の学校数は広島
県の半数以下であるにも関わらず，この参加校数を
維持しているのは，島根県の合唱活動が精力的に行
われているためだと考えられる。これに対して，岡
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ジの参照による。ホームページは定期的に更新が行
われていることを確認してから参照している。
表 5　岡山県の公立中学校における合唱部と吹奏楽部の
団体数（平成 23 年現在）
合唱部 割合 吹奏楽部 割合
岡山市 （39校） 5 [9] 13% 33 85%
倉敷市 （27校） 0 0% 20 74%
津山市 （  8校） 0 0% 3 38%
総社市 （  4校） 2 50% 3 75%
高梁市 （  7校） 1 14% 0 0% 
新見市 （  7校） 1 14% 1 14%
浅口市 （  3校） 1 33%  1 33%
合計 　（95校） 10 11% 61 64%
表 5のとおり，全体の平均で見ると，合唱部の団
体数は学校総数の 1割程度にとどまっているが，そ
れに対して吹奏楽部は 6割を上回っている。中には
コンクール入賞校もあるものの，今回調査を行った
７つの市全体としては合唱活動が活発とは言い難く，
吹奏楽部が音楽系の部活動の大半を占めていること
が分かる。部活動は，生徒が自分の意思で所属を決
めるため，生徒の興味や関心が大きく表れる一つの
要素であろう。上記のような状況から，岡山県の中
学生にとって，合唱はあまり魅力的な活動ではない
ことが推察される。現在のような状況が続けば，学
校組織における合唱活動は益々衰退していく可能性
がある。学校教育での合唱活動の低迷は，次世代の
合唱愛好者が育たないことを意味する。現在岡山県
で活発に合唱活動が行われている一般やおかあさん
団体の活動についても，今後の発展が危惧される。
４　Ⅲのまとめ
これまでのデータやその分析の結果，合唱活動の
全国的な傾向と岡山県の傾向を，以下のようにまと
めることができる。
＜全国的な傾向＞
①全体的に見ていくと，比較的活性化の傾向にある。
②特に一般やおかあさん団体の発展が目覚ましい。
③学校組織における合唱活動はやや停滞気味である。
＜岡山県の傾向＞
①学校組織における合唱活動が低迷している。
②コンクールへの出場校数が少なく，出場校や成
績が固定されており，新規参入校が少ない。
③一般やおかあさん団体の活動は特に活性化してお
り，これは全国や中国地方の中でも顕著である。
山県は低い水準のままほぼ横ばいの状態が続いてい
る。2009年・2010年は，中国地方の中で最も参加校
数が少ない。
ここで，2009年度の中国 5県の小中高のＮコン参
加率を比較する [8]（表 4）。参加率は，出場校と各県
の学校総数の比率である。
表 4 中国地方各県の N コン参加率（Ｈ 21 年度）
小学校 中学校 高等学校 全体
校
数 ％
校
数 ％
校
数 ％
校
数 ％
順
位
岡
山 5 1.2 5 2.9 6 6.6 16 2.3 47
山
口 7 2.0 9 5.0 4 4.4 20 3.2 37
鳥
取 6 4.0 9 13.8 3 9.7 18 7.3 10
島
根 11 4.3 15 13.9 7 14.3 33 8.0 9
広
島 21 3.6 9 3.2 8 5.9 38 3.8 33
福
島 150 28.3 146 59.3 7 6.1 303 34.0 2
全
国 906 4.0 1221 11.2 409 7.9 2536 6.6
島根県は中学校の部で，全国コンクールにおいて
近年何度か入賞を果たした実績がある合唱の盛んな
県である。島根県は全体で８％と最も高く，全国で
は第９位にあたる。合唱連盟の加盟率で高かった鳥
取県は，全国で 10位とＮコン参加率でも島根県に接
近している。しかし，表 4に見られるように，島根
県は，中国地方では最も高い比率であったが，合唱
の盛んな福島県や全国平均と比較してみると決して
高い参加率とはいえないだろう。山口県，広島県も，
全国では下方に位置している。
岡山県のＮコン参加率は，5県の中でも最も低く，
2009年度は，全国でも最下位であった。また，Nコ
ンホームページの岡山県コンクールの過去の大会結
果を見てみると，どの部門でも出場校が固定状態にあ
り，成績も毎年大きな変動がない。このように，Ｎコ
ン参加率からみた岡山県の学校組織における合唱活
動は，他県に比べて低調であると言わざるを得ない。
３　県内合唱部の状況
学校組織における合唱活動は，主に授業，部活，特
別活動で行われていると考えられる。このうち比較
的数値として特定しやすい合唱部の団体数を調査し
た。今回は岡山県内から７つの市を選び，計 95校の
公立中学校における合唱部の団体数，及び比較対象
として吹奏楽部の団体数のデータを，表 5にまとめた。
なお，本調査の主な調査方法は，各学校のホームペー
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Ⅳ　岡山県内中学校の音楽科教員へのインタビュー
調査
１　概要
インタビュー調査は，合唱活動で成果をあげてい
る岡山県の公立中学校３校を選択し，各学校の音楽
科教員を対象として行った。調査では３つの質問項
目を用いた。実施期間は，2012年10月～11月である。
３校をそれぞれＡ校・Ｂ校・Ｃ校とし，各校の音楽
科教員をＡ教員・Ｂ教員・Ｃ教員と表記する。なお，
対象者には書面及び口頭で調査の趣旨を説明し，了
解を得ている。
２　調査の回答と考察
[質問項目１]学校教育の中で合唱を行う意義とは何か。
A 合唱の醍醐味はそれぞれが違う自分だけの声を
出し合って，ひとつの形をつくること。その過
程の中で，歌って得られる快感，聴いて得られ
る感動など，様々に子どもの心は動く。学校現
場には，感動体験が必要。
B 学校以外ではほとんど体験できないということ。
集団への所属感や仲間意識を高められる。
C 合唱は総合的な活動の核となり得るもの。歌詞
は国語能力に繋がり，曲の背景は社会情勢と繋
がり，曲によっては美術も関係する。声をあわ
せることは心をあわせることでもあるので，集
団づくりにもなる。合唱という活動自体が，そ
もそも学校教育の中心になり得る。
A教員は「快感」「心」「感動体験」といった言葉から，
音楽から生徒達の内面を大切にしていることが分か
る。B教員は，集団や仲間意識といった生徒間の横の
繋がりや協調性を大切にしている。これは B中学校
が生徒指導面でやや困難な学校であることに起因し
ていると推察される。C教員は，合唱を総合的な表現
の出来る活動と捉えながら，B教員と同様に集団作り
にも重要であると指摘している。合唱を行うことで
得られる様々な喜び，感動，周囲との一体感は，子
ども達にとってどれも得難い経験や感情である。ま
た，合唱活動を他教科と横断的に捉えることで，音
楽科という枠にとらわれず，総合的な活動へと昇華
させることが出来るだろう。
以上のように，合唱は成長期にある生徒達にとっ
て，重要な活動の一つであると言える。「学校教育の
中で合唱を行う意義」について，再考されなければ
ならない。
[質問項目２] 県内の合唱部が少ない理由，衰退して
いる理由とは。
A ・指導者不足。岡山県は器楽専攻の先生や教員
志望者が圧倒的に多い。
・吹奏楽部とのバランス。近年は少子化や部活
動の縮小傾向により，部の減少が見られる。
吹奏楽部の方が部員数が多いし楽器もある。
入学式や卒業式のような式典でも吹奏楽演奏
は使える。そうすると同じ音楽系の部である
合唱部が縮減されてしまう。しかし，同じ音
楽系の部として，「共存」を目指していくべき。
B ・授業や部活よりも，生徒指導にかける労力の
ほうが大きいから。岡山県は校内暴力やいじ
め等が全国と比べても多い。これによって体
調を崩した正規の教員が休職し，講師が増え
ることで，学校に先生が定着しない。合唱部
が増えれば歌が好きな子どもも増えるだろう
が，岡山県は部自体がつくれない状況にある。
・人事異動で顧問が変わると，活動が衰退したり，
結局廃部になったりしているのが現状。
・岡山県は吹奏楽部が強い。吹奏楽には楽器が
あるため簡単には廃部にならないし，子ども
も楽器やその音色に惹きつけられる。
・部はなくとも校内合唱コンクールに力を入れ
ている学校はたくさんある。普段は授業に出
られない生徒も，コンクールではきちんと制
服を着てステージに立ち，頑張って歌う姿が
見られる。音楽技術がどうあれ，岡山県の現
状にはこうした合唱活動は必要。部の数だけ
では各学校の合唱活動の状況は計れない。
C ・一番は指導者不足。合唱をやっている音楽の
先生が少ない。音楽の先生にもっと合唱の面
白さを味わってほしい。指導者は，自分が面
白いと思ったものでないと教えられないもの。
・吹奏楽が盛んなこと。昭和 40年代は岡山で
も合唱が盛んだったが，同じ頃から吹奏楽が
伸び始めた。子どもが減って教師も減ってき
た中，いわゆる「吹奏楽人事」が極端に行わ
れた結果だと思う。そうした人事はどこにで
もあることだろうが，岡山の場合特に偏って
いたのではないか。
・吹奏楽部がここまで盛り上がっているのは，
指導者が多いことは勿論，中学校・高校の連
盟があって定期的に勉強会を行い，指導者同
士が切磋琢磨していく良い循環ができている
から。合唱指導者は，吹奏楽が成功している
理由を学ぶべき。
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　各教員の回答をまとめると，以下の 3点になる。
①指導者不足
　岡山県は器楽専攻者が圧倒的に多く，合唱をやっ
ている教師が少ないという意見が得られた。ジュニ
ア世代の合唱団が少なく，若者が合唱活動を出来る
環境の少ない岡山県の現状では，今後ますます声楽
専攻者や合唱を勉強している教員が減少していくと
考えられる。合唱指導を的確に行える教師が少なく
なれば，合唱部の減少や合唱活動の衰退は歪めない。
　また，B教員によると岡山県は講師が多く，教師が
一つの学校に定着しづらい状況のようである。実際
に岡山県の講師数を調べてみたところ，表 6の通り，
中国地方の他県に比べても突出して多い。部活動の
長所の一つは，3年間かけて人間関係も技術もじっく
りと深めていくことが出来ることだと考えられるが，
教師が学校に定着しなければそれも難しくなるだろ
う。指導者不足は部だけでなく授業にも影響するた
め，重要な問題であると考えられる。
表 6　岡山県と中国地方各県の中学校講師数 [10]
本務者 兼務者
H13 H23 H13 H23
岡山県 301 528 198 483
山口県 11 25 123 188
鳥取県 192 163 30 76
島根県 182 177 62 176
広島県 46 55 235 703
②吹奏楽部とのアンバランス
　岡山県は吹奏楽部の活動が非常に活発である。それ
に対して，一部のコンクール入賞校を除くと岡山県
の合唱部は規模が小さく，絶対数自体が少ない。近
年は全国的に部活動を縮減していく傾向もあり，同
じ音楽系の部活として合唱部が廃部になる可能性は
高い。A教員が述べているよう，吹奏楽部と合唱部
は共存を目指すべきであろうが，合唱部が危機的状
態にあるのは，A教員や C教員が指摘しているよう
に，合唱を得意とする音楽教員が少ないためだと考
えられる。前述の通り，岡山県は器楽専攻者の教員
が多いため，吹奏楽の指導が得意な教員が多く，吹
奏楽と合唱の指導者では，両者の絶対数に大きな差
が生じていると推察される。また，合唱部の顧問に，
必ずしも合唱指導の得意な教員が就くとは限らない。
実際に B教員は，指導者の異動によって廃部に及ん
だ合唱部の例を指摘している。それに対して吹奏楽
は指導者も多く，C教員が指摘しているよう指導者
同士の横の繋がりも広いため，各学校が切磋琢磨し
ていくという望ましい構造が出来ている。合唱指導
についても学校間の交流や地域での研修会を通して，
音楽教員自身の資質向上を目指すべきであろう。児
童生徒にも声やハーモニーの魅力を体感させること
が必要である。
③生徒指導面で困難校が多い
　B教員が指摘しているように，表 7と表 8に示し
た通り [11]，岡山県の中学校のいじめや校内暴力の件
数は，中国地方で突出して多い。このような状況では，
授業や部活動を円滑に行うのが困難であり，教員は
部活の指導に充分に力を注ぐことができない状態に
あると考えられる。
表 7　中国地方各県のいじめ件数の推移と比較
H14 H17 H20 H23
A B A B A B A B
岡山 249 1.9 271 2.2 563 5.1 425 3.8
山口 266 2.4 217 2.5 444 5.4 297 3.4
鳥取   30 0.5 30 0.6   49 1.3   31 1.2
島根   78 1.4 74 1.7   80 2.3   82 2.7
広島 346 1.7 204 1.2 370 2.2 244 1.7
A：国公私立中学校におけるいじめ発生件数
B：1000人あたりの認知件数
表 8　中国地方各県の校内暴力件数の推移と比較
H14 H17 H20 H23
A B A B A B A B
岡山   900 4.1   657 3.1 1716 7.6 1897 8.6
山口   750 4.7   545 3.6   913 5.8   619 4.1
鳥取   161 2.2   139 2.0   157 2.3   186 2.8
島根   272 3.1   272 3.3   325 4.0   532 6.8
広島 1263 4.1 1065 3.6 1368 4.3 1547 4.9
A：国公私立小・中・高等学校おける校内暴力発生件数
B：1000人あたりの認知件数
[質問項目３] 岡山県の教育現場における合唱活動を
もっと良くしていくには，どういうこ
とをしていけばいいか。
A ・それぞれの学校がしっかり歌唱に力を入れて
いくこと。岡山の現状では高校を出てから合
唱を続けるのが難しいが，たとえそこで一旦
途切れても，学生時代に歌が楽しいことを
知った人は，大人になってもそれを覚えてい
るし，もう一度歌おうという気持ちになれる。
・コンクールの成績の固定化もあるが，それに
くじけない学校が増えればと思う。
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B ・合唱連盟に加入していなくても，コンクール
に出ていなくても，校内合唱コンクールを企
画実施して校内で盛り上げている学校は，困
難校でも岡山にもたくさんある。何をもって
「良くなる」とするのか。
・授業数を増やすというより，元に戻して週二
時間確保すれば，レベルも上げられるし教員
数も増やせるのではないか。
・小学校との共同授業研究，教員を交換しての
授業など学区での連携を行うこと。
C ・音楽の先生自身がもっと「合唱は素晴らしい」
と思うべき。また，合唱は子どもの心の殻を
開いて歌わせることの難しさがあるため，指
導者は総合的な魅力を持っていなければなら
ない。そうした先生が育ち，増えていかなけ
ればならない。「良い指導者が良い音楽をつ
くる」のは，合唱も吹奏楽も同じ。
・指導者を増やすには，教員養成の段階で良い
合唱経験を得られるようにすることが重要。
今は必要単位数が減っており，大学在学中の
合唱をする機会が減っている。
A教員の主張は，厳しい現状の中でも，長い目で見
て合唱を楽しむことの出来る人材を育てることを重
視するものである。生涯に渡って合唱を楽しむことの
出来る子どもを育てることは，岡山県の合唱界にとっ
て非常に重要なことであろう。
B教員の主張は，「何をもって合唱活動が良くなる
のか」という疑問が発端となっている。コンクール
の参加校数や部活動だけでは，学校教育における合
唱活動の状況を測ることは出来ない。しかしそう主
張しながらも，授業数や教員数，小学校との連携に
ついて提言していることから，やはり現状に問題を
感じてもいるようである。授業時数や教員数につい
ては，学習指導要領や自治体の方針によるものであ
るため，現場の教員の頑張りだけでは変えていくこ
とが難しいが，改善が期待される点ではある。
C教員の主張は，指導者を育てることである。今現
場にいる指導者は勿論，これから音楽科の教員を目
指す学生も，合唱の面白さをしっかりと味わってこ
そ，子どもにもその感動を伝えることができると考
えられる。また，合唱に限らず協同的な音楽活動を
成功させるためには，一人一人の人間性や人間関係
が重要である。そのため，教師自身が魅力的な人物
であることも求められるのであろう。
いずれの教員の主張も重要なことであり，どれか
一つではなく，各方面からのアプローチが必要だと
考えられる。何よりも教員自身が合唱や歌唱の魅力
を伝えられることが重要である。
２　Ⅳのまとめ
３名の教員が指摘するように，岡山県の中学校にお
ける合唱活動は，芳しい状態とは言い難い。器楽専
攻の教員が多いため吹奏楽が盛んな一方で，合唱指
導を得意とする教員が少なく，合唱活動は停滞もし
くは衰退している。特に合唱部は一部のコンクール
入賞校を除けば非常に少なく，活動規模も小さいた
め，危機的な状況にある。校内合唱コンクールが盛
んに行われているが，団結力や一体感を高めるといっ
た教育的効果ばかりが重視され，コンクールが終わっ
た後，学校外でも長期的に子どもが合唱を楽しめる
ようになるというところにまでは，達することが出
来ていないと推察される。また，岡山県は生徒指導
面で困難校も多いので，生徒指導に多大な力を注が
ねばならず，合唱や音楽の指導に力を入れたくとも，
それがままならない教員もいると考えられる。更に，
中国地方の他県に比べて岡山県の講師数は多く，学
校に教師が定着しにくい状況でもある。
Ⅴ　まとめ
岡山県の中学校における合唱活動の現状と課題を
まとめると以下のようになる。
①岡山県は合唱指導を得意とする指導者が少ない。
そのような状況下で学習指導要領の内容が削減さ
れたことで，現場が裁量を負う部分が大きくなり，
学校や教員ごとの音楽の授業や合唱・歌唱指導の
内容に差が生じている。
②合唱部の減少は，合唱活動の全国的な部活動の縮
減傾向と指導者不足に起因する。学校間の活動状
況の格差も大きく，一部の学校の合唱部のみが活
発に活動している。
③生徒指導の面で困難校が多いため，生徒指導に時
間を割かなければならず，授業や部活に力を入れ
にくい状況にある。また，講師数が多いため一つ
の学校に指導者が定着しづらく，長期的な指導が
困難である。
Ⅵ　おわりに
課題改善のための提案について，以下に述べる。
①合唱指導者の育成：教員養成のレベルでは勿論，現
場の教員も合唱の喜びや面白さを再認識し，子ど
もと一緒に合唱活動の中で感動を味わえるように
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していく。歌唱教育や合唱教育の魅力を教師自身
が感じ，生徒に伝えられるよう，学校や教員全体
で意識を高めていくこと。
②教育内容：学習指導要領の表現領域の内容の減少
や，部活動の縮減傾向はあるが，学校や生徒の実
態に応じて，音楽の本質を見極めた，バランスの
良い教育内容を教師が提言していくこと。
③合唱の教育効果：生徒指導の困難校が多い現状を
打開していくためにも，集団作りや帰属意識の形
成といった合唱の教育的効果を利用し，更にこれ
をきっかけとし，長期的に合唱を楽しめるような
指導を目指していくこと。
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小学校理科における授業改善の試み
―児童の学習を支援する教材と授業構成―
山﨑　光洋※ 1
現行の小学校学習指導要領（平成 20年 3月）に改訂された当時，教育内容に関する主な改善事項の一つに理
数教育の充実が挙げられていた。しかし，小学校では，理科の学習指導に苦手意識をもつ教員の割合の高さが指
摘されており，理科教育を充実させるためには，こうした教育現場の状況を踏まえた授業の見直しが必要である。
自然や科学に関する専門的な知識や，観察・実験に関する知識・技能の向上によって，理科の学習指導に対する
苦手意識を克服しようとすることは，特定の学年や教科を担当することが少ないという小学校教員の置かれた立
場を考えると，あまり現実的ではない。本稿では，第６学年の指導内容「植物の養分と水の通り道」を取り上げ，
児童の学習を支援する教材と授業構成を教育現場の状況を踏まえて工夫・検討し，授業改善の試みの一つとして
実践することで，理科の学習指導を見直す手がかりを探りたいと考えた。
キーワード：理科教育，授業改善，観察・実験，教材，授業構成
※ 1　岡山大学教師教育開発センター
Ⅰ　はじめに
現行の小学校学習指導要領が平成 20年 3月に公示
された当時，改訂に当たっての教育内容に関する主
な改善事項の一つに理数教育の充実が挙げられてい
た。理科の授業時数の増加や内容の系統性の確保，専
科教員による教育の充実や理科支援員の配置，観察・
実験のための理科教育設備の整備，研修等を通じた理
数教育を担う教師の専門性や資質の向上などが，そ
の基本的な考え方として示されていた 1）。これらは大
切な考え方であることには違いないが，それらが効
果を上げるには教育現場の状況を踏まえた具体的な
授業の見直しが必要である。
（独）科学技術振興機構 理数学習支援センターから
出された平成 22年度小学校理科教育実態調査報告書
によると，理科全般の指導内容について理科の指導
が「やや苦手」「苦手」と回答した教員は約 40％，理
科の観察・実験についての知識・技能が「やや低い」
「低い」と回答した教員は 50％を超えている。この割
合は，教職経験年数 10年未満の教員ではさらに大き
くなっている 2）。研修等を通じて，自然や科学に関す
る専門的な知識や，観察・実験に関する知識・技能
を向上させることには意味があるとしても，これら
によって理科の学習指導に対する苦手意識を克服し
ようとすることは，特定の学年や教科を担当するこ
とが少ないという小学校教員の置かれた立場を考え
ると，あまり現実的ではない。
一方，一定の知識・技能を備えていても，教科書
に掲載されている観察・実験の中には，実施が容易
でないものや期待通りの結果が得られないものもあ
る。小学校学習指導要領解説理科編には，目標につ
いて「自然に接する関心や意欲を高め，主体的に問
題を見いだす学習活動」「問題解決の能力や態度を育
成する学習活動」「学んだことを生活とのかかわりの
中で見直し，自然の事物・現象についての実感を伴っ
た理解を図る学習活動」の三つを重視することが重
点として整理されている 3）。実施が難しかったり期待
する結果が得られなかったりする観察・実験では児
童に任せることができないため，教員の指示や説明
が多い授業にならざるをえない。このような授業で，
学習指導要領解説に示された学習活動を重視しよう
とすれば，理科の学習指導に対する苦手意識を一層
大きくする恐れがある。
そこで本稿では，様々な理由で指導が難しいとさ
れている第６学年「植物の養分と水の通り道」を取
り上げ，指導を困難にしている課題を整理し，児童
の学習を支援する教材と授業構成を教育現場の状況
を踏まえて工夫・検討し，理科の授業改善の試みの
一つとして実践することで，理科の学習指導を見直
す手がかりを探りたいと考えた。
【研究論文】
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Ⅱ　「植物の養分と水の通り道」の指導を困難にして
いる課題
「植物の養分と水の通り道」にかかわる第６学年の
目標と指導内容を念頭に，本内容の指導を困難にし
ている課題を，授業構成に関するものと，観察・実
験に関するものに整理する。
１　授業構成に関するもの
小学校学習指導要領解説理科編には，「植物の養分
と水の通り道」の位置付けが，「本内容は，第４学年「Ｂ
（1）人の体のつくりと運動」の学習を踏まえて，「生
命」についての基本的な見方や概念を柱とした内容
のうちの「生物の構造と機能」にかかわるものであ
る。」と示されている 4）。第６学年には，「人の体のつ
くりと働き」が同系統性の中に位置付けられており，
動物で養われた「生物の構造と機能」についての見
方や考え方を植物にも適用できるようにするもので
ある。一方，植物を対象として，児童は「植物の発
芽と成長」にかかわる内容を第５学年で学習してい
るが，こちらは「生命の連続性」の系統性の中に位
置付けられている。そのため，授業を構成しようと
すると，次のような課題が生まれる。
・「植物の養分と水の通り道」で扱う水と養分は，「植
物の発芽と成長」で発芽や成長の条件として指導し
ており，植物の生命維持や成長を背景とした問題
解決的な活動によって授業を構成しようとすれば，
「人の体のつくりと働き」より「植物の発芽と成長」
の方が先行経験になりやすい。
・第５学年の「植物の発芽と成長」では，植物の発芽
や成長と，水，空気，適当な温度，肥料，日光と
の関係を学習しているのに，本内容で水と日光の
みを取り上げて授業を展開することには違和感が
ある。
・植物の生命維持や成長に水が必要なことは生活経験
や学習経験から理解していても，児童が養分，酸素，
二酸化炭素の運搬などの役割をもつ動物の血液の
働きと植物内の水の働きを関係付けて考え，茎や
葉の中にある水の通り道を調べることに必然性を
もたせることは難しい。
・植物の発芽に子葉のでんぷんが必要であることは第
５学年で指導しているが，植物の成長に必要な肥
料や日光とでんぷんとの関係を扱っていないため，
植物の成長の違いの原因として日光が当たった植
物の葉などにできるでんぷんに着目させることは
できない。
・葉の働きや水の通り道についての問題をもたせる
ことができても，日光によってでんぷんがつくら
れることや植物の茎や葉に水の通り道があること
を知らない児童に，つくりや働きを予想させたり，
問題を追究する活動の計画を立てさせたりするこ
とはできない。
・植物を対象としているため，授業の実施時期が限定
され，梅雨時に実施する本内容では観察・実験が
天候に左右されやすく，授業を計画通りに進める
ことができない場合がある。
２　観察・実験に関するもの
本内容の指導で実施される主な観察・実験には，植
物の茎や葉の断面の水の通り道を調べる観察と，ヨ
ウ素デンプン反応によって葉の中のでんぷんの存在
を調べ，日光とでんぷんのでき方との関係を明らか
にする実験とがある。両者とも観察・実験としては
一般的なものであるが，操作が難しかったり，期待
するような結果が得られにくかったりして，問題解
決の過程での児童の主体的な活動になりにくい。
・水の通り道を観察に適した状態に着色しようとする
と，時間がかかったり植物が枯れたりして，授業
の実施に合わせて準備をするタイミングが難しい。
・植物の水の通り道を予想するための根拠がなく，児
童に植物のどの部分の断面を観察すればよいかと
いった方法を考えさせることが難しい。
・水の通り道を調べて得られる感動が少なければ，植
物を切り刻んだ行為のみが印象に残り，生命を尊
重する態度を育てることにはつながらない。
・植物の葉などにでんぷんができていることを調べる
実験では，操作が難しく明確な結果を得にくいた
め，時間がかかるばかりで，児童の主体的な探求
活動にしにくい。
・操作が難しく明確な結果を得ることが難しい実験で
は，条件を変えて日光と葉にできるでんぷんとの
関係を調べるという本来の目的での実験を行わせ
ることができない。
この他，事前に観察・実験に用いる植物を確保し
ておくことや，多様な操作の中で，刃物やアルコール，
ヨウ素液などを安全に準備したり使用させたりしな
くてはならないということに不安を感じている教員
も多い。時間割に合わせて配当された実験室で観察・
実験を行うことが求められる教育現場では，時間がか
かり過ぎることや天候に左右されることなどは，実
施上の大きな障害となっている。
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Ⅲ　理科の学習指導を支援する教材と授業構成
授業構成に関する課題を解消するには，まず，本
内容で実施される観察・実験の課題を解決しておく
必要がある。観察・実験に関する課題が，問題解決
的な活動を位置付けた授業構成や児童の主体的な学
習活動による展開を妨げているからである。
１　児童の観察・実験を支援する教材の工夫
（1）ヨウ素デンプン反応によって葉の中のでんぷん
の存在を調べる実験
ア　授業実施上の問題
教科書等では，葉をはさんで叩いたろ紙をヨウ素液
に浸して色の変化を調べる方法（叩き染め）と，エ
タノールで脱色した葉をヨウ素液に浸して色の変化
を調べる方法の二つが紹介されている。中学校でも
同様の観察・実験が行われている。
前者では，ろ紙にはさんだ葉を二枚のアクリル板
等の間に入れ，木槌で叩いて葉の形（でんぷん）を
ろ紙に写し，付着した葉を取り除いたろ紙をヨウ素
液に浸すという手順で実験が行われる。ヨウ素液に
浸しても青紫色にはなりにくく，教科書に掲載され
ている結果を見ても，子葉を調べたときの色の変化
とは印象が異なる。しかし，操作が比較的単純で安
全なため，この方法がとられることが多い。
後者では，葉を茹でて柔らかくした後に，湯煎し
たエタノールに入れて緑色をとかし，その葉をヨウ
素液に浸すという手順で実験が行われる。でんぷん
ができていれば，脱色された葉が青紫色を呈するこ
とになっている。しかし，実際に児童に実験を行わ
せてみると，葉をエタノールに浸しても思ったよう
に緑色を取り除くことができない，アルコールに浸
すと脱水されて葉がうまく広がらなかったり砕けて
しまったりすることがある，教科書にあるように白
くなった葉全体がヨウ素液によって鮮やかな青紫色
になるという結果は得られにくいなど，思うように
ならないことが多い。何より気温が高いこの時期に，
葉を湯で柔らかくしたり湯煎したアルコールに葉を
長時間浸したりしなければならないので，児童が意
欲的に取り組みにくい。
いずれの場合も，条件を変えて遮光した葉と遮光
しない葉で対照実験を行ったり，複数の植物ででん
ぷんの存在を確かめる実験を行ったりするには，結
果が明確に得られない上に，操作に手間や時間がか
かりすぎる。そのため，児童の考えや判断が生かせ
る主体的な学習活動として位置付けにくい。
イ　教材と観察・実験の工夫，改善の視点
教育現場で授業を実践するときに，これまで述べ
た問題が障壁にならないよう，教材を次のような視
点で工夫し，観察・実験を改善することにした。
・ 特別な方法でなく，教科書に掲載されている方法
（叩き染め）で児童が実験することを前提とする。
・ろ紙をヨウ素液に浸したときに，でんぷんができて
いる葉の形で青紫色に染まるようにする。
・授業の中で，児童一人ひとりに叩き染めを体験させ
ることができるよう，短時間の操作で明確な結果
が得られるようにする。
・エタノールによって葉の緑色をぬいて調べる方法に
ついては教師の演示用とし，様子や結果を容易に
提示できるようにする。
ウ　教材と観察・実験の工夫の具体
（ｱ）児童に適した器具を使用する
葉をはさんだろ紙をアクリル板の間に入れて木槌
で叩く方法は，均一に力が加わり葉の形を崩すこと
はないが，腕力の乏しい児童には向いていない。また，
大きな音がして近隣の教室への影響も大きい。柔ら
かいビニル版とカッターマットの間に葉をはさんだ
ろ紙を入れ，ゴムハンマーで叩くようにする。打面
が丸くなっているハンマーも市販されており，力を
集中して葉の形をきれいに叩き出すことができる。
（ｲ）結果が得られやすい葉に処理をする
叩き染めに使用する葉は，葉を湯に入れたぐらい
では簡単に柔らかくはならない。
そこで，湯に入れた葉を電子レンジで加熱して，葉
を短時間茹でる。電子レンジ用どんぶりを用いれば，
葉をはさんだろ紙を一度に 20～ 30セット加熱する
ことができる。児童の調べたい葉を教師が加熱する
が，必要な時間は２～３分であるため，児童の実験
の準備と組み合わせれば，進行を妨げることはない。
付属のふたを使えば，簡単に湯切りができる。
【資料１】
①　調べたい葉をろ紙にはさむ。（児童）
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②　葉をはさんだろ紙をどんぶりに入れる。
③　電子レンジで加熱する。（教師）
④　加熱した葉を取り出す。（教師）
⑤　乾いたろ紙に茹でた葉を移す。（児童）
⑥　一般的な方法で叩き染めをする。（児童）
本実験方法では，①～⑤までの手順によって負担
が増えそうに見えるが，⑥の操作が容易で，明確な
結果が得られるため，実験にかかる時間は短縮でき
る。４名構成のグループであれば，一人ひとりの児
童が叩き染めをしても 15分あれば完了する。
（ｳ）脱色した葉を簡単できれいにつくる
エタノールによって葉の緑色をぬいて調べる方法
なら，葉にでんぷんがあることを直接調べることが
できる。ただ，安全面から湯煎したエタノールで行
う必要があり，十分に脱色できないことも多い。また，
葉が固くなり，歪な形になったり，粉々に砕けたり
する場合もある。葉そのものにでんぷんができてい
ることを児童に印象付けるために，授業の最後に演
示する程度が現実的である。
ここでは，チャック付きポリ袋に少量のエタノー
ルと，茹でて柔らかくした葉をろ紙とともに入れ，
電気ポットで沸かした湯に浮かべて加熱する。ジャ
ガイモの葉であれば，５分かからずに脱色され，き
れいに広がった葉をつくることができる。脱色した
葉は，ろ紙と一緒に取り出し，湯で軽くすすいだ後，
ヨウ素液に浸せば，葉全体が青紫色に染まる様子が
観察できる。短時間で演示できることに加え，使用
するアルコールが少量で済む。
【資料２】教師による演示実験
①　チャック付きポリ袋に加熱した葉を入れる。
②　チャック付きポリ袋を湯に浮かべて加熱する。
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（ｴ）天候に左右されない実験を工夫する
植物の成長の関係で，本内容の授業は梅雨の時期
になる。日光とでんぷんのでき方との関係を調べよ
うとしても，好天に恵まれるとは限らない。時間割
や実験室の制約があり，長期間授業が進行できなく
なる場合も考えられる。遮光した葉と遮光しない葉
を日光の当たる日に準備しておき，後日でんぷんの
存在を確かめる実験ができれば，天候に左右されに
くい実験の計画を立てることができる。
そこで，でんぷんの存在を確かめようとする葉を
乾燥して保存し，叩き染め等の実験に用いるように
する。押し花と同様の方法で，乾燥の段階でろ紙に
児童の名前等を記入させておけば，どのような条件
で準備した葉か区別できる。
・授業時間に日光の条件を変えた葉を準備するための
計画を児童に立てさせる。
・好天が見込める前日の午後（休憩時間や放課後）に
遮光する葉と遮光しない葉の条件を整えさせる。
・翌日の午後（休憩時間や放課後）に葉を取り込ませ，
教師がその葉を乾燥させておく。
・授業時間に，前述した叩き染め等で，でんぷんの存
在を確かめる実験を行う。
葉を準備する日が好天に恵まれなかった場合は，順
延すればよい。
【資料３】
（2）植物の茎や葉の水の通り道の観察
ア　授業実施上の問題
水の通り道の観察は，着色した水を吸わせた植物
で行う。これまでは，食紅や赤インクを吸わせてい
たため，水の通り道がうまく染まらなかったり，植
物が枯れたりすることもあったが，やや高額ではあ
るが近年普及してきた切り花着色剤を用いることに
よって，このような問題を避けることができるよう
になった。
本内容の導入に当たっては，「（根から取り入れられ
た）水は，植物の体のどこを通って全体に運ばれる
のか」を問題にする。しかし，児童は水が植物の体
全体に広がっていく様子を直接見ているわけではな
く，また，植物の内部がどのような構造をしている
のかを知らない。そのため，問題に対する関心が低く，
児童が予想したり見通しをもったりするなどして，水
の通り道を主体的に調べる学習活動になりにくい。
イ　教材と観察・実験の工夫，改善の視点
教育現場で授業を実践するときに，これまで述べ
た問題が障壁にならないよう，教材を次のような視
点で工夫し，観察・実験を改善することにした。
・水が植物の茎や葉に広がっていく様子を見ることに
よって，植物の体の内部の構造に興味をもつこと
ができるようにする。
・植物の内部に水の通り道が存在するという手がかり
が得られるようにし，水が体のどこを通って全体
に運ばれるのかに関心をもち，予想したり見通し
をもったりして調べることができるようにする。
ウ　教材と観察・実験の工夫の具体
（ｱ）水が茎や葉に広がっていく様子を見せる
本内容では，ジャガイモやホウセンカを観察・実
験に用いるが，栽培途中のそれらをむやみに切るこ
とには抵抗がある。一方，水の通り道を調べる素材
として，入手のしやすさ，観察のしやすさからセロ
リがよく紹介されている 5）。切り口を色水につけると，
短時間で全体に染まっていき，断面の染まった部分
から水の通り道を判断しやすい。
そこで，本内容の導入にセロリを用いた観察・実
験を位置付ける。葉柄に新しくつくった断面を，少
量の切り花着色剤に入れれば，乾いた状態であれば，
5分～ 10分もあれば葉まで染まっていく様子を観察
できる。その予想を超えた速さに，水が植物全体に
広がっていく様子や植物内部の構造に児童が興味を
もつことが期待できる。
（ｨ）水の通り道の存在を手がかりとして与える
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（2）　探求の手がかりを与えた後に，問題解決的な
活動を行わせる。
植物の体の中に水の通り道があることや，日光が
当たっている葉の中にでんぷんがあることを，それ
ぞれの授業の導入でとらえさせた後，観察・実験の
条件を考えさせたり，計画を立てさせたりする。
こうすることで，植物の体の中の水の通り道や日
光とでんぷんのでき方との関係を明らかにするとい
う目的が明確になり，児童の主体的な観察・実験を
促すことができる。
（3）　栽培している他の植物や身の回りの植物など
の複数の植物で，水の通り道や葉にできたでんぷん
の存在を調べさせる。
見いだした植物体内のつくりや働きを他の植物に
適用して調べる機会を設定することで，植物の共通
した特徴や種類による違いを印象付け，植物の体の
つくりや働きについての考えをもつことができるよ
うにする。　
Ⅳ　授業実践と学習指導改善の手がかり
公開された日光とでんぷんのでき方との関係を調
べる授業では，45分という限られた時間の中で，「で
んぷんができるには日光が必要である」という結論に
たどり着いた。この授業では，ジャガイモの株全体
を箱で覆う，ジャガイモの葉を袋に入れる，葉の一
部を覆うという３つの方法で遮光した葉と，遮光し
なかった葉の４枚の葉を児童がグループ毎にあらか
じめ準備しておき，叩き染めによって比較するとい
う展開だった。授業では安全面以外の指示はほとん
どなかった。日光に当てた葉のでんぷんの存在を調べ
た経験を基に実験の計画を立てさせるという授業構
成と，電子レンジによって加熱処理した葉や選択し
た用具が，児童中心の授業を可能にしたと考えられ
る。児童が事前に条件を変えて準備して保存しておい
た葉が使用されたため，実施日時の決められた公開
授業でも天候に左右されることはなかった。この授
業では，グループ毎に４枚の葉を比較して話し合え
るように，叩き染めして濡れたろ紙をそのままホワ
イトボードに貼って整理できるよう工夫されていた。
また，全体で結論について話し合えるように，グルー
プごとの結果を表として一覧できるよう手立てが取
られていた。授業の構成と教材の工夫次第で，児童
の主体的な活動を支援できたよい例といってよいだ
ろう。本時で日光とでんぷんの関係を調べた児童は，
ミニトマト，ピーマン，オクラ，アサガオ，ホウセンカ，
興味をもった児童に，着色していないセロリの断面
の様子から水の通る部分を予想させ，その後に染まっ
たセロリの断面を観察させる。横方向の切断はカッ
ターナイフ等を用いるが，縦方向にはピーラーを用
いると通り道が見やすい。
水の通り道の存在を知らなければ，水が植物のど
こを通って全体に運ばれるのかを問題にしても，予
想や見通しが漠然としたものになる。セロリの体の
内部に水の通り道が存在することを観察した児童に，
栽培しているジャガイモやホウセンカにも同じよう
に水の通り道が存在するかを問いかければ，セロリ
で観察したことを根拠に具体的な予想や見通しをも
つことができ，問題が児童の主体的な学習活動を支
えるものになる。
図１　導入に用いるセロリの様子
２　児童の学習を支援する授業構成の工夫
（1）　第５学年「植物の発芽と成長」の学習を先行
経験として授業を組み立てる
本内容を扱う前に，第５学年で学習した「植物の
発芽と成長」の内容を整理し，その中から水や日光
の必要性を改めて問うことによって，水や日光の働
きに着目させる。
図２「植物の発芽と成長」と本内容のつながり
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【資料４】公開された理科の授業の学習指導案例
１　単元名　
植物のからだのはたらき
２　単元の目標と評価規準
（1）単元目標
植物を観察し，植物の体内の水などの行方や葉で養分をつくる働きを推論しながら調べ，見いだした問
題を計画的に追究する活動を通して，生命を尊重する態度を育てるとともに，植物の体のつくりと働きに
ついての考えをもつことができるようにする。
（2）評価規準　　　　　　　　　　　　　　　　　
【自然事象への関心・意欲・態度】
・植物の体内の水などの行方や葉で養分をつくる働きに興味・関心をもち，自ら植物の体のつくりと働き
を調べようとしている。
・植物体内の水の行方や葉で養分をつくる働きに生命のたくみさを感じ，それらの関係を調べようとしている。
【科学的な思考・表現】
・日光とでんぷんのでき方との関係や植物の体内の水などの行方について予想や仮説をもち，推論しなが
ら追究し，表現している。
・日光とでんぷんのでき方との関係や植物の体内の水などの行方について，自ら行った実験の結果と予想
や仮説を照らし合わせて推論し，自分の考えを表現している。
【観察・実験の技能】
・ヨウ素液などを適切に使って日光とでんぷんのでき方を比較したり，植物に着色した水を吸わせ，蒸散
する水について実験したりして調べている。
・植物を観察し，植物体内の水の行方や葉で養分をつくる働きについて調べ，その過程や結果を記録している。
【自然事象についての知識・理解】
・植物の葉に日光が当たるとでんぷんができることを理解している。
・ 根，茎及び葉には，水の通り道があり，根から吸い上げた水は主に葉から蒸散していることを理解している。
３　指導計画の概要
第一次　植物の成長する条件から学習課題をつかむ。
第１時　植物の体のつくりとはたらきを調べるための学習課題をつかむ。
第二次　水の行方と植物のつくりを調べる。
第１時　水が植物全体にいきわたっていく様子や水の通り道を調べる。
第２時　花や野菜の水の通り道を調べる。
第３時　水が蒸散することを調べる。
第三次　日光と葉のはたらきの関係を調べる。
第１・２時　日向の植物の葉にでんぷんができていることを調べる。
第３時　日当たりの違う植物の葉のでんぷんのでき方を調べる。【本時】
第４時　身の回りの植物の葉にでんぷんができているか調べる。
４　指導上の立場
（1）　単元について
第６学年内容「B　生命・地球」の「植物の養分と水の通り道」には，「植物を観察し，植物の体内の
水などの行方や葉で養分をつくるはたらきを調べ，植物の体のつくりと働きについての考えをもつこと
ができるようにする。」が示され，「ア　植物の葉に日光が当たるとでんぷんができること。」「イ　根，
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茎及び葉には，水の通り道があり，根から吸い上げられた水は主に葉から蒸散していること。」という具
体的な内容が取り上げられている。これらの内容を扱う中で，植物の体内の水などの行方や葉で養分を
つくる働きについて興味・関心をもって追究する活動を通して，植物の体内のつくりと働きについて推
論する能力を育てるとともに，それらについての理解を図り，生命を尊重する態度を育て，植物の体の
つくりと働きについての見方や考え方をもつことができるようにすることがねらいである。
本単元では，「葉が日光に当たるとでんぷんができるのか」「水などは植物体内のどこを通っているのか」
「吸い込んだ水はどこへ行くのか」などを問題とすることができ，叩き染めによってでんぷんの有無を調
べたり，着色した水で体内の水の通り道を調べたりするなど，葉で養分をつくる働きや植物体内の水の
行方を推論しながら活動することができる。こうした活動と第５学年の植物の発芽と成長で学習したこ
とと関連付けたり，身の回りの植物ででんぷんのでき方や気孔を調べる活動を位置付けたりすることで，
実感を伴った理解ができるよう単元展開を構成している。
本内容は，第４学年「Ｂ（1）人の体のつくりと運動」の学習を踏まえて，「生命」についての基本的
な見方や概念を柱とした内容のうちの「生物の構造と機能」にかかわるものである。
（2）児童について
児童は，第５学年の学習で植物の成長には水や肥料，日光等が必要なことを既に学んでいる。また，
植物によって地球上に酸素が供給されていることを情報として知っている児童も多い。しかし，植物自
らが水と日光によって養分を合成していることは思いもよらぬことである。養分がつくられていること
を直接調べることはできないため，日光が当たっている葉にはでんぷんがあるが，日光が当たっていな
い葉にはでんぷんがないという事実から，植物が養分をつくるには日光が必要であることを推論する他
はない。また，水がなければ植物が枯れてしまうことは生活経験や学習経験から十分に理解しているが，
植物全体に水が運ばれていることを通常意識することはない。このような植物のつくりや働きは中学校
でも扱われるため，本単元ではこうした現象に関心をもたせ，現象を把握させておくことが重要となる。
一方，光合成の実験や水の通り道の観察などは，植物の成長の時期と関係が深いため，実施時期が梅雨
の頃になりやすい。天候に左右される観察，実験は予定通りに行うことが難しいため，児童の興味や問
題意識が継続しにくいことも想定される。
第６学年では，自然の事物・現象を推論しながら調べることが重視されている。児童はこれまで，燃
焼の学習で物が燃えることと空気との関係を推論しながら調べる経験をしており，空気の組成の変化から
燃焼の仕組みや働きについて考えてきている。しかし，そこでの推論には空気の組成の変化をイメージす
る必要があり，現象把握に終わってしまっている児童も見られた。本単元では，「日光が葉にあたるとで
んぷんができるのではないか」といった児童では発想できない現象等が追究の対象となるため，葉にでん
ぷんができるという事実をとらえさせた後に，日光との関係を整理し，追究すべき内容を明確にさせる必
要があると考える。
（3）　本単元と本時の学習指導の工夫について
本単元は，ジャガイモやホウセンカなどを使って光合成の実験や水の通り道の観察を行う。そのため，
授業の実施時期に適切な素材を入手できるよう，場所や時期を変えて栽培するようにした。
光合成の実験には，エタノールで緑色をぬいた葉の反応を直接調べる方法と，叩き染めで調べる方法
があるが，児童には操作が簡単な叩き染めで調べさせ，学習の最後にエタノールで脱色した葉の反応を
演示する。栽培しているジャガイモとホウセンカを主に素材として用いるが，身の回りでヨウ素反応が
見やすい植物においても実験を行わせ，光合成が特別な植物が行っているという誤解を与えないように
したい。なお，叩き染めでは，ヨウ素反応がでやすいように葉を加熱したものを使う。また，天候が不
良の場合に実施時期をずらすことが難しいため，天候のよい日に予め調べようとする葉を採取させてお
き，乾燥保存しておくようにし，必要に応じてそれを利用できるようにしておく。
水の通り道の観察では，切り花着色料によって着色したホウセンカを用いるが，着色料に浸した植物
の様子の変化を観察させ，着色した水が植物全体に運ばれている様子を確認した後，茎や葉などを切断
し顕微鏡等で観察させるようにする。なお，植物に取り入れられた水の行方として気孔の観察も行わせ
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たいと考えているが，児童の技能では葉の表皮をはぐことは難しいため，レプリカ法を用いる。
ここでの観察，実験は，操作に追われて目的が不明確になることが考えられるため，どのような結果
が得られると考えているのか，どのような様子が見られると考えているのかを事前に予想させ，それら
を確認するための観察，実験であるという意識をもたせるようにしたい。
５　本時（第三次　第３時）
本時目標
　日光の当たり方を変えた植物の葉で，でんぷんのでき方の違いをたたき染めで調べ，ヨウ
素液に浸したときの色の変わり方の違いから，日光が当たることによって葉にでんぷんがで
きることを推論することができる。
学習活動 教師の支援
１　 株 を 箱 で
覆ったり葉に
袋などを掛け
たりした理由
を確認し，本
時の学習のめ
あてを確認す
る。
１（1）植物全体を箱で覆う，葉を袋で覆う，葉の一部を覆うなどの方法で実験の準備
をしていたことをデジタル写真を基に振り返らせ，このような方法で葉を準備した
理由を尋ねることで，日光の当たり方を変えて葉のでんぷんのでき方を調べるとい
う実験の目的を想起させ，本時の学習のめあてを確認するすることができるように
する。
（2）条件の違いによる結果を整理しやすいように，次のように条件の違いを掲示し，
条件の違いを整理しやすくしておく。
日光を当てる 予 結 日光を当てない 予 結
Ａ おおいをしない
○
箱でおおいをする
Ｂ おおいをしない 葉をふくろに入れる
Ｃ おおいをしない 葉の一部をおおう
日光の当たり方を変えた葉で，でんぷんのでき方の違いを調べよう
２　日光の当て
方を変えた葉
をたたき染め
で調べ，でん
ぷんのでき方
を確かめる。
２（1）黒板に掲示したものと同じ表をワークシートとして配付し，それを基に班で結
果を予想させ，条件の違いを意識してでんぷんのでき方の違いを調べることができ
るようにする。
（2）次のように操作を行わせ，児童が班の仲間と協力して実験を進めることができる
ようにする。
①たたき染めの方法を記したワークシートを配付（掲示）し，児童が手順に従って
たたき染めができるようにする。
②ろ紙，ピンセット，ハンマー，マット，プラスチック板，不織布を敷いたトレー
を班ごとに用意させる。
③ヨウ素液と水を入れたトレーを置いた場所を用意し，そこに移動してヨウ素反応
を確かめることができるようにしておく。
④ろ紙に班名と条件が書いてあることを確認し，教師用机にもってこさせる。
⑤全ての班がそろったところで，その葉を容器に入れて加熱する。（教師）
⑥取り出した容器に水を入れて冷却し，水を切ってろ紙を取り出し，班ごとに取り
に来させる。（教師）
⑦マットとプラスチック板にろ紙をはさんでハンマーでたたかせる。
⑧ろ紙から葉をそって剥がし，ヨウ素液に浸して色の変化を確かめる。
⑨結果をワークシートの表に記録する。
（3）児童の活動の状況により，必要な支援を行う。
・実験の手順に戸惑う児童には，ワークシートで方法を確認するよう助言する。
・確かめようとする葉の条件への意識が十分でない児童には，一覧表を基に調べよ
うとしている葉の条件を確認させたり，どれを比較すればよいかを尋ねたりする。
・実験操作がうまくできない児童には，グループ内で操作方法を確認させたり，他
のグループの操作の様子を紹介したりする。
─ 71─
小学校理科における授業改善の試み　―児童の学習を支援する教材と授業構成―
インゲンマメといった栽培している植物や身の回り
の雑草などの葉にでんぷんができているかを次時の
授業で調べている。日光が当たるとデンプンができ
るのはジャガイモだけではないことに納得しつつも，
日光が当たってもでんぷんができない植物があるこ
とを不思議に思うなど，植物の葉の働きについて一
層関心を高める結果となっている。他校の授業者か
らは，緑色に見えない葉でもでんぷんができている
ことに驚いたり，落ち葉にでんぷんができていない
ことを発見したりしながら，児童の活動が４時間に
も及んだ例も報告された。児童が意欲をもって主体
的に取り組める授業にできる授業改善の方法の一つ
の例になると考えてよいだろう。ただ，今回の方法
で行う叩き染めは，曇りや雨の日にでも葉にできて
いるでんぷんを容易に検出できる。遮光する場合は
日光が入り込まないよう注意する必要があると授業
者から指摘を受けた。
また，別に公開された水の通り道を調べる授業で
は，短時間で全体に水が広がっていくセロリの様子
に驚いた児童が，色水に染まった断面を調べ，いろ
いろな植物で水の通り道を積極的に調べる様子が報
告されている。本稿で提案した授業構成と教材の工
夫は，本内容の学習指導を支援するための方法とし
効果があったと考えてよいだろう。
いずれの授業の場合も，児童の知識や経験だけで
は問題をもちにくい内容であっても，授業構成の工
夫によって目的を明確にし，予想や見通しをもちや
すくできることや，操作を分かりやすく簡単にした
教材によって，観察・実験を多くの指示に頼らない
主体的な活動にすることができることなど，学習指
導を見直す手がかりを得られる実践にすることがで
きた考えている。
Ⅴ　おわりに
教育現場において，多くの若い教師によって理科
の学習指導が積極的に行われるようになるには，高
度な知識や技能を一方的に与えようとするのではな
く，安全，安心，楽しくという条件を考慮した授業
設計や教材の工夫により，現状の授業を改善する必
要がある。こうした授業を経験する中で，授業に対
する知識や技能を自ら身に付けていくことが，指導
３　結果を発表
し，日光の当
たり方の違い
ででんぷんの
でき方が違う
か話し合う。
３（1）班ごとに結果を発表させ，掲示した表にまとめる。
日光を当てる 予 結 日光を当てない 予 結
Ａ おおいをしない
○ ○
箱でおおいをする × ×
Ｂ おおいをしない 葉をふくろに入れる × ×
Ｃ おおいをしない 葉の一部をおおう ○ △
（2）結果から日光の当たり方ででんぷんのでき方が違うかを班ごとに話し合って考え
をまとめさせ，発表させる。
・日光が当たった葉にはでんぷんがあり，日光が当たらなかった葉にはでんぷんがな
かった。
・日光の当たり方によってでんぷんのでき方が違う。
４　本時のまと
めをする。
４（1）日光の当たり方によってでんぷんのでき方が違うことを掲示した表を基に確認
した後，日向と日陰の植物の成長の違いが説明できそうか尋ね，日光と植物の成長
との関係についての考えをもたせる。
（2）調べた植物以外の葉でも，日光が当たるとでんぷんができると思うか問い，次時
の学習で「他の植物にもでんぷんができるか調べる」ことへ意欲をもたせる。
図３　濡れた葉を貼るボードと学習ノート
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音楽による幼児の表現活動の意義と保育者の援助に関する研究
― 人とかかわる力を育むために ―
中川　華那※ 1　片山　美香※ 2
音楽は，園生活の中で領域「表現」の活動の一つとして取り入れられているが，活動の在り方は様々である。
本研究では，園生活における観察から，幼児の自発的な音楽を介した表現の実態を明らかにすることを試みた。
その結果，幼児が自分の感情や状況を歌詞になぞらえたりして，自発的に音楽を介した表現を行う姿が見られた。
音楽を介した表現によって，自他の感情調整の役割を果たすことが明らかになった。また，歌詞に合わせた身体
表現は，未熟な言語力を補完する役割を担っていた。共通に知っている歌は表現したい意図や，感情を共有する
際の媒体となって，幼児間のコミュニケーションを円滑にする役割も担っていることが示された。
幼児の自発的な表現を引き出すためには，保育者が音楽技術の習得を目指した指導的なかかわりをするのでは
なく，音楽を介した自己表現として肯定的に受け止め，応答する援助が欠かせないことが明らかにされた。
キーワード：幼児，音楽，自己表現，援助
※ 1　岡山市立伊島幼稚園
※ 2　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　はじめに
1989年，幼稚園教育要領の見直しが行われ，保育
内容が 6領域から 5領域として編成された。この 5
領域は，幼児の発達を捉えた視点であり，領域ごとに
特定の活動を行うのではなく，環境を通しての教育
と遊びを中心とする具体的な活動を通して総合的に
指導されることと明記された。新設された領域「表現」
は，それまでの「音楽リズム」「絵画制作」の枠組み
や特定の表現方法にとらわれず，幅広く幼児の表現を
捉えようとするものである。「音楽リズム」では，表
現の喜びを味わうことが「ねらい」とされていたのに
対し，「表現」では，表現しようとする意欲や態度が
「ねらい」として挙げられ，幼児に身に付けさせたい
こと，保育の中で重視されることに変化が見られる。
領域が変わり，「ねらい」が変化したことに伴い，「内
容」も変化した。音楽技術的な内容が多くあり，音
楽能力を育てることが重視されていた「音楽リズム」
に対し，「表現」では表現に向かう心情，意欲，態度
を育てる記述が多くなった。その後，1998年，2008
年と改訂され，2008年には保育所保育指針も同時に
改訂され，保育内容の見直しが図られた。幼児の主
体性や幼児の表現を認めることが大切にされ，日々
の生活の中で幼児が自発的に環境とかかわり，表現
を楽しむことが求められるようになった。また，「感
じる」ことが表現を生むきっかけになるとし，感じ
ることを重視すること，他児の表現に触れられるよ
うにすることが加えられた。さらに，表現する過程
を大切にすることも明記され，表現の技能よりも表
現したいという幼児の気持ちが重視されている。
しかしながら，保育実践の現場においては，小林
美実（2002）1）が指摘するように，教育効果が顕著
に表れやすい保育者支配型の技術指導中心の音楽活
動や，保育者の苦手意識から音楽活動を回避しがち
で結局何もしないなど，表現としての音楽活動のね
らいが十分に達成されているとは言い難い。幼児教
育における音楽活動は，理論的な指導や良い作品を
作り上げることを目的とした活動ではなく，表現す
る過程を大切にし，自己表現を楽しめる機会とすべ
きではないだろうか。
白石昌子（2008）2）は，表現について，「人間の内
面にある思想・感情・感覚などを客観化し，感情・身
振り・言語・音楽・絵画・造形など，外面的・感性
的に捉えられるような形式によって表すことである」
と述べている。幼児期には，自分の感じることや思う
ことを相手に伝えるために目的をもって何らかの形
【研究論文】
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で表現するようになる。自分の感情や思いを表現し，
それを相手が受け止め，何らかの反応を得て，コミュ
ニケーションが成立する。白石（2008）3）が，「乳幼
児の表出が表現に変わっていく過程こそ重要である」
と述べていることからも，様々な表現手段を獲得し，
表現の幅を広げて自己表現力の基礎を育む重要な時
期が幼児期と言える。
橋本麻美・船橋篤彦（2012）4）は，知的障害児の
集団音楽活動による「音に合わせた自由な動き（自
己表現）」や「他者との協同的な動き（調和）の育成」
について検討した。その結果，音楽は直接感情に働き
かけるため，言語で伝え難いことも表現し易く，知
的障害の程度にかかわらず，子どもとのやりとりが
可能になることを見出している。音楽活動は，個人
の発達レベルに合わせることが可能で，誰もが自由
に自分を表現するのに有用であると捉えられている。
そのため，幼児にとって，音楽活動を効果的に保育
に導入することは，個々の自己表現力を引き出すと
共に，幼児相互の表現活動を通して伝え合う力や共
感性など，人とかかわる力を育むことにつながると
考えられる。
そこで，本研究では，まず，園生活における，幼児
の自発的な音楽を介した自己表現に焦点をあて，そ
の実態を観察により明らかにすることを第１の目的
とする。次に，音楽活動を用いた保育実践の観察を
通して，幼児の自己表現力を引き出す援助のあり方
について検討することを第２の目的とする。
Ⅱ　研究の方法
１　対象
岡山市内の私立Ａ保育所 4歳児クラスに在籍する
幼児 25名 (男児 13名，女児 12名 ）を対象とした。
２　研究の手続き
研究には，自然観察法を用いた。観察期間は 2012
年 5月上旬か 12月下旬で，合計 24回の保育観察を
行った。そのうち，外部講師によるリズム表現活動
が４回実施された。
保育観察は朝の自由遊び場面から午睡までの間と
し，日常生活やクラスでの設定保育において音楽を
用いた表現や活動が行われた場面を観察・記録した。
観察者から幼児に対する積極的な働きかけはいっさ
い行わず，幼児からの働きかけがあった場合にのみ
応じる立場をとり，幼児の自然な姿を描出するよう
配慮した。
３　倫理的配慮
観察対象園には事前に園や個人が特定されないよう
十分配慮して研究に反映すること，記録は研究のみに
活用すること等について説明を行って了諾を得た。
Ⅲ　結果及び考察
１　日常生活における幼児の自発的な音楽を用いた
自己表現
ここでは，幼児が日常生活の中で自然に音楽を使っ
て表現していた事例を用いて，その実態を紹介する。
幼児が音楽を介して自分の感情を表現することで他
児の共感を得たり，その表現がきっかけとなって友
達とのかかわりが広がったりする姿が見いだされた。
【事例１】7月 31日　園外保育に行く直前
園庭に並んでいる時，Ｂ児はトイレに行きた
くなる。担任に急いで行くように言われ，「急
がなくちゃ」とトイレに走っていく。「急いで」
と自分で何度も言っているうちに，“ あわてん
ぼうのサンタクロース ” の歌詞の「急いでリン
リンリン」に変化する。後から来たＣ児はそれ
を聞いて，Ｂ児の顔を見ながら “ あわてんぼう
のサンタクロース ” を最初から歌い始める。二
人は歌いながらトイレに行く。園庭に出る時に
は，Ｃ児が靴を履きながら「急いでトントント
ン」と替え歌にすると，Ｂ児も一緒に歌いなが
ら靴を履き，２人は顔を見合わせて笑う。
この事例では，Ｂ児が「急いで」と何度も繰り返し
言っているうちに，急いでいる様がリズム感を伴い，
既知の歌詞につながって音楽表現が生まれた。当初
は音楽表現を伴う独り言であったが，同じ状況に直
面していたＣ児の耳に入った。急がなければならな
いという感情に合った曲のイメージは，容易にＣ児
に伝わって共有され，一緒に歌ったり替え歌にした
りする姿となった。幼児同士が既知の歌を一緒に歌
うことで，歌詞や曲になぞらえたお互いの感情を理
解し易くなり，共有出来たと考える。音楽を介する
ことで感情の共有化が進み，コミュニケーションの
成立を促したと言えよう。お互いに顔を見合わせな
がら歌うことは，言葉でのやり取りが少なくても一
体感を持て，感情の共有化を図る要因となった。
【事例２】7月 31日　朝の自由遊び
外に遊びに行こうとするＥ児は，持ち物の片
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付けが終わっていないＤ児に「先に行くよ」と
言う。Ｄ児は「だめー」と怒り，急いで片付け
て保育室を出ようとする。Ｅ児が「帽子かぶら
んといけんよ」と言うと，Ｄ児は少し機嫌が悪
くなり黙る。そこに，外で遊んでいたＦ児が帽
子を忘れていたことに気付き，「魚がはねて」と
歌いながら，帽子を取りに保育室に戻ってくる。
「魚がはねて　ぴょー ん　頭にくっついた　帽子」
と歌いながら帽子を被るＦ児を見たＤ児は，少
し笑顔になる。その後，Ｅ児も一緒に歌い始め，
Ｆ児と跳びながら歌う姿が見られた。Ｄ児はそ
の様子をじっと眺め，Ｅ児とＦ児が歌い終わる
と，３人は顔を見合わせて笑顔になる。Ｄ児は
気持ちが変わったのか，自分の帽子を取りに行
く。その際，自分から歌い始め，ついには３人
で声を合わせて歌った。それぞれが頭の上の帽
子に手を当て，片足を出したり曲げたりとポー
ズをとり，その姿を見合って笑った。
これは，Ｆ児が帽子を被るという行為に対して，普
段している手遊び歌を連想して歌ったことで遊びの
楽しい要素が加わった事例である。その楽しさがＤ児
の不機嫌な感情を好転させ，さらにその歌を介して
友達とのかかわりが生まれた。Ｆ児は周りの幼児が
自分の行為の面白さに共感してくれたことに，Ｄ児
やＥ児は生活の中の面倒な行為に楽しさが見いださ
れたことに喜びを感じ，音楽表現を伴った遊びに発
展した。言葉で「入れて」と言わなくても，音楽を
介して自然に仲間との遊びが開始され，友達が受け
止めてくれることで表現の楽しさが増した。音楽が
他者とのコミュニケーションのきっかけとなる特徴
を有していることが窺える。誰でも参加でき，心を
通い合わせることが出来る音楽の特徴は，幼児にとっ
て親しみやすいため，日常生活の中で他者とかかわ
るきっかけとして有用である可能性を示唆するもの
である。歌詞や曲がもつイメージは幼児の表現をよ
り具体化し，他児に理解されやすくするため，幼児
同士のコミュニケーションを円滑にした。また，音
楽を介することで楽しさが加わり，Ｄ児のように帽
子を被る行為への不機嫌な感情を和らげる感情調整
にも寄与することが示された。
【事例３】8月 7日　朝の自由遊び
隣のクラスから “ ノコノコキノコ ” の歌が聞
こえてくる。Ｇ児が音楽に合わせて踊り始める
と，Ｈ児とＩ児も踊る。Ｈ児が「大きい声で歌っ
てるよ」と言うと，Ｇ児が「どのくらい？」と
尋ねる。Ｈ児が「これくらい」と大きく踊って
見せるとＩ児は，「えー，これくらい？」と大き
く手を広げて跳び，３人は声を出して笑う。そ
して，“ノコノコキノコ ”を「大きいキノコ」の
替え歌にして，輪になり回りながら飛び跳ね，
大きなキノコになりきって踊る。
Ｈ児は，最初，声の大きさを伝える手段として身
体表現を使った。しかし，友達とやり取りをしてい
くうちに，大きさを伝える手段というよりも，大き
さを全身で表現すること自体に楽しみが移ったよう
である。言葉に合わせた身体表現の模倣や，新しい
動きを考えて他者に働きかける表現の広がりは，表
現したい意図を共有するだけでなく，表現を創造す
る活動へと発展した。言葉でのやり取りで十分に思
いを表現することができにくい幼児にとって，この
事例においても音楽を介した身体表現は，喜びや楽
しさなどの感情をも共有する媒体となり，幼児間の
コミュニケーションの手立てとなった。呼吸を合わ
せて歌ったり踊ったりする音楽を介した表現活動は，
他者と充実感や満足感を分かち合ったり，共有した
りすることを容易にさせ，一体感が生まれやすいよ
うである。
以上から，幼児が日常生活の中で，自発的に音楽
を介した表現を通じて感情や状況を表現して共有し
ていることが示された。共に既知の歌詞や曲想が言
葉の代弁や補完機能を担っていることも示唆された。
２　クラス一斉の音楽活動の中で見られる自己表現
先述の通り，幼児は日常生活の中で自発的に音楽
を介して感情や状況を表現したり，コミュニケーショ
ンの媒体としている姿が見いだされた。
保育者がクラスの一斉活動として音楽を用いる場
合には，どのような自己表現が見られるのだろうか。
幼稚園や保育所で多く見られる音楽活動として，歌
唱活動がある。観察では，保育者がピアノを伴奏し，
それに合わせて幼児が歌う活動がよく見られた。歌
うこと自体を楽しむのはもちろん，友達と一緒に歌
うことや，友だちと相互に身体を使って表現し合う
ことを楽しむ姿が観察された。幼児期の音楽活動は
身体表現であると言っても過言ではない（今村方子，
2004）5）という指摘のように，幼児期の音楽表現と
身体表現には密接な関係があると言える。
観察された事例における音楽を介した自己表現を，
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音楽に合わせて動きが自然に表れる「無意識的な身
体表現」と，自分なりにイメージした「意識的な身
体表現」に分類した（表1）。
幼児は音楽のメロディーやリズムを聞いて，その曲
の雰囲気を自分なりに感じ取って自然に意識せず身
体で表現する一方，感じ取った雰囲気やイメージに
合致する心地よい動きを選択し，意識的に身体で表
現する姿が見られた。音楽が自発的で，自由な幼児
の表現を引き出していると考えられた。白石（2006）6）
は，「音楽が誘発する身体の動きは拍子に合わせた動
きばかりではなく，心の動きがストレートに身体の動
きとなって表現されたり，音楽から受ける印象によっ
て心が動いて身体の動きとなって表現されたりする」
と言う。このように生じた自らの表現は，他者にど
のように受け止められるのであろうか。
【事例４】　10月 16日　外部講師の表現活動
「あくしゅでこんにちは」の曲を講師がピアノ
でリズムやテンポを変化させて演奏し，幼児は
それに合わせて歩いたり，スキップしたりと保
育室内を自由に動く。演奏の仕方が変わると幼
児の動きにも変化が見られた。
この事例では，演奏が変わると幼児の身体表現に
変化が見られたが，幼児間の身体表現に大きな違い
は見られなかった。これは，幼児間の曲に対する認
識や感じ方にある程度の共通性があることを示唆す
るものである。他者にあることを伝えるという目的
をもった表現ではなくても，音楽を聞いて感じたイ
メージを表した身体表現に共通性が高いため，その
同調的な行動が他児との心理的な一体感を高め，心
理的な体験を相互理解する媒体となっているのでは
ないかと考える。このような体験は，言葉はなくても，
非言語的な自己表現をもとに他児とコミュニケー
ション出来るという重要な体験になっていると言え
よう。その他に観察されたピアノ演奏と，幼児の身
体表現の関連を表２にまとめた。
テンポが変われば幼児の動きの早さが変わり，リ
ズムが変われば幼児の動き方が変わるなど，音楽と
幼児の動きの対応が見てとれた。また，高音と低音
での表現のあり方を比較すると，高音の方が低音より
も笑顔が多く見られ，身体表現が大きくなっているこ
とから，曲の明るい雰囲気を感じ取って表現している
ことがわかる。また，短調になると，視線を下に落と
している姿が見られたことから，暗い響きも感じ取っ
て表現していることと推察された。白石（2006）7）は，
音楽にはある程度，共通して人に与える心情的印象
があることを指摘している。幼児なりに曲の雰囲気
を感じ取り，全身を使って表現出来ること，そこには，
他児との高い共通性が見られることから，言葉での
やりとりがなくても，お互いの心情を相互に理解し
易いのではないかと考えられた。
言葉がなくても，音楽を介して表現することは，音
表２　曲の変化と幼児の身体表現の変化
ピアノ演奏 幼児の身体表現
高音・早い ・声を出して笑いながら走る。
高音・遅い ・嬉しそうに笑いながら歩く。
・手を大きく振りながら歩く。
・スキップをする。
低音・遅い ・ゆっくり歩く。
短調 ・忍び足で歩く。
・下を見ながら歩く。
タッカのリズム ・スキップをする。
・一緒にスキップをし，
　顔を見合わせて笑う。
・飛び跳ねるように歩く。
演奏を止める ・その場で止まる。
・静かになる。
表１　歌唱活動における幼児の身体表現の種類
動き 曲の特徴 事例
身
体
表
現
無
意
識
的
な
リズムに合わ
せて動く
ゆったりした曲 ・「しゃぼん玉」（曲に合わせて身体を左右に揺らす） 
リズミカルな曲 ・「バスごっこ」（リズムに合わせて膝を曲げる）
・「そうだったらいいのにな」（リズムに合わせて手を振る）
意
識
的
な
身
体
表
現
登場人物にな
りきって動く
動物などが出て
くる曲
・「小鳥のうた」（「ピピピピピ」の部分で手をバタバタさせて鳥になりきる）
・「おばけなんてないさ」（手を前に出し，おばけになりきる）
ポーズをとる 掛け声がある曲 ・「やまびこさん」（「ヤッホー」の部分で口に手をあてる）
歌詞からイメー
ジできる振り付
けをする
擬音語や擬態語
がある曲
・「あわてんぼうのサンタクロース」（「ドンドンドン」の部分で足踏みをする）
・「ホホホ」（「ホッホッホッホッ」の部分で腰に手をあてて腰を振る）
・ 「南の島のハメハメハ大王」（「ハメハメハ」の部分で手をうねらせ，左右に動く）
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楽にかかわる共通のイメージを持ちやすいという特
徴が効果的に作用し，言葉での表現が未熟な幼児で
あってもお互いの心情を理解し，円滑にコミュニケー
ション出来る可能性が示唆されたと言えよう。この
ことは，保育に音楽を用いた活動を積極的に取り入
れることの有用性を示すものであろう。
また，歌唱活動には笑顔が多く現れるという特徴
も認められた。日下裕弘・安藤一史（2003）8）は，
笑顔の意味するものは，他者・仲間との共感のコミュ
ニケーションであり，仲間を前にして身体（満面）
に表現された『心の嬉しさ』であり，仲間との目に
見えない『共属感情（ラポール）』そのものであると
述べている。友達と顔を見合わせ，笑顔になる活動
は，他児と肯定的な感情のやりとりを体験する活動
でもある。また，笑顔は自己肯定的かつ他者肯定的
で協調的な態度（宮川澄子，1995）9）を生み出し，
お互いに相手の枠組みに基づいて理解し合うこと（斎
藤秀文，1993）10）でもあると言う。音楽を介した他
者とのかかわりは，肯定的に自己が受け止められ，
他者を受け止める体験となり，人とかかわる力を育
むことにもつながるのではないかと考える。友定啓
子（2012）11）も，笑顔が重要なのは人間関係に関連
しているからであるとし，相手が笑ってくれると自
分が受け入れられたと感じることから，笑いが人と
人を結びつける統合機能を有すると指摘する。今回，
歌唱という音楽を介した表現活動が笑顔を表出させ，
さらにその笑顔が他者との肯定的な相互交流を促し，
人間関係を育む触媒となる有用な活動としての可能
性が見いだされた。また，このような肯定的な体験
がさらなる自発的な音楽を伴った表現活動への動機
づけを高め，日常生活における，自発的な音楽を伴っ
た自己表現の活性化につながる可能性も示唆された。
さらに，観察されたクラスの一斉活動に取り入れら
れた音楽を介した活動には，幼児の主体性を尊重する
活動となるような保育の質が担保されていたことに
も重要な意味がある。音楽活動としての出来栄えが目
標となる場合には，活動が保育者主導になりがちで
あるため，幼児は受動的になる傾向がある。そこでは，
幼児自身が工夫して，活動を展開する主体性に基づ
く体験が十分に得られない。観察事例のように，幼
児が音楽を介して自由な発想を持ち，身体や笑顔と
いった表情，視線を落とすといった仕草等で表現す
ることに保育者が敏感に気づき，肯定的に受け止め
ることが，表現としての意味を強化し，他児にも理
解・共有されて，相互に一体感を味わう体験へとつ
ながるのではなかろうか。音楽を介した保育は，幼
児の感情に直接はたらきかけて豊かな表現を生み出
し，他児とのコミュニケーションを活性化させる有
用な活動であることが明らかにされたが，そこには，
活動が有用に機能するよう環境構成を含む保育者の
援助が欠かせないことも確認できた。
続いて，音楽を介した活動の利点を生かしながら，
幼児個々の自己表現を促し，幼児間の円滑なコミュ
ニケーションを活性化するための保育者の援助につ
いて検討を加える。
３　幼児の自己表現力を育む音楽活動における援助
音楽を介した保育の質を高める援助の特徴につい
て，観察された幼児の表現する姿から，「表現の自由
度」と「表現の広がり」という２つの指標の組み合
わせによる分類を試みた（図１）。
 
表現の広がり
大
表
現
の
自
由
度
低
①
形は決まっており，
模倣的になるが，変
化をつけることがで
きる。（手遊び，リズ
ム遊び，わらべうた
など）
④
それぞれが自由に表
現でき，幼児の発想
が生かされやすい。
（なりきり遊びなどの
歌や身体表現が組み
合わさった表現遊び）
 高
②
保育者主導で，教え
込む指導になりやす
い。（保育者主導の歌
唱指導など）
③
自由に表現できるが，
個々の表現に広がり
が見られず類似。（歌
詞のない曲に合わせ
て自由に表現するな
ど）
小
図 1　幼児の表現と音楽活動の関係
「表現の自由度」は，ある程度の決まりの中で幼児
が自分なりの思いや感じたことを様々な方法で表現
できること，「表現の広がり」は，あることを題材と
して発展させる表現ができることと定義した。
分類①は，表現の自由度は低いが，表現に広がり
を持たせることは可能な活動である。それぞれの表
現は決まっており模倣的にはなるが，変化をつける
ことは可能である。具体的には，手遊び，リズム遊び，
わらべうた等を用いた活動がこれに該当する。分類
②は，保育者主導で，教え込む指導になりがちな活
動をさす。具体的な活動としては，保護者に見せる
ため等，音楽技能の習得といった達成目標の明確な，
保育者主導の歌唱指導等がこれに当たる。分類③は，
自由に表現できるが，個々の表現に広がりが見られず
─ 78─
中川　華那・片山　美香
なると言えよう。
（２）興味・関心を引き出す援助
【事例６】7月 10日　「あまだれさん」を歌う
保育者：「♪つーぽちゃんっていうの」（雨だれを
見るように上から下に目を移しながら）
「つーぽちゃんっ・・・ていうんだって」
幼児　：「つーぽちゃんだってー」（笑う）
ピアノ伴奏に合わせてみんなで歌う。
Ｈ児が，「つーぽちゃんっていうの」の部分で，
人差し指を出して手を上にあげ，下にゆっくり
と下ろし，雨だれを表現する。
幼児は，擬態語や擬音語に関心を抱く。幼児期に
好まれる歌の中には，擬態語や擬音語，動物の鳴き
声，掛け声等が含まれていることが多い。幼児の心に
響き，興味を引く歌を通して，様々な音を知り，日
常生活の中でも音に関心を持つようになって，表現
のイメージが豊かになるのではなかろうか。これは，
現行の保育所保育指針 12）の「言葉」の内容「⑨生活
の中で言葉の楽しさや美しさに気付く」という内容
にもつながり，図１の④の活動に位置づけられよう。
幼児が自由に音に関心をもち，日常生活の中でそれ
を自由に表現しようとする意欲を引き出す援助が重
要であることがわかる。
（３）イメージを膨らませる援助
【事例７】5月 8日　「魚がはねて」の手遊び
幼児　：「魚がはねて　ぴょーん」
保育者：「頭にくっついた！何かなー？」
幼児　：「ぼうし！」
Ａ児　：「魚のぼうしー？」（笑う）
幼児　：「魚がはねて　ぴょーん」
保育者：「ほっぺにくっついた」
幼児　：「えー？ほっぺ？」
Ｄ児　：「おばけ」（ほっぺに手を当てる）
保育者：「あ，おばけかな」
Ｋ児　：「おけしょう」
保育者：「ポンポンってお化粧かぁ」（手をほっ
ぺにあてながら）
その後，以下のように変化させて繰り返した
「おなかにくっついた」→「だっこ」
「背中にくっついた」→「おんぶ」
「手にくっついた」→「てぶくろ」
保育者の問いかけや活動の展開の仕方によって幼
児のイメージの広がりは変化する。１つのことから
類似した表現になりがちな活動をさす。具体的な活動
として，歌詞のない曲に合わせて自由に表現する等
が挙げられる。分類④は，それぞれが自由に表現でき，
各自の発想が生かされやすい活動である。なりきり
遊び等の歌や身体表現を組み合わせた表現遊び等が
具体的な活動として挙げられる。
分類の結果，より主体的な自己表現力を育むのは，
歌と表現を組み合わせた，分類④の活動であると考
えられた。この活動は，保育者主導の指導的な活動
とならず，幼児の素朴な表現や自由な発想を十分に
尊重した活動を促すことに因る。
保育者が，幼児の自由な発想に基づく表現の在り
方を保障し，認めたり，言葉にして返したりするこ
とで，幼児の表現しようとする意欲を高め，表現に
広がりをもたせることにつながる。一方，決まった
形での活動や保育者の要求に応じるよう促される保
育者主導の援助では，幼児の自由な表現意欲は閉ざ
され，表現の広がりも見られなくなる。出来る限り，
幼児自身が主体となった表現意欲を保育者が受け止
め，尊重することによって，個々の発想に基づく表現
の広がりを保障する援助が重要であろう。園では音
楽を用いた様々な活動が行われ，それぞれの活動が
もつ特長は異なるが，保育者の意識や援助の在り方
次第で，活動の質は多大な影響を受けると言えよう。
観察した音楽を介した活動から，幼児の豊かな自
己表現力や他者とかかわる力を育むための援助とし
て，７つの主要な援助が導出された。事例に基づい
て順に具体的な事例と共に示す。
（１）安心できる環境をつくる援助
【事例５】5月 8日
保育者と幼児が全員輪になって椅子に座る。
保育者の鉄琴のリズムに合わせて一人ずつ名前
を呼び，幼児もリズムに合わせて返事をする活
動。Ｊ児は，自分の番が来るまでは笑顔で待っ
ていたが，名前を呼ばれると下を向く。担任保
育者の方を見て，小さな声で返事した。
Ｊ児は，名前を呼ばれる事を楽しみにしていたが，
いざ自分の番になると，みんなに注目されることで
緊張し，不安になったようである。しかし，担任保
育者がうなずいたことで安心感を得て，その後の活
動には楽しそうに参加できた。この事例から，幼児
の自己表現力を育むには，安心できる環境づくりが
基盤となることがわかる。保育者と幼児とが信頼関
係を築いていることが幼児の表現力を引き出す礎と
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様々なイメージを膨らますことができる素材は，幼
児にとって魅力的であり，主体的な表現意欲に直接
的な働きかけとなるであろう。また，視覚的な素材
もイメージを広げることに有効であることが示され
た。幼児自身が考えたり，発見したりすることが自
発的な表現の前提になるとすれば，幼児が何かを感
じるきっかけを提供することも，保育者に求められ
る援助の 1つと言えよう。臭覚，味覚，触覚も含め，
五感に働きかける活動を通して幼児のイメージは広
がり，豊かな表現力を引き出す契機となる。例えば，
触覚や味覚，臭覚を使って感じたものを音にして表
現したり，逆に，音からイメージを広げ，触覚や味
覚などを表す言葉で表現したりするなどの活動が考
えられる。保育者が “ 音楽＝聴覚 ” と固執せず，様々
な感覚を刺激して総合的に豊かなイメージを広げる
援助が，幼児の豊かな表現力を育むことであろう。
（４）共感し，認める援助
【事例８】5月 8日
保育者がウッドブロックのリズムに合わせて
順番に輪になっている幼児の名前を呼ぶ。幼児
はリズムに合わせて返事をする。
保育者：「Ｌくん」
Ｌ児　：「はぁい」（低いガラガラ声で返事する）
保育者：「Ｌくんは何かになって返事したのか
な？」
幼児　：「かばみたーい」
「かいじゅうみたい」
保育者：「そうだね。Ｌくんに聞いてみようか。
正解は？」
Ｌ児　：「カバ」（恥ずかしそうに答えた）
幼児　：笑う
Ｌ児　：周りを見ながら笑う。
保育者：「Ｌくんはカバの声で返事したんだね」
その次からの幼児は，お姫様になり「おほほ
ほほ」と返事をしたり，ライオンや怪獣になり，
大きな声で返事をしたりした。また，羊やヤギ
になり「メェ―」と返事をしたり，ゴリラにな
り「ウッホッホ」と手を胸に当てなりきって返
事をしたりする等，様々な表現をした。
これは，リズムに合わせて返事をするという活動
であったが，Ｌ児は型通りではない，自分なりの表
現をした。保育者のねらいとはやや異なっていたか
もしれないが，Ｌ児の表現を “ ふざけ ” と否定的に捉
えるのではなく，その子なりの独創的な表現として
肯定的に捉えて問いかけたことにより，周りの幼児
も独創性を意識し始めた。また，保育者だけでなく，
他児の「○○みたい」という応答が友達に認められ
たという自信につながり，さらなる表現につながっ
たと考える。幼児の楽しさや嬉しさという “心情 ”や，
自分なりに表現しようとする “ 意欲 ” は，幼児の心
が動かされる体験を通じて生み出される。表現には，
正答がないため，幼児一人ひとりを十分に認めるこ
とが出来る。動かないことも表現であり，表情を変
えずに無表情でいることもまた，表現である。見過
ごしがちな普通に見られることにも，個々の幼児の
自分なりの表現が無限にあると考えられる。保育者
がこのような意識をもって個々の幼児の些細な表現
にも目を向け，受け止め支えることが，自己表現力
を育む上で重要な意味を持つであろう。
（５）表現を引き出す言葉かけを工夫した援助
【事例９】10月 16日
保育者：「ふじ組さん」（リズミカルに言う）
幼児　：「はぁい」（大きな声）
保育者：「じゃぁ，次は桃色の声で言ってみよう。
桃色の声ってどんなこえかな？ふじ組
さん」
幼児　：「はぁい」（少し小さめの優しい声）
保育者：「白色の声は？ふじ組さん」
幼児　：「はぁい」（さらに小さな声）
保育者：「透明の声は？ふじ組さん（口だけ動か
す）」
幼児　：「はぁい」（口だけ動かしたり，囁くく
らいの小さな声で言ったりする）
保育者：「じゃぁ，青いお空の声は？いくよー！
ふじくみさん」
幼児　：「はぁい」（大きな叫ぶような声）
保育者：「今のは，お空が怒っていたのかな？
じゃぁ，笑ったお空の声は？」
幼児　：「はぁい」（叫ばず，元気のいい返事）
その後，内緒の声→少し遠くの人と話す声→
もう少し遠くの人が話す時の声など様々な表現
を楽しんだ。
これは，保育者の言葉かけの仕方が幼児の表現を
豊かにしている図１の①に相当する援助事例である
と考える。保育者が表現するイメージを限定する問
いかけを行うため，表現の自由度は狭まるが，個々
の表現の広がりを尊重するよう応答していることが
見てとれる。「小さく」，「綺麗な声で」等と指示的な
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言葉かけをしなくても，「透明の声で」，「桃色の声で」
等，幼児が自分なりのイメージを広げられるような
言葉を工夫することで表現に広がりを持たせられる。
音による表現の楽しさを味わいつつ，表現の多様性
や自分らしさ，さらには他児の表現に触れることで
他児らしさといった個性の発見等を体験する活動へ
と導くことが出来るであろう。
（６）幼児の発想を活動に生かす援助
【事例 10】7月 10日
♪両手を合わせて　パンパンパン　指先使って
トントントン　おにぎりにぎって　ポンポコポン
パンパンパン　トントントン　ポンポコポン
歌い終わると，
Ｍ児　：「ワニのおにぎりがいい」
Ｄ児　：「ワニのおにぎり細いよ」
Ａ児　：「だったら，ポンポンポンじゃなくて，
スルスルスルにすればいいが」
保育者：「細いおにぎりだもんね。じゃぁ，スル
スルスで，細いわにのおにぎり作ろう
か」
替え歌にしてもう一度する。
Ｊ児　：「ヘビは？」
Ｎ児　：全身をうねらせヘビを表現する。
保育者：「ぐにょぐにょおにぎりだね。どうやっ
て作る？」
幼児　：声を出して笑う
Ｄ児　：指先細いおにぎりを作る動作をする。
保育者：「じゃぁ，こうやって（Ｄ児の動きを真
似る）作ろうか」
この活動は，幼児の発言を基に展開していく。保
育者の考えを押しつけるのではなく，幼児の自由な
発想を広げていくことで，様々な表現が生じている。
これは，表現の広がり，自由度が共に高い図１の④
の活動として捉えられよう。表現の広がりや自由な
表現を促すために，１人の発言を取り上げて全体で
共有できるような援助を積極的に行っていることも
特徴である。
幼児は想像力が豊かなため，保育者が予想してい
なかった反応が返ってくることもあるであろう。そ
のような反応をどのように受け止めるかが，幼児の
次の表現に影響を及ぼす。本事例の保育者は幼児が
豊かな発想を活かした表現を十分に受けとめ，言語
化して応答したことで，さらなる豊かな表現活動へ
と発展させることが出来た。保育者の思い込みや価
値観で判断せず，幼児の表現をありのまま受け止め，
認めることが，人とのかかわりの中で自己表現する
ことの楽しさや喜びの体験につながり，さらなる自
己表現の原動力になるのではなかろうか。
（７）友達の表現に触れられるようにする援助
【事例 11】5月 8日
全員が輪になって椅子座っている。
保育者：「♪お池の中からアヒルが出てきて・・・
アヒルってどんな声かな？」
Ａ児　：「グァグァグァ」（手を腰に当てパタパ
タさせながら輪の中央に向かって歩く）
Ａ児のなりきる姿を見て，周りの幼児も小さ
なアヒルや走っているアヒルなど自分なりにア
ヒルを表現する。
保育者：「そうだね。アヒルはグァグァってな
くよね。今いろんなアヒルさんがいた
ね。」
「グァグァ・・・」（アヒルになって動く）
幼児　：笑う。
保育者：「アヒルが出てきた次は，何が出てくる
かな？」
幼児　：「魚」「カエル」「めだか」（口々に言う。）
保育者：「じゃぁ，魚がでてきたよ。」　
Ａ児は，誰よりも早く動き始める。それに続
いて，周りの幼児もＡ児の真似をしたり，自分
なりに，なりきったりする。Ｊ児は魚になりき
りながら，Ａ児の後ろをついて回ることを楽し
む。Ａ児もＪ児がついてくることが嬉しい様子
で，後ろを気にしながら動く。
友達の表現を見ることは，自分の表現を広げるきっ
かけとなる。これは，2008年改訂の幼稚園教育要領
の内容の取扱いに「他の幼児の表現に触れられるよう
配慮したりし，表現する過程を大切にして自己表現を
楽しめるように工夫すること 13）」という記述が加え
られたことからも，その重要性が見てとれる。事例
に示したように，輪になって活動する環境が，他児
の表現から刺激を受け，表現を広げるきっかけとなっ
た。
また，自分なりの表現をした幼児が他児に認めら
れたり，自分の表現をなぞられたりする体験は，そ
れ自体がコミュニケーションとなり，音楽を介した
表現活動が，人とかかわる力を育む一助となる可能
性を示したと言えよう。
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Ⅳ　まとめと今後の課題
保育場面の観察を通して，幼児が自分の感情や状況
を歌詞や音，リズムになぞらえ，自発的に音楽を介
した表現を行う姿が見られた。また，音楽を介した
表現によって，自他の感情調整をしたり，身体表現
を通じてコミュニケーションをとったりしていたが，
言葉で十分に思いを表現することができにくい幼児
にとって，重要な表現媒体となっていることがわかっ
た。このような幼児の自発的な表現を保育者がどの
ように捉えて応答するかが，表現活動に影響を及ぼ
すことも明らかになった。幼児の表現は，自分らし
さの表現でもある。自らの表現が周囲の人に肯定的
に受け止められることが積極的な自己表現に促進的
にはたらくことが示された。このような表現を育む
には，保育者が表現の結果だけでなく，表現の過程
を大切にして援助することが重要であった。幼児が
何を感じたり，イメージしたりして表現しているの
か，その心情に至った状況を含めて保育者が理解し，
肯定的に受け止めることが幼児の表現力の育ちにつ
ながる援助となる。些細な表現であっても敏感に気
づき，それを基に活動を発展させる援助を行うこと
も，自然に自分なりの表現力を育むことにつながる
ことが明らかになった。発表会に向けた技能習得型
の指導や，保育者が設定した目標を達成するための
保育者主導型の保育に陥らないよう，幼児の主体的
な表現を引き出す援助を意識して行うことが幼児の
表現力を育む保育者の力量と言えよう。
また，音楽活動を通して，幼児が身体を使って表現
し，その表現を保育者や他児に受け止めてもらった
り，他児の表現を受け止めたりする相互交流の体験
がコミュニケーションそのものであることも事例に
より示された。音やリズムを共有したり，同じイメー
ジをもったりすることは，音楽をみんなで楽しみなが
ら一体感を味わう体験となった。このような体験が，
人とかかわることの楽しさや喜びを知る契機となり，
人とかかわる力を身につける原動力となるであろう。
音楽を介した自己表現には，正解がないことも個々
の自由な自己表現を価値づけることになった。また，
音楽を介した身体表現は，言語力が未熟な幼児であっ
ても音やリズムがイメージを活性化させ，自分なり
の発想や考えに基づく表現を生み出し，他者にも理
解され易いという利点があるため，未熟な言語力を
補完してコミュニケーションを成立させることにも
寄与していた。また，音楽を介した表現活動の中で，
自らの表現を保育者や他児に受け止められる体験を
通して表現することへの自信を培い，自分らしく表
現する，また相手のその人らしい表現を受け止める
ことを体験する。そのため，音楽を介した表現活動は，
幼児自らが表現することを楽しむのはもちろん，そ
の表現を他児や保育者と共有し易いという特長があ
るため，人とかかわる力の基盤を育む有用な活動で
あると言える。このような音楽を介した表現活動を
幼児の成長に意義ある活動として生かすには，保育
者が個々の表現を肯定的に受け止めたり，他児の表
現に触れられるよう配慮したりなど，自己表現を豊
かにすることを意識した援助の実践が不可欠である
ことも明らかになった。
今後は，乳児と養育者の間で音・音楽を媒体とし
たコミュニケーションが成立する（細田，2002）14）
との知見も見られることから，対象となる幼児の年
齢幅を広げ，発達的な観点から音楽を介した自己表
現活動の有用性について検討したいと考えている。
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幼稚園教育における人的つながりを支える親支援の方向性
虫明　淑子※ 1　西山　修※ 2　髙橋　敏之※ 2
本論は，幼稚園教育における親支援の方向性を探ることを目的とする。幼稚園１年間（全５回）の「親の会」
を分析したところ，両極的感情と２つの不安を抱える親達は，「安心」「感覚」「ゆとり」を共有する人的つなが
りを基盤とし，子育てを肯定的に捉えられることが明らかになった。親の興味や欲求に基づく環境を構成し，主
体性に働きかける援助をする親支援は，幼稚園教育における子育て支援として有効であることが示唆される。課
題は，親の主体性に働きかける環境を構成し，援助する支援者の専門性の確立である。
キーワード：幼稚園教育，人的つながり，親支援，子育て支援，環境
※１　岡山大学大学院教育学研究科大学院生
※２　岡山大学大学院教育学研究科
本論は，幼稚園教育における親支援の方向性につ
いて考察する。本論の前半では，先ず子育てにおけ
る親の両極的感情と育児不安について言及する。次
に，我が国における子育て支援と幼稚園における様々
な子育て支援について概観する。後半では，幼稚園
として，子育てを通して親自身が育ち合える支援を
行うためにはどのような方向性が望まれているのか，
幼稚園における親支援の実際を通して分析と検討を
行う。
Ⅰ　子育てにおける親の両極的感情と育児不安
１　親の育児不安
柏木恵子（2001）は，「『育児不安』と言えば誰で
もすぐわかるくらい広く世の中に知られている，こ
れは実は他国にはないことで，国際学会で『育児不安』
について話そうとしても該当する単語がない」（1）と，
育児不安が我が国特有の問題であることを示唆して
いる。大日向雅美（2002）は，育児不安を「子ども
の成長発達の状態に悩みを持ったり自分自身の育て
に迷いを感じたりして，結果的に子育てに適切にか
かわれないほどに強い不安を抱いている状態」（2）と
述べている。
現代社会における子育て環境とはどのようなもの
であろうか。ベネッセ教育総合研究所（2011）によ
ると，現代の母親の約半数は，実際に赤ちゃんとの
触れ合いや世話をする経験なしに妊娠・出産を迎え
る（3）。主な相談相手については，回答者の８割が配
偶者，自分の親，友人・知人としている（4）。出産育
児に関する情報源の上位には，雑誌，インターネット，
携帯サイト・配信サービスが挙げられる（5）。母親は，
子育てに関する様々な情報を雑誌やインターネット
から手軽に得やすい状況にある。しかし，手軽に得
られる回答は，あくまでも一般論である。自分の悩
みにあった答えを探し出し納得できればよいが，得
られた情報と親自身が置かれている状況が異なれば，
さらに疑問が膨らみ余計に不安に陥りやすくなる。
２　子育てにおける両極的感情
子育て意識について整理してみよう。首都圏で乳
幼児を持つ約 3,500世帯に対し，15年間，子育て意
識について調査した結果では，８～９割の母親が，
肯定的感情（「子どもがかわいくてたまらないと思う」
「子どもを育てるのは楽しくて幸せである」）を持っ
ており，その割合は 10年間変化がない。また，否定
的感情（「子どもが将来うまく育っていくかどうか心
配になること」「子どものことでどうしたらよいかわ
からなくなること」）や子育ての負担感（「子どもが
わずらわしくていらいらしてしまうこと」「子どもに
八つ当たりしたくなること」）も持っているが，2010
年時点で，否定的感情や負担感を持つ割合も緩やか
に減少傾向している（6）。これらのことは，子どもを
【研究論文】
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育てていれば，楽しさや嬉しさ，子どもの成長を実
感できる喜びを感じるが，同時に心配や不安，不満，
焦りや負担も感じ，子育てをしているほとんどの親
がその両極の感情を持ちながら子育てをしていると
説明できる。また，否定的感情や負担感も，何らか
の働きかけにより改善の見込みがあると言える。
以上のように，子育てには肯定的感情と否定的感
情が存在しており，それら２つの感情を以下では ｢両
極的感情｣ と呼称する。
３　育児不安における２つの側面
子育てにおける両極的感情（肯定的感情と否定的感
情）には，「今」と「将来」に対する感情が含まれて
いる。「今」を肯定的に受け止めることができれば肯
定的感情は高まるが，否定的に捉えると子どもに対
しても親自身に対しても否定的感情を強めてしまう。
「将来」についても同様で，否定的に捉えると今をよ
り苦しいものとし，子育ての負担感を強めてしまう。
このように考えると，育児不安は，子育てにおける
否定的感情から生じていると言ってよい。
子育てにおける否定的感情や不安は，子どもを育て
ている「親」としての自分から生じるものと，「一個人」
としての自分から生じるものがある。この点につい
て柏木（2008）は，第１の悩みは「育児と子どもに
ついての不安や悩み」（子どもの行動にイライラする，
子どもの育ちに心配がある，しつけがうまくいかな
いなど），第２は「親としてではない生活や活動から
疎外されていることに起因する不安や不満」（母親で
あると共に自分の生き方も確立したいと焦る，親と
しての責任に縛られているなど）であり（7），これら
が「育児不安の元凶」と述べている（8）。さらに柏木は，
第１の不安より，第２の不安がはるかに強い不安で
あると言及していることは，注目に値する（9）。
つまり，育児不安とは，子どもに対する両極的感
情と，親自身に対する「親」と「一個人」の両側面
の感情がある。さらに説明を加えると，親が悩みや
不安を持つ場合，両極的感情と両側面の感情を混同
させ，不安や悩みをより複雑化しているところに注
意すべきである。
Ⅱ　幼稚園における子育て・親支援
１　幼稚園における子育て支援
幼稚園教育に子育て支援が導入されたのは，文部
省（現・文部科学省）中央教育審議会が 1996年７月「21
世紀を展望した我が国の教育の在り方について」を
まとめたことが始まりである。幼稚園は，「地域にお
ける子育て支援の１つの核として，親などを対象に，
幼児教育相談や子育て公開講座を実施したり，子育て
交流の場を提供したりするなど，地域の幼児教育セ
ンターとしての機能を充実し，家庭教育の支援を図っ
ていくこと」が求められた（10）。2001年，文部科学省
制定「幼稚園教育振興プログラム」では，幼児教育
に関する施策の総合的な実施計画が打ち出され，「幼
稚園の基本を生かす中で幼稚園運営の弾力化を図り，
地域の幼児教育センターとしての子育て支援機能を
活用し，『親と子の育ちの場』としての幼稚園の役割
や機能を重視する」と示され，幼稚園は子どもだけ
でなく，親が育つ場としての役割が求められるよう
になった（11）。
2005年の「子どもを取り巻く環境の変化を踏まえ
た今後の幼児教育の方向性」答申で，「親の子育て環
境などの変化―家庭の教育力の低下―」について，女
性の社会進出に伴う仕事と子育ての両立，自己実現
を目指す中での出産や子育ての捉え方の変化，単に
子育ての肩代わりをするのではなく，子育てのスト
レスを軽減しつつ，子育ての喜びを感じ，子どもの
豊かな育ちにつながるような支援が望まれると記述
されている（12）。続く 2006年の「幼児教育振興アク
ションプログラム」（13），2008年改訂の『幼稚園教育
要領』では，幼稚園おける子育て支援の機能として，
地域への幼稚園の開放，教育相談の充実，情報提供，
保護者同士の交流の場を設けるなど，なお一層，地
域の幼児教育センターとしての機能を高めることが
盛り込まれた。
幼稚園教育要領改訂と同年の 2008年，子育て支
援に関する研修プログラム作成協力者会議において，
「幼稚園における子育て支援に関する研修について―
研修プログラム作成のために―」が作成された。子
育て支援の基本的考え方として，「親と子が共に育つ」
「保護者の子育てに対する意欲」など家庭の教育力向
上が重視された。また，「不安やストレスを解消」「喜
びや生きがいを見出す」「自尊心を確認あるいは回復」
など親の心理的配慮が加えられ，支援者と支援を必
要とする者が双方向に「育ち合いの場」を創り出す
必要性が提示された（14）。
また，文部科学省「幼稚園における子育て支援活
動及び預かり保育の事例集」では，①幼児期の教育
の相談，②情報提供，③未就園児の親子登園，④保
護者同士の交流の機会，⑤園庭，園舎の開放，⑥子
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育て公開講座の開催，⑦高齢者，ボランティア団体，
子育てサークルなどとの交流，⑧父親を対象とした
活動等が挙げられている（15）。さらに，『幼稚園教育
要領』では，「地域の子どもの成長，発達を促進する
場」「保護者が子育ての喜びを共感する場」「子育て
の本来の在り方を啓発する場」「子育ての悩みや経験
を交流する場」「地域の子育てネットワークづくりを
する場」など，各幼稚園を取り巻く状況に応じた様々
な支援の役割が求められている（16）。対象は，保護者
だけでなく，未就園児の親子から高齢者まで地域全
体へと広がってきている。内容は，個別や小集団活動，
園庭開放のような子どもと親の遊び場の提供，情報
提供や交流活動の拠点など多岐に渡る。
幼稚園の子育て支援実施状況について，2005年６
月１日時点における調査では，何らかの子育て支援
をしている幼稚園が公立 4,355園（全体の 78.1％），
私立 6,390園（76.8％），全体では 10，745園（77.3％）
であり，約８割の園が子育て支援を実施している（17）。
実施形態や活動内容は様々であるが，各幼稚園が，子
どもの育ちや子育て，親の育ちに対し，幼稚園教育
の特色を生かした環境を通して行う支援が望まれて
いる。幼稚園教育に即した子育て支援の開発には議
論の余地がある。
２　幼稚園に求められる親支援
荒牧美佐子・無籐隆（2008）は，「負担感」には親
側の「育て方」と子ども側の「育ちへの不安感」に
分類されるが，「負担感」に関しては，幼稚園群の方
が保育所群よりも，専業主婦の方が有職者よりも高
い傾向との結果を得ている（18）。ベネッセ次世代育成
研究所報告によると，働いている親に比べて働いて
いない親は，「トイレットトレーニング」「生活リズム」
「言葉の遅れ」「メディアの与え方」「遊び場」などで
強い負担感を感じていることが分かる（19）。働いてい
る親は，一定時間子どもと離れ，その間保育所等に
預けることができるが，働いてない親は，食事，排泄，
運動から睡眠などを基本的に母親１人が負担しなけ
ればならない状況にあり，一個人としての時間が持
ちにくいことが考えられる。幼稚園における子育て
支援の在り方について，荒牧美佐子（2008）は，「親
の育ち」について，園から家庭に向けた一方的なもの
でない「保護者と保育者とが，地域との結びつきを
基盤として支え合い，助け合いながら，子どもの成長・
発達を見守っていく体制」「保護者や保育者も同じよ
うに子育てを通じて変化していくといった視点に立
つ」重要性を述べている（20）。
子育て支援策は，1989年合計特殊出生率の低下（い
わゆる 1.57ショック）以降，経済的援助（子ども手当）
を中心に行ってきたが，今なお少子化の改善につな
がっていない（21）。その理由として考えられることは，
親が単に支援を受ける側であったことに１つの要因
がある。つまり，親を支援を受ける側に置くことで，
心情的に「支援を受ける＝弱い立場」という意識を
強めてしまい，その結果，親自身の主体性を弱めて
しまう側面があると考えられる。子育てには楽しい
ことも苦しいこともあるが，それでも子育てには喜
びや幸せがある。このように考えると幼稚園教育に
おける子育て支援とは，子どもが教育的価値のある
意図された環境の中で育ち合っていくように，親に
ついても，親の主体性に働きかける環境が構成され，
親同士で育ち合っていくことが妥当であると言える。
幼稚園に求められる支援という観点から見ても，子
どもと共に親が成長できるように感じられる親支援
の環境の確立は重要であると考えられる。
３　「育てる」を通して親が「育つ」支援
柏木（2001）は，「母親個人として生きる場と時間，
機会を保障」「育児から解放し，自分の時間をもち自
分の成長／発達の機会をもてる」（22）「大人も子どもも
それぞれの好奇心と力に基づいて，自分で能動的に試
行錯誤し失敗もしながら発見しやり遂げてゆく，その
ような育ちの場，時間空間を提供」など，これまでほ
とんど顧みられていなかった「育てる」から「育つ」
への発想の転換の重要性について言及している（23）。
また鯨岡峻（2002）も，日本における子育て支援が「育
てることの喜び」「育てることが育てられることでも
ある」ではなく，「育てることの難しさ」を主張する
ものが多いと述べ，悲観的印象で用いられている点に
ついて指摘している。さらに「喜び―難しさ」の両面
をもつのが「育てる」ことの内実であり，その両面を
経験するから，人は「育てる」ことを通して人間的に
成長する支援の意味や意義を問い直している（24）。加
えて，柏木（2008）は，育児とは「親に人間的な成
長をもたらすこと」「畏敬の念を抱くこと」「自分の
存在価値を確認」「ひとりの大人として学び育つこと
の必要性を認識」と述べている（25）。
これらの考え方は，子育て支援に対する新しい観
点や機能をもたらすと捉えることができる。子育て
をする時期は，親にとって自分の思い通りにならず
辛いこともあるが，子どもと共に親が成長し合える
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機会ともなる。家庭の事情や悩みが異なっていると
しても，子育てを通して親が育つという視点は，す
べての親に当てはまる。子育ての時期に子どもを「育
てる」だけではなく，親も「育つ」視点に立つことは，
積極思考であり，子育て支援の概念も変わる。その
ためには，「育てる」支援ではなく，「育つ」ための
教育的視点をもった支援であることが重要である。
Ⅲ　親支援の方向性の検討
１　親が望む親支援の方向性
筆者（第一著者）の勤務する幼稚園では，子育て支
援の一環として「親の会」を開催してきた。参加者は，
幼稚園在園児，卒園児の保護者である。未就園児（在
籍児の弟妹）を連れてくる保護者もある。開催日程は，
年間１回広報するが，活動内容は，親の動機や興味
を基に進行する。親の参加は自由で，各回４名から
20名である。副園長１名が支援者として参加してい
る。参加経験の長い保護者は，菓子や手作りパンな
どを持ち寄ることもある。参加者は，学級や学年を
越えて交流を持ち，「次は何をしようか」と参加者同
士で約束し合って再会を楽しみにしたり，互いの子
育ての悩みを自然に話し合ったりなどしている。
『幼稚園教育要領』第３章第２にある「子育て支援」
では，「各幼稚園を取り巻く状況に応じて，様々な役
割が求められる」とあり，「自然に足が向くような憩
いの場を提供するように配慮」し，「幼稚園の実態に
応じ，できることから着実に実施していくことが必
要」とある（26）。これに加え，幼稚園における支援の
「環境」をどう構成するか，開発を試みている。そこ
で先ず，「幼稚園における親支援について考えるとき，
利用する親にとって，今後どのような場を幼稚園に
望むか」を把握することにした。
本論で考察する親の会は，20XX年９月～１月（年
間５回）の活動のうち第１回と第４回である。
（１）親が今思っていること
20XX年９月 11日（第１回目）親の会で「今思って
いること，考えていることをみんなで共有しよう」と
いうテーマを掲げ，参加者に付箋（7.5㎝× 7.5㎝，枚
数は自由）と筆記用具を配り，ＫＪ法を行った。参加
者が，それぞれ情報をカードに書き出し，似かよった
意味を類型化して参加成員の考えや情報を把握し，気
付きの促進やアイデアの提出を目指すものである（27）。
第１回目の参加者は，昨年度より継続参加の親と初
参加の親がいた。挙げられた主な意見を以下に示す。
１　子どもの成長・発達
①夜の寝付きが悪い。
②言葉をはっきり喋らない。
③何があっても生き抜く力を持って欲しい。
④発達障害児の将来が心配。
⑤育児書を読んでみても自分の子どもの成長に
当てはまらないことが多い。
⑥娘の食欲が止まらない。
２　しつけ・生活　
①子どもが怒った時の沈め方。
②よその子の叱り方。
③テレビとゲームの悪影響をもっと伝えてほし
い。
④きょうだいげんかが始まったらどうするか。
⑤きょうだいげんかのおさめ方。
⑥子ども３人が別々に話しかけてきた時の対応
について知りたい。
⑦テレビのない生活。
⑧お片付けってどうやったらスムーズにできるか。
一番多く見られた意見は，「子どもの成長・発達」
と「しつけ・生活」であった。「言葉をはっきり喋ら
ない」「育児書を読んでみても自分の子どもの成長に
当てはまらないことが多い」という悩みに並行し，「何
があっても生き抜く力を持って欲しい」「成長に役立
つ遊び方を知りたい」など挙げられた。また，それら
の意見に対し，「そうよね」「分かる分かる」「私も一緒」
と声が上がり，１つ１つの意見や思いに潜む否定的
感情や肯定的感情を共感しながら，両極的感情を抱
えているのは１人ではない，ということが共有され
ていった。子育てを中心に生活する母親は，両極的
感情について自覚できており，それを他の親に語る
ことで，共有や共感し合えていた。また，感情を共
有することで，他の親の考え方や子育ての価値観に
触れていた。
また，「子どもが怒った時の沈め方」「いじけた時
の対応が知りたい」など幼児期の子どもとどのよう
につきあっていけばよいのかという悩みが多く語ら
れているが，これらは，自分の子育てをよりよいも
のにしたいとする母親の前向きな気持ちの現れであ
る。子育ての知識や要点については，先輩の母親が自
分の体験談を語り出すと，他の親達が自然に聞き入っ
ていた。
さらに，｢１人の時間が欲しい｣ や ｢ゆっくり寝た
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い｣ など１人の人間としての悩みや願いも挙げられ
ているが，これら「一個人」の意見も自由に述べて
よいということが共有されると，安堵感を持ち，会
話が展開された。
（２）思いの実現に向けて
取り組み（1）から，親の思いの一端が明らかになっ
た。そこで引き続き，20XX年９月 11日後半部分で「親
の会として取り組めそうなこと」という主題で，取
り組み（2）を行った。挙げられた主な意見を以下に
示す。
１　学ぶ
①子どもと大人の違いについて講演会的なこと
があればいい。例えば，大人と子どもの視野
の違いを知ってびっくりしたので，筋力発達
の違いとか。
②子どもの発達についてゆっくり相談したい。
③子ども，子育ての悩みを話す場が欲しい，愚
痴を言う，アドバイスをもらいたい，共感で
きればいい。
④消毒を使わず，傷の手当ての仕方の講習。
⑤育児の悩み相談をネットなどで簡単にできる。
２　遊び・活動
①家ではできない遊びができるところがあれば
いい。
②未就園児をもっと園に遊びに来させたい。
③未就園児が他の子どもと触れ合える機会が欲
しい。
④未就園児の親子で外におでかけ。
３　託児
①園行事の時など下の子どもの預かりなどがあ
ると嬉しい。
②格安の託児があったらいいと思う。
③託児，土日や役員の仕事などちょっと預かっ
て欲しい時がある。
④幼稚園の行事，特に参観の時，下の子どもの
託児が園にあると，ゆっくり観られるので嬉
しい。
４　生活を豊かに
①子どもとできるお菓子作り。
②編み物の初歩。
③指ぬき。
④スクラップブッキング。
⑤ガーデニング。
⑥アロマ。他
取り組み（1）に続く（2）では，具体的意見が挙がっ
た。例えば，「子どもの発達についてゆっくり相談し
たい」「子ども，子育ての悩みを話す場が欲しい，愚
痴を言う，アドバイスをもらいたい，共感できれば
いい」などは，他の親も自分と同じような思いを抱
えていることを知り，互いの抱える悩みを具体的に
共有し，解消に向けたいとする現れである。同時に，
自分１人の悩みではないことを共有できたことで，親
自身が学びたいことや，知りたいこと，相談をした
いこと，整理したいことなどの意見が多数挙がった。
また，他の親の意見を受け，付箋に意見を書き足す
親の姿も見られた。また，託児に関する意見や幼稚
園に対する要望も多く挙がった。「生活を豊かに」で
は「スクラップブッキング」「指ぬき」など，幼稚園
で親同士で実現可能な範囲の活動が具体的に挙がっ
ているが，これらの活動は，次年度以降，親の会で実
現されていった。「ガーデニング」は，親が運営する
部活動となり，花や野菜の手入れを園と連携して計
画するなど，親の自主的な活動として進められていっ
た。
このように，親同士が悩みを語り合い認め合うこ
とができるようになると，子育ての仲間意識が生ま
れてくる。支援者は，親達の話を認めたりつないだ
りした。
（３）親支援として園に望むこと
園における親支援をどのように展開していくかを
考えるため，参加者で話し合う場を持った。20XX年
11月 29日の親の会に参加した保護者４名に研究の目
的と趣旨を説明し，会話を録音する旨の了承を得た。
「親支援として園に望むこと」を主題とし，可能な限
り再現できるようにした記録を以下に述べる。
１　安心して子どもが遊べる場
①下の子を遊ばせる場が欲しい。
②親子で遊べる場，子どもが遊ぶ場が欲しい。
③大人は大人で好きなことを喋ってやっていて，
その周りを子どもは好きに遊んでくれていて，
たまには（子どもが）来るけれど，べったり
でないのがいい。
２　ストレス発散・息抜きの場
①子どもがいたら家で離れられないから，もしか
したら，ここへ来ても抱っこ抱っこと離れら
れないかもしれないけれど，話している人や
自分が喋っているだけで（人が喋っているの
を聞くだけで），家でイライラするよりはいい。
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④毎週何曜日何時くらいから開いていますよ，
とか言ってもらえると来やすい。
７　今後の場
①今日，何があるか分からないけど来てみる。
②個人的に喋りながらこれ作ろうと思って，自
分は材料持って来て，ここで縫いながら喋っ
ている。
③（家で）やりかけのものを持って来て（やっ
ていて），そこで興味が広がって（友達と）一
緒にやらせてもらう。
④（友達のものを）のぞきながら喋っているだ
けで，やっている方もまた楽しくて，喋って
いる方も楽しい。
⑤（没頭し出すと）喋らない人がいてもいい，
それでもいいよね，でも，うなずいているで
しょう。
⑥（他のいろいろな話が）刺激になるよね。
⑦（やることが）出尽くしたら，またそこで考
えたらいいわけで。
親支援を考える場合，親達が先ず望んでいるのは
「安心して子どもが遊べる場」であった。さらに，子
どもと適度な距離を取り，「一個人」の時間を確保で
きる「ストレス発散・息抜きの場」を求め，親同士で
未就園児を預け合うことができないか模索していた。
さらに，子育てや親同士の交流を持つ場合，「同じ感
覚」が持てることを重要視していた。例えば，子ど
もの怪我を「あってはならないもの」と捉えるか，「小
さな怪我や失敗を繰り返しながら大きくなる」と考
えるのかによって子育ての捉え方が異なる。本論の
事例にある親達は，後者の捉え方を支持していた。
次に，20XX年度初参加した親の「場に集うきっか
けと参加の継続」に着目すると，「確かに１回目に来
た時は家に帰ったら母子共にぐったり」「あんまり知
らない人と話す機会がない」と，未就園児を連れて参
加することへの負担感が語られている。しかし，第
２回目以降の会は，「だんだん楽しくなってくる」と
他の参加者の同意を求めるように語り，それを受け，
継続年参加（先輩）の親達も「どんどん顔を知った
人と話をするだけでもいい」「ただ顔馴染みの親に会
う居場所があるだけで十分よい」と初参加の親の意
見を補足していた。これらのことは，参加年数に関
わらず，会に参加することで新たな関係での交流が進
み，同時期に子育て期にある者同士の新しい仲間関
係が形成されていることを示唆している。「回数」に
②家にいるとついつい家のことを先にしてしま
うから，やりたくても後回しになって，他の
ことが目に付いてしまう，家の中ではできな
いことができる。
３　助け合いの場
①子どもはこうやって遊んでいる間に，おばちゃ
ん（親同士）に慣れれば，ちょっと買い物や
病院行きたい時に子どもを預けて，こっそり
抜けられればいい。
４　同じ感覚の人と交われる場
①（子どもが遊んでいるときに怪我をしたらど
うしようかという場面では）それがだめな人
は連れてこないじゃない。
②ここへ来ている人はこういう感覚の人。
５　場に集うきっかけと参加の継続
①子どもはこの場で馴染んで，こういう場所だっ
て覚えるけど，その時だけやってきて，子ど
もも親も馴染めないままだと子どもがべった
りで，回数を重ねないとよさが分からない。
②確かに１回目に来た時には，家に帰ると母子
共にぐったり，久しぶりに疲れたなと思って，
あんまり知らない人と話す機会がないから，
知っている人と喋るばっかりで，でも２回目
来たら，顔も合わせているし，知っている顔
もあり，だとしたらだんだん楽しくなってく
る。
③何か特別にこれをしようとしなくても，みん
なで集まって，どんどん顔を知った人と話を
するだけでもいい。
④（手芸など）作ったらすごいけど，その日子
どもの機嫌が悪くて（何も）できなくても，（こ
の場に）来てなんとなく（その場にいるだけ
でいい）。
⑤家にいても１人では何も作る気がしない，何
もしなくても，ただ顔馴染みの親に会う居場
所があるだけで十分よい。
６　回数
①月に１回だと自分（親）はいいかもしれない
けれど子どもが（場）を忘れてしまう。
②あれくらいの子は，頻繁に（顔馴染みに）会っ
てないと。
③もうちょっと全体的な人数が増えた時は，毎
週ぐらいでも日があって来られる日に自由に
来る（方がいい）。
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ついては，頻繁に会うことで未就園児同士のかかわ
りを持たせることや，未就園児を連れて参加するこ
とを親同士で容認していた。「今後の場」は，「何が
あるかわからないけど来てみる」「一緒にやらせても
らう」「喋らない人がいてもいい，それでもいいよね」
と親同士が語り合っていた。これらのことは，家庭
の事情や親の性格が異なっていても，互いの立場を
尊重し合える関係性が生まれ，親同士で積極的に支
え合い，子育て期を肯定的に受け止めようとしてい
ることを示している。
このようにして，親達は，子育ての基礎となる部
分では「同じ感覚」であることを共有しながら，人
とゆるやかにつながっていた。ゆるやかにつながる
環境は，子連れで参加する親，話が苦手な親など含め，
参加する全ての親の存在価値が認められ，悩みや思
いを気軽に話しやすい関係が築かれていた。また，「何
があるかわからないけど来てみる」「出尽くしたらま
たそこで考えたらいい」などは，「親の会」を自主的
に運営しようとする親達の意識が認められる。
Ⅳ　親支援の方向性の検討
１　支援の方向性
幼稚園が行う親支援として，どのような環境が求め
られているのであろうか。 求められている要件とし
ては，先ず「安心」が挙げられる。子どもを安心し
て安全に遊べる環境が確保できた上で，親が子育て
や自分自身について着目できる。もう１つの安心は，
仲間が集える，互いに尊重し合うことである。子ど
もが一人一人違うように親も皆違い，子育ての在り
方も多様性がある。しかし，一生懸命に子どもを育
てている，という点では同じである。同時期に子育
てをする親が集い，悩みや不安を共有し，刺激を受
け合うことは，他の価値観に出会い，互いの子育て
観を交流させることができる。
次に，子育てにおいて同じような「感覚」が持て
ることも重要であることが示された。価値観が広がっ
た現代においては，子育てにおける価値観も様々であ
る。子ども同士の喧嘩や怪我の捉え方も，ある親に
とって「子どもなら当たり前のこと」が，別の親にとっ
ては，「決して許せないもの」となってしまう。ある
程度，同じような価値観が持てる場が，望まれている。
比べられたり否定されたりすることがない場である
ことが分かれば，親の緊張感も和らぎ，他の親との
交流が促進されるようになる。さらに ｢自分の子ど
もが，他のお母さんと遊んでもらっているのを目に
する｣ ことは，子育ての視点を広げ，「ゆとり」をも
たらす。そうした子育てのゆとりを取り戻す環境が
あることで，親はようやく自分自身に目を向けられ
るようになる。
全ての参加者が求めていたことは，ただ人の話を聞
いたり自分の話をしたりする，ということであった。
作業の進度にかかわらず，何か作業をしながら話す
方が，身構えないで話をしやすい様子も確認された。
親の会は制約がないところが特徴であり，制約がな
い，ゆるやかなつながりを共有することが目的といっ
てよい。未参加の親を勧誘する話題では，「来てみな
いとわからない」「どう説明してよいかわからない」
と，具体的な言葉で表現できないが，親の会の充足
感を共有していた。
　
２　つながりを避ける親達
一方で，園内で行われている「親の会」へ誘いか
けても，そこに加わろうとしない親もいる。ある親
に声を掛けたところ，「家事をしないといけない」と
断られたこともある。ただ，しばらく話を続けると，
「（他の）お母さんと話すのが苦手」「親同士の関係が
固まっているように見え，馴染めない」「昔（学生時代）
からつきあっている友達に話すだけで十分」「親睦会
とかもストレスである」「（新しい親に）プライベー
トの話を最初から話すのが面倒」などの言葉が次々
に出て，親同士の場に入りたくない理由が語られる
ことがあった。この母親は１年後，筆者（第一著者）
に個別相談したい申し出があり，就学前まで数回面
談を行っている。この事例は，あまりにも母親の不
安や悩みが強い場合には，親の会に参加するができ
ないこと，このように親の会に参加できない親に対
する個別な対応は，親の会とは別に支援の必要性が
あることを示唆している。言い換えれば，親の会に
参加することができる親は，不安や悩みはあっても，
参加できている時点で，ある程度子育てを前向きに
受け止められていると言える。
また，親の会に積極的に参加している親でも，地域
の子育てサークルへの参加について，「役員が回って
きて面倒くさい」「お世話係や役割分担が回ってくる」
「参加するのはいいけど主催はいや」など，敬遠しが
ちな親も多い。加えて PTA活動は，近年，役員を率
先して引き受ける親が少なくなっている。役員選出
の際に，子ども１人につき１回は受けるという決ま
りを設けたり，前年度の役員が個人的な人間関係の
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中から新しい役員をお願いしたり，それでも決まら
ない場合には，抽選などで決めたりする場合もある。
PTA活動自体を取りやめてしまう学校園がある。核
家族化が進み，自分で自分の子育てをするだけで精
一杯である親にとって，他の子どもや学校，地域の
世話まで担う余裕はないと感じている親が，増えて
きていることが示唆される。
以上のように，現代社会では，新しい人とかかわ
ることが心情的に負担になり，つながりを避けがち
な親もいる。しかし，こちらからの働きかけによって，
新たな人間関係を結ぶことができる親がいることも
確かである。そのような親は，内心では興味や関心，
期待を持っているものの，自らでは人間関係を築く
ことが難しい。何かのきっかけで人や場とつながる
ことができれば，その親の興味関心に合った支援を
模索することができる。
このように，多様性のある親の心情を受け止め，
親の主体性に働きかけられるきっかけを探りながら，
つながりを支える環境を構成していくことが，親支
援における今後の課題である。
３　人とのつながりを支える親支援
門脇厚司（1999）は，「社会力」について，「主体的に，
好ましい社会を構想し，作り，運営し，改革してい
く意図と能力」（28）「（人間関係を維持しながら，自分
の知識や，努力し得た技術や技能など）社会のそこ
ここで，誰かのために，あるいは何かのために役立
てようと，自分から進んで発揮し活用する」（29）と述
べている。この「社会のそこここ」の１つが幼稚園
における「親の会」に該当し，「人間関係の中にいる
ことが自分自身の喜びにつながり，自信や意欲や自
尊心を高め，自分の存在価値を自覚すること」（30）が
できる場と言える。
親同士の会話記録を追っていくと，上述の「社会力」
の育ちを期待しているものの，先ずは，人とのつな
がりを支えにしたい思いが見受けられる。例えば，「下
の子を遊ばせる場が欲しい｣ ｢親子で遊べる場，子ど
もが遊ぶ場が欲しい｣ ｢特別にこれをしようとしなく
ても，みんなで集まって」「今日，何があるか分から
ないけど来てみる」という意見には，場を通して親
も子どもも ｢誰かといい関係を作りたい」という思
いや期待が現れている。さらに，「大人は大人で好き
なことを喋っていて」「子どもはこうやって遊んでい
る間におばちゃん（他の親）に慣れれば（よい）」「あ
んまり知らない人と話す機会がないから，でも２回
目来たら，顔も合わせているし，知っている顔もあり，
だとしたら，だんだん楽しくなってくる｣ という意
見が聞かれたが，これらは ｢つくり上げたいい関係
を維持」したいという声である。そして，母親の「家
にいるとついつい家のことを先にしてしまうから，や
りたくても後回しになって，他のことが目についてし
まう」｢もしかしたらここへ来ても抱っこ抱っこと離
れられないか。かもしれないけれど」「家でイライラ
するよりはいい｣ という声は，「人間関係の中にいる
ことが自分自身の喜びにつながり，自信や意欲や自
尊心を高め，自分の存在価値を自覚すること」である。
人とかかわることで自分の状態が良くなるという意
見には，人とつながることで自分のゆとりが生まれ，
安定した気持ちになる期待も含んでいる。
夫や親族の協力も得られず，近所との付き合いもな
く，孤立した中で子どもを育てている状態は「孤育て」
と表現される。しかし，母親も子育てをする以前は，
「一個人」の女性として，社会で生活していた。その「一
個人」が親となっただけで，人間自体は変わらない。
さらに，子どもを産み，親となり，子どもを育てる
という経験をした存在である。そのような親同士が，
交流することだけで意義がある。「一個人」を他と共
有することができ，新たなつながりが生まれる。また，
自分の経験が他者の役に立つという喜びは，自分の
存在価値を高め，社会力を育む契機となる。つまり，
子育てを同時期にしている人とのつながりを支援す
ることは，育てることを通して社会力が育つ親支援
としても有効であると言える。
４　幼稚園教育における親支援の課題
幼稚園教育は，家庭との連携が不可欠であり，その
連携の大部分は，保育に関する内容であることが多
い。しかし，子どもの生活は連続性があるため，幼
稚園と家庭の教育観は，同じ方向性であることが望
ましい。また幼児期は，人間の基礎を培う重要な時
期であるが，子育ての第一義的責任は親にあり，幼
稚園教育の期間は，人生にとってわずか数年のこと
である。このように考えると，子育ての価値観が多
様化し，家庭の教育力が低下する今日では，家庭が
子どもの成長発達にとって重要であると言える。そ
のため，幼稚園教育が保育を提供すると同時に，親
の教育力を補い助ける役割が求められていることは
明らかである。なぜなら，幼児期に適切な保育が保
証されたとしても，幼稚園が子育てを肩代わりでき
るものではない。子どもの人生に責任を負い，生涯，
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子どもの成長を見守り続ける役割を担うのは親であ
る。
幼稚園に求められる親支援とは，子育ての「今」を
共有する環境を構成し，「将来」持続性ある子育て力
の育成に向け援助すること，すなわち，親支援を通
じて子どもを支援していくことが重要であると考え
られる。
Ⅴ　総括
以上，本論では，幼稚園教育における親支援の方
向性について，幼稚園における実践を基に検討した。
幼稚園における親支援の試みは，ゆるやかにつなが
る環境を基盤とし，親が自ら多様性に気付き，価値
観の変容をもたらしていた。また，人的つながりを
支えとし，親自らが子育て力を回復することは，幼
稚園教育が，親を通じて子どもの成長発達を支援す
ることを意味している。
今後の課題としては，親支援の具体的な実践例の分
析，支援者の専門性の確立，また，つながりを持た
ない親に対する支援，発達障害のある子どもを持つ
親支援の在り方について詳細に検討する必要がある。
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Evolution of the Parents Support through enhanced Social Ties in Kindergarten Education
Yoshiko MUSHIAKE※ 1，Osamu NISHIYAMA※ 2，Toshiyuki TAKAHASHI※ 2 
The purpose of this study is to explore the evolutional process of the parent assistance by supporters in 
kindergarten. It is found that the parents with ambivalent mood and anxiety toward child care could be 
improved in their attitude positively through the experience of social ties sharing the feeling of relief, 
sympathy and afﬂuence in mind. In addition, it is suggested that proactive policy for child care under an 
environment arranged in accordance with the interests and demands of the parents. Establishment of the 
expertise among the supporters remains as a future tasks.
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※ 1　Graduate School of Education (Master’s Course), Okayama University
※ 2　Graduate School of Education, Okayama University
桑原　敏典　工藤　文三　棚橋　健治　谷田部　玲生　小山　茂喜
吉村　功太郎　鴛原　進　永田　忠道　橋本　康弘　渡部　竜也
Study of developing a teaching program for a voter education from an elementary school to a high school
Based on developing a tentative lesson plan of an elementary social studies in order to teach about vote
Toshinori KUWABARA,  Bunzo KUDO,  Kenji TANAHASHI,  Reio YATABE,  
Shigeki KOYAMA,  Kotaro YOSHIMURA,  Susumu OSHIHARA,  Tadamichi NAGATA,  
Yasuhiro HASHIMOTO,  Tatsuya WATANABE
小中高一貫有権者教育プログラム開発の方法（１）
―「選挙」をテーマとする小学校社会科の単元の開発を通して―
【原　　著】
岡山大学教師教育開発センター 紀要 第 5 号 別冊
2015
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.5, March 2015
─ 93─
原　　著
岡山大学教師教育開発センター紀要，第 5号（2015），pp.93-100
小中高一貫有権者教育プログラム開発の方法（１）
―「選挙」をテーマとする小学校社会科の単元の開発を通して―
桑原　敏典※ 1　工藤　文三※ 2　棚橋　健治※ 3　谷田部　玲生※ 4　小山　茂喜※ 5
吉村　功太郎※ 6　鴛原　進※ 7　永田　忠道※ 3　橋本　康弘※ 8　渡部　竜也※ 9
本研究は，市民社会に寄与し得る有権者の育成を目指し，児童・生徒の発達段階に応じた有権者教育のあり方
を追究して，小学校から高等学校までの 12年間を一貫する原理にもとづいた有権者教育プログラム開発のため
の原理と方法を解明しようとするものである。そのために，第一に，子どもたちの政治に対する認識調査を行い，
子どもたちが政治的な概念についてどのような認識を持っており，それを教育によってどの程度まで変容させる
ことができるかを明らかにした。そして，第二に，その調査の結果と従来の政治教育研究の成果をふまえて，有
権者教育のための小中高一貫カリキュラム・フレームワークを提示した。それに基づいて，第三に，具体的な単
元開発を行った。単元は，「選挙」，「議会」，「税金」という政治学の基本的概念をテーマとして取り上げて開発
したが，本稿では「選挙」概念をテーマとして開発した小学校社会科の単元を紹介する。
キーワード：有権者教育，小中高一貫，カリキュラム・フレームワーク，小学校社会科，単元開発 
※ 1　岡山大学大学院教育学研究科
※ 2　帝塚山学院大学人間科学部
※ 3　広島大学大学院教育学研究科
※ 4　桐蔭横浜大学法学部
※ 5　信州大学全学教育機構
※ 6　宮崎大学大学院教育学研究科
※ 7　愛媛大学教育学部
※ 8　福井大学教育地域科学部
※ 9　東京学芸大学教育学部
Ⅰ　はじめに―問題の所在―
本研究は，市民社会に寄与し得る有権者の育成を
目指して，児童・生徒の発達段階に応じた有権者教
育のあり方を追究し，小学校から高等学校までの 12
年間を一貫する有権者教育の原理を明らかにしたう
えで，具体的な単元開発を通してその方法を提案し
ようとするものである。そのために本稿では，「選挙」
概念を捉えさせることを目指して，小学校社会科で
実施することを前提に開発した単元の教授書試案を
提示する。
本研究を構想した背景には，次の４点の問題意識
があった１）。
①態度や行動の形成に結びつかない従来の有権者教
育プログラム
②政治教育の一貫性の欠如
③子どもの発達段階への配慮の欠如
④有権者教育の改善を求める時代的・社会的要請
①は，子どもたちが制度や憲法に対する基礎的知
識を身に付けているものの，現実の社会問題につい
て思考したり判断したりすることができないという
ことである。
②は，小学校から高等学校までの 12年間で，政治
に関する学習が継続して，系統的に構成されていな
いという問題である。わが国において，子どもが最
初に政治を本格的に学ぶのは，小学校第６学年の後
半である。その後は，中学校第３学年の社会科公民
的分野の学習を待たなければならない。高等学校で
は，公民科の「現代社会」もしくは「政治・経済」で
学ぶものの，選択となっており中学からの一貫性を
求めることは難しい。以上のように，社会科カリキュ
【研究論文】
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ラムの中で，政治教育は断片化されていると言わざ
るを得ない状況にある。このような状況に対しては，
政治の学習のスタートが，小学校の最終学年後半と非
常に遅いこと，政治学習の断絶が見られること，そ
して，制度や憲法について繰り返し，学年段階が上
がるにつれてより詳しく学ぶものの内容に一貫性が
ないことを課題として挙げることができる。
③は，児童・生徒の精神的成長や発達段階をふま
えた政治教育の内容や方法に関する検討が不十分で
あったことである。政治教育のスタートが遅い理由
の一つには，子どもは抽象的な思考が苦手であって，
身近で具体的な事象にしか関心を持たないという固
定化された見方がある。そのため，我が国においては，
国の制度や仕組みが中心となる政治学習は小学校段
階では敬遠され，身近な地域の政治的な現象を学ぶ
ことに重点がおかれてきた。しかし，米国においては，
小学校段階から自由や権利といった政治に関する基
本的な概念の学習に取り組んでいるという報告もあ
り，我が国においても，より早い段階から系統的な
政治教育に取り組むことが求められているのである。
④は，学習指導要領においても，知識の習得だけ
ではなく，それを活用して社会的な問題について探
究する学習が重視されるようになったということで
ある。また，社会へ参観する力の育成も社会科のね
らいとして位置付けられるなど，社会の構成員とし
て自覚を持って社会の形成に関与し，責任ある市民
として行動する資質の育成が一層求められるように
なっている。
上記のような課題意識に基づいて，本研究では，実
行可能な有権者教育プログラムの開発・実践に取り
組んだ。
Ⅱ　プログラム開発の前提
１　政治認識変容調査
プログラム開発にあたっては，子どもたちの実態
に基づいたものにするという点に特に配慮をした。
そのため，子どもが政治に関する諸概念について，
どのように認識しており，それを教育によってどこ
まで深めることができるかということを調査によっ
て明らかにしたうえで，単元開発を行うことにした。
調査にあたっては，米国の政治学者であるムーアの
論に基づいて調査計画をたてた２）。
具体的な調査の方法や結果の詳細については，本稿
では省略するが，簡単に概略を述べておきたい３）。調
査は，「税金」という概念を取り上げて，小学校第４
学年の児童を対象に，エピソードを読んで取り組む
課題に応えさせるという形で実施した。課題に取り
組ませる前後で，プレテスト，ポストテストを実施し，
課題に取り組むことで「税金」に対する認識をどの
程度深めることができるかを調査した。調査の結果
からは，「税金」について，小学校第４学年という段
階でも，既にある程度の認識を持っているというこ
と，そして，それを一定のレベルにまで引き上げるこ
とが教育的働きかけによって可能であることが明ら
かになった。しかしながら，一方では，具体的な事
象の解釈は多様であり，立場や視点が異なれば，違っ
たとらえ方ができるということについては，意図的
計画的な学習が必要であることも明らかになった。
このような調査の成果をふまえて，小中高一貫の
有権者教育のカリキュラム・フレームワークを構想
した。
２　小中高一貫の有権者教育のためのカリキュラム・
フレームワーク
政治認識変容調査の結果に基づいて，開発した小
中高一貫の有権者教育のカリキュラム・フレームワー
クは，下図で示した通りである４）。
カリキュラム・フレームワークを構想するにあたっ
ては，選択した概念を体系化し学年段階に応じて配
置するのではなく，教師が児童・生徒の実態に応じ
て柔軟に単元開発に取り組むことができるものとす
るという点に特に配慮をした。
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図においては，カリキュラムを習得すべき概念と取
り上げるべき事象に分けて構想した。概念について
は，基礎的で単純なものから，複雑なものへ，そして，
それらが結びついたより複雑な概念というように配
置している。特に概念の結びつきを考える際には，概
念の意味を目的と機能に分けて捉えさせるようにし
た。例えば，選挙という概念であれば，その目的は
政治的な決定の際の公正さの確保ということになる。
一方で選挙の機能は，多数派の考えを政治に反映す
ることと，多様な選択肢がある中で人びとの意思を
まとめ上げること，すなわち意思決定あるいは代表
者を決定することである。概念の配置にあたっては，
目的や機能といった概念の意味をそれぞれ理解させ
たうえで，それらを結び付けより複雑なものとして
把握できるような配慮が必要となる。また，概念を
習得させるために取り上げる事象は，学校段階が上
がるにつれて，日常的なものから，地方や国の政治
に関わり立場や見方が違えば異なる判断が可能な事
象へと展開していく。先にも述べたように，この枠
組みは暫定的なものに過ぎない。児童の実態に合わ
せて柔軟に対応し，彼らの日常生活の状況等をふま
えた学習内容の系統的な配置が求められる。
Ⅲ　プログラムの開発
プログラムの開発は，「選挙」，「議会」，「税金」の
三つの概念について行った。これらの概念について
は，政治学の成果をふまえつつ，子どもが現実の政治
的な現象を理解する際に活用できる概念であること
を前提に，現行の社会科の教育内容を参照して抽出し
た。それぞれの概念について，小学校中学年，高学年，
中学校，高等学校の各段階に分けて，先に示したカリ
キュラム・フレームワークに基づいて単元開発を行っ
た。本稿では，「選挙」をテーマとする小学校社会科
の単元を取り上げて説明をしたい。
開発単元については，資料１，２として次ページか
ら教授書試案を提示している。小学校中学年におい
ては，リーダーの公平な選び方を日常的な現象から
考察させる単元を開発した。開発単元では，日常生
活の中で見られる様々な場面で，代表を選ぶ際の方
法を考えることを通して，選挙という方法の他の選
び方と違う点を理解し，選挙の目的や意義をふまえ
て，どのような場合に選挙をすべきかについて考え
ることができるようになることを目指した。具体的
な到達目標としては，教授書に掲げた３点の見方考
え方を設定した。これらは，公平さの確保という選
挙の目的を理解させたうえで，それを通して構成員
の多数の意思をまとめるという機能を捉えさせるこ
とを想定している。学習は，生活班のリーダーや掃
除の班長など，具体的な生活場面で見られるリーダー
の選出場面を挙げて，くじで選んだ方がよいか，じゃ
んけんで選んだ方がよいかを考えさせるところから
始まる。この活動によって，くじやじゃんけんは公
平な方法ではあっても，資質や能力に基づいて選ぶ
必要があるものの選出には不向きであることを理解
させる。次に，先生に選んでもらう場合と，自分たち
が選ぶ場合を比較させて，それぞれの結果がもたら
す影響を検討させる。資質や能力の観点だけから考
えれば，先生が選んでも適切な人が選出される可能
性は高いのだが，選ばれた人，選んだ人の気持ちが
選出後の仕事の遂行に与える影響を考えて，どちら
にするかを考えなければならないことを捉えさせた
い。すなわち，多数の人の信頼のもとに選ばれるこ
とが大切であり，選挙はその信頼を保障する仕組み
の一つであることを認識することが重要なのである。
高学年では，より社会的な教材に近づけていく。
地方自治体を取り上げて，その市長としてふさわし
いのはどういう人かを考えることを通して，選挙に
ついて考えさせる単元となっている６）。単元の目標
は，具体的な政策課題についてどのような解決が望
ましいかを考えたうえで，それを争点とする市長選
挙を想定して模擬投票をし，選挙において人々の意
思がどのように反映されるかを捉えさせ，すべての
人の意見を集約することが困難であることや，選挙
の意思決定，代表決定の機能について理解するとし
た。そこで獲得させたい見方考え方としては，教授書
で示した３点を挙げた。中学年に比べると，選挙と
いう概念の意味に含まれている対立や葛藤を取り上
げるようになっており，それらを調整するためには，
どのようなことについて考慮しなければならないか
を検討させている。具体的には，子どもの医療費に
対する自治体の取り組みを取り上げて，自治体によっ
て取り組みが異なっていることと，その理由を確認
させたうえで，自分たちの住んでいる市において今後
どのような仕組みが必要かを，模擬選挙を通して考
えさせた。これによって，選挙によって選ばれた人は，
支持してくれた人々の願いを実現するだけではなく，
全体の代表としての意思決定が求められることを捉
えさせようとした。 
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資料１　小学校中学年社会科小単元「リーダーの公平な選び方―くじ？じゃんけん？選挙？―」教授書試案
１．単元のねらい
様々な場面で代表を選ぶ際の方法を考えることを通して，選挙が他の選び方と違う点を理解し，選挙の目的や
意義をふまえて，どのような場合に選挙をすべきかについて考えることができる。
２．到達目標（獲得させたい見方考え方）
①大勢の中から誰か一人を代表として選ぶ場合，それは皆にとって公平な方法で行われなければならない。
②公平な方法とは，選ばれる機会と選ぶ機会が皆に平等に与えられていることである。
③選挙は公平に人を選ぶ方法であり，多数の人々の考えを結果に反映させることができる。
３．単元の展開
過
程 教師の指示・発問 教授学習過程
資
料 生徒の反応・獲得させたい知識
導入（多様な決め方の確認）・次のような場面で，誰か一人を選ばな
ければならない時，これまでどのよう
な方法で選んできましたか。また，そ
れはなぜですか。
①生活班のリーダー
②掃除の班長
③スポーツ大会のチームのキャプテン
④鬼ごっこの鬼
⑤クラスの委員長
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
（・状況によって様々な決め方をしていることを想起
するとともに，その理由について考える。）
展開１（公平な代表の決め方の条件の理解）◎誰かを選ばなければならない時，大切
なことは何でしょうか。
・①から⑤のうち，くじやじゃんけん
で決めてもよいと思うものはどれです
か。それは，なぜですか。
・くじやじゃんけんは，他のどのような
場面で使いますか。なぜ，くじやじゃ
んけんで決めるのでしょうか。
・くじやじゃんけんで決められないと
思ったものについては，どのような方
法で決めればよいと思いますか。
・くじやじゃんけん，話し合いや選挙な
どの方法は，何かを決める際に用いら
れるのでしょうか。
・①から⑤について，それらを決める
際にどのような方法を用いるかについ
てクラスのルールを決めたいと思いま
す。それぞれどのように決めたらよい
と思いますか。それはなぜですか。話
し合って決めましょう。
Ｔ：発問する
Ｐ：予想する
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：指示する
Ｐ：話し合う
（・不公平でないこと，皆にチャンスがあること等）
（・鬼ごっこの鬼はくじやじゃんけんでよいが，他
は意見が分かれることが予想される。）
・ゲームの順番，スポーツの先攻後攻など。くじや
じゃんけんはお互いにとって公平な方法だから。
・話し合い，選挙など。
・公平なやり方だから。
・誰になっても，誰が選ばれてもよいものはくじや，
じゃんけんでよいが，それになるために能力や才
能が必要なものはくじや，じゃんけんで決めては
いけない。①から⑤それぞれについて，話し合い
ながらくじや，じゃんけんが適用できるものとそ
うでないものを決定していく。
展開２・リーダーや委員長については，先生が
選んで決めた方がふさわしい人にお願
いすることができるかもしれません。
先生が決めるのと，自分たちが選挙で
選ぶのとどちらがよいと思いますか。
それぞれの良い点，悪い点を挙げたう
えで子のクラスでは，どうすべきかを
決めましょう。
Ｔ：発問する
Ｐ：話し合う ・先生が決める場合
・良い点：一人ひとりの能力や性格をよく知って
いる先生が決めるので，的確な人が選ばれる可
能性が高い。早く決めることができる。
・悪い点：皆の代表であるにもかかわらず，皆の
気持ちと全く異なる決定がなされる可能性があ
る。
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（公平な代表の決め方の仕組みの理解）
選挙で決める場合
・良い点：皆の代表を皆で選んだという気持ちにな
ることができる。選ばれた人も，皆によって選ば
れたという気持ちになる。
・悪い点：代表としての能力や資質をしっかりと見
極めたうえで，的確な人が選ばれるとは限らない。
人気のある人が選ばれる可能性が高い。
（・選ばれる人，選ぶ人それぞれの気持ちを考えて
先生が選ぶべきか，選挙を通して自分たちで選ぶ
べきかを考える。）
終結
（選挙の意味の確認）
・社会では，自分たちの代表を選ぶとき
選挙で選ぶことが多い。その理由なな
ぜでしょうか。
Ｔ：発問する
Ｐ：答える ・一部の人ではなく多数の人々の意見をふまえて決
定することが大切であり，それを公平に行うこと
ができるのが選挙だから。
資料２　小学校高学年社会科小単元「誰が市長にふさわしいか―模擬投票を通して選挙について考えよう―」教授書試案
１．単元のねらい
具体的な政策課題についてどのような解決が望ましいかを考えたうえで，それを争点とする市長選挙を想定
して模擬投票をし，選挙において人々の意思がどのように反映されるかを捉えさせ，すべての人の意見を集約
することが困難であることや，選挙の意思決定，代表決定の機能について理解する。
２．到達目標（獲得させたい見方考え方）
①人々の願いや要求は，それぞれの考え方や価値観によって異なるため，すべての願いや要求を実現すること
は困難である。民主政治のもとでは，より多くの人の願いや要求を実現するように決定がなされる。
②選挙は，できるだけ多くの人の願いや要求が実現されるように決定を促すための仕組みである。
③多数決によって決定がなされる際には，必ず少数の意見も尊重されなければならない。そのため，選挙で選
ばれた人は，支持してくれた人の利益に配慮するだけではなく，反対した人の意見にも耳に傾けて，社会全
体にとって利益をもたらすような決定をしなければならない。
３．単元の展開
過
程 教師の指示・発問 教授学習過程
資
料 生徒の反応・獲得させたい知識
導入（選挙の役割の確認）
・自分たちが病院に行って診てもらった
時，どれくらいお金を払っているか知っ
ていますか。
・近隣の市の中には，小学生は病院にか
かっても無料のところがあります。知っ
ていますか。また，市によっては，中
学生まで無料のところもあります。
・なぜ，市によって仕組みが違っている
のでしょうか。・私たちが住む市におい
ても，子どもの医療費を無料にすべき
でしょうか。
・子どもの医療費の無料化は，どのよう
にして決定すればよいでしょうか。
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：資料配布
　　発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
①
（・日常の経験に基づいて，報告する。児童が住む市
においては，小学生も一定の額を支払っている想定）
（・知っている。知らない。）
・市によって子どもの数が違うから，市長が違うか
らなど。
・すべき。その方が，皆安心して病院に行くことが
できる。
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◎子どもの医療費を無料化すべきかどう
か，どのようにして決定すればよいの
かを考えてみましょう。
Ｔ：発問する
Ｐ：答える （・ 皆で話し合う。話し合ったうえで，選挙できめる）
展開（政治的意思決定という選挙の役割の理解）・近隣の市では，どのようにして医療費
が無料化されたのでしょうか。
・無料化は誰の手によって提案され，進
められたのでしょうか。
・子どもの医療費の無料化に取り組んで
いるところと，そうでないところがあ
るのはなぜでしょうか。それを進める
うえでどのような問題がありますか。
・自分たちの市で，現時点では医療費が
無料化されていないのはなぜだと思い
ますか。もし，無料化するならば，ど
のような問題を解決しなければなりま
せんか。
・私たちの市においても，小学生の医療
費の無料化は必要でしょうか。下記のよ
うな様々な立場から考えてみましょう。
ア）20代の独身の会社員
イ）30代の会社員。小学生と幼稚園児
の二人の子どもも含め家族 4人で暮
らしている。
ウ）40代の自営業者。小売業を市内で
営む。高校生の子供二人を含む家族
４人で暮らしている。
エ）70代の年金生活者。配偶者ととも
に二人で生活。結婚して小学生の子
どもを持つ子供が市内に住む。
オ）30代後半の独身の自営業者。土木
会社を市内で経営している。
Ｔ：資料提示
　　発問する
Ｐ：答える
Ｔ：資料提示
　　発問する
Ｐ：答える
Ｔ：資料提示
　　発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
②
③
④
・ 市民の願いに基づいて議会が決定し，実行された。
・市民の願いを実現させようと考えた人が選挙に
勝って，市長または市議会議員となって提案をし，
それを実現した。
・医療費の無料化のためには自治体の財政からの補
助が必要である。自治体の予算には様々な用途が
ある一方で，予算全体の額は限られている。その
ため，何かに対する支出を増やせば，一方で他の
用途に対する支出を減らさなければならない。
・他により多くの人々が要求している用途があり，
そちらに予算が配分されているため，子どもの医
療費の補助に配分する予算がないから。もし，子
どもの医療費を無料化するならば，その分だけ予
算の規模を大きくする（税収を増やす）か，他の
用途に配分する予算を減らす必要がある。
・イのように小学生の子どもを持つ人は，医療費
の無料化を望んでいるかもしれない。しかし，ア
やオのような人は，それよりも景気対策などの用
途に予算を使ってほしいと思っているかもしれな
い。ウのように子どもはいても，既に高校生になっ
ている場合は，同様に医療費の無料化以外の用途
に使ってほしいと思っている可能性が高い。また，
エのような高齢者は福祉政策に予算を使ってほし
いと思っている可能性が高いが，小学生の孫がい
る場合は，子どもの家族のために医療費の無料化
を望んでいる可能性もある。
・私たちの市においても，医療費の無料
化を進めるかどうかを争点に，市長選
挙が行われたと仮定し，皆さんの手で
市長を選びましょう。
下記のような人々が立候補しています。
Ａ候補：小学生の医療費の無料化実現
を約束。
Ｂ候補：小学生の医療費の無料化には
消極的。景気対策による地域
の活性化を重視。
Ｃ候補：小学生だけではなく中学生も
含めて医療費の無料化の実現
を約束。
Ｔ：指示する
Ｐ：模擬投票
　　を行う
・選択した立場をよく考えて自分の意思を決定し，
投票を行う。
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Ｄ候補：高齢者対策を重視し，福祉の
充実を約束。子どもの医療費
の無料化については消極的。
第一回目の模擬投票：先にあげたアか
らオのいずれかの立場を選択して，投
票しましょう。投票の際には，どの立
場を選んだかを記してください。　
第二回目の模擬投票：一回目とは異な
る立場を選択して，同じように投票し
ましょう。
・投票の結果を比較して，分かることは
何でしょうか。
・選挙は，社会の仕組みや制度を決定す
るうえでどのような役割を果たしてい
ると言えますか。
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
・ 立場が異なると，選択する候補者が異なってくる。
立場の違いによって決定が異なるため，どのよう
な立場の人が多いかによって，誰が当選するかも
変わる。また，必ずしも同じ立場の人が同じよう
な決定をするとも限らない。
・人々の意見を政治に反映させながら，社会の制度
や仕組みを決定する役割を果たしている。社会に
は様々な立場の人がいて，異なる考えや価値観に
基づいて決定をしている。そのため，すべての人に
利益をもたらす決定をするのは難しい。選挙にお
いては多数の人の利益に基づいた決定がなされる。
終結（選挙における政治的意思決定の意味の理解）・選挙で当選した候補者は，支持をして
くれた人々のために約束したことを実
現しようとします。当選した人の態度
として，あなたはどちらが望ましいと
思いますか。
ａ）支持をしてくれた人々の利益を最
優先に政治を行う。
ｂ）支持をしてくれなかった人々の利益
にも配慮しながら，支持をしてくれた
人々の利益を最優先に政治を行う。
ｃ）支持をしてくれた人々と，支持を
してくれなかった人々の両方を同じ
ように扱い，それぞれの利益を調整
しながら政治を行う。
・首長や議員など選挙で選ばれた人が政
治を行ううえで心がけるべきことは何
でしょう。
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
（・様々な意見が出ることが予想される。）
・投票前に約束したことを実現することは大切だ
が，支持してくれた一部の人だけではなく，全体
の代表として決定することが求められる。
≪配布資料≫
①「病院の領収書」
②（市の広報誌など，医療費の無料化についての説明が確認できる資料）
③（市長または市議会議員候補者の公約が記された広報）
④（各自治体の予算内訳）
Ⅳ　おわりに
本稿では，小中高一貫の有権者教育プログラム開
発の方法について，小学校社会科の教授書開発を通
して具体的に明らかにした。
ただ，政治学の成果を整理して授業を構想するので
はなく，児童の実態を調査によって把握したうえで，
カリキュラム・フレームワークを構築し，それをふま
えて開発に取り組んだことが今回の研究の特徴である。
今回，取り上げた単元以外については，別の機会
に紹介することとしたい。
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にさせていただいた。
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Study of developing a teaching program for a voter education from an elementary school to a high school
: Based on developing a tentative lesson plan of an elementary social studies in order to teach about vote
Toshinori KUWABARA※ 1,  Bunzo KUDO※ 2,  Kenji TANAHASHI※ 3,  Reio YATABE※ 4,  
Shigeki KOYAMA※ 5,  Kotaro YOSHIMURA※ 6,  Susumu OSHIHARA※ 7,  Tadamichi NAGATA※ 3,  
Yasuhiro HASHIMOTO※ 8,  Tatsuya WATANABE※ 9
This study aims to clarify the method for developing a teaching program for a voter education from an 
elementary school to a high school. I took the following 3 steps:
1. Researching how children’s cognition of the political concept changes through the some works.
2. Making the curriculum framework of a teaching program for a voter education from an elementary school 
to a high school
3. Developing a tentative lesson plan of an elementary social studies in order to teach about vote
Keywords:  voter education, an education from an elementary school to a high school  , curriculum 
framework, social studies, developing a tentative lesson plan
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マトリクス・メソッドの機能を生かした授業実践
－自主協同学習による集団作りを基盤とした中学校社会科の指導－
【原　　著】
岡山大学教師教育開発センター 紀要 第 5 号 別冊
2015
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.5, March 2015
─ 101─
原　　著
岡山大学教師教育開発センター紀要，第 5号（2015），pp.101-110
マトリクス・メソッドの機能を生かした授業実践
－自主協同学習による集団作りを基盤とした中学校社会科の指導－
藤枝　茂雄※１
本論は，社会的事象を立場と領域というマトリクス構造から考察して課題解決に迫る「マトリクス・メソッド」
という思考ツールを活用した授業展開と，高旗 1の提唱する「自主協同学習の理論」の実践を同時に行った中学
校社会科の実践報告である。
実践の結果，マトリクス・メソッドの持つ二つの機能，つまり事象を多面的・多角的に帰納的に分析する「帰
納的機能」と，意見の根拠の裏付けとなる情報収集をグループで配分し学習過程の協同化を実現する「配分的機能」
を生かした授業の有効性が明らかになった。また，自主協同学習の理論の実践の分析から，マトリクス・メソッ
ドの有効性を担保する集団形成の要因として，コミュニケーションに関する因子とともに学級自治に関する因子
が存在することが明らかになった。
キーワード：自主協同学習 ,　問題解決学習 ,　社会科 ,　マトリクス・メソッド
※ 1 岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　問題の所在と研究の目的について
１　問題の所在
平成 24年度の中学校における新学習指導要領全面
実施を受け，「言語活動の充実」をテーマとした授業
実践が多くの学校で行われている。同時に，思考力・
判断力の育成を目的とした問題解決的な学習の実践
報告も多く見られる。これらの報告に示されている
問題解決的な学習の過程は，一般的には「①課題の
把握」，「②仮説・解決方法の検討」，「③資料収集・
実験等」，「④自己の考えの構築と意見交換」，「⑤結論・
概念の共有」，「⑥発表・振り返り」という過程を経る。
この指導の流れについては，学習過程が問題解決的
である限り授業者間での大きな違いは比較的少ない
が，「⑤結論・概念の共有」に至るまでの指導の在り
方によっては学習の成果物や実現状況に大きな差異
が生じてくる。この理由をこれまでの公開授業等か
ら考察したとき，上記③の学習過程における指導内
容や学習活動の在り方，学習内容の取り扱い方等が
④，⑤，⑥に大きな影響を及ぼしていると考えられる。
例えば，④の段階では，教師が生徒たちの初めて直
面する課題に対して事前の準備なしで取り組ませる
ような指導を行ったために，集団としてのスケール
メリットが生かされないままに根拠の薄い意見交換
が進んでしまうという問題的な状況がしばしば見ら
れる。また，⑤の段階では，学級の多くの生徒たち
が，教師が求める「期待される実現状況」に到達せず，
客観的に見て「成果物やワークシートに記された内
容やクオリティはそれでよいのか」，あるいは「その
学習以後，新しい状況に活用できるスキルが生徒た
ちに本当に身に付いたのか」というような疑問を残
したままに単元の学習が終わることが多いという実
態がある。
こうした問題解決的な学習の指導にかかる課題に
対して，本論は，過去の授業実践を再度トレースする
ことによって，校内研修等でも取り上げられること
が多い「問題解決的な学習」や「協同的な学習」の
指導の改善に向けた考察を行おうとするものである。
２　検討・分析の対象となる実践の背景
本実践報告の対象となる授業実践は，平成 16年度
に岡山市立吉備中学校の社会科地理的分野で第１学
年５クラスの生徒を対象として筆者が行った実践で
ある。当時の状況について簡単に述べると，前年度
の平成 15年度には，第 36回全国中学校社会科教育
研究大会岡山・倉敷大会が開催され，筆者は公民的
分野の公開授業者として第３学年の１クラスで公開
授業を実施した。このときの発表にかかる研究テー
マは，「多面的・多角的なものの見方や考え方を育て
るために，二つの課題解決過程を設定した単元構成
に基づく公民的分野の研究」であり，多面的・多角
的という概念について両者を二つに分けてマトリッ
【実践報告】
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クス構造でとらえる問題解決的な指導法を開発し提
案した。
また，平成 16年度は，前年度に着任した校長のリー
ダーシップのもと，平成 17年度開催の「全国個を生
かし集団を育てる学習研究協議会熊本大会」での発
表，及び平成 18年度開催の同岡山大会を視野に入れ
た実践として，高旗による「自主協同学習の理論」を
校内研修を通じて全教職員で共有しながら全校をあ
げて体制作りを推し進めていた時期であった。
こうした状況の中で，筆者は校内における研究推進
の主査として二つの面から実践研究を進めていった。
一つは，前年度の第３学年公民的分野で開発・発表
したマトリクス・メソッドを地理的分野の問題解決
的な学習に適用する方法を研究すること，あと一つ
は，自主協同学習の理論にもとづく支持的風土を有
した学級集団作りを推進することである。
３　先行実践としての「マトリクス・メソッド」
地理的分野において研究を進めるマトリクス・メ
ソッドの先行研究となる実践発表は，「第 36回全国
中学校社会科研究大会岡山・倉敷大会」における公
開授業「多面的・多角的なものの見方や考え方を育
てるために，二つの課題解決過程を設定した単元構
成に基づく公民的分野の研究」である。この授業実
践では，「多面的・多角的」な事象へのアプローチの
ために，問題解決的な学習過程を大きく二つに分け
て捉えた。それは，予習的段階，資料の処理・分析
の作業課題からなる「情報分析的課題解決過程」と，
価値判断の根拠を形成し，討論や意見交換を通して
思考・判断の根拠を再構成していく作業課題からな
る「価値判断的課題解決過程」の二つである。
そして，この二つの課題解決過程を縦断する学習
支援のツールとして，マトリクス・メソッド（当時は，
マトリックス法と表記した。）を開発し，実際の授業
の中で５つの単元にわたって実践した。このマトリ
クス・メソッドを用いた学習の中心となるのは，「マ
図１　マトリクス・シートの基本形
トリクス・シート」という格子状のワークシートで
ある。（図１参照）
学習者は，与えられた課題（通常は，ジレンマ的
な性格を持つ課題）に「多面的」に迫るための準備
として，横軸の枠内に考える領域を重要度の認識に
応じて設定する。このとき，課題解決のために必要
な領域とはどのようなものであるかをすべて個人の
力で考えることは困難であるため，グループ等で KJ
法等を活用したりしながら小グループごとに協同的
に抽出する。次に，課題に「多角的」に迫るための
準備として，その課題にかかる事象に関与しうる人々
を「立場」で分けて，縦軸の枠に，学習者個々の重
要度の認識の順に配置する。
そこまでの準備をして，交差した枠内にあてはま
る「領域」と「立場」から，メリット・デメリット，
プラス面・マイナス面などを書き込んで，グループ
の意見交流によってさらに精度を高めたり，縦軸と
横軸に配置した各項目のランキングを修正する。こ
うして根拠を明確にしたうえで生徒たちはジレンマ
課題に対する討論に臨むことになる。（図２参照）
さらに，討論を行うことで，ジレンマ課題である
が故に根拠が揺さぶられることによる思考・判断の
逆転や修正が起こるが，討論後には，それらの推移
や変更の経緯はマトリクス・シートに視覚的に残る
ことから，それを用いて自らの思考のプロセスを振
り返るという学習も可能になる。
平成 15年度には，岡山市立吉備中学校の第３学年
を対象にして，５つの単元でこのマトリクス・メソッ
ドを用いた問題解決的な学習を実践した。（そのうち，
第３番目の単元「資本主義経済と企業の果たす役割」
図２　作成されたマトリクス・シート
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での，価値判断的課題解決過程におけるマトリクス・
シートを用いた討論の部分を全国大会公民的分野の
公開授業として発表した。）
結果的には，この指導法を用いたすべてのクラス
で，生徒が主体的かつ積極的に学習に取り組む態度が
認められたほか，それぞれの生徒の作成したマトリ
クス・シートからも，意見の交流や討論を通じて思考・
判断の根拠が揺さぶられ，自らの主張が変化する過
程が確認されるなど，非常に高い教育的な効果が認
められた。
岡山県中学校社会科研究会でもこの指導法の有効
性に着目して，この発表後も研究会の継続的な研究
テーマとして設定するなど，全県下に一定の影響を
及ぼす成果を得ることができた。
４　自主協同学習理論の実践について
上記のとおり，二つの課題解決過程を設定し，マ
トリクス・メソッドを用いた問題解決的な学習指導
は非常に有効な指導法であることは公開授業におけ
る評価からも明らかになったが，この指導法の有効
性を支えたもう一つの要因として自主協同学習の理
論がある。
この理論は，1960年代から 1970年代後半にかけ
て高旗らによって研究され，提唱されてきたもので，
いわば我が国における協同的な学びの先駆的な理論
であるともいえる。
高旗は，自主協同学習を成立させるための学習集団
の形成過程を図３のように示している。(1)  自主協同
学習は，図中の４つの次元からのアプローチによる
総合的な取組であり，この４つの次元が高いレベル
で実現されるにつれて，いわゆる学習過程の自主協
同化が図られることになる。実際の実践では全校的
にこの４つの次元から取り組んだわけであるが，本
論で示すマトリクス・メソッドの導入は，図中のM
の次元を主たるターゲットにしたものである。
５　研究仮説について
平成 15年度の社会科公民的分野での実践を終えた
後，マトリクス・メソッドを中心ツールとして貫く問
題解決的な指導法を学習過程の自主協同化に一層寄
与させるための改善方策を検討した。その結果，マト
リクス・メソッドには，論理の根拠を整理する機能だ
M
N
G M：教師に代わって生徒による授業の進行
G：各教科の教科書
R：係の役割を持つ小集団編成
N：学習集団の約束R投入
授業の方法
集団規範
目的・内容
役割・組織
図3　学習集団の形成過程（高旗）
けではなく，その根拠の裏付けとなる資料や情報を
協同的に収集することにつながる新たな機能が付与
される可能性があることが明らかになった。つまり，
これまでの実践は，マトリクス・メソッドを情報収
集から価値判断の根拠を構築する学習過程において
根拠を整理してまとめる「帰納的機能」からのみ捉
えていたが，活用の仕方の工夫により，マトリクス・
メソッドに多面的・多角的に課題に迫る学習者の主
張の根拠の裏付けとなる資料を収集する役割を協同
的に分担する「配分的機能」を担わせることができ
る可能性に着目したわけである。具体的に説明する
と，「配分的機能」とは，事象を調べるためにマトリ
クスの行列枠を活用して多面的に事象を分析する領
域を抽出し，多角的に事象にかかわる立場を抽出し
た後で，その交錯枠の内容に関連した情報収集を配
分するというものである。言い換えれば，マトリクス・
シートを，「手分けをして必要な資料集めをするため
の配分をサポートするツール」として活用するとい
う考え方である。
これによって，生徒たちは，自分のグループ内で
の学習課題をより明確に意識し，学習の見通しを持
つことができるようになるとともに，一人一人が全
体の中で果たすべき役割，それを担うことによる責
任の重さを認識するようになる。つまり，自主協同
学習の前提となる「学習課題の協同化」が学習活動
と併行して図られることになると考えたわけである。
したがって，平成 16年度においては，この機能に着
目し，以下の実践仮説を設定して研究を行うことと
した。
Ⅱ　仮説の検証実践
１　地理的分野における問題解決的協同学習
（1）単元計画
上記仮説を検証する中学校第１学年の地理的分野の
単元は８時間構成としたが，「期待される実現状況のイ
メージを事前に生徒に把握させること」，及び「学習の
事前・事後の，学びの形を視覚的に振り返ることがで
きること」を意識して，夏季休業中に「準備課題」と
位置づけて作成・提出するように指示した。（図４参照）
実践仮説：マトリクス・メソッドの持つ「帰納的機
能」と「配分的機能」という２つの機能を意識して
活用する問題解決的な学習を行えば，学習過程の自
主協同化との相乗効果によって，期待される実現状
況の達成度が高まるのではないか。
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単元計画は，図５で示されるが，連続した時間では
なく，１学期，夏季休業中のレポート，２学期，冬
期休業中の作業，３学期と，かなり長期にわたって
継続的に実施した。
図5　単元計画
図中の計画のうち，③～⑦は「帰納的機能」を意
識した学習であり，⑧と⑨は「配分的機能」を意識
した学習である。
（2）学習の開始
① 地図の観察  （個別学習→グループ協同学習）
地図の観察から身近な地域の機能について意見を
出し合った。1/50,000の岡山市の地形図を用いて，
地域ごとに見られる特徴的な地図記号をチェックし
図4　提出された準備課題（一部抜粋・改編）
ながら，自分たちの住んでいる地域が岡山市全体か
ら見てどんな役割を果たしているかをグループで考
えた。
② 仮説の設定  （学級協同学習）
グループで行った①の役割予測の結果を発表しあ
い，学級全体で自分たちが住んでいる地域について，
機能や役割の予測に即した仮説を立てた。（図６参照）
③ 地域調査の視点の設定  （グループ協同学習）
地域の役割を調べるための視点（領域と立場）を設
定するために，「生活・住宅地域としての機能を担う
地域と言えるためには，具体的にはどのような条件
が地域に揃っていなければならないだろうか？」と
いう教師の問いかけをもとに，グループで自由に発
想した。（図７参照）
④ 視点のネーミング  （グループ協同学習→学級協同
学習）
③の学習活動に引き続いて，生活・住宅地域とし
て必要と思われる具体的項目を KJ法などで一般的項
目に変換し（＝領域のネーミング），考えるべき領域
を抽出した。また，同様に「生活する人」はどのよ
うな立場の人に分けられるかについても話し合った。
（図８参照）
図8　KJ法による視点の抽出
⑤ 視点のランキング  （個別学習→グループ協同学習）
④で抽出した視点（領域や立場）について各自が
住宅・生活地域としての条件として重要なものと考
図6　生徒が立てた学習仮説
図7　住宅地としての機能の自由記述
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える順にランキングした。そして，その結果と理由
についてグループで発表し，個々のランキング結果
についてコメントしあった。（図９参照）
図９　抽出した視点のランキング理由（例）
⑥ マトリクス・シートの作成（個別学習・家庭学習）
視点（領域と立場）のランキングをマトリクス・シー
トに反映し，それぞれの枠ごとの長所や短所を書き
出していった。
⑦ マトリクス・シートの補充（グループ協同学習）
マトリクス・シートの比較と枠の考察における記
述をグループで交流して補充した。（班の中で他の人
の記述と比べてみて重要と思われるものは赤ペンで
補充する。）（図 10参照）
図10　補充されたマトリクス・シート（例）
⑧資料作成に関する話し合い（グループ協同学習）
「視点」ごとの資料作成のアイデアをグループで話
し合いながら出し合った。（図 11参照）
図11　資料作成の話し合い結果（例）
⑨ 資料作成に関する分担（グループ協同学習）
グループ内での資料作成・資料収集領域の分担を
行った。
このとき，教師によるサポートとして，次のよう
なことを行った。
ア．グラフ作成技能の習得
コンピュータを活用したグラフ作成機能を習得す
ることで，アンケートの処理の能力を向上させた。
イ．資料データバンクの作成と公開
それぞれの生徒が分担して調べてきた資料をカード
に記録しデータベース化するとともに，ファイルに
綴じて廊下等に掲示して，全生徒による情報交換の
場とした。（図 12参照）
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たかについて考察，評価するとともに，この学習単
元における協同学習の意義について振り返った。
２　自主協同学習の理論による学級集団の自主協同
化への取組について
この年度は，学習する集団を学級経営と教科指導
の両面から作り上げるという方向を目指して，「学級
集団の準拠集団化」「協同的な学習の指導計画」「自
主的な学習方法の習得」という三つの取組を同時に
実施した。
これらを具体的な形で示すために，次の５つの方
法を実践した。
ウ．レポートの書き方の指導
これまでの学習で生徒が話し合いの中から抽出し
設定した複数の視点（領域と立場）の中から，「吉備
地区は岡山市の住宅地としての役割を果たしている
のではないか。」，「吉備地区は岡山市の中で住宅地と
して適切な条件を備えているのだろうか。」という仮
説の検証のために，５つを標準とする領域（交通面，
生活面，コスト面，環境面，安全面，施設面，気候面，
交流面 ･･･）からの検証が必要なことを指導した。ま
た，以上の領域の中をさらにさまざまな立場で小項目
に分けてみたり，領域ごとの小計的な 10点法での採
点をしてみたりするようなことも指導した。さらに，
この指導の際に，夏休みの課題として提出された「吉
備地区をテーマにした地域の特色のレポート」のう
ち優れたものを示し，生徒が「期待される実現状況
のイメージ」を明確に持つことができるようにした。
⑩ レポートの作成  （個別学習・家庭学習）
集めたり自分で作ったりした資料を持ち寄って，仮
説を検証するためのレポートの作成作業を冬休みを
利用して行った。この後，３学期始めに一度提出し
て教師の評価を受けた後，生徒は⑪の協同的な評価
活動の時間に自らのレポートを持ち寄って活用した。
図 13に示したのは，このときに提出されたレポート
である。このレポートは，最後のレーダーチャート
以外は，班のメンバーから提供を受けた資料を活用
しながら作成されている。　　　
⑪ 実現状況の自己評価と協同的な評価活動（自主協
同学習）
夏休みに類似のテーマで作成した前学習段階のレ
ポートと比較して，自分のレポートのどこが進歩し
図12　データバンクとして掲示された資料（抜粋）
図13　提出された生徒Aのレポート（A4版5 ﾍﾟｰｼﾞ）
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ア．予習の重視
教科書の学習内容から自主的に課題を設定し，教
室では小集団を使って協同してそれを解決していく
ようにした。
イ．協同学習の方法のマニュアルを配付
「学習の手引き」を作成して配付し，生徒が協同学
習の型や流れを理解しやすいようにした。
ウ．プロジェクトタイムの実施
朝の会や帰りの会を活用して，生徒自らが課題に
気づき，自主的に解決のプロセスに向かうようにす
るための活動の時間を設定した。
エ．受容的・共感的な学習雰囲気の醸成
分からないから発表する，読めないから読もうと
する学習の雰囲気を醸成するような指導を行った。
オ．発表の取り上げ方の重視
生徒の積極的な発言を統合することで教師が授業
を展開するようにした。
これらの取り組みを進めていくために，校内には
「授業・学級作り委員会」を設置した。この委員会では，
取組の実施状況や次の期間の計画，研修内容などが
協議され，自主協同学習理論の実践を推進する中心
的な役割を果たした。
Ⅲ　考察
１　学習の実現状況からの考察
上記の過程を経た学習によって，生徒たちはそれ
ぞれが住む地域の「岡山市における住宅地としての
役割」を多面的，多角的に分析したレポートを完成
させることができた。
そこでは，資料を整理し，適切に処理し，判断し
た上で視覚的に「表現」する学習活動，その資料に
基づいて，仮説を裏付ける論理を展開する言語活動
等の成果が随所に現れていた。これは，マトリクス・
メソッドの「帰納的機能」によるところが大きい。
また，情報収集・資料集めを配分されたことから，
個人の学習活動と協同的な学習活動の往還が達成さ
れるとともに，責任感やお互いを助け合う態度も育っ
ていった。実際，多くの生徒は，配分枠以外の資料も
かなり幅広く収集しており，収集した資料を持ち寄っ
て合わせたときには，一つの枠にあてはまる複数の
資料が検討されることも多かった。これらは，マト
リクス・メソッドの「配分的機能」がたんなる機械
的な割り振りのレベルを超えて，協同的な学びによ
る「学習過程の自主協同化」のベースの上でより高
い機能を果たした事例といえる。
なお，マトリクス・メソッドの「配分的機能」を活
用する上で懸念される自らの役割を果たさない生徒で
あるが，結果的にはこの学習ではほとんどそうした生
徒は存在しなかった。実際は，ほとんどの生徒が，自
分に分配された枠よりも多くの枠にあてはまる資料を
集めて持参していたので，授業前に自分の分担すべき
枠の資料提供を受けた生徒も少数ではあるが存在した。
マトリクス・メソッドを用いたこの学習が生徒たち
の主体的に学ぶ意欲を喚起したことについては，先に
示した「データバンクで公開された資料（抜粋）」に
示されている通り，生徒たちが創造的かつ積極的に
目的意識を持って学習に取り組んでいることからも
明らかである。また，地域や家庭からも，生徒たち
の学習に対して好意的な協力があったことも分かる。
教師による評価結果の観点から見たときには，当
初の予想以上に優れた目標達成度を満たすものが多
かった。特に，夏休みに不十分な学習習熟度の段階で
作成したレポートとの比較では，多くの生徒がマト
リクス・メソッドを活用した学習前後の自らのレポー
トのレベルの違いに驚いていた。
評価が終わった後には，提出されたレポートの中
からより優れたものを集約して冊子にまとめ，学習
のための情報収集に協力してくださった事業所や役
所等に配付した。
２　学級集団形成アンケートからの考察
高旗は，自主協同学習理論の実践については，あ
らかじめ「学習の在り方や学習集団の価値・規範を
ア・プリオリーに準備し学習者に説明して，「授業の
型」からはいることが効果的である。」(2)と述べている。
そして，そこでは「学習の約束」という概念を示し，
学習集団が自主協同の学習過程を展開できたかどう
かはこの約束が実現できたかどうかであるとし，そ
の自己点検評価のために 13の測定項目として「約束」
を再編成している。（図 14）
①このクラスの人は，授業のチャイムが鳴ると，
自分たちで直ちに学習に入りますか。
②このクラスでは，発言の機会を，いままであま
り発言していない人にゆずるようにしています
か。
③このクラスでは，本を読みちがえたり，とちゅ
うでわからなくなったりしたとき，助けますか。
④このクラスでは，授業を先生にたよらず，みん
なでやっていますか。
⑤このクラスの人は，宿題がなくとも，予習をよ
くやってきますか。
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⑥このクラスの人は，授業中，自分の思っている
ことを，どんどん発表しますか。
⑦このクラスの人は，授業中，他の人の発表をよ
く聞きますか。
⑧このクラスの人は，まだ理解できていない友達
のために，自分のわかっていることをどんどん
発表しますか。
⑨このクラスの人は，なにか，自分の問題をもっ
て授業にのぞみますか。
⑩このクラスでは，授業中，自分の思っているこ
とを気楽に発表できますか。
⑪このクラスでは，授業中，勉強のよくできる人
だけが活躍していますか。
⑫このクラスでは，授業中の発言をひとりじめす
るような人がいますか。
⑬このクラスには，まちがったり失敗すると笑う
人がいますか。
図14　学習集団形成を測るアンケート（高旗）
上記 13項目は，高旗が「学習集団形成」と呼んで
いる状況が実現されたときの要件を示すものであり，
これらの項目のバックグラウンドを形成する因子と
して，高旗は，「妨害因子」，「積極性因子」，「協同因子」
の存在を指摘した。そして，そこから「協同と競争」，
「学級運営能力」，「学校生活充足度」，「向学校性」な
どの概念を学級測定の概念として規定した。実際に
は，高旗の助言を受けながら，上記 13項目に加えて，
生活の規範に関する質問項目等も適宜追加して 30の
項目を用意し，学校の全クラスを対象として，６月，
12月，２月の年３回アンケートを５段階法で実施し，
それを毎回クラスごとに棒グラフに集計処理した。
（図 15）
そして，このグラフを時系列で各学級内で比較検
討しながら，さらなる学級集団の準拠集団化を進め
ていくための話し合いの材料にした。
図15　アンケート結果のグラフ（1年 E 組：6月）
３　学級集団形成アンケートの再分析
今回改めてこの実践を考察するに当たって，全校
単位で行ったアンケート 30項目のうち地理的分野の
取組を行った学級を含む第１学年８クラスの２月実
施結果を抽出した。さらに類似の項目等を精査して
以下の８の質問項目を最終的な因子分析処理の対象
項目として絞り込んだ。（図 16参照）
①このクラスでは，困っている人や助けを必要と
している人がいたら助けようとする人がいます
か。
②このクラスでは，誤った行動が起こったときに
は，生徒の中にそれをやめさせたり注意したり
する人がいますか。
⑤このクラスのひとは，自分たちで決めたことを
きちんと守りますか。
⑥あなたは，クラスの一員であるという実感があ
りますか。
⑫このクラスでは，「・・・さんの意見に私は・・・
です」とか，「・・・君の意見に付け加えたいの
ですが・・・」というように，前の友達の意見
を受けた形で，それに続く発表が行われていま
すか。
⑮このクラスでは，班での学習を活発に進めるこ
とができますか。
⑳あなたは，発表や発言は先生に対して行うので
はなく，全部の生徒に対して行うのだという気
持ちで授業を受けていますか。
㉑あなたは，「一人ひとりが満足できるような学習
成果が生まれるためには，協力して学ぶことが
必要だ」と考えていますか。
図16　因子分析の再処理に用いた８項目
そして，この８項目について２つの因子構造があ
るものと仮定して因子分析を行うと，図 17のような
結果が出た。
この結果によると，当該年度に実施した学習過程
の自主協同化を支えた学習集団の協同的な問題解決
的学習活動には，「集団を創造したり維持したりする
ことへの参画に関する因子」，すなわち「学級自治的
因子」と，「集団的なコミュニケーションスキルに関
する因子」，すなわち「コミュニケーション的因子」
が存在していることが明らかになった。この分析に
より，学習過程の自主協同化を有効に機能させるた
めの条件として，学級自治的な因子の寄与が大きい
という結果が示されたことは，学級測定の概念の中
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でも生徒たち自身による「学級運営能力」という概
念の重要性をあらためて示したものであり，「教科内
完結型」に陥りやすい協同学習を改善していく上で
の重要なポイントとなるであろう。
４　総合考察
この実践は，協同的・問題解決的な学習を，高旗
による「学習過程の自主協同化」の理論による基盤
づくりを行いつつ，マトリクス・メソッドの持つ二
つの機能を組み合わせるという手法によって，より
効果的に行うことをめざしたものである。
総合的には，生徒の学習状況及び学習の実現状況
において非常に優れた結果が得られることが実証さ
れたこと，学級集団作りにおいて，理論的な背景を
持つ手法が実践的に具体化されたこと，協同的・問
題解決的な学習に適した汎用性の高いマトリクス・
メソッドの新たな機能の実践的な活用法が示された
ことなどの成果があったといえる。
同時に，「協同的な学び」が，その対象となる授業
だけの問題ではなく，学級集団という最も学校生活
の基本となる集団の自治的成熟度に大きく関係して
いるということを明示したことも意義あることと考
える。
今日，「協同」という言葉が「言語活動の充実」と
組み合わされた形で授業改善の場で広く使われるよ
うになっているが，この研究の成果は，社会科の問題
解決的な学習への活用や協同的な学習集団の形成に
生かせるのではないかと考えている。また，「多角的・
批判的に考えさせたり，議論・討論させたりする授
業を重視すること」(3)や「現実社会で顕在化している
生命倫理や情報倫理，環境問題など，多様な価値観
が引き出され考えを深めることができるような素材
図17　２つの因子構造を仮定した因子分析結果
ももっと積極的に活用されるべきである」(4)というこ
となどが改善事項として指摘されている道徳教育に
も，この実践のノウハウは適用可能である。さらに，
自主協同学習の実践からの考察結果については，特
別活動による集団作りと各教科における協同的な学
習の充実の関連性についても，「自治的成熟度」，「集
団規範の創造と維持」といった観点から見直しなが
ら総合的にアプローチしていくことの必要性を示す
ことができたのではないかと考えている。
今後の課題については，今回「帰納的機能」，「配
分的機能」の二つの機能面から分析してきたマトリ
クス・メソッドについて，さらに，「将来の予測マト
リクス」から現在の判断を導く第 3の機能を加味し
た学習指導の展開についての研究を進めていくこと
の重要性を認識している。
平成 15年 11月の研究大会では，当時文部科学省
初等中等教育局視学官であった大杉照英氏から，マト
リクス・メソッドについて「自分は何を重要な根拠
として，何を支持するのか。その際に論点整理をす
るのに，自分の意思決定の最大の根拠は何かを考え
るのに，普通トゥールミン図式でしていたが，今回
開発されたマトリックス法は，有効かつ機能してい
る。」(5)という講評があった。今後は，トゥールミン
図式による意思決定の仕組みも参考にしながら，社
会科だけでなく，道徳など価値選択や価値判断がと
もなう教科・領域を含めた幅広いフィールドにおい
ても，マトリクス・メソッドを意思決定や価値判断
の根拠の選択のツールとして用いた指導法の開発を
進めていきたいと考えている。
＜注＞
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Practice of the class that utilized the function of "Matrix Method” 
Instruction of junior high school social studies with the class group formation by "Cooperative Collaboration 
Learning" as a Base
Shigeo FUJIEDA※ 1
This report relates to the class practice teaching of social studies in a junior high school. Two contents are 
included in this practice. It is the good use of thought process called "Matrix Method" in which a learner 
considers a social phenomenon from matrix structure and approaches the problem solution and theoretical 
practice through the use of "Cooperative Collaboration Learning" which Dr. Takahata proposes.
As a result of this practice, the effectiveness of the two functions of Matrix Method were clearly 
demonstrated. One is "an inductive function" to analyze a phenomenon from various viewpoints inductively. 
And other one is "Ability of share information", which is the ability to share cooperative collection of the 
information to form the grounds of the opinion. In addition, it became clear that "Elements influencing 
communication" and "Factors affecting class self-government existed as a factor of the group formation 
to secure the effectiveness of Matrix Method from analysis of the theoretical practice of "Cooperative 
Collaboration Learning".
Keywords: Cooperative Collaboration Learning, Problem-Solving Studies, Social Studies, Matrix Method
※ 1　Graduate School of Education, Okayama University
武藤　幹夫　小川　潔　小林　清太郎
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「２０１４年度教師力養成講座」の概要
―実践的指導力を有する教師の育成のために―
武藤　幹夫※ 1　小川　潔※ 1　小林　清太郎※ 1
本年度の「教師力養成講座」は，７回の開催を計画した。８月末までに４回，１２～２月に３回を実施する。
本講座は，学校現場で今日的な課題に対して実践されている優れた取り組みを学生に伝えることで，学校現場へ
出ることへの不安を取り除き教師という仕事への意欲を高めるとともに，学生の実践的指導力の向上を図ること
をねらいとしている。平成２１年に開始し，参加状況や受講者の意見を参考にしてテーマ設定や講師選定などに
工夫を加えながら，今年で６年目を迎えている。本年度実施している教師力養成講座の概要を報告し，併せて「教
師力養成講座」の運営上の課題と今後の展開についてもふれる。
キーワード：現場で実践されている優れた取り組み，実践的指導力の向上，今後の展開
※ 1　岡山大学教師教育開発センター
Ⅰ　はじめに
教師の大量退職の時代を迎え，全国で３万人を超え
る新規採用者のうち，３人に１人が新規学卒者となっ
ている。全国で１万人以上の教師が，大学を卒業し
て４月から教壇に立ち，初めて１年を通して児童生
徒を指導することになる。
教員採用試験に合格し教師として教壇に立つこと
になった学生には，めざしてきた仕事に就ける喜びと
ともに，指導に関わるいろいろな不安がある。実際
に，教職相談室に来る学生に話を聞いてみると，授業，
学級経営，生徒指導，保護者との関係など教師の仕
事全般にわたって，不安をもっていることがわかる。
初めて経験することに不安をもつのは当然のことで
あろう。それに加えて，マスコミ等を通して目にする
学校や教師に関する情報は，不登校やいじめ，校内
暴力，保護者対応の難しさ，教員の忙しさなど，課
題となる負の部分に焦点を当てたものがほとんどで
ある。そのことが，学生たちの不安を増幅している
側面もある。さらに，道徳の教科化，小学校におけ
る英語教育などの新たな動きについても，学校での
勤務経験のない学生には，具体的な改善点や実施に
伴う課題を理解するのが難しいであろう。こうした
ことも，学生が抱く不安の背景にあると思われる。
一方で全国には，その学校の現状に合わせた指導を
進め，大きな成果を上げている実践はたくさんある。
岡山県下の学校においても，同様であり，その中核を
担っている優れた教師もたくさんおられる。しかし，
そうした取り組みが学生に情報として伝わる機会は，
きわめて少ないのが現状である。意欲を持った学生
は，積極的にボランティア活動として，教育現場や
子どもを主体とした活動の場に出向き，よりよい教
師になるための努力を重ねている。そこで直接子ど
もたちと接して，感じ取り学ぶことは貴重な経験で
ある。ただ，そこで経験することは限定的であり，日々
行われている教育を支えている理念や具体的な指導
の方針をまとまった形で学ぶことはあまりない。
そこで，教育現場で優れた実践を進めている教師
や教育委員会職員に講師を依頼し，学校や地域で行
われている取り組みの概要やその基盤となっている
教育の理念や指導の在り方を，学生に直接話してい
ただく場として「教師力養成講座」を開催している。
子どもや教師の具体的な取り組みについて直接聞く
ことで，学生は教師という仕事の魅力とやり甲斐を
知るとともに，持っていた不安を和らげることがで
きる。さらに，子どもが生き生きと学ぶ姿や教師が
指導を通して成長していく姿を知ることで，学生が
自分の「育てたい子ども像」や「求める教師像」を
描いていく助けにもなると考えている。
Ⅱ　２０１４年度の実践
１　テーマの設定
【実践報告】
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テーマについては，次の二つの観点をもとに設定
している。
Ａ：教師を目指す学生が不安に思っている教育課題
とそれに対する学校現場での取り組み
Ｂ：学生に学んでおいて欲しい教育の動き
教師力養成講座に参加した学生からは毎回アンケー
トを通して，講座に対する要望をきいている。参加学
生対象のアンケート「取り上げて欲しいテーマ」の
記述には，多岐にわたるテーマが記述されている。
＜観点Ａに関わるもの＞
・学級経営・運営，子どもとの信頼関係づくり
・授業づくり，グループワーク，話術
・生徒指導，いじめ，不登校，問題行動
・教師同士の人間関係，教師間の連携
・地域や家庭との連携，保護者への対応
・教師が直面している課題，教師の資質
・学校間の連携の在り方
・部活動の指導
・特別支援教育の進め方
・校務分掌，教師の一日，学校における研修　等
＜観点Ｂに関わるもの＞
・「生きる力」を育む指導
・インクルーシブ教育
・国際理解教育，外国語活動
・キャリア教育
・道徳教育，人権教育
・体験活動の充実
・グローバル化社会への対応　等
本年度のテーマについては，こうした学生の思いを
反映させながら，これから求められる教師の力を描
いて，講師の選定と併せて検討し設定した。
２　講師の選定
講師については，指導や対応について優れた実践
を進めておられる人材を，学校や教育委員会事務局
で勤務する校長，教諭，指導主事等の中から選んで
依頼している。このことは，岡山県教育委員会，岡
山市教育委員会の協力を得て進めている。本年度は，
それに加えて本学教員推薦により，岡山県以外で勤
務される先生にも講師を依頼し，小学校での優れた
実践を紹介していただいた。
３　開催・運営
基本的な運営スケジュールは，昨年度までのもの
を引き継いでいる。
＜基本的な運営スケジュール＞
（１）開会（挨拶・講師紹介） １０分
（２）大学教員によるテーマの意義についての講話
 １５分
（３）講師による基調提案 ４０分
（４）グループ討議・協同活動 ２０分
（５）討議・活動内容の発表と共有 １５分
（６）講師によるまとめ・教職相談室によるまとめ
 ２５分
（７）参加者各自のまとめ 　５分
○（２）の大学教員による講話は，学生がその意義
を十分に理解している場合や（４）のまとめで補
足できる場合には割愛している。本年度は，１～
５回の講座のうち４回では設定しなかった。
○（３）の基調提案では，テーマについての基本的
な考え方，学校での取り組みの概要，成果と課題
などについての講話を行っている。本年度は，資
料を基にした説明だけでなく，授業の様子のビデ
オ視聴や教育機器の操作なども組み込んでいただ
いた。授業中の子どもの雰囲気・反応や先生の指
導の様子，指導の中での操作のポイントなどを学
生に実感として伝えることができた。
○（４）の学生のグループ活動については，参加者
アンケートの中に，「有意義な時間である」「もっ
と時間をとってほしい」などの要望が多く見られ
た。そこで，基調提案を聞いて学生同士が意見交
換をしたり協力して活動したりする場をできるだ
け充実させる方向で進めている。本年度は，基調
提案をもとに，「意見交換・協議をする」「具体的
な指導案や指導方法を検討する」などの形で３０
分ほどの時間を設定した。
○（５）の討論の発表と共有の時間では，班の数によっ
て発表時間を制限することで，要領よく伝える発
表を意識できるようにしている。
○（６）の講師によるまとめは，参加者の発表をも
とに柔軟に設定している。本年度は，発表内容へ
の評価，発表に対する補足，発表の中に含まれる
質問への回答などが行われた。
４　２０１４年度の「教師力養成講座」
本年度実施した講座の概要は，表１の通りである。
本年度の講座のテーマについては，受講者のアンケー
トを参考にして「教師を目指す学生が不安に思って
いる教育課題とそれに対する学校現場での取り組み」
として，特別支援教育（第１回），生徒指導（第２回），
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学校現場での教師の課題（第４回，第７回），授業づ
くり（第６回）を設定した。また，「学生に学んでお
いて欲しい教育の動き」として，キャリア教育（第
２回），情報教育（第５回）を設定した。参考までに，
これまでの本講座の実施記録も表２に示しておく。
表１　２０１４年度の「教師力養成講座」
実　施　日 回 テ　　　ー　　　マ 講　　　師
2014 年 5 月 21 日 第 1 回 「どの子も参加でき，どの子もわかる授業」 赤磐市立小学校　校長
2014 年 6 月 25 日 第 2 回 「小中高等学校におけるキャリア教育」 岡山県立高等学校　校長
2014 年  7 月 9 日 第 3 回 「子どもの何を褒め，何を叱らなければならないのか」 岡山市立小学校　教諭
2014 年  8 月  6 日 第 4 回 「多くの教師は，教師になって揺らぐ」 大津市立小学校　教諭
2014 年 12 月 17 日 第 5 回 「ＩＣＴを活用した授業づくり」 岡山市立小学校　校長
2015 年 1 月 14 日 第 6 回 「子どもたちにとって魅力的な授業」をどのように創るか（予定） 岡山大学教育学部附属小学校　教諭
2015 年 2 月 18 日 第 7 回 「今，学校現場で，教師に何が求められているのか」（予定） 岡山市立小学校　教諭
表 2　昨年までに実施した「教師力養成講座」
実　施　日 回 テ　　　ー　　　マ 講　　　師
2013 年 5 月 22 日 第 1 回 「体罰」を考える 倉敷市教育委員会
2013 年 6 月 26 日 第 2 回 「いじめ・不登校」を考える　「原因や背景」 岡山市立中学校　教諭
2013 年  7 月 10 日 第 3 回 「いじめ・不登校」を考える　「対応と未然防止」 岡山市立中学校　教諭
2013 年  8 月  6 日 第 4 回 「保護者のクレーム」を考える 岡山市教育委員会
2013 年 12 月  4 日 第 5 回 「子どもにとって魅力のある学級」をどう創るか 赤磐市立小学校指導　教諭
2013 年 12 月 11 日 第 6 回 「子どもにとって魅力のある授業」をどう創るか 岡山大学教育学部附属小学校　教諭
2014 年 1 月 15 日 第 7 回 「子どもの問題行動」にどう対応したらよいのか 岡山市教育委員会
実　施　日 回 テ　　　ー　　　マ 講　　　師
2012 年 5 月 30 日 第 1 回 「子どもの特性を理解した生徒指導」 岡山市立中学校　教頭
2012 年 6 月 13 日 第 2 回 「NIE の取り組み」 岡山市立小学校　教諭
2012 年 10 月 31 日 第 3 回 「外国語活動」 岡山市立小学校　教諭
2012 年 11 月 28 日 第 4 回 「学級づくり」 岡山市立中学校　教諭
2013 年 1 月 16 日 第 5 回 「学級びらき」 岡山市立小学校　校長
実　施　日 回 テ　　　ー　　　マ 講　　　師
2011 年 5 月 18 日 第 1 回 「授業で学校を変える」 岡山市立中学校　校長
2011 年 6 月 29 日 第 2 回 「伝統文化と武道」 岡山市立中学校　教諭
2011 年 7 月 13 日 第 3 回 「キャリア教育」 岡山県立高等学校　教諭
2011 年 10 月  5 日 第 4 回 「国語教育における協同学習」 岡山市立中学校　教諭
2011 年 11 月 2 日 第 5 回 「保護者・地域との連携」 岡山市立小学校　校長
2012 年  1 月 18 日 第 6 回 「教師力をつけよう」 岡山市立中学校　校長
実　施　日 回 テ　　　ー　　　マ 講　　　師
2010 年 5 月 19 日 第 1 回 「学校における食育推進」 岡山市立小学校　校長
2010 年 6 月 16 日 第 2 回 「伝え合う力の育成」 岡山市立小学校　校長
2010 年 7 月 28 日 第 3 回 「情報教育」 岡山市立中学校　校長
2010 年 10 月 27 日 第 4 回 「外国語教育」 岡山市立中学校　教諭
2010 年 12 月 1 日 第 5 回 「理数教育の充実」 岡山市立小学校　校長
2011 年 1 月 12 日 第 6 回 「生徒指導」 教師教育開発センター　准教授
実　施　日 回 テ　　　ー　　　マ 講　　　師
2009 年 5 月 27 日 第 1 回 「子どもたちの生活とケータイの問題」 岡山市立中学校　校長
2009 年 6 月 24 日 第 2 回 「発達障害など課題を抱えた子どもとどうかかわるか」 岡山市立小学校　校長
2009 年 7 月 8 日 第 3 回 「「いじめ・不登校の問題をどう考えるか」 岡山市立中学校　校長
2009 年 10 月 14 日 第 4 回 「学校における「評価」について」 岡山市立中学校　校長
2009 年 11 月 25 日 第 5 回 「道徳教育について」 岡山市立小学校　校長
2010 年 1 月 27 日 第 6 回 「学校力の向上について」 岡山市立中学校　校長
─ 114─
武藤　幹夫・小川　潔・小林　清太郎
Ⅲ　学生の満足度と感想
　講座の開催にあたっては，次のようなアンケート
調査を実施している。アンケートを，「学生の満足度
を上げる」「学生の参加者を増やす」という点から考
察し，その結果を運営の改善に生かしている。
アンケートは，５段階の評価を基本にしたものと
自由記述によるものである。
図２　２０１４年度の受講生満足度　平均値・標準偏差
（アンケート項目資料）
○受講者のこと 「性別「学年」「所属学部・学科」「受験予定の学校種」
○今回の講座 ①基調提案（最初のお話）について，どのように感じましたか。
 ②グループでの話し合いは，活発に行われましたか。
 ③グループでの話し合い中，あなた自身の発表はどうでしたか。
 ④グループでの話し合いの時間の長さはどうでしたか。
 ⑤まとめ（最後のお話）について，どうのように感じましたか。
 ⑥今回の講座で考えたことは，あなたが教師を目指す上で役立つと思いますか。
○本講座 ⑦次回の講座にも参加したいと思いますか。
 ・今回の講座の感想や質問など，自由に書いてください。
 ・次回の講座で取り上げてほしいテーマを書いてください。
 ・この講座のことを，何で知りましたか。
 ⇒「掲示板」「教職相談室で」「センターＨＰで」「岡大教職ナビの情報で」「友人から」「その他」
１　学生の満足度
本年度の開催にあたっては，学生の希望するテー
マを生かすこと，参加者の意見交換のために時間を
確保することなどに配慮した。
学生の講座対する満足度は，表３の通りである。
全体として，参加した学生の満足度は高いと言える。
特に「基調提案」「まとめ」「教師を目指す上で役立つ」
については，４．８３～４．９３と高い満足度が見ら
れる。一方，受講者同士の意見交換への満足度は，「受
講者自身の発言」４．０８と「活発な話し合い」４．
５１とやや低くなっている。テーマに合わせてグルー
プ協議の進め方をさらに工夫していきたい。
受講した学生の満足度が次回講座への参加意欲の
高さに確実につながっていると考えられる。学生の
教職に対する意欲を高めることは，本講座の出発点
である。学生の思いを十分に捉え講座の運営に生か
していきたい。 
─ 115─
「２０１４年度教師力養成講座」の概要　―実践的指導力を有する教師の育成のために―
表３　「教師力養成講座」参加者アンケートの結果
2014 年度 2014
合計
2013
合計
2012
合計
2011
合計
2010
合計
2009
合計（1） （2） （3） （4） （5）
参加人数 36 20 92 34 32 214 392 118 179 282 274
①基調提案 平均 4.86 4.89 4.93 4.88 4.47 4.83 4.89 4.77 4.95 4.85 4.86 
SD 0.36 0.32 0.26 0.42 0.57 0.40 0.37 0.54 0.21 0.42 0.41 
②話し合い 平均 4.51 4.47 4.53 4.63 4.34 4.51 4.47 4.25 4.40 4.47 4.46 
SD 0.56 0.51 0.50 0.49 0.55 0.52 0.64 0.39 0.65 0.67 0.57 
③発言 平均 4.00 4.11 4.08 4.25 3.97 4.08 4.10 3.94 3.92 4.11 4.01 
SD 0.80 0.99 0.77 0.72 0.74 0.78 0.76 0.64 0.78 0.74 0.78 
④長さ 平均 4.57 4.05 4.46 4.44 3.97 4.36 4.34 4.25 4.07 4.30 4.16 
SD 0.81 0.78 0.86 0.88 0.93 0.88 0.93 1.11 1.10 0.88 0.88 
⑤まとめ 平均 4.88 4.79 4.98 4.90 4.52 4.86 4.89 4.92 4.91 4.89 4.80 
SD 0.33 0.42 0.15 0.40 0.57 0.38 0.36 0.08 0.35 0.35 0.51 
⑥役立つ 平均 4.94 4.95 4.99 4.94 4.72 4.93 4.96 4.92 4.97 4.93 4.95 
SD 0.24 0.23 0.11 0.25 0.46 0.26 0.21 0.08 0.17 0.25 0.21 
⑦次回講座 平均 4.74 4.72 4.69 4.72 4.59 4.69 4.74 4.68 4.84 4.89 4.83 
SD 0.75 0.96 0.81 0.77 0.80 0.80 0.66 0.66 0.63 0.48 0.61 
２　講座受講生のアンケート自由記述
受講生アンケートの自由記述欄に記載された感想
や意見を，「講座内容への共感や発見」「講座の運営や
雰囲気」「自分が教壇に立つことへの意欲や思い」に
分けて整理し，一部を紹介しておく。なお，①②③
④⑤は本年度の何回目の講座かを示している。また，
記載に際しては，誤字等について最小限の校正をし
て載せている。
【内容への共感や発見】
①現場の実態や，現場の先生方の児童への働きかけ，
大切にしていることなど，知ることができ，とて
も勉強になりました。
①特別支援教育というと，その支援が必要な子だけ
にと考えてしまうが，「みんなで学ぶ」ことはせっ
かくみんながいる学校で学べるのだからとても大
切だと思いました。
①「どの子にも」というのが大きなテーマだと思い
ました。支援が必要な子だけでもなく，できる子
だけでもなく，みんなが達成感をもち，成長して
いけるように，教員としていろんな手だてを考え
なければいけないなと思いました。○○先生，あ
りがとうございました。
②今まで聞いたことはある言葉「キャリア教育」に
ついて，理解とともに，実際に指導案作成など実
践的なこともでき，非常によい体験ができたと思
います。参加してよかったです。
②キャリア教育は，子どもたちの将来に大きく関わ
る。その充実で学習意欲を高めることができるこ
とも今回分かったので，教科との連携の中で子ど
もたちが考えられる機会を多く作っていきたい。
②これまで，キャリア教育を自分自身が受けてきた
かどうかは実感がわきませんでした。将来を考え
たときに，どうしても受験，進学のことのほうが
とても強かったです。今回。お話を聴いて，小学
校でキャリア教育を生かすにはどうすればよいの
か，とても考えさせられました。４つの能力で身
につけさせたいものを明確にしておくと，授業づ
くりもしやすいと思いました。 
③ほめること，叱ることは自分の中でも大変難しい
課題でした。どんなときにほめるとよいのか，叱
るとよいのかがわからないのです。今回の講座を
通して，まずは自分の軸や育てたい子どもの姿を
イメージすることが大事だと学びました。 
③ほめる，叱ることに関しては教師になった際，確
実に直面する問題なので，今回改めて考えること
ができてよかったです。このような機会があると
ないとでは全く違うと思うので，とても有意義な
時間を過ごすことができたと思います。 
③ほめること，しかることについて，実際に自分が
小学校の時に経験されたこと，また教師になって
から経験されたことを例に，分かりやすく講義さ
れて，とてもためになりました。またほめること
としかることを同時にできるといる話がとても印
象的で，自分も実践したいと思いました。 
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③叱ることは子どもに嫌われたらどうしようと不安
になってなかなかできないが，子どもの将来を考
えると嫌われると不安になっている場合じゃない
と思った。
④子どもたちの自主性にとても驚かされました。高
校教育においても自主性を高めるために，どのよ
うな取り組みが必要なのかを考えるきっかけにな
りました。 
④ビデオや先生のお話から，子どもがそのよさを存
分に出し頑張れるようなクラス，みんなで学び合
おうとするクラス，みんながいていいなと思える
ようなクラスをつくっておられて，私も将来そん
な雰囲気がつくれたらなと思いました。 
④とても勉強になった。テクニックというより「教師」
そのものをみつめるきっかけになった。 
⑤ＩＣＴを活用することによって，生徒によりわか
りやすい説明ができることがわかった。説明する
時間を短くして生徒の学びを長くとることで，よ
り効果的な授業がつくれると思った。
⑤ ICT自体は，私自身が好きなものであったが，実
際にどう使うのかということについてはよくわ
かっていませんでした。でも，今回のことで，ICT
をどううまく使えばよいか，指導すべきことは何
なのかということをふまえた使い方で使えばよい
のだということがよくわかりました。本当に参考
になりました。
⑤ＩＣＴについては，ほとんど触れたことがなかった
ので，今回実際に実物提示装置を使ってみて，便
利だなと思いました。絵を拡大コピーして黒板に
貼るという手間が省けて，効率がいいなと思いま
した。
【講座の運営・雰囲気】
①質疑応答の時間があったら嬉しかったです。
①先生のお話が非常にためになり，実際に実践して
いきたいと思った。またグループ同士の話し合い
もいろいろな人の意見を聞くことができ新しい視
点に気がつくことができた。
②とても勉強になることばかりだった。自分の課題
について考える機会，そしてそれの対応策を考え
る機会をグループワークで頂け，非常に有意義な
活動となった。今回は授業中心だったが，ぜひ保
護者との関わりについても聞いてみたかった。
②初めてでしたが，とても有意義な時間になりまし
た。ただ，事前に参加者が分かっているので，上
回生などをふりわけてもらえると発言がしやすく
なると思います。今回は他の方がすべて院２の方
で委縮してしまいました。しかしながら，すごく
勉強になりました。 
③積極的に飛び交う意見をともに共有でき，充実し
た時間になりました。
③飛びこみでしかも初めての参加だったので，グルー
プも校種はバラバラだった。でもそれが逆によかっ
た。いろんな立場からモノを考えるきっかけにな
る。インターンやボランティア先の先生のほめ方，
しかり方，もう一度しっかりみてみようと思った。
③１年生として参加した人がとても少なかったので，
最初は不安でしたが，先輩方にフォローしていた
だき，とても勉強になる話し合いができた。教員
の魅力がとても感じられ，自分の理想の先生像が
少しかたまってきたように思う。 
④教師の仕事で避けては通れない悩みなどを聞けて
よかったです。実際のクラスのビデオのおかげで
リアルな様子が伝わってきました。 
⑤見ず知らずの方とのグループワークは，自分を試
すよい機会となった。
⑤みんなで学ぼうって雰囲気でした。ふんわりして
いました。
⑤自分で考える時間，グループで考える時間があって
他の人の考えを知ることができて新鮮だった。ICT
を使って授業をすることに抵抗があったけど，気
軽で，便利なアイテムであることがよく分かって
よかった。
【教壇へ立つことへの意欲や思い】
①特別支援教育と聞くと，特別なニーズが必要な子
どもだけにスポットをあてるものだと思っていた。
しかし，どの子にもわかる授業をということで，
全員の子どもにとって必要なものであることがわ
かった。教師になった際に大いに生かすことので
きる講座でした。
①特別支援教育の考え方は，どの子にとっても必要
であり大切なことだということが改めてわかりま
した。具体的な取り組みも紹介してくださり，教
師になったときに活かしたいと思います。
①特別支援教育が障害のある子だけでなく，通常学
級にいる子どもたちのためにあるものだというこ
とが分かってよかったです。特別支援教育の考え
方を通常学級でも取り入れられる教師になりたい
です。
②キャリア教育は小・中の時から先生が熱心に取り
組んでくださったので，思い入れが強く，ふり返
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④私が教員になったときに，直面するであろうこと
を，身近に考えることができました。 
⑤ＩＣＴというものが何なのか全くわからず今日参
加したのですが，とても便利で授業をより効果的
にするものだということを実感しました。模擬授
業をすることで，他の人の考え方やＩＣＴの使い
方を知ることができ，参考になりました。私は養
護教諭なので，保健指導に生かせると思いました。
⑤初めて実物投写機にさわり，○○先生のお話をき
いて，ICTを難しく考えずに子どもがわかりやす
い授業をするためのものだと考え，気軽に使って
いきたいと思いました。
Ⅳ　受講生の所属　　　　　　　　　　　　　　
岡山大学教師教育開発センターは，全学組織であり，
「教師力養成講座」には，表４のように教育学部以外
の学部の学生も参加している。教育学部以外の学生
の参加者数は，次のようになっている。
◇２００９年　　　２％　　４人
◇２０１０年　　　９％　２７人
◇２０１１年　　２３％　４１人
◇２０１２年　　１９％　２２人
◇２０１３年　　　８％　３３人
◇２０１４年　　　９％　２０人（第５回まで）
参加学生の数は，年により，回により差が見られる。
開催の日や時間など十分には対応できにくいことも
あるが，広報などをさらに充実していきたい。
りながら，自分ならどんな授業をしたいだろうか
と考える機会をもてました。
②高校教諭を志望しているが，可能ならばキャリア
教育を校務分掌で担当したいと思った。
③何をしかり，何をほめるのかということについて，
端的かつ具体的にお話をして下さったので，分か
りやすく，お話にひきこまれました。○○先生の
ように，自分の中にしっかりと理念をもって，教
師を目指していきたいです。 
③褒めることと叱ることの両方が，子どもを成長さ
せることができ，その間に区切りはないという言
葉が印象的です。子どものことを真剣に考えたら
自然と叱ることもできると思うので，優しいお兄
さん，お姉さんを卒業して「先生」になりたいです。 
③今日のこの講座を受けて本当によかったと思いま
した。はきはきとしていて話もおもしろくて，子
どものことを思っているのがとても伝わってきて，
○○先生のような先生になりたいと思いが強くわ
きました。どのような子どもに育ってほしいか，ど
のような先生でいたいかをきちんと持った先生に
なりたいと思いました。 
③自分の教育理念がだんだん固まるのを感じました。
優しくて厳しい先生になります。
④自分自身のめざす教師像について，より明確にす
ることができました。今日のお話をきいて，自分
の理想の教師像について考えを深め，理念をしっ
かりと持って，教師を目指していきたいです。 
表４　年度別学生の所属一覧
2014 年度
所属
教育学部 課程認定学部等 大学院
総計学校教育教員養成課程 養護教諭
養成課程
養護教諭特
別別科・特
別支援教育
特別専攻科
卒業生 合計 文学部 法学部
経済
学部
理学部 工学部
環境理
工学部
農学部
マッチング
プログラム
コース
卒業生 合計 教育学研究科
【文系】
研究科
【理系】
研究科 修了生 合計小学校
教育
中学校
教育
特別支
援教育
幼児
教育
(1) 15 8 2 0 0 1 0 26 1 0 0 0 0 0 2 0 0 3 6 0 1 0 7 36
(2) 6 6 1 0 0 0 0 13 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 4 0 1 0 5 20
(3) 47 21 1 0 9 6 0 84 1 0 0 0 0 0 0 2 0 3 2 1 2 0 5 92
(4) 16 6 0 0 2 1 0 25 1 0 0 0 0 0 0 2 0 3 4 0 2 0 6 34
(5) 15 4 6 0 3 0 0 28 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 0 1 0 3 32
合計 99 45 10 0 14 8 0 176 3 0 0 1 0 0 2 6 0 12 18 1 7 0 26 214
％ 46.3 21.0 4.7 - 6.5 3.7 - 82.2 1.4 - - 0.5 - - 0.9 2.8 - 5.6 8.4 0.5 3.3 - 12.1 100.0 
※第 6 回は 27 年 1 月 14 日に、第 7 回は 27 年 2 月 18 日に開催予定
2013 年度
所属
教育学部 課程認定学部等 大学院
総計学校教育教員養成課程 養護教諭
養成課程
養護教諭特
別別科・特
別支援教育
特別専攻科
卒業生 合計 文学部 法学部
経済
学部
理学部 工学部
環境理
工学部
農学部
マッチング
プログラム
コース
卒業生 合計 教育学研究科
【文系】
研究科
【理系】
研究科 修了生 合計小学校
教育
中学校
教育
特別支
援教育
幼児
教育
(1) 50 27 8 0 16 0 0 101 3 0 0 3 0 0 0 1 0 7 10 0 1 0 1 119
(2) 30 10 2 0 2 0 1 45 3 0 0 3 0 0 0 0 0 6 3 0 1 0 4 55
(3) 25 15 2 0 14 1 0 57 4 0 0 1 0 0 0 0 0 5 4 0 2 0 6 68
(4) 29 12 8 0 13 0 0 62 1 0 0 1 1 0 0 0 0 3 4 0 3 0 7 72
(5) 20 3 1 0 1 0 0 25 1 0 0 0 1 0 0 0 0 2 2 0 1 0 3 30
(6) 38 2 2 0 1 0 0 43 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 1 0 4 48
(7) 48 19 4 0 8 0 0 79 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 3 0 3 86
合計 240 88 27 0 55 1 1 412 17 0 0 8 2 0 0 1 0 28 26 0 12 0 38 478
％ 50.2 18.4 5.6 - 11.5 0.2 0.2 86.2 3.6 - - 1.7 0.4 - - 0.2 - 5.9 5.4 - 2.5 - 7.9 100.0 
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2012 年度
所属
教育学部 課程認定学部等 大学院
総計学校教育教員養成課程 養護教諭
養成課程
養護教諭特
別別科・特
別支援教育
特別専攻科
卒業生 合計 文学部 法学部
経済
学部
理学部 工学部
環境理
工学部
農学部
マッチング
プログラム
コース
卒業生 合計 教育学研究科
【文系】
研究科
【理系】
研究科 修了生 合計小学校
教育
中学校
教育
障害児
教育
幼児
教育
(1) 4 4 2 0 1 0 0 11 1 0 0 2 0 0 0 0 0 3 7 1 1 0 9 23
(2) 19 4 1 0 2 0 0 26 2 0 0 2 0 0 0 0 0 4 3 0 0 0 3 33
(3) 17 1 1 0 0 1 0 20 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 0 0 1 0 1 26
(4) 5 8 0 0 0 0 0 13 1 0 0 3 0 0 0 0 0 4 0 0 1 0 1 18
(5) 12 1 1 0 1 0 0 15 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 2 18
合計 57 18 5 0 4 1 0 85 8 0 0 9 0 0 0 0 0 17 11 1 4 0 16 118
％ 48.3 15.3 4.2 - 3.4 0.8 - 72.0 6.8 - - 7.6 - - - - - 14.4 9.3 0.8 3.4 - 13.6 100.0 
2011 年度
所属
教育学部 課程認定学部等 大学院
総計学校教育教員養成課程 養護教諭
養成課程
養護教諭特
別別科・特
別支援教育
特別専攻科
卒業生 合計 文学部 法学部
経済
学部
理学部 工学部
環境理
工学部
農学部
マッチング
プログラム
コース
卒業生 合計 教育学研究科
【文系】
研究科
【理系】
研究科 修了生 合計小学校
教育
中学校
教育
障害児
教育
幼児
教育
(1) 18 5 3 0 0 0 0 26 1 0 0 13 0 0 0 0 0 14 2 0 0 0 2 42
(2) 8 6 5 0 0 0 0 19 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 4 0 0 0 4 29
(3) 12 10 7 0 0 0 0 29 0 0 0 7 0 0 1 0 0 8 3 0 0 0 3 40
(4) 16 4 0 0 0 0 0 20 1 0 0 4 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 25
(5) 7 1 4 2 0 0 0 14 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 18
(6) 12 4 3 0 2 0 0 21 2 0 0 2 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 25
合計 73 30 22 2 2 0 0 129 7 0 0 33 0 0 1 0 0 41 9 0 0 0 9 179
％ 40.8 16.8 12.3 1.1 1.1 - - 72.1 3.9 - - 18.4 - - 0.6 - - 22.9 5.0 - - - 5.0 100.0 
2010 年度
所属
教育学部 課程認定学部等 大学院
総計学校教育教員養成課程 養護教諭
養成課程
養護教諭特
別別科・特
別支援教育
特別専攻科
卒業生 合計 文学部 法学部
経済
学部
理学部 工学部
環境理
工学部
農学部
マッチング
プログラム
コース
卒業生 合計 教育学研究科
【文系】
研究科
【理系】
研究科 修了生 合計小学校
教育
中学校
教育
障害児
教育
幼児
教育
(1) 44 11 0 0 0 0 0 55 2 0 0 0 0 1 0 1 0 4 1 0 0 0 1 60
(2) 51 1 2 0 0 0 0 54 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 0 3 58
(3) 25 2 0 0 0 0 0 27 2 0 0 2 0 1 0 0 0 5 3 0 0 0 3 35
(4) 19 0 0 0 0 0 0 19 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0 1 24
(5) 17 3 0 0 0 0 0 20 0 0 0 8 3 0 0 0 0 11 0 0 0 0 0 31
(6) 42 11 3 0 16 0 0 72 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 74
合計 198 28 5 0 16 0 0 247 8 0 0 13 3 2 0 1 0 27 8 0 0 0 8 282
％ 70.2 9.9 1.8 - 5.7 - - 87.6 2.8 - - 4.6 1.1 0.7 - 0.4 - 9.6 2.8 - - - 2.8 100.0 
2009 年度
所属
教育学部 課程認定学部等 大学院
総計学校教育教員養成課程 養護教諭
養成課程
養護教諭特
別別科・特
別支援教育
特別専攻科
卒業生 合計 文学部 法学部
経済
学部
理学部 工学部
環境理
工学部
農学部
マッチング
プログラム
コース
卒業生 合計 教育学研究科
【文系】
研究科
【理系】
研究科 修了生 合計小学校
教育
中学校
教育
障害児
教育
幼児
教育
(1) 16 5 7 0 0 0 0 28 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 7 0 0 0 7 36
(2) 48 3 8 0 4 1 0 64 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 3 0 0 0 3 68
(3) 47 15 6 0 3 0 0 71 0 0 0 1 0 0 1 0 0 2 3 0 0 0 3 76
(4) 14 7 3 0 6 4 0 34 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 34
(5) 8 13 1 0 0 0 0 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 23
(6) 22 6 3 0 6 0 0 37 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 37
合計 155 49 28 0 19 5 0 256 0 0 0 2 0 0 2 0 0 4 14 0 0 0 14 274
％ 56.6 17.9 10.2 - 6.9 1.8 - 93.4 - - - 0.7 - - 0.7 - - 1.5 5.1 - - - 5.1 100.0 
図３　受講者内訳グラフ
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「２０１４年度教師力養成講座」の概要　―実践的指導力を有する教師の育成のために―
Ⅴ　まとめ
１　成果と課題
教育現場にはいろいろな課題がある。そして，そ
の課題にしっかりと向き合い，確かに子どもを成長
させている教師がおり，子どもが充実した生活を送っ
ている学校が確かにある。そのことを知っていること
は，これから教師を目指す学生にとって，自分が目
指す子どもを育て，目指す教師になっていくために
前進する大きな力となる。本講座に参加した学生の
満足度は高く，複数回参加している学生が多い。そ
の点から，学生のニーズにあった運営ができている
と考えている。学生の声を大切にして，引き続き本
講座の充実に取り組んでいきたい。
一方，次年度に向けての運営上の課題として依然
として残ることもある。
○講座の開催時期と広報
今年度の講座は，５月～８月に４回，１２月～２月
に３回と，前半と後半に分けて計７回の開催をした。
計画としては，７回の講座とも４年生の学生を受講
対象の中心においていた。しかし，後半の講座への
４年生の参加は決して多くなかった。教員採用試験
を終えた４年生は，卒業研究への取り組みに重点を
移していく。また，この講座の開催情報を入手する
きっかけとして一番多いのが，「教職相談室での情報」
であるが，後半には４年生が教職相談室を訪れる機
会が減ってしまう。もちろん４年生の参加も大切に
していくが，後半からは３年生にも積極的に声をか
けたい。「１２月から３年生を対象にして講座を始め，
４年生の８月までの講座を一つのまとまりとして開
催する」という計画も検討している。
どんな計画を進めるにしても，鍵となるのは学生
への広報である。確実に情報を伝えるためにも，さ
らなる工夫が必要である。
○教育学部以外の課程認定学部学生の参加の促進
８学部の学生に本講座の情報を確実に伝えるのは，
それほど簡単ではない。現在行っているのは，「各学
部掲示板」「教職相談室での直接の声かけ」「教師教
育開発センターホームページ」「岡大教職ナビの情報」
等である。この中で，一番有効なのは，「教職相談室
での直接の声かけ」であるが，これには「相談室に
来室する者」という前提がつく。もう一つ有効には
たらいているのが「友人からの口コミ情報」である。
さらなる一工夫が必要である。
○講座に参加できなかった学生への対応
教職を目指す学生には，教育実習を始め多くの履修
科目がある。講座を設定した日に重なることもある。
教員を目指す学生が一番多く所属している教育学部
の時間割確認はした上で，期日の設定はしているが，
それでも重なることがある。他学部ではなおのこと
であろう。
これまでの講座の内容については，講師の先生の
ご厚意によりＤＶＤとして学生に視聴できるように
している。これをさらに活用したい。
２　新たな視点から
岡山大学では，教育学部を含め８学部が教職課程
認定を受けており，毎年４００名を超える学生が教
員免許を取得している。そうした学生に実践的指導
力を確かに身につけさせるために，教育実習や体験
的授業科目を工夫し取り組んでいる。岡山大学では，
「学習指導力」「生徒指導力」「コーディネート力」「マ
ネージメント力」をバランスよく身につけることが
「教育実践力」であると描いている。これらの力を育
成するために教育現場で十分な体験を行うことは，時
間的にも限界がある。「教師力養成講座」は，それを
補足する一つの取り組みとなっていると考える。し
かし，自主参加の講座である「教師力養成講座」には，
まだまだ工夫の余地がある。
現在の運営は，教職相談室が中心になって単年度
ごとに講座開催に向けてテーマ設定や講師選定を進
めている。岡山大学から教師としての人生をスター
トする学生により確かな実践的指導力を身につけさ
せるためには，長期的な視野も必要となる。教育委
員会や学校とのより有効な連携の在り方，学内にお
ける授業化への移行の可能性などの視点ももちなが
ら，本講座の在り方を探っていきたい。
本年度は，文部科学省の調査研究事業を受け，類似
した講座を開催している大学等への訪問調査，講座
参加学生に対しての本講座の運営に関するアンケー
ト調査等を進めている。また，試行的な試みとして，
当センター理数系教員（CST）養成事業部門と共同
企画という形で１１月に特別講座も開催した。
Ⅵ　終わりに
教師力養成講座も６年目を迎えたが，学校現場で
活躍する教員の姿や熱い思いは，学生に確かに届い
ていることを感じている。本講座が，学校現場に出
て自分の力を発揮するための一助となれば，うれし
い限りである。　
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本年度も，岡山県教育委員会，岡山市教育委員会
のご協力をいただき，７回の講座を実施することが
できた。また，髙塚センター長を始めとした教師教
育開発センターの諸先生方・事務局スタッフの方々
からもたくさんのご助言とご支援をいただいた。
関係の皆様に，心から感謝申し上げる。
参考・引用文献
○「平成２５年度公立学校教員採用試験の実施状に
ついて」（文部科学省）
○「高度な専門性と実践的な指導を有する教師育成
プログラム『教師力養成講座』の開発（５）」　
（２０１４岡山大学教師教育センター紀要第４号） 
Outline of "A Training Course to Cultivate the Abilities Required for Teachers - Academic year 2014"
To Cultivate the Practical Leadership Required for Teachers
Mikio BUTO※ 1,  Kiyoshi OGAWA※ 1,  Seitaro KOBAYASHI ※ 1
“A Training Course to Cultivate the Abilities Required for Teachers – Academic year 2014”, as the 
extracurricular course, we planned to give 4 lectures to the students by the end of August, and 3 more 
from December to February. We assume that, by giving speciﬁc examples of the efﬁcient approaches to the 
problems worrying teachers, we can cultivate their practical leadership, stimulate them to go into teaching 
and get rid of their anxiety in advance effectively. For 6 years since 2009, we have been referring the 
number of attendance and the answers of the questionnaires in order to consider appropriate themes and the 
lecturers for the course. We summarize the course this school year and show the progress of our management 
and plan for the future.
Keywords： the speciﬁc examples of the efﬁcient approach to the problems worrying teachers，
developing the practical leadership skills，the progress of our management plan for the future
※ 1  Center for Teacher Education and Development, Okayama University
小川　潔　武藤　幹夫　小林　清太郎
Provision of Guidance to Students Wishing to Become Teachers (7)
Status of How the Teaching Profession Consultation Office is Being Used
Kiyoshi OGAWA ,  Mikio BUTO,  Seitaro KOBAYASHI
教職志望学生の指導のあり方（7）
―教職相談室の利用の実態から―
【原　　著】
岡山大学教師教育開発センター 紀要 第 5 号 別冊
2015
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.5, March 2015
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岡山大学教師教育開発センター紀要，第 5号（2015），pp.121-128
教職志望学生の指導のあり方（7）
―教職相談室の利用の実態から―
小川　潔※ 1　武藤　幹夫※ 1　小林　清太郎※ 1
教職相談室では，主に教職志望の学生を対象に，教員採用試験に向けての指導を中心とした様々な相談活動を
行っている。今年度は次の 2点について更なる指導体制の充実が図られた。1点目は月曜から金曜まで常時 2人
体制での指導が可能となったということである。2点目は教職相談室の利用を促す「教職ガイダンス」を新たに
開催したということである。これらの結果，年間利用延べ人数が 995人増加した。また昨年度までと同様に，教
員採用試験に最終合格した学生とそれ以外の学生では，教職相談室の利用回数に大きな差が見られた。採用試験
に合格した学生の教職相談室の平均利用回数は 23.1回であったのに対して，1次試験のみ合格の学生は 11.5回，
合格しなかった学生は 4.7回であった。更に，教員採用試験を受験する前年の早い時期に利用開始した学生ほど
合格率が高くなる傾向にあった。
キーワード：教職相談室，指導体制の充実，教職ガイダンス，利用回数，利用開始月
※ 1　岡山大学教師教育開発センター
Ⅰ　本年度の取り組み
本年度も主に次のような取り組みを行ってきた。
①　教員採用試験に向けての勉強方法についての
相談
②　学校支援ボランティアについての相談
③　教職という仕事全般についての相談
④　教師力養成講座の開催とＤＶＤ視聴
⑤　教員採用試験に向けての個別的・具体的な指
導
　ア　小論文
　イ　個人面接
　ウ　集団討論
　エ　模擬授業
　オ　ロールプレイングや場面指導
上記の具体的な取り組みについては，これまでの
「教員志望学生の指導のあり方（1）~（6）」で記して
きたので，今回は，今年度新たに取り組んだ「教員
の 3人体制の更なる充実」「教職相談室の利用に特化
した『教職ガイダンス』の開催」の 2点について述
べる。
１　教員の 3人体制の更なる充実
平成 25年 7月から教員が 1名増員され，月曜と金
曜の午後 2時から午後 5時までの週 6時間勤務する
ことになった。その結果，利用者が 173人増加した。
しかし，昨年度利用した学生の声を聞くと，「4月か
ら 8月は，教職相談室を利用したくても利用できない」
「特に，7月と 8月は 1ヶ月以上前から予約でいっぱ
いになる」「利用できる時間枠を増やしてほしい」と
いう声が依然として多かった。そこで，今年度は新
たに，昨年度増員された教員の勤務時間を，月曜と
金曜の午前 10時から午前 5時までの週 10時間に延
長した。そのことにより，高校教員を目指している
学生は勿論，それ以外の学生のニーズにもより幅広
く対応することが可能となった。その結果，大幅な
利用者の増加に繋げることができたと考えている。
２　教職相談室の利用に特化した「教職ガイダンス」
の開催
岡山大学に教職相談室が開室されて 10年になる。
その間，多くの方々のご理解とご協力とご支援のお
陰で徐々に利用者が増え，その認知度も次第に高まっ
てきた。しかし，その一方で，把握できている数字
だけではあるが，今年度教員採用試験を受けた岡山
大学生 317人の内，70人（約 22%）は教職相談室を
1度も利用していない。そして，教職相談室を 1度で
【実践報告】
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も利用したことのある学生は 2次合格率 56.7%，1次
合格率 23.5%，不合格率 19.8%であったのに対して，
1度も利用したことのない学生は 2次合格率 18.6%，
1次合格率 21.4%，不合格率 60.0%であった。その
ため，利用しない学生を減らし，利用する学生を増
やす方策が求められていた。また，教育学部生の教
採受験率が例年 70%前後であり，受験した学生のほ
とんどが合否にかかわらず，講師も含めてその翌年
には教職に就くという実情であった。そのため，教
採受験者を増やし教職への就職率を上げることが求
められていた。このように，教採受験者や合格者を
増やすための方策として，今年初めて「教職相談室
の利用に特化した『教職ガイダンス』」を開催した。
その結果，予想を大きく超える183人の学生が参加し，
その後の利用者増加に大きく繋げることができたと
考えている。
ただ，今年度の教採受験者数の最終的な集計が 3
月末となるため，この論文においては増加したかど
うかの検証はできていない。今後の検証に待ちたい。
Ⅱ　教職相談室の利用者数の状況
表 1・図 1は，平成 17年 4月から平成 26年 11月
までの利用者数の推移である。平成 17年度から平成
22年度までは，年間利用延べ人数が増加を続けてき
た。しかし，平成 23年度は平成 22年度と比較して
減少している。これは，毎年 4月に教職相談室が指
導している教採自主講座の「小論文の書き方」と「面
接や模擬授業の受け方」の開講日が，平成 23年度は
他の講義や教採説明会と重なり，受講生が少なくなっ
たためと考えられる。平成 24年度以降は重複するこ
とがないように設定して開催することができたため，
増加傾向が続いている。特に，平成 26年 5月・6月・
7月・8月は，月別の集計においてはこれまでで最多
の利用者となった。そして，7月は初めて，1ヶ月間
だけで 1,000人を超える利用者となった。
 表 2は，前年 12月から次年 11月までの年間利用
延べ人数の集計表である。教員採用試験に向けて多
くの学生が来室し始めるのが前年の 12月であり，多
くの自治体の合格発表が終わり学生が来なくなるの
が 11月である。そのため，前年の 12月から次年の
11月までの集計表では，同じ学生が利用し始めてか
ら利用し終わるまでを通しての年間利用延べ人数を
比較することができる。平成 25年 12月から平成 26
年 11月までの年間利用延べ人数は 5,357人であり，
前年の平成 24年 12月から平成 25年 11月までの利
用者数と比較すると，995人増加し初めて 5,000人を
超えた。
この 1年間利用者が大きく増加したことの要因と
して，以下の 2点が考えられる。「Ⅰ　本年度の取り
組み」で前述したが，一つ目は，昨年度に増員され
た教員の勤務時間が，週 6時間から週 10時間に延長
されたということである。昨年度は，7月からの月曜
と金曜の午後 2時から午後 5時までであったが，今
年度は，年度当初の 4月から午前 10時から午後 5時
までに延長され，常時 2人体制で指導に当たること
が可能となった。そのことにより，より多くの学生
のニーズに対応できるようになった。
二つ目は，「教職相談室の利用の仕方」と「小論文
を練習することの意義」に特化した教職ガイダンス
を開催したことである。これまでの教職ガイダンス
の主な内容は，「教職・就職ガイドブックの配布，ガ
イドブックの利用方法の説明，教採合格者の体験談，
学校現場で働く先輩から後輩へのエール」であり，教
育実習の終わった 12月上・中旬ごろ，学年ごとに開
催してきた。それに加えて，今回初めて翌年の 1月
8日に，「教職相談室の利用促進」と「小論文の練習
開始時期を 1月に早めることを勧める」目的で，そ
のことの内容に特化した教職ガイダンスを開催した。
次年度の教採受験者を中心に 183人の学生が参加し，
それ以降の利用者増加に繋げることができた。
表 3は，平成 25年 12月から平成 26年 11月まで
の学生別利用者数である。教職相談室の利用者の多
くは教育学部生であるが，平成 25年 12月から平成
26年 11月までの年間利用者 5,357人の内，課程認定
学部生は 396人であった。課程認定学部生の割合は
約 7.4%で，前年と比較すると 48人増加したが，割
合は約 0.6%下がっている。今後も，課程認定学部生
の利用を増やすための工夫が必要である。
表 4は，平成 25年 12月から平成 26年 11月まで
の教職相談室利用内訳である。　前年と比較して大
きく増加しているのが「A．小論文」「B．ＤＶＤ視聴」
「C．個人・集団面接］」「D．集団討論」と「E．模擬
授業」である。
「A．小論文」は，1,266人から 1,359人と 93人（約
7.3%）増加している。
「B．ＤＶＤ視聴」は，205人から 295人と 90人（約
44.9%）増加している。
「C．個人・集団面接」は，975人から 1,246人と
271人（約 27.8%）増加している。
「D．集団討論」は，996人から 1,413人と 417人（約
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41.9%）増加している。「E．模擬授業」は，345人か
ら 501人と 156人（約 45.2%）増加している。
次に，増加の時期を見ると，「A．小論文」「B．Ｄ
ＶＤ視聴」は，1月から3月にかけて増加している。「C．
個人・集団面接］」「D．集団討論」「E．模擬授業」は，
4月から8月にかけて増加している。これは，1月に「教
職ガイダンス」を開催して，小論文を書いて練習し
たり，ＤＶＤを視聴したりすることの意義を説明し
たりする機会を持ったためと考えられる。また，例
年最も利用者が多くなり，そのニーズにこれまでは
十分に対応することができなかった 4月から 8月に
おいても，今年は常時 2人体制で指導できるように
なったためであると考えられる。 
図1　「教職相談室利用者の月別比較」
表1　「教職相談室利用者数の推移」
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計
17 年度 104 184 168 195 267 29 81 46 33 17 31 23 1178(47) (21) (13) (18) (2) (3) (9) (6) (12) (5) (8) (2) (146)
18 年度 134 213 193 205 174 24 87 37 25 37 42 49 1220(78) (23) (19) (13) (2) (0) (6) (9) (8) (7) (8) (11) (184)
19 年度 196 230 222 222 278 21 61 30 23 31 27 36 1377(61) (12) (24) (19) (6) (2) (2) (10) (13) (22) (2) (9) (182)
20 年度 209 539 387 539 430 37 148 88 104 90 86 113 2770(96) (137) (17) (21) (7) (3) (19) (12) (43) (28) (13) (12) (408)
21 年度 305 479 496 623 421 66 176 106 99 154 152 126 3203(149) (94) (30) (25) (13) (4) (22) (26) (26) (33) (17) (9) (448)
22 年度 731 710 556 711 501 87 261 155 230 293 217 141 4593(238) (52) (18) (14) (15) (4) (12) (17) (47) (43) (14) (3) (477)
23 年度 359 596 458 505 526 99 200 106 165 266 257 164 3701(143) (85) (38) (24) (15) (4) (6) (21) (65) (39) (21) (9) (470)
24 年度 772 650 495 654 414 59 195 98 148 127 140 144 3896(241) (67) (24) (19) (21) (5) (22) (21) (45) (23) (12) (6) (506)
25 年度 654 743 461 802 772 89 194 88 240 345 180 201 4769(231) (59) (12) (12) (20) (6) (22) (16) (87) (38) (7) (17) (527)
26 年度 739 782 622 1019 862 70 215 82 4391(232) (45) (14) (24) (13) (7) (19) (11) (365)
＊注：かっこ内は実人数である。
─ 124─
小川　潔・武藤　幹夫・小林　清太郎
表2　「前年12月から次年11月までの利用者数の推移」
１２月 １ 月 ２ 月 ３ 月 4 月 5 月 6 月 7 月 ８ 月 ９ 月 １０月 １１月 合計
H17.12
～ H18.11
33 17 31 23 134 213 193 205 174 24 87 37 1171
(12) (5) (8) (2) (78) (23) (19) (13) (2) (0) (6) (9) (177)
H18.12
～ H19.11
25 37 42 49 196 230 222 222 278 21 61 30 1413
(8) (7) (8) (11) (61) (12) (24) (19) (6) (2) (2) (10) (170)
H19.12
～ H20.11
23 31 27 36 209 539 387 539 430 37 148 88 2494
(13) (22) (2) (9) (96) (137) (17) (21) (7) (3) (19) (12) (358)
H20.12 
～ H21.11
104 90 86 113 305 479 496 623 421 66 176 106 3065
(43) (28) (13) (12) (149) (94) (30) (25) (13) (4) (22) (26) (459)
H21.12
～ H22.11
99 154 152 126 731 710 556 711 501 87 261 155 4243
(26) (33) (17) (9) (238) (52) (18) (14) (15) (4) (12) (17) (455)
H22.12
～ H23.11
230 293 217 141 359 596 458 505 526 99 200 106 3730
(47) (43) (14) (3) (143) (85) (38) (24) (15) (4) (6) (21) (443)
H23.12
～ H24.11
165 266 257 164 772 650 495 654 414 59 195 98 4189
(65) (39) (21) (9) (241) (67) (24) (19) (21) (5) (22) (21) (554)
H24.12
～ H25.11
148 127 140 144 654 743 461 802 772 89 194 88 4362
(45) (23) (12) (6) (231) (59) (12) (12) (20) (6) (22) (16) (464)
H25.12
～ H26.11
240 345 180 201 739 782 622 1019 862 70 215 82 5357
(87) (38) (7) (17) (232) (45) (14) (24) (13) (7) (19) (11) (514)
＊注：かっこ内は実人数である。
表3　「平成25年12月から平成26年11月までの学生別利用者数」
教
育
学
部
教
育
学
研
究
科
別　科 特　専
卒業生 課程認定学部 課程認定大学院
そ
の
他
計
（教育学部・
教育学研究科
以外）
合　計教育
学部
教育学
研究科 計 文学部 法学部
経済
学部 理学部 工学部
環境理
工学部 農学部
マッチング
プログラム
コース
計 環境生命科学
自然科学
博士前期
理学系
自然科学
博士前期
工学系
社会文化
科学博士
前期
計
12月
205 6 0 0 0 1 1 9 0 0 8 5 0 0 0 22 2 3 1 0 6 0 29 240
(128) (2) (4) (0) (0) (0) (0) (4) (0) (2) (3) (0) (0) (0) (0) (9) (1) (4) (0) (0) (5) (0) (18) (148)
1月
309 1 1 0 0 0 0 13 0 0 2 1 0 3 0 19 6 5 4 0 15 0 35 345
(107) (4) (4) (0) (0) (0) (0) (3) (0) (0) (1) (0) (1) (0) (0) (5) (1) (3) (2) (1) (7) (0) (16) (127)
2月
155 7 0 0 0 0 0 2 0 0 5 4 0 0 0 11 3 2 2 0 7 0 18 180
(116) (3) (1) (0) (1) (0) (1) (7) (0) (0) (5) (0) (0) (0) (0) (12) (3) (0) (4) (0) (7) (0) (21) (140)
3月
159 14 1 0 2 0 2 8 0 0 3 6 2 0 1 20 0 3 2 0 5 0 28 201
(119) (3) (0) (0) (0) (0) (0) (4) (1) (0) (10) (0) (0) (0) (0) (15) (1) (2) (4) (0) (7) (0) (22) (144)
4月
618 30 45 3 6 0 6 9 0 0 7 8 3 6 0 33 2 2 0 0 4 0 91 739
(565) (34) (17) (0) (4) (0) (4) (7) (0) (0) (11) (0) (0) (2) (0) (20) (0) (10) (4) (0) (14) (0) (55) (654)
5月
599 49 87 5 1 0 1 14 0 0 11 4 0 5 0 34 4 3 0 0 7 0 134 782
(616) (47) (25) (0) (5) (0) (5) (17) (0) (4) (15) (0) (0) (2) (1) (39) (0) (6) (3) (0) (9) (2) (80) (743)
6月
535 15 49 1 3 0 3 3 0 0 1 0 0 1 2 7 4 8 0 0 12 0 72 622
(385) (28) (7) (0) (9) (0) (9) (8) (0) (0) (8) (0) (0) (1) (0) (17) (0) (11) (4) (0) (15) (0) (48) (461)
7月
806 44 110 8 2 0 2 9 0 0 9 1 0 0 2 21 11 11 0 6 28 0 169 1019
(650) (34) (36) (0) (8) (0) (8) (33) (0) (0) (18) (1) (2) (3) (0) (57) (1) (10) (6) (0) (17) (0) (118) (802)
8月
689 58 55 5 7 2 9 19 0 0 8 0 0 5 2 34 7 5 0 0 12 0 115 862
(643) (64) (2) (0) (15) (1) (16) (13) (0) (0) (13) (1) (0) (0) (0) (27) (2) (10) (2) (0) (14) (6) (65) (772)
9月
34 7 8 2 0 0 0 7 0 2 4 0 0 2 0 15 2 2 0 0 4 0 29 70
(75) (3) (0) (0) (0) (0) (0) (2) (0) (0) (4) (0) (3) (0) (0) (9) (2) (0) (0) (0) (2) (0) (11) (89)
10月
143 11 4 11 1 0 1 22 2 0 17 0 0 1 0 42 1 1 0 0 2 1 61 215
(160) (8) (2) (0) (1) (0) (1) (3) (0) (0) (13) (0) (4) (0) (0) (20) (2) (0) (1) (0) (3) (0) (26) (194)
11月
40 2 3 2 0 0 0 24 0 0 9 0 0 2 0 35 0 0 0 0 0 0 40 82
(72) (0) (5) (0) (1) (0) (1) (1) (0) (0) (6) (2) (0) (0) (0) (9) (0) (0) (1) (0) (1) (0) (16) (88)
合計
4292 244 363 37 22 3 25 139 2 2 84 29 5 25 7 293 42 45 9 6 102 1 821 5357
(3636) (230) (103) (0) (44) (1) (45) (102) (1) (6) (107) (4) (10) (8) (1) (239) (13) (56) (31) (1) (101) (8) (496) (4362)
＊注：かっこ内は前年実績である。
表4　「平成25年12月から平成26年11月までの教職相談室利用内訳」
項 目 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 計
１．教師としての自覚や
使命感に関すること
 A. 小論文
70 178 122 113 330 296 58 53 100 10 11 18 1359
(45) (69) (104) (102) (327) (270) (107) (91) (118) (5) (16) (12) (1266)
 B. DVD 視聴
14 55 37 55 71 25 0 0 0 10 17 11 295
(10) (0) (15) (25) (93) (43) (6) (6) (0) (0) (0) (7) (205)
２．教員採用試験に
関すること
 C. 個人・集団面接
3 1 0 0 173 120 294 385 210 8 24 28 1246
(17) (7) (3) (1) (173) (90) (158) (298) (138) (13) (44) (33) (975)
 D. 集団討論
78 86 0 0 111 248 253 420 163 11 40 3 1413
(1) (19) (0) (1) (1) (233) (171) (285) (235) (21) (29) (0) (996)
 E. 模擬授業
0 1 0 0 0 0 0 131 361 3 3 2 501
(0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (90) (235) (17) (1) (0) (345)
 F. 情報・資料提供等
57 17 15 15 47 71 15 29 26 13 22 7 334
(53) (23) (13) (5) (45) (77) (15) (29) (28) (8) (21) (17) (334)
小　　　　　　　計
222 338 174 183 732 760 620 1018 860 55 117 69 5148
(126) (118) (135) (135) (640) (713) (457) (799) (754) (64) (111) (69) (4121)
３．講師採用に関すること
4 2 2 4 2 11 1 0 0 5 7 2 40
(3) (2) (1) (3) (1) (16) (2) (3) (4) (4) (5) (5) (49)
４．進路に関すること
13 4 3 7 5 11 1 0 2 10 91 11 158
(19) (7) (4) (6) (12) (14) (1) (0) (14) (21) (76) (14) (188)
５．学校教育に関すること
1 1 1 7 0 0 0 1 0 0 0 0 11
(0) (0) (0) (0) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (2) (0) (4)
合　　　　　　　計
240 345 180 201 739 782 622 1019 862 70 215 82 5357
(148) (127) (140) (144) (654) (743) (461) (802) (772) (89) (194) (88) (4362)
＊注：かっこ内は前年実績である。 平成 26 年 12 月 1 日作成
単位：人
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Ⅲ　教職相談室の利用回数・利用開始月と教員採用
試験の合否
「教職相談室を利用した回数」及び「教職相談室を
利用し始めた月」と「教員採用試験における合否の
結果」について比較する。
１　分析の対象
（1）分析対象期間
平成 25年 4月 1日から平成 26年 11月 30日まで
の 20か月間を分析の対象とした。その理由は，学生
が教職相談室を利用し始めるきっかけの多くが 12月
初旬に開催される「教職ガイダンス」であるが，3年
生になってすぐの 4月に来室したり，実習前の 9月・
10月に来室したりする学生が徐々に増えてきている
からである。また，その期間の利用回数も総利用回
数としてカウントした方が統計上正確な数字となる
からである。
（2）分析対象者
上記分析対象期間に教職相談室を利用した学生は
372人であった。その内，1年生，2年生，3年生な
どの教員採用試験を受けていない者は 56人であった。
372人から 56人を除いた 316人の教員採用試験受験
者の内，69人が試験結果の合否が不明であるため，
更にそれを除いた 247人を教職相談室を利用した学
生としての調査対象とした。一方，教育学部・教育学
研究科と課程認定学部・大学院の学生で，教員採用試
験を受験して合否が分かっている者の内，教職相談室
を利用しなかった学生は 70人であった。そこで，教
職相談室を利用した 247人と教職相談室を利用しな
かった 70人を加えた 317人を調査対象者とした。
（3）分類
317人の内，教員採用試験に最終的に合格した 153
人を「2次合格」群，1次試験に合格したが 2次以降
の試験には合格しなかった 73人を「1次合格」群，1
次試験に合格しなかった 91人を「不合格」群と分類
した。なお，複数の地域で受験した学生については，
最も結果の良かったものをその学生の最終結果とし
て採用した。各群に分類された学生の教職相談室の
利用回数を表 5に示した。 
２　教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否
一人あたりの教職相談室の平均利用回数は，2次合
格群は 23.1回，1次合格群は 11.5回，不合格群は 4.7
回，全体の平均は 15.1回であった。昨年度の集計結
果と比較すると，2次合格群は 3.39回，1次合格群
は 0.3 回，不合格群は 1.76回の増加であった。これは，
一人当たりの利用回数がここ数年増加傾向にあるた
めである。　　
本年度の各群の利用回数を比較すると，2次合格群
と 1次合格群では約 2.0倍，1次合格群と不合格群で
は約 2.4倍，2次合格群と不合格群では約 4.9倍の差
があった。
利用回数ごとの人数をみると，不合格群では 0回
が最も多く全体の 46.2%であり，0回と 1~5回の利
用者が全体の 73.7%であった。1次合格群では 1~5
回が最も多く全体の 26.0%であり，0回と 1~5回の
利用者が全体の 46.5%であった。このことから，2
次合格に至らなかった学生は，2次合格群の学生と比
べて教職相談室の利用回数が少なかったと分析でき
る。また，2次合格群とそれ以外の群では，16回以
上の利用者で大きな違いが見られた。2次合格群では，
16回以上の利用者が 94人（61.4%）であるのに対し
て，1次合格群では 24人（23.9%），不合格群では 8
人（8.8%）であった。このことから，今後，教職相
談室の利用回数を 16回以上に上げることを学生に勧
めるとともに，16回以上利用すると合格率が大きく
上昇することを伝えていきたい。
表5　「教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否」
合否
平均利
用回数
（回）
教職相談室利用回数ごとの人数　（人）
計
（人）0回 1~5回 6~10回
11~15
回
16~20
回
21~25
回
26~30
回
31~35
回
36~40
回
41~45
回
46~50
回
51~55
回
56~60
回
61~65
回
66~
回
2 次
合格
23.07 13 15 12 19 17 14 15 13 10 6 8 2 5 3 1 153
% 8.5 9.8 7.8 12.4 11.1 9.2 9.8 8.5 6.5 3.4 5.2 1.3 3.3 2 0.7 100
1 次
合格
11.48 15 19 6 9 7 7 2 3 2 1 1 1 73
% 20.5 26 8.2 12.3 9.6 9.6 2.7 4.1 2.7 1.4 1.4 1.4 100
不
合格
4.74 42 25 7 9 3 1 3 1 91
% 46.2 27.5 7.7 9.9 3.3 1.1 3.3 1.1 100
全体 15.14 70 59 25 37 27 22 20 17 12 7 9 2 5 4 1 317% 22.1 18.6 7.9 11.7 8.5 6.9 6.3 5.4 3.8 2.2 2.8 0.6 1.6 1.3 0.3 100
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に利用し始めた学生の 2次合格者と 1次合格者の合
計は 63人であり，全体の 84.0%をしめている。以下，
2次合格者の数と（割合）は，1月：19人（59.4%），
2月：4人（80.0%），3月：4人（40.0%），4月：24
人（42.9%），5月：1人（11.1%），7月：1人（20.0%）で，
概ね利用開始月が遅くなるほど 2次合格者の数と割
合は減少していく傾向にあり，早い時期から利用を
開始するほど合格率が高くなるという結果になって
いる。このことから，3年生の教育実習が終わった時
期や 12月初旬と 1月初旬の 2回開催される「教職ガ
イダンス」をきっかけにして，まず一度教職相談室
に来室することを勧めていきたい。 
３　教職相談室の利用開始月と教員採用試験の合否
教職相談室を利用した学生の内，教員採用試験の
合否が確認できる 247人の利用開始月と合否の結果
を示したものが表 6である。平成 25年 4月から 11
月の間に教職相談室を利用し始めた 48人の内 34人
（70.8%）が 2次合格し，9人（18.8%）が 1次合格，
5人（10.4%）が不合格となっている。平成 25年の
12月に教職相談室を利用し始めた 75人の内 52人
（69.3%）が 2次合格し，11人 (14.7%）が 1次合格，
12人（16.0%）が不合格となっている。
平成 25年 4月から 11月までに利用し始めた学生
の 2次合格者と 1次合格者の合計は 43人であり，全
体の 89.6%をしめている。そして，平成 25年 12月
表６　「教職相談室の利用開始月と教員採用試験の合否」
利用開始月 2次合格者数 1次合格者数 不合格者数 合計人数
平成 25年
4 ~ 11
人 % 人 % 人 % 人 %
34 70.8 9 18.8 5 10.4 48 100
12 52 69.3 11 14.7 12 16.0 75 100
平成 26年 1 19 59.4 7 21.8 6 18.8 32 100
2 4 80.0 1 20.0 0.0 5 100
3 4 40.0 4 40.0 2 20.0 10 100
4 24 42.9 18 32.1 14 25.0 56 100
5 1 11.1 1 11.1 7 77.8 9 100
6 0.0 0.0 0.0 0.0 
7 1 20.0 2 40.0 2 40.0 5 100
8 1 20.0 4 80.0 0.0 5 100
9 0.0 1 50.0 1 50.0 2 100
10 0.0 0.0 0.0 0.0 
11 0.0 0.0 0.0 0.0 
合　計 140 56.7 58 23.5 49 19.8 247 100
Ⅳ　今後の取り組み
・　利用回数ごとの教採合否結果を示したものが表7
で，教員採用試験合格者の相談室平均利用回数は
23.1回である。利用回数ごとの合格者数と不合格
者数を比較してみると，利用回数が0~10回では概
ね不合格者が合格者を上回っているが，11回以上
では合格者が不合格者を上回っている。そしてま
た，11回以上では，74%が2次合格し，45%が1次
合格している。今後も，まずは小論文の指導や教
師力養成講座のＤＶＤ視聴を通じて11回以上の利
用を働きかけていきたい。これらの指導を4月まで
継続した後，5月の連休明けから集団討論や面接な
どの指導を行い，試験当日までに20回以上の利用
を実現するように働きかけていきたい。
また，教員採用試験を受験した者の内，70人が
教職相談室を利用していない。そして，その内の
60%にあたる42人が不合格となっている。今後も
様々な活動を通して，教員採用試験を受験する全
学部の学生に対して，一度は教職相談室に来室す
ることを勧める機会を設けていきたい。
・　平成25年7月から教員を1名増員していただいた
ことにより，月曜から金曜までの週6時間を2人体
制で指導できるようになった。また，平成26年4
月からは週10時間に延長していただいたことによ
り，月曜から金曜まで常時2人体制で指導できるよ
うになった。その結果，教職相談室の年間利用延
べ人数の大幅な増加につながったと考えている。
今後は，課程認定学部の教員志望学生への広報活
動を更に行い，他学部からの来室者も一層増やす
工夫と努力をしていきたいと考えている。
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表7　「教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否結果」
利用回数 2次合格者数 1次合格者数 不合格者数 合　　計
0 13 15 42 70
1 2 4 5 11
2 5 6 10 21
3 4 1 3 8
4 1 5 4 10
5 3 3 3 9
6 4 1 2 7
7 2 2 2 6
8 1 2 3
9 3 1 1 5
10 3 1 4
11 5 2 2 9
12 4 4
13 3 3 2 8
14 1 2 1 4
15 6 2 4 12
16 3 2 1 6
17 6 2 1 9
18 3 1 1 5
19 3 1 4
20 2 1 3
21 2 3 5
22 3 2 1 6
23 6 1 7
24 2 1 3
25 1 1
26 3 1 4
27 5 1 6
28 3 1 1 5
29 2 2
30 2 1 3
31 2 1 3
32 4 4
33 2 2
34 2 2 4
35 3 1 4
36 2 2
37
38
39 5 2 7
40 3 3
41 2 2
42 2 2
43 2 2
44 1 1
45
46 1 1
47 3 3
48 3 3
49 1 1
50 1 1
51 1 1
52
53 1 1
54
55
56 2 2
57 1 1
58 1 1
59 1 1
60
61
62 2 2
63 1 1
64 1 1
65
80 1 1
合計人数 153 73 91 317
平均回数 23.07 11.48 4.74 15.14
・　「教員志望学生の指導のあり方（5）（6）」で
述べたように，学生が小論文を書いて練習す
る目的は，単に「教員採用試験に合格できる
論文が書けるようになる」ということではな
く，教師になったときに「自分はこのような
取り組みをしたい」という将来像を創り上げ
たり，「教師としての自覚や心構え」を形成し
たり，「教師になりたいという意欲や熱意」
を高めたりすることにあると考えている。教
職相談室が別に開催している教師力養成講座
への参加やそのＤＶＤ視聴も，現在の学校現
場が抱えている教育課題に取り組んでいる現
場教師の生の姿に触れることを目的としてい
る。先輩の現場で活躍している姿を見たり話
を聞いたりして，自分だったらどうするかと
いうことを一緒に考えることにより，自分は
どのような教師になり，どのような取り組み
をしたいかという将来像を徐々に創り上げ，
教師としての自覚や使命感を高めたいと考え
ている。そして，小論文練習とＤＶＤ視聴の
指導時期を学生の意識が1次試験対策に集中
する前の1~3月に行いたいと考え，教育学部
の就職・学生委員会と連携して新たに「教職
ガイダンス」を1月8日に開催することができ
た。そして，今年は1月21日に開催した。こ
のように学部と連携して教職相談室の活動を
行うことができるようになったのは，月1回
定例的に開催している就職・学生委員会正副
委員長と教職相談室教員と事務員の打合会で
細かい連絡・相談・調整を行っている成果で
ある。この打合会での連携をさらに充実した
ものにしていきたい。そして，この打合会を
平成27年の2月より「教職懇談会」と称する
こととなった。
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Provision of Guidance to Students Wishing to Become Teachers (7)
Status of How the Teaching Profession Consultation Ofﬁce is Being Used
Kiyoshi OGAWA ※ 1,  Mikio BUTO※ 1,  Seitaro KOBAYASHI※ 1
The Teaching Profession Consultation Ofﬁce thoroughly helps the students, who wish to become teachers, 
mainly in their studying for teaching staff examination. There are 2 attempts which improved the system 
this school year. Students are advised by 2 teaching staff at all times of the ofﬁce hours from Monday to 
Friday, and we organized a peculiar guidance for educational profession in order to promote the frequency 
of the visit, which increased by 995 visits in a year. There was a great difference in the frequency of the visit 
between the students who had passed the teaching staff examination and those who had not as usual. The 
average frequency of the students who has passed the exam is 23.1. On the other hand, that of those who has 
passed only the ﬁrst stage exam is 11.5 and that of those who has not passed is 4.7. It is also obvious that the 
earlier they started to visit the ofﬁce continually, the higher possibility there was that they could succeed.
Keywords:  Teaching Profession Consultation Ofﬁce,  improve the guidance system，
guidance for educational profession，visit frequency,  visit start month
※ 1　Center for Teacher Education and Development, Okayama University
紙川　未央　本田　浩江　北原　章江　古川　育実
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How Yogo Teachers of attached schools get involved in student teaching
Mio KAMIKAWA，Hiroe HONDA，Akie KITAHARA，Ikumi FURUKAWA，
Hiroko KAMIMURA，Takehiko ITO，Yoshihisa SUMINO，Yukari MIMURA
教育実習における附属学校園養護教諭の取組
―学校保健活動を遂行する教員を養成するために―
【原　　著】
岡山大学教師教育開発センター 紀要 第 5 号 別冊
2015
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.5, March 2015
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教育実習における附属学校園養護教諭の取組
―学校保健活動を遂行する教員を養成するために―
紙川　未央※ 1　本田　浩江※ 2　北原　章江※ 3　古川　育実※ 4
上村　弘子※ 5　伊藤　武彦※ 5　住野　好久※ 5　三村　由香里※ 5
子どもの多様な健康課題に対応して，学校における安全・安心な環境の確保や子どもの心身の健康を守り，は
ぐくむことのできる体制構築が求められる今日，教育実習等においては，実習生を学校保健に対する関心・理解
を高め，子どもの健康・安全な学校生活を考慮した教育活動を展開できる教員として育成することが重要となる。
そこで，教育実習等の機会に附属学校園養護教諭が，学校保健活動を遂行できる教員養成を目的とした講義・演
習を実施した。その結果，実習生は学校保健に対する認識を高めることができた。附属学校園養護教諭が教員養
成に積極的に参画することは，学校保健活動を遂行できる教員養成に果たす役割が大きいといえる。
キーワード：教育実習　学校保健活動　養護教諭
※ 1　岡山大学教育学部附属特別支援学校
※ 2　岡山大学教育学部附属小学校
※ 3　岡山大学教育学部附属幼稚園
※ 4　岡山大学教育学部附属中学校
※ 5　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　はじめに
現代の子どもが抱えるさまざまな健康課題に対し
ては，単に個人の課題としてとらえるだけでなく，学
校，家庭，地域の連携の下に，組織的に支援するこ
とが重要となる１）。そのために学校においては，子ど
もの健康・安全の保持増進を図る校内体制の確立が
求められており，すべての教職員が担うべき役割を
持つ。
岡山大学教育学部附属学校園は，岡山大学教育学部
と連携し，学校教育，教育研究並びに教員養成を行っ
ている。教育研究においては，幼稚園教育，小学校
教育，中学校教育が一貫した理念に立った教育プロ
グラムを展開し，一貫教育の研究主題に基づき研究
を進めている。教員養成では，教員養成コア・カリキュ
ラムの中核である教育実習を担い，教育実習生（以
下実習生と記す）が教育の本質を会得することがで
きるよう，教育現場で必要とされる具体的指導を経
験することができるよう教育実習を展開している 2）。
附属学校園養護教諭は年間を通して，さまざまな
形で実習生に関わる機会を持つ。例えば，日常的な
学校生活の中で，体調の悪い子どもやけがをした子
どもを連れて保健室にやって来る場面である。その
際，けがをした子どもに適切な対応ができないまま
連れてくる実習生もいる。また，実習生は子どもの
危険を予測できず，本来なら防げるようなけがをさ
せてしまうこともある。他にも，学校保健について
の養護教諭からの講義の時間や，健康診断時・職員
作業時・学生自身の体調不良時等さまざまな機会が
あるが，実習生の学校保健や学校安全についての理
解や認識は十分とはいえない。
教育実習では，「大学教育で学んだ理論を実際の教
育現場で実践すること」を一つのねらいとしている。
にもかかわらず，学校保健に関しては，大学では，学
ぶ機会を得ていない学生が多い。 
そこで，教育実習期間中に養護教諭が行う学校保
健の講義等への取組を実習生の反応から振り返り評
価したので報告する。
【実践報告】
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Ⅱ　指導の実際
１　目標・目的
各学校園の学校保健活動の取組の実際を知り，教員
として生涯にわたり「日常生活において適切な体育・
健康に関する活動の実践を促し，生涯を通じて健康・
安全で活力のある生活を送るための基礎が培われる
よう配慮３）」した教育活動を展開する態度を育てる。
２　各学校園の指導時間と指導内容
附属学校園養護教諭は，各学校園で実習生を対象
に講義・演習等を行った（表１）。
表 1　附属学校園での学校保健に関する講義等の概要
対象 人数 時期 実施時間 講義内容
幼
稚
園
幼児教育コース
2年次生 15人 前期 6時間
・子どもの実態把握
・救急処置
・学校安全
幼児教育コース
3年次生 15人
実習
1週目 45分
副免許取得のための
4年次生
約 20人
× 2回
実習
1週目
小
学
校
小学校教育
コース
3年次生
約 80人
× 2回
実習
1週目 45分
・子どもの健康実態
・保健・安全に関する
実習中の配慮事項
中
学
校
中学校教育
コース
3年次生
89人 実習1週目 50分
・学校保健・安全
・保健教育など
特
別
支
援
学
校
特別支援教育コース
2年次生 15人
実習
1週目 50分 ・健康・安全について
・健康診断の工夫
・性に関する教育
・担任・保護者との
連携
副免許取得のための
4年次生 30人
実習
1週目 30分
特別支援教育
専攻科実習生 6人
実習
1週目 50分
Ⅲ　各学校園の取組
１　幼稚園
（１）指導目標と設定の理由
現在，岡山県内で養護教諭が配置されている幼稚
園は岡山大学教育学部附属幼稚園１校である。全国
的にも幼稚園に配属されている養護教諭は 317人（養
護助教諭を含む）であり 4），ほとんどが１人配置と考
えると全幼稚園のうち約 3%の幼稚園にしか養護教諭
が配置されていない状況である。そのため，健康観
察や救急処置，健康診断等学校保健に関することは
幼稚園教諭自身が行うことがほとんどである。すな
わち，幼稚園教諭は他校種の教諭より子どもがおこ
しやすいけがや病気に対する知識をもとに，判断と
適切な対応を求められる状況にあるといえる。また，
幼稚園の教育は環境構成が大変重要であり，遊具の
安全性を保持することや園舎内外の安全管理にも力
を注いでおり，幼稚園教諭は学校保健・学校安全に
関する活動に取組む場面が多い。
そこで，①実習生自身が健康管理をできる，②子ど
もの健康管理（健康観察・健康診断・救急処置の実際・
出席停止等）の実際を知る，③園舎内外の安全管理
の実際を知ることを目的に指導を行った。
（２）指導内容及び方法（指導の留意点）
①学校教育教員養成課程幼児教育コース 2年次生
「小児の保健Ⅱ」の授業 15回中 4回の授業（1回
90分）を充て，学生が 1日来園して講義と観察・実
習を行った。
午前中 2時間 30分は，幼児の観察と園内の安全
点検を併せて行った。子どもの遊びについて，場所，
遊び方はもちろん，子どもの健康状態や予測される
危険等を考えながら観察することや，子どもがけが
をしたときの担任の対応（処置の仕方，話の仕方等）
も観察するよう説明した。
午後からは午前中に自分たちが観察してきたこと
をもとに子どもの遊び場として危険と考える場所や
その理由及び改善方法を考えさせるために実習生同
士で話し合い，発表させた。教員が危険を予測し，環
境を整えるだけでなく，子ども自身がけがを予防す
る力を育てる必要があることを伝えた。
次に幼稚園でおこりやすいけがや病気，その症状
を説明し，幼稚園でできる処置の仕方を実習生に考
えさせた。その後補足説明をした。
そして，「熱中症予防」と「手洗い」についての
DVD教材を視聴して，実習生自身が実際に子どもに
指導をする場面を想定し，子どもにわかりやすい言
葉使いや伝え方等を考えさせ，発表させた。
②学校教育教員養成課程幼児教育コース３年次生
主免実習を行う学生は，2年次に前述①のような授
業を受けており，幼稚園における学校保健について
の基礎知識は得ている。そこで，発展的な内容として，
より専門性の高い学校薬剤師による講義を実施した。
幼稚園における昼食指導は弁当持参で行うが，牛乳
を飲んだりおやつを食べたりする場面がある。教師
が十分注意を払っていないと，子どもはおかずを交
換したり，牛乳をこぼしたり等，食物アレルギーに
配慮が必要な子どもを危険にさらしてしまう可能性
があり，弁当持参といえども注意が必要である。そ
こで，アレルギーやエピペン®についての講義を計画
した。スライドを用いて食物アレルギーについての
基本的な説明を受けた後，エピペン®の練習用トレー
ナーを使って実際に接種練習を行った。そして，ア
レルギー症状とアナフィラキシーについて説明した。
また，子どもの健康状態を把握する方法の一つとし
て，学生に実際に脈拍数を測定させた。
講義後にレポートを提出させ，実習後には実習全
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体に関するアンケートを実施した。
③学校教育教員養成課程 4年次生（副免許）
4年次生は，3年次（主免許）に各学校園で 1時間
程度学校保健に関する講義を受けている。そこで，こ
れまでの学びや経験を想起しながら，学校保健に対
する理解を深めることと，幼稚園の特性に気づくこ
とを目標にした。
はじめに，「教職員のいろは」（資料 1）を示し，関 
連する学校保健活動の目的や法的根拠を示した。幼
稚園の子どもの様子や他校種との違いを理解させる
ためにパワーポイントを使用して写真を提示しなが
ら講義を行った。幼稚園の環境と子どもの実態をイ
メージしやすいように，保健室の来室状況や出席停
止等の具体的なデータを示したり，健康診断時の写
真を見せたりしながら説明を行った。また，子ども
の健康状態を常に把握することの重要性，けが等を
したときの応急処置の仕方やアレルギー対応，日常
の保健指導等について，事例を交えながら話をした。
最後に実習全体を通して学生に気をつけさせたいこ
とを話した。
講義の事前・事後にアンケートを実施した。回収
率は 93.3%（15名中 14名提出）であった。さらに，
講義後にレポートを提出させた。
（３）学生の反応
①学校教育教員養成課程幼児教育コース 2年次生
学生は幼児の観察に，意欲的に取り組むことがで
きた。学生の感想からは，「ロッカーの角が危険」，「遊
具の塗装がはげていてけがをするかも」等の意見が
得られ，危険個所をみつけることができた。しかし，
その環境の中で子どもがどのように遊び，危険を回
避させるために必要な支援にまでは考えが至ってい
なかった。また，「子ども同士でトラブルを解決して
いた」等，遊びの中での子どもの人間関係に着目し
てしまい，安全面に着目できない学生もいた。
また，熱中症の DVDは一般向けの資料であったが
言葉が難しかったようで，集中して視聴できていない
受講生もいた。そして，DVD視聴後，幼児に指導す
る時に使う言葉について発表させたが自信を持って
発言することはできなかった。子ども向けの手洗い
の指導資料を提示した際は，時間も短くキャラクター
も工夫されており集中して見ていた。
②学校教育教員養成課程幼児教育コース 3年次生
講義後のレポートからは「初めてエピペン®を触っ
た」，「本日実際に接種の練習をしてみたことで，今後
このようなことがあったときには打てる気がする」，
「アレルギーについて把握しておくことの大切さがわ
かった」等の意見があった。
③学校教育教員養成課程 4年次生（副免許）
講義後のレポートからは，全員が「教職員のいろは」
について記述していた。実習生が「大切」と実感で
きる事項であったとともに，わかりやすく，覚えや
すいものであったと考えられる。 
講義の事前と事後では『担任の行う学校保健活動
で大切なものはなにか』の問いに対して意識の変化
が見られた。例えば，救急処置が大切であると考え
た実習生は事前・事後にもいたが，講義を聞いた後
に増えている。また，安全管理の項目では事前には，
「安全な環境」「けがを見逃さない」と回答したのに
対して，事後では「危険を予測する」「けがを予防する」
という回答があった（表 2）。
表 2　担任が行う学校保健活動で　　　　
　 大切なものは何だと思いますか
事前 事後
保健管理
救急処置 2 7
健康観察
幼児の体調の把握・確認 5 3
日々の健康管理 2 11
衛生的な環境 1
健康教育
保健指導
手洗い・うがい 9
生活習慣 5
食育 1
その他 2
安全管理
安全な環境 4 1
けがを見逃さない 2
危険予測 1
状況把握 1
けがの予防 2
『学校保健に対するあなたの考え方は変わったか』
の問いに対しては，全実習生が「はい」と回答してい
る。その理由としては「今まで少し安易に考えてし
まっている部分があった」，「担任の学校保健に対す
る責任はとても重い」，「応急処置やアレルギー等の
知識を学校全体の教職員が持つべき」，「実際に AED
等を使って研修に参加して，いざというときに使用
できるようにする」等の回答が見られた。これまで
資料 1
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の実習や学校理解から子どもの健康・安全に配慮し
た教育の重要性は理解していたものの，自らの役割
としてとらえるまでには至っていなかった。
（４）指導者の反省
①学校教育教員養成課程幼児教育コース 2年次生
午前中は，幼稚園の中で生活している子どもの様
子を理解することを目的に観察を行った。学生の感
想からは，子どもの動きと環境構成の関連を観察す
ることは難しかったと思われる。午後からは観察し
たことをもとに講義を進めたが，観察内容の発表と
考察に多くの時間を割いたため，学校保健について
の講義時間が不足した。しかしながら幼稚園の実際
の場面から子どもの健康と安全を考えるために２時
間与え，学生同士話し合いをすることで観察の重要
性や観察のポイント，幼稚園教諭として配慮すべき
事項を実感して身に付けたと考える。成果について
は，次年度の主免実習時に確認したい。
このように主免実習前に学校保健についての授業
時間を得られることは大変貴重である。今後も継続
していくためには大学との事前打ち合わせや相談を
綿密に行い，授業内容をよりよいものにしていく必
要がある。例えば，学校保健に関する基本的講義は，
大学における講義の中で行い，幼稚園での授業は，現
場だからできる事項を中心に行う。これまで幼稚園
での授業は養護教諭が必要と思うものを計画してき
た。必ずしも学生のニーズに沿う必要はないが，よ
り興味・関心を持てるように視覚に訴える教材を活
用することやワークシートを使っての作業や演習を
行う等授業展開を工夫したい。
②学校教育教員養成課程幼児教育コース 3年次生
学校薬剤師から話を聞くことで，学校保健を支える
関係者の存在を理解することができた。また専門家
を活用しての保健管理・保健教育の実際に触れるこ
とができた。講義後のレポートから，エピペン®に対
しては「初めて話を聞いた」，「はじめて触った」と
いう実習生がほとんどであった。今後，エピペン®を
処方され，携帯する子どもが増える中で，実際に触れ，
経験しておくことは必要かつ効果的である。今回は
講師を依頼し 45分で，アナフィラキシー対応，とり
わけエピペン®の接種に特化した内容で行った。しか
し，繰り返し研修が必要なことや，予防することの
大切さを実感させるに至らなかった。
また，事後アンケートに「けがや病気の対応」に「ど
の程度で養護教諭に見せたらいいのか分からない」と
いう困り感のある実習生がいることがわかり，配付
資料の工夫や丁寧な指導の必要性を感じた。
③学校教育教員養成課程 4年次生（副免許）
すでに主免実習を終え，学校保健に理解のある採
用前教員という対象であると考えて，講義を行った。
しかしながら，実習生のレポートには講義前には「養
護教諭に頼ろうとする気持ちがどこか自分の中に
あった」「子どもの怪我は養護教諭に任せるもの」等，
学校保健に関してあまり意識していなかったという
ような記述がみられた。しかし，幼稚園教諭として
の役割を学ぶ中で，学級担任の学校保健に対する責
任の重さや応急処置やアレルギー等の知識の大切さ
等に気付く学生もおり，学校保健を担う当事者とし
ての意識を持つことができたと考える。
学校保健の内容は多岐にわたるが講義の時間は 45
分間しかないため，養護教諭が一方的に話してしま
うことになる。4年次という対象の実態からも，これ
までの学びをいかした上で，短い時間を有効に使う
ためには内容を精選しポイントを押さえて話をする
ことが大切である。
２　小学校
（１）指導目標と設定の理由
主免実習の時期には，休憩時間等学級担任の目が
届かない時間に子どものけがが多発する。要因とし
て「子どもが実習生との遊びを楽しみにして活動性
が高くなる」「実習生が小学生の運動能力等を考慮し
ないで，一緒に楽しく遊んでしまう」等が考えられる。
そのため，休憩時間等に子どもとよく関わる実習生
には，子どもの行動特性を知って，周りの環境にも
目を向け，けがを未然に防止するような関わりをす
る必要がある。また万一事故がおこってしまった場
合には，速やかな対処が求められる。そして，再発
防止のためけがが発生した時の状況を確認し担任に
報告する必要がある。併せて，嘔吐物の処理や今日
的課題であるアナフィラキシーの対応等についての
知識も不可欠である。そこで，①実習生自身の健康
管理と②子どもの健康安全（子どもたちの変化に気
づけるよう子どもたちをよく見る，適切に対処する，
知り得た情報は担任に報告する）を目的に指導を行っ
た。
（２）指導内容及び方法（指導上の留意点）
講義では言葉の情報だけでなく注目しやすいよう
に視覚にうったえるため，また子どもの写真等プラ
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イバシー保護のために配付できない資料を提示する
ためスライドを用いて行った。
まず，「教職員のいろは」（資料 1）を説明し，関連
する学校保健活動の目的や法的根拠を説明した。子
どもと適切に関わることができるようにするため本
校の子どもの実態を示した。学校保健活動の実態や
意義をつかめるよう定期健康診断の実際の場面の写
真を示し「担任はここで何をしているのか」を考え
させた。また，子どもの保健室の利用状況やけがの
発生状況を示し，10～ 11月にけがが多いこと，休憩
時間等担任の目が届かない時間帯にけがが多発する
こと等を伝えた。次に，子どもによくある「擦り傷」
「鼻血」の処置の方法を説明した。そして，実習中の
授業を計画する際，色の見え方に特性のある子ども
がいることを前提に色覚に配慮した板書計画を立て
るよう説明した。そして，嘔吐物の処理，アナフィ
ラキシーの対応等にも触れた。
日常生活の中で子どもに指導できる（実習生自身
にも取り組んでほしい）内容として，手洗いうがい，
早寝早起き，朝食を食べること等を紹介した。
そして，実習中の注意事項と本校での特別支援教
育の取組について説明した。
講義の事前事後にアンケートを実施した。
（３）実習生の反応
３年次実習生のアンケート結果をまとめた。回収
率は 94.9%（79名中 75名）であった。
事後アンケートにおいて講義の時間は必要か否か
について，必要と回答した者（以下 A群と記す）は
58人 77.3%，必要と回答しなかった者（以下 B群と
記す）は 17人 22.7%であった。
①学級担任の行う学校保健活動で大切なもの
「学級担任の行う学校保健活動で大切なものは何
か」の記述回答について 2群で比較した。図 1に示
図 1　大切なもの（事前）
した通り，講義を行う前は，保健管理に関する事項で，
A群約 60%程度，B群 50%程度の者が「健康観察」
を大切と記述している。しかし，健康課題への配慮
や救急処置・救急体制等に対する意識は A群，B群
ともに数 %と低いことがうかがえる。また，表 3に
示したように保健指導に関して，A群では「手洗い・
表 3　学級担任の行う学校保健活動で 　　
　　　　  大切なものは何だと思いますか。（事前）
A群 B群
保健
管理
健康観察
朝の健康観察 11 3
日常的な健康状態の把握・
健康観察 22 4
観察から変化への対応 3 2
教育的な健康観察の実施 1
健康課題
への配慮
視力・聴力等への配慮 1
1アレルギーへの配慮 1
メンタル 1
救急処置・救急体制 2 1
保健
教育 保健指導
手洗い・うがい・清潔 7 3
病気の予防 1
命・生命尊重 1
食 1
熱中症 1
生活習慣 2
その他（具体的な指導内容なし） 2 1
安全
安全管理
安全な環境づくり 5
安全に配慮した子どもへの
関わり 4
安全指導 けがの予防 6 4
うがい・清潔」ほかにも「熱中症予防」や「病気の予防」，
「生命尊重」，「食」等多岐に渡って記述していた。一
方 B群では「手洗い・うがい・清潔」や「生活習慣」
のみであった。また，安全に関しては，A群では「け
がの予防」の指導のほかに安全な環境づくり等安全管
理に関する記述がみられた。一方 B群では安全管理
に関する記述は無く，けがの予防等の指導のみであっ
た。A群では管理面指導面共に重要と考えているが，
B群では，指導面を重要とする記述が多かった。講義
後の回答では，A群 B群共に講義前と比べてアンケー
トの記述文字数が著明に増えた。学校保健活動の具体
的な方法や大切と考える根拠等を記述している。「ど
のような場面においても子どもの健康を観察し，安
全であるか，体調を崩していないかを確認すること」，
「子ども・生徒の体を守る立場であるため」，「毎日の
子どもたち一人一人の心身状態の把握と，見落とさ
ない・見逃さないこと」，「学級担任だからこそわか
ることがあるから」のように子どもの身近にいる【学
級担任としての自覚】をした者，「子どもの健康状態
を常に把握しておくこと。また，それらを考慮して
授業を行っていくこと」，「適切な判断を瞬時に行う
こと」等【自らに求められる判断を意識】している者，
「子どもたちをよく見る。配慮された活動。子どもの
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とは知らなかったので，知ることが出来てよかった」
等の記述が多く，「吐物の処理の仕方を具体的に知る
ことが出来たので，実際目の前で起きたときにも実
践できそう」という記述もあり，これらの内容は実
習生には新しい知識であった。また「子どもと接す
る前に気をつけなければならないことは何か再確認
することが出来た」との記述もあった。
③講義後の学校保健に対する考え
講義後に「学校保健に対する考えは変わったか」の
問いに「はい」と回答した者（以下 C群と記す）は
75人中 54人（72.0%），「いいえ」「どちらとも言え
ない」無回答の者（以下 D群と記す）は 19名（28.0%）
であった。C群では「担任にできることは想像以上に
多く，学校保健活動における担任の重要性を感じた」，
「子どもの健康実態を把握し，授業に活かしていると
いうことは知らなかった」，「保健のことは保健室（ま
たは養護教諭）の仕事というイメージがあったが，担
任や全職員がやるべきことだと認識が変わった」，「担
任が率先して子どもたちの健康を見守る必要がある」
等の記述があった。D群では「あらかじめ理解して
いた」，「イメージ通り」，「教師として当然のこと」，「必
要なものだとわかってはいたが，詳しく知ることが
出来たのはよかった」と記述している。
（４）指導者の振り返り
アンケートの結果から，講義は概ね有効だったと
考える。また実習生はけがや病気に対する具体的な
対処方法や法律等新たな情報を得たいと思っている
こともわかった。今回，45分の講義のみで終わるの
ではなく，事後にアンケートを行ったことで実習生
自身が振り返り，言語化することで意識を変えるこ
とができた。学校保健に対する考えが変わったとい
う C群だけでなく，考えが変わったと自己認識して
いない D群においても認識を深めることができたと
考える。さらに学校保健に対する意識を定着させる
ための取組は今後の検討課題である。
一方で，講義の時間は不要と回答した実習生がお
り「せっかくの実習中で子どもと触れ合う時間を削
るのではなく，前もって大学の講義等で受けていれ
ばよかった」と記述する者もいた。
今回，45分間にスライド 45枚を提示しながら話を
進めたが，実習生の回答にあったように情報量が多
すぎることは否めない。しかし，教師として子ども
たちの健康や安全が守れるよう，学校保健活動の基
礎的な内容で教育実習に必要と思われる最低限の情
ことを（学校）全体で把握する」というように【教
育活動の中での配慮】まで考えられるようになった
者がいた。講義前には「健康観察」を子どもの健康
状態を把握するのみととらえていた者が表 4に示し
たように講義後には早期対応や結果の活用，情報共
有等についても意識できるようになっていた。
②講義内容について
図 2に示した通り，「わかりやすかった」と回答し
た者は 46.7%，「わかりにくかった」と回答した者は
2.7%，無回答は 50.6%であった。「わかりやすかった」
理由は，「実際の指導場面で気をつけるべきことを知
ることが出来た」，「けがの具体的な処置が知れた」，
「健康というのは身体のこともあれば，心のこともあ
るということを意識することができた」等である。反
対にわかりにくかった理由は「内容が深く多い割に
スライドで終わったのでもう少しくわしく聞きた
かった」，「処置の仕方の説明がわかりにくかった」で
あった。また，「アナフィラキシーやアレルギーのこ
図 2　講義の内容は
表 4　学級担任の行う学校保健活動で 　　
　　　　  大切なものは何だと思いますか。（事後）
A群 B群
保健
管理
健康観察
朝の健康観察 1 1
日常的な健康状態の把握 10 1
いつでも，どこでも 9 2
早期発見・早期対応 5
子どもの身近にいる担任と
しての自覚 7 2
結果の活用 3
情報共有 4
メンタル，悩み 1
健康診断 実態把握 2
子どもの
健康情報
情報共有 3
把握と共有 1 1
保護者 1
健康課題
への配慮
アレルギー 4 1
色覚 2
全般 1
体調管理 1
救急処置・緊急時対応 7 1
保健
教育
予防 1 1
確かな知識 2 1
安全
安全管理
安全な環境作り 4 2
正しい知識 3
安全教育 安全指導 1 1
その他 自己管理 2
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報である。そのため実習初期にこの講義を設定して
いるが，附属学校園での実習を「大学教育で学んだ
理論を実際の教育現場で実践する」機会とするため
には，学校保健に関する講義は大学において実施す
ることが望ましいと考える。 
３　中学校
（１）指導目標と設定の理由
学校においては，生徒の事故や傷病に対して，教
職員の誰もが対応できるよう緊急時の体制を整えて
いる。実習生であっても一人の教職員として学校で
の事故発生時の動きを確認しておく必要があり，①
実習生自身の動き，②学級担任として管理職や養護
教諭，外部機関との連携を理解することを目標に指
導を行った。
（２）指導内容及び方法（指導上の留意点）
講義 30分，演習を 20分で構成した。
まず実習生の学校保健に関する認識を指導者がつ
かむために「保健室のイメージ」について実習生同
士で意見交換させた。そのあと，学校保健の概要に
ついて説明した。
次に，学校での事故発生時の動きを考えさせるた
めに「子どもの手にガラスの破片が刺さった」とい
う状況を想定して役割演技を行った。実習生 8名に，
怪我をした子ども・友人・担任・養護教諭・管理職・
保護者等の役割を演じさせ，その他の実習生は，各
役割の動きを見て，円滑な動きができている点・演
者が困っている点に着目して観察させた。
役割演技を振り返りながら，緊急時の対応として①
傷病の把握，②的確な判断と処置，③連絡，④事後
指導，⑤救急体制の整備についての説明を行い，緊
急時には養護教諭だけでなく，現場に遭遇した教員
にも判断が求められることを説明した。
最後に「教職員のいろは」（資料 1）を提示し，学
校保健は養護教諭だけでなく教職員全員が学校全体
で取り組むべきものであることを強調した。　
講義終了後に実習生に感想を記述させた。
（３）学生の反応
役割を演じた者は，報告・連絡・相談の方法に戸
惑い，演技が中断する場面もあった。振り返りの中で，
演者は「緊急時にはとりあえず動かなければいけな
い」ことがわかったが，「何をしたらよいのかわから
ない」ことに気付いた。また「もっと子どもに寄り添っ
た声かけができれば良かった」等，生徒の心情に配
慮した対応を反省する声もあった。
授業後の感想から，演者，観察者ともに，緊急時
の対応や役割演技の内容に関して，「学校内で何か起
こったとき，養護教諭じゃなくても正しい判断と行動
が求められるのだと思った」等，緊急時の対応に実
習生自身が直面する可能性に気付いていた。さらに，
「緊急時の想定をすることは大切だと感じた」，「緊急
時は焦ると思うので，普段からの心がけや準備，意
識，（処置等に関する）知識が大切だなと痛感しまし
た」等，自分自身が対応していくことへの意識や，「緊
急時の人手の多さの大切さを知った」，「チームワー
クの大切さを学んだ」等，救急体制や組織としての
動きを意識していた。
一方で，実習生自身が危機的状況に直面したとき，
冷静に対応できるのかという不安な想いを抱いた実
習生もあった。
（４）指導者の振り返り
実習生の感想から，講義・演習に対して肯定的に
関心を持って取り組んでいたと思われる。講義だけ
でなく，演習を取り入れたことで，実習生は教員の
立場で緊急事態に遭遇した際，具体的な動きを理解
していなければ，動けないことを実感し，緊急時の
救急体制を理解して，自らが動くための具体的な方
法を考えるきっかけになったと考える。
今回の役割演技では，最低限の設定を伝えるのみ
で，実習生たちに自由に演じさせた。その結果，実習
生に対し，緊急時に抑えるべきポイント等を理解さ
せるための演習ではなく，「動こうと思っても動けな
い」という課題を実感させるものとなった。役割演
技等を用いた演習は，実際の緊急時を想定させ，起
こりうる問題を考えて動く仮想体験をさせることが
できる。しかしながら，自由度が高く，さまざまな
場面展開が予想される。最終的に理解させたい内容
（今回の指導では，緊急時の動きを理解すること）に
到達するためには，役割を演じるよりは，むしろ決
められた動きに基づいて模擬するシミュレーション
を取り入れる等を今後は検討したい。
４　特別支援学校
（１）指導目標と設定の理由
子どもの障害特性や基礎疾患を理解したうえで，健
康・安全に配慮しながら教育活動を展開できるよう
になることや，子どもの健康上必要な情報の共有を
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意識できるようになることを目標にしている。
（２）指導内容及び方法（指導上の留意点）
特別支援学校教諭一種免許状を取得する全ての実
習生に対し，以下の①～③を中心に講義を行ってい
る。視覚支援の様子や環境の工夫等をわかりやすく
説明するために，パワーポイントで写真を提示した。
具体的には，健康診断時の実際の視覚支援の様子や，
使用している道具や環境の工夫等である。
①保健管理
知的障害のある人は体調を伝えることが難しい場
合が多く，体調の変化に気付きにくい 5） 。教職員は，
子どもの体調変化にいち早く気づき，対応できるよう
に，登校時から健康観察を注意深く行っている。観
察のポイントは，いつもと様子が異なるときは体調
不良を疑うことである。
また，身体の特性として抵抗力が低下しやすい子
どもがいること，教育実習中にも排泄指導や摂食指
導等身体接触の機会が多いこと，また小学部の子ど
もはスクールバスで集団登校していることから，感
染症への配慮が重要である。
上記の内容とともに，実習生自身の健康管理の説
明をするため『教職員のいろは』（資料 1）を提示した。
②保健教育
特別支援学校では，保健教育が自立と社会参加に
必要な基本的生活習慣を身に付けるための学習とし
て重要な役割を果たしている。　
また，変化に弱い子どもの中には，急な発毛や体の
変化にとまどって混乱してしまう子もいるため，変
化が起こる前から思春期の心と体の変化（二次性徴）
について学習することも大切である。
当然，健康診断も全て学習の場であり，目的には「抵
抗なく医療機関へ受診できる子どもに育てること」も
含まれる。見通しが持ちにくく不安が強い子どもの
ための視覚支援や，個の特性に合わせて支援を工夫
して，学校医や保護者とも連携して取り組んでいる。
③安全教育・安全管理
子どもが安全に学習するためには，危険を予測・
回避することや，必要な時に助けを求める力が必要
である。
教師は休み時間であっても遊具の使い方や，子ど
もが安全に遊べる環境であるかを常に意識して一緒
に活動することが必要である。
（３）学生の反応
講義の感想を聞いたところ，「『教職員のいろは』の，
いつでもどこでも健康観察は，その通りだと思いま
した」という声があった。また，ろ）の，廊下でも，
クラスでも，何かと共有の話をしている時には，実
習生のうなずきが多く見られた。『教職員のいろは』
のスライドを出した途端に，メモをとりだす実習生
もみられた。
４年次生（副免許），特別支援教育専攻科実習生に
実習事後アンケートを行った。講義の必要性につい
ては，「必要」と回答した者が 80%，「あったほうが
よい」と回答した者が 20%であった。
講義の内容については図 3に示した通り，「わかり
やすかった」と回答した者は，73.3%であった。また，
「初めて聞くことが多かった」と回答した者が，
46.7%だったが，『初めて聞くこと』の内容については，
今回のアンケートだけでは分からなかった。
さらに，自由記述は，①特別支援学校における【保
健活動の特性】，【学級担任としての保健活動に対す
る自覚】【養護教諭との連携】の３つのカテゴリーに
分けることができた。
【特別支援学校における保健活動の特性】では，「特
別支援学校における健康管理の大切さがわかった」，
「特別支援学校ならではの話が多く，指導に生かして
いきたいと思った」という意見があり，『特別支援学
校ならでは』というキーワードが抽出されたが，実
習生が『特別支援学校ならでは』と考える具体的内
容についての記述は得られなかった。
【学級担任としての保健活動に対する自覚】では，
「担当の生徒について，保健の目線で話を聞くことが
できてよかった」という意見がみられた。このことは，
保健室から見える子どもの実態として，予定の変更
が苦手な子どもの中には，保健室に行くと早退しな
ければいけないと思い，体調が悪くても保健室に行
くことを嫌がる子どもがいる等具体的な子どもの実
態を話したことで，実習生が子どもを多面的に見る
ようとする意識につながったと考える。
【養護教諭との連携】では，「養護教諭と教師がどの
ようにして情報交換を行っているかがわかった」「養
護教諭と連携していく必要性を十分に感じた」とい
図 3　講義の内容について
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う意見があった。担任とやりとりをした具体的な場
面を提供することで，養護教諭との連携の必要性を
感じられたと考えられる。
（４）指導者の振り返り
今年度から，パワーポイントを使用して講義を行っ
たことで，健康診断の場面の写真を提示することが
できた。子どもが健康診断を受けている様子を見る
ことで，実習中に体験することができない実習生も，
雰囲気をつかむことができるのではないか。
４年次生（副免許）は，主免許取得のための教育実
習時に，各附属学校園の養護教諭から学校保健につ
いての講義を受けている。すでに学びの経験がある
ため，講義時間を 30分に設定しているが，特別支援
学校で実習するにあたって最低限わかっておくべき
ことを伝えるためには，時間が短い。今後は，これ
までの学びをふまえた上で，講話内容の精選や，時
間の設定の改善をする必要もあると思う。
特別支援教育コース 2年次生・特別支援教育専攻
科生は，講義時間が 50分であり，質疑応答の時間が
確保できた。質問の内容は，服薬管理や保健指導の
方法や教材について等であった。学生は，具体的な
支援方法を求めていた。すなわち，学生が養護教諭
に何を聞きたいかを事前に調査することで，学生の
学校保健に対する認識や知識の実態がわかる。今後
は，学生の実態やニーズを把握し講義の内容を検討
していきたい。
講義時の様子や講義後の感想から，今回作成した
『教職員のいろは』への反応はよかったと思う。また，
日常の観察から教職員同士の会話を「情報共有する
場面」と実感することができていたため，うなずき
がでたのではないかと思う。このように学校保健に
関する教員として必要な事項を印象的で覚えやすい
方法で伝えることは有効と考える。
そして『教職員のいろは』は，子どもと関わり教育
活動を行う上で，必要な内容である。実習初日から
実践できるようにするために実習前に理解しておく
ことが望まれる。そのためには，大学と連携し，実
習前に学習機会を設定できたらよいと考える。
Ⅳ　実習生に期待すること～教職員のいろは～
養護教諭から見た，教職員として活動するために大
切だと考えられる内容を『教職員のいろは』にまと
めた。これらの事項は，実習生に期待することであ
ると同時に，全ての教職員に共通の事項である。今
回の取組で，各学校園共通の指導内容として取り扱っ
た『教職員のいろは』は，今後の指導内容を検討し
ていく上で，活用していきたい。
い）いつでもどこでも健康観察
教職員が行う日々の健康観察の果たす役割は大き
い。健康観察は，教育活動を円滑に進めるために行
われる重要な活動である 6）。実際に，１日の学校生活
の中で，子どもと関わる機会が多いのは，養護教諭
よりも学級担任であり，子どもの変化に早期に気づ
きやすい立場にある。将来学級担任となる実習生は，
健康観察時の子どもを観察する視点を身に付ける必
要がある。朝の会で行う健康観察の際に単に遅刻・欠
席を管理するだけでなく，その日一日を元気に過ご
すことのできる状態なのか，普段の様子と比べなが
ら，顔色，表情，声の様子等に着眼してほしい。また，
健康観察は，朝の会だけでなく，日常生活のあらゆ
る場面で行っていくことが大切である。このことは，
本学の教育実習Ⅰの手引「（4）マネジメント力」の
中に ｢子どもたちの健康と安全を守ることは学校の
責務｣と明記されており具体的な例も示されている 7）。
にもかかわらず，実際には，具体的な学習指導や生
活指導の場面に意識が向きがちだが，その基盤とな
る健康の重要性にも気づいてほしい。
ろ）廊下でも，クラスでも，何かと共有
学校全体で子どもの健康状態を把握し適切に対応
するために，クラスや家庭での様子を，養護教諭や
他の教員とで共有することは欠かせない。
病院受診の結果と学校での配慮事項，家庭での様
子等保護者からの健康に関する情報を共有している。
教職員間での情報共有は重要であるが，一方では
他の子どもに不要な情報が漏れないような配慮も必
要である。
以上，い）ろ）で示したように子どもの実態を把
握し，教職員で連携することで，子どもの傷病等を
早期発見・早期対応することができる。また，子ど
もの健康・安全に配慮した教育を展開することがで
きる。加えて，万一の場合に対応できる備えも必要
であるが，い）ろ）の基本をまず押さえたい。
は）早寝早起き自己管理
子どもへの配慮同様に，実習生自身の健康管理の徹
底が求められる。学校生活では，感染症への配慮が
欠かせないため，自己の体調不良を把握し，実習を
休む判断・勇気も感染拡大防止と，子どもの健康を
守るために非常に大切なことである。実習生も，健
康な状態でなければ，充実した実習はできないと考
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える。このことも生涯にわたって，同様のことがいえ，
自らの健康に対する意識や行動が，子どもの教育に
影響を与えていることを理解してほしい。
Ⅴ　おわりに
今後 10年で 3割以上のベテラン教諭，養護教諭が
定年退職の時期を迎える今日 8），若手教員にはこれま
で以上の即戦力が求められる。養成段階で養護教諭
が学校保健活動を推進する中核的役割を担う力量を
育成することは一層の課題となり，教諭にもまた学
校保健を担っていく力量が求められる。そのために
も大学と附属学校園は連携・協力して養成にあたる
必要がある。
養護教諭も，次の世代を育てるという視点で積極的
に教育実習に関わっていく必要がある。実習生には，
教育実習で学校保健から教育活動を考える視点に気
づき，実習中に課題を見つけ，実習後の大学におけ
る学びや自主的な学びの中で学校保健に関する知識
を積み上げてほしいと願う。もちろん本来は，大学
における必修科目として学校保健が実施されること
が望ましい。しかしながら，現状では学校保健を必
修とする教員は，養護教諭並びに保健体育科を専修
とする教諭のみである。それならば，例えば，毎日，
新聞に目を通すようにすることや，社会の情勢等から
も，子どもの健康問題に関する事柄に敏感になるこ
とで，自らの意識を高め知識を増やすこともできる。
何もかも大学まかせ，実習まかせ，でなく実習等の
経験や学びの中で，「気づき」や「興味」を持つことで，
自ら学ぶことのできる姿勢を身に付けてほしい。
学校保健の遂行をあたり前のこととして，子ども
の健康と安全を支える教職員がますます増えること
を期待し，附属学校園の養護教諭として，実習生に
関わっていきたい。
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養護教諭が推進する組織的で継続可能な小学校の
喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育プログラムの開発と実践
上野　芳子※1 西村　孝江※2 保坂　小百合※3 山本　雅恵※4 赤坂　理恵※4
有松　亜由美※4 藤井　治江※5 湯口　真琴※5 鳥越　加奈子※5 大西　真莉香※6
難波　有美子※7 森　　文子※8 鷲田　洋恵※1 西本　圭子※1 日野　裕子※9
松本　智子※10 石原　智子※11 藤堂　真莉子※11 山本　久美子※12 定森　奈月※13
山上　奈緒※14 岡本　佳菜子※15 松尾　裕未※16 小林　静香※16 林　　加奈子※16
水島　希望※17 関山　賢一※13 福嶋　隆※18 上村　弘子※19 高橋　香代※20
学校における喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の充実には，問題行動が顕在化する中学校期だけでなく小学校期
における指導の推進が重要であり，系統的な指導計画を立て，指導者や時間の確保，教材作成などに組織的に取
組み，継続可能なプログラム開発を行う必要がある。そこで，地区内 12校の養護教諭が協働して，発達段階に応
じた系統的・組織的かつ継続可能な地区共通の指導計画を開発し，各校の教育課程・年間計画に位置付けた実践
研究を行った。その結果，指導計画の実施状況は，小学校 11校中，学級活動 10校，ミニ保健指導 10校，長期
休業前指導 6校，広報活動 9校となり，特別支援学校 1校では広報活動のみを行うことができた。小学校におけ
る喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の推進には，学校保健活動の中核的役割を担う養護教諭が専門性を活かし協働
して，系統的な指導計画を各校の教育課程に位置付け組織的で継続可能なプログラムとする取組が有効であった。
キーワード：小学校，健康教育，喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育，養護教諭，中核的役割
※ 1　倉敷市立西阿知小学校 ※ 11　倉敷市立中島小学校
※ 2　倉敷市立粒江小学校 ※ 12　倉敷市立葦高小学校（前任校）
※ 3　倉敷市立連島北小学校 ※ 13　倉敷市立葦高小学校
※ 4　倉敷市立老松小学校 ※ 14　倉敷市立旭丘小学校（前任校）
※ 5　倉敷市立大高小学校 ※ 15　倉敷市立旭丘小学校
※ 6　倉敷市立中洲小学校（前任校） ※ 16　倉敷市立倉敷支援学校
※ 7　倉敷市立中洲小学校 ※ 17　倉敷市立倉敷支援学校（前任校）
※ 8　倉敷市立天城小学校 ※ 18　倉敷市立老松小学校（前任校）
※ 9　倉敷市立西阿知小学校（前任校） ※ 19　岡山大学大学院教育学研究科
※ 10  倉敷市立倉敷南小学校 ※ 20　くらしき作陽大学こども教育学部
Ⅰ　はじめに
喫煙・飲酒については，友達や家族からの誘いに
よって始まることが多いが，それは喫煙・飲酒だけ
に留まらずゲート・ウェイ・ドラッグとして薬物乱
用にもつながる危険性があるといえる。また，イン
ターネットや携帯電話等の普及に伴い，親や教師が
つかめない交友関係が広がっており，危険ドラッグ
等の薬物が安易に手に入りやすい社会環境となって
いる。一方で，一般用医薬品の入手方法が多様化し，
医薬品の使用に関する知識を身に付ける必要性が増し
ている。平成 20年の文部科学省の通知 1）では，薬物
乱用防止教育の充実のため，『小学校，中学校及び高
等学校等においては，～中略～学校の教育活動全体を
通じて指導すること』と明記され，平成 22年には，「喫
煙，飲酒，薬物乱用防止に関する指導参考資料（改訂
版）2)」を作成し，学校における指導の推進を呼びか
けている。さらに，平成 25年に示された「第四次薬
物乱用防止五か年戦略 3）」においては，「青少年，家
【実践報告】
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庭及び地域社会に対する啓発強化と規範意識向上に
よる薬物乱用未然防止の推進」が目標の一つに挙げ
られている。このような社会環境の現状を踏まえる
と，問題行動が顕在化する中学校期に入る前の小学
校期からの介入が必要といえる。
しかし，喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育を全ての
小学校において通常の教育活動の中で組織的・継続
的に取組むには，情報収集や指導時間の確保，系統的・
効果的な指導計画や教材等の作成，校内外との連携
の必要性など多くの課題がある。学校保健活動の推
進において中核的な役割を担う養護教諭は，その専
門性を活かし課題解決を図る必要があるが，一人ひ
とりの養護教諭の取組では，各校の状況に左右され
やすく，また養護教諭自身の時間的余裕や能力・技
術が十分でなければ役割を果たすことは困難なこと
が多い。とくに中学校における喫煙・飲酒・薬物乱
用防止教育との系統性を考慮すると，中学校区など
地区単位の小学校で共通した取組とすることが望ま
しいと考える。
そこで，本研究では，K市 N地区内の 11小学校・
1特別支援学校の養護教諭が協働して，発達段階に応
じた系統的な喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育プログ
ラムを，組織的かつ継続可能なものとして開発し実
践したので報告する。
Ⅱ　研究の経緯と方法
1　研究の経緯【表 1】
平成 23年度に K市内の小中学校の養護教諭を対
象に喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育に関する子ども・
保護者の実態及び保健指導等の取組に関する実態調
査を行った。その結果，K市内で系統的な指導計画
を立て，組織的に取組んでいる学校はなかった。また，
ほとんどの養護教諭が資料提供は行うものの，保健
学習や学級活動等には直接関わっていなかった。
表1　研究の経緯
平
成
23
年
度
○研究主任・研究推進委員を選出し，共同研究を行うための体制づくり
○研究テーマの決定：「組織的で継続可能な喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育プログラムの開発と評価」
　　　　　　　　　　　　～生涯にわたって進んで健康づくりに取組む子どもの育成のために～
○実態調査の調査対象と調査内容の検討
○実態調査の実施，結果の集計・分析　→　課題を明確化　→　研究の方向性を決定　
○課題解決のための計画作成
○調査結果のまとめを K市内の小中学校へ文書で報告
平
成
24
年
度
○喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育に関する教育課程と学習指導要領について研修
　→自校における学校教育全体の中での喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の実態把握
○研究構想図【資料 1】の作成
　　子どもが「わかる・できる・つたえる」，教職員が「できる・つながる・つづく」
○学校の実態に応じた実現可能な指導時間の検討
○発達段階に応じた系統的で継続可能な地区共通の指導計画【表 2】，「指導のねらい」【表 3】の作成
○学校保健計画モデル案の作成
○作成した指導計画等をもとに各校の実態に合わせた年間指導計画と学校保健計画の立案
○各校で作成した年間指導計画・学校保健計画を平成 25年度の教育課程に位置付け　
○グループに分かれて学級活動の学習指導案・教材等の作成と検討
平
成
25
年
度
K市 N地区共通の取組 各校の実情に応じた取組 中学校・地域・家庭との連携
①学級活動における実践
　・学習指導案・教材等の作成
②ミニ保健指導における実践
　・指導資料の作成
③長期休業前の指導
④広報活動
　・保健だより・家庭への啓発活動
①喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育
　イメージキャラクター【資料 2】の募集
②保健集会
③学校保健委員会
④薬物乱用防止教室
⑤掲示物
⑥保健学習での TT
①中学校ブロックごとの
　小中情報交換会
②学校薬剤師との連携
③保健所・保健師との連携
④警察署との連携
○学級活動・その他の実践及び地区共通の指導計画【表 2】についての評価　→　課題の明確化
○研究のまとめ及び小教研 K支会健康教育部研究発表会での紙上発表
○次年度に向けて，学級活動年間指導計画・学校保健計画の見直しと立案
平
成
26
年
度
○研究のまとめ及び O県小学校養護教諭夏期研修会での発表
○課題解決へ向けての実践
○実践の評価　→　課題の明確化
○指導計画・教材・資料の見直しと改善
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平成 24年度には，実践に向けての準備として，養
護教諭自身が研修を行うとともに，研究構想図・指
導計画・教材資料等の作成を行った。まず，実態調
査の結果をもとに，研究構想図【資料 1】を作成し，
目指す喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育プログラムの目
標を子どもが「わかる・できる・つたえる」，教職員
が「できる・つながる・つづく」とした。次に，研
究構想図に沿って K市 N地区共通の指導計画「指導
時間・時数と指導内容」【表 2】，「指導のねらい」【表
3】と学校保健計画モデル案を作成し，各校で自校の
実態に合わせて次年度の教育課程と年間指導計画に
位置付けた。同時に，学級活動やミニ保健指導で使
用する教材・資料の開発を行った。
平成 25年度には，指導計画【表 2】に沿って実践・
評価した。学級活動・ミニ保健指導・長期休業前の
指導・広報活動については地区共通の取組として実
践することとし，保健集会・薬物乱用防止教室，掲
示物作成等については各校の実情に応じて取組んだ。
2　研究の方法
開発した喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育プログラ
ムを，平成 25年度に N地区内で実践し評価した。
（1）指導の実施状況
N地区共通の指導計画【表 2】に基づいた，各校に
おける実践状況に関するアンケート調査。
1）対象：N地区内の 11小学校 1特別支援学校，計
12校の養護教諭。
資料１　研究構想図
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2）方法：調査用紙を e-mailにより配信。同意の得ら
れた学校から回答を得た。平成 26年 3月に実施し，
有効回答数は 12であった。
3）調査内容：①指導計画に基づいた自校における実
施状況（選択肢式回答），②計画を変更して実施した
場合の指導の機会・担当者について等，具体的な変
更点（自由記述式回答）である。
（2）学級活動の評価
各校で実践した学級活動の指導内容【表 2・3】・指
導資料等の妥当性や，養護教諭との連携の様子，今
後の継続可能性に関するアンケート調査。
1）対象：N地区 11小学校 1特別支援学校，計 12校
の第 1~6学年の学級担任のうち，N地区作成の指導
案及び教材を使用して指導実践を行った者。
2）方法：学級活動における授業実践後に，「実践振
り返りシート」を配布し，同意の得られた学級担任
から回答を得た。平成 25年 2月～平成 26年 2月に
実施し，有効回答数は 123であった。
3）調査内容：①指導内容・資料等の妥当性（選択肢
式回答），②養護教諭との連携の様子（選択肢式回答），
③学級活動の継続可能性（選択肢式回答），④その他
今後の課題等（自由記述式回答）である。
（3）ミニ保健指導の評価
各校において実践したミニ保健指導（身体測定時
等）の指導内容【表 2・3】・指導資料等の妥当性や，
今後の継続可能性に関するアンケート調査。
1）対象：N地区 11小学校 1特別支援学校計 12校の
第 1~6学年の学級担任及び養護教諭のうち，N地区
表２　N地区共通の指導計画「指導時間・時数と指導内容」
表３　学級活動及びミニ保健指導における指導のねらい
─ 143─
養護教諭が推進する組織的で継続可能な小学校の喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育プログラムの開発と実践
作成のミニ保健指導の指導資料及び教材を使用して
指導実践を行った者。
2）方法：ミニ保健指導実践後に，「実践振り返りシー
ト」を配布し，同意の得られた学級担任及び養護教
諭から回答を得た。平成 25年 9月～平成 26年 1月
に実施し，有効回答数は学級担任 42，養護教諭 30で
あった。
3）調査内容：①指導内容・資料等の妥当性（選択肢
式回答），②養護教諭・担任間の連携の様子（選択肢
式回答），③ミニ保健指導の継続可能性（選択肢式回
答），④その他今後の課題等（自由記述式回答）である。
（4）指導計画の評価
N地区共通の指導計画【表 2】の指導内容の妥当性
及び継続可能性に関するアンケート調査。
1）対象：第 1回は N地区 11小学校の学級担任（各
学年 1名）。第 2回はN地区 11小学校 1特別支援学校，
計 12校の養護教諭。
2）方法：調査用紙を e-mailにより配信。同意の得ら
れた学校から回答を得た。第 1回は平成 25年 11月，
第 2回は平成 26年 3月に実施し，有効回答数は学級
担任 66，養護教諭 12であった。
3）調査内容：学級担任に対しては①各学年の指導内
容の妥当性（選択肢式回答），②指導計画の継続可能
性（選択肢式回答），③今後実践を継続していく上で
養護教諭に期待すること（自由記述式回答）とした。
養護教諭に対しては①各校における実践状況と継続
可能性（選択肢式回答），②組織的取組の継続に必要
な要素（選択肢式質問），③実践してよかったこと （自
由記述式回答）とした。
（5）分析方法
選択肢式回答については，それぞれ校種ごと，職
種ごとに結果を集計・分析した。自由記述から得ら
れたデータは，KJ法を用いて分析した。得られたデー
タを意味のあるまとまりごとに区切り，コード化し
た。設問ごとにコードについての検討を行い，意味・
内容に類似性のある複数のラベルをまとめ，カテゴ
リ名をつけた。新しいカテゴリ同士の意味・内容の
類似性に従い，さらに抽象度の高いカテゴリを作成
し，カテゴリの相互関係の配置を検討した。
Ⅲ　結果
1　指導計画の実施状況【表 4　N=12】
（1）学級活動について
学級活動については，6~7割実施できていた。そ
のうち，「指導計画通りに実施した」と回答したのは，
第 2・3学年が最も多く 12校中 6校（50.0%），次い
で第 6学年が 12校中 5校（41.7%）であった。 「指
導計画を変更して実施した」と回答した者のうち，具
体的な変更点は，「担当者」を「教諭」から「養護教
諭 TT」「薬剤師 TT」に，「指導の機会」を「朝の会」
や「朝学習」等の時間に変更していた。
（2）ミニ保健指導について
随時の保健指導「身体測定時のミニ保健指導」も
N地区内の養護教諭が協働で資料等を作成し実践し
た。全体の 7~9割が実施できた。「指導計画通り実施
した」のは「低学年」が最も多く 12校中 6校（50.0%），
「中学年」「高学年」は 12校中 5校（41.7%）であった。
「指導計画を変更して実施した」の中で多かった変更
点は「指導の機会」で，「身体測定時」から「朝の会」
や「朝学習」に変更して実施していた。
（3）その他の指導について
「計画通りに実施した」と回答したものが最も多
かったのは，「広報活動」の中の「保健だより」であ
り，12校中 10校（83.3%）が取組んでいた。活用方
法としては，年度初めに年間を通して喫煙・飲酒・薬
物乱用防止教育について指導することを知らせ，特
集記事を毎号掲載したり，「世界禁煙デー」等の機会
を捉えて特集号を作成したりして，家庭への啓発活
動を行った。次いで，「児童保健委員会による校内放
送」であり，12校中 6校が計画通りに，加えて 1校
が計画を変更して実施していた（58.3%）。具体的には，
N地区内で取組んだ「喫煙・飲酒・薬物乱用防止教
育イメージキャラクター【資料 2】」の募集，「世界禁
煙デー」や「薬と健康の週間」にちなんだ内容の放
送等，児童への啓発活動を行った。「計画を変更して
実施」した 1校は，保健主事と養護教諭が主導して，
学校保健委員会に児童保健委員会の発表の場を設定
し，児童や保護者・地域への啓発活動を行った。「長
期休業前の指導」については，「計画通り（全校指導
と学級指導の両方）実施」できた学校はなかったが，
12校中 6校（50.0%）が，「計画を変更して実施」で
きた。計画の変更内容は，「校内放送や朝学習の時間
等を利用した学級指導」である。
資料２　喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育イメージキャラクター
「きんえんくん」 「やっくん」 「ノマ 9（ナイン）」
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「指導内容」については，学級担任は「理解しや
すかった」「大体理解しやすかった」を合わせると
100%,養護教諭は 30人中 28人（93.3%）であった。 
養護教諭で「あまり理解しやすくなかった」と回答
平成 25年度は，12校全校で，指導計画に位置付け
た指導内容の内，1つ以上取組むことができた。
2　学級活動の評価【図 1　N=123】
（1）指導内容の妥当性について
「児童の実態に合っていたか」の問いに対し，「合っ
ていた」「大体合っていた」と回答したのは，123名
中 121名（98.4%）であった。「あまり合っていなかっ
た」と回答した理由としては，「薬物に関してあまり
ピンとこない児童もいた（3年）」というものであっ
た。「児童が興味関心をもっていたか」について，「もっ
ていた」「大体もっていた」と回答したのは，123名
中 121名（98.4%）であり，どの学年の児童も興味関
心をもっていた。「ねらいに沿った内容であったか」
「理解しやすい内容であったか」も，実践した全学級
担任が肯定的な回答であった。
（2）指導の継続可能性について
「指導の継続」について，「できると思う」「大体で
きると思う」の回答は 123人中 122人（99.2%）であ
り，実践したほとんどの学級担任が今後も継続可能で
あると回答した。「できると思わない」と回答した者も，
「養護教諭がTTで入ってくれるなら可能」としていた。
3　ミニ保健指導の評価
【図 2　学級担任：N=42　養護教諭：N=30】
（1）指導内容の妥当性について
「児童の実態」および「ねらい」は，全ての学級担任・
養護教諭が妥当と回答した。
表４　平成25年度指導計画の実施状況調査　集計結果表
図１　学級活動の評価
K市 N地区共通指導計画「指導時間・時数と指導内容」より抜粋 計画通り実施 計画を変更して実施 未実施
指導の機会 対象 時数 担当者 指導内容 学校数 % 学校数 % 学校数 %
学級活動
1年
1時間 教諭（養教 TT）
「たばこのけむり」 4 33.3 5 41.7 3 25.0
2年 「お酒ってなあに」 6 50.0 3 25.0 3 25.0
3年 「薬の正しい使い方　使ってはいけない薬」 6 50.0 3 25.0 3 25.0
4年 「お酒とたばこの心身への影響」 4 33.3 4 33.3 4 33.3
5年 「正しい情報の選択」
・お酒やたばこの広告　・マンガや雑誌・TV 3 25.0 4 33.3 5 41.7
6年 喫煙・飲酒・薬物　「誘われたときの断り方」 5 41.7 4 33.3 3 25.0
夏・冬休み前の指導
行事 長期休業前 教諭
夏休み前　→　「ジュースとお酒」 0 0.0 3 25.0 9 75.0
冬休み前　→　「お酒やたばこ」 0 0.0 2 16.7 10 83.3
学級
活動 10分程度 教諭
「ジュースと間違えないで」（お酒） 1 8.3 3 25.0 8 66.7
「お酒やたばこを勧められたら」 0 0.0 1 8.3 11 91.7
総合的な学習 3年以上
教諭
（養教 TT）
福祉・1／ 2成人式・環境と健康・自然環境
・生活環境（喫煙・飲酒・薬物）
1 8.3 1 8.3 10 83.3
随
時
の
保
健
指
導
学級活動
（身体測定時
ミニ保健指導）
低学年
0.5× 1 養護教諭
「薬と自然治癒力」 6 50.0 5 41.7 1 8.3
中学年 「お酒の害」 5 41.7 4 33.3 3 25.0
高学年 「たばこ・薬物の害」 5 41.7 6 50.0 1 8.3
朝の学習 全学年 10分程度（前・後期のどちらかで2日）
養護教諭
教諭
たばこ・お酒・薬物 1年ごとにテーマを変えて
3年で一区切りとする 0 0.0 1 8.3 11 91.7
児童保健委員会 教諭養護教諭 校内放送（喫煙・飲酒・薬物） 6 50.0 1 8.3 5 41.7
広報活動 養護教諭
保健だより
・未成年の喫煙　・薬，薬物　・お酒 10 83.3 0 0.0 2 16.7
保護者啓発ポスター
（個人懇談用） 4 33.3 0 0.0 8 66.7
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した者（2人）の具体的な記述は，「後でおさらいす
ればよく理解できる（2年）」「3年生には少し難しい」
という内容であった。「提示資料はわかりやすかった
か」の問いでは，学級担任は 42名中 41名（97.6%），
養護教諭は 30名中 29名（96.7%）が「わかりやすかっ
た」「大体わかりやすかった」と回答した。「無回答」
については，今回 N地区作成の提示資料を使用して
いなかった。
（2）指導の継続可能性について
「ミニ保健指導の継続」については，「できると思う」
「大体できると思う」と回答したのは，学級担任は 42
名中 37名（88.1%），養護教諭は 30人中 28名（93.3%）
であった。これまでに身体測定時にミニ保健指導を
実施していなかった学校でも，好評であった。指導
時間が 10~15分と短いため，指導内容を精選し，よ
り効果的な指導を実施することが指導の継続につな
がると考えられる。
4　指導計画の評価
（1）学級担任の評価【図 3　N=66】
1）指導内容の妥当性について
「学年の実態に合っているか」の問いに対し，「適
当だと思う」と回答したのは 66名中 56名（84.8%）
であった。「改善すべき点がある」と回答した 7名が
挙げた具体的な改善点は ,「発達段階に応じた具体的
でわかりやすい内容・言葉がよい（1・2・4年）」「指
導内容の精選（4年）」「内容によっては実施時期が早
い。具体化が難しい（3年）」であった。
指導計画に基づいて，「学級担任自身が実践可能」
と回答したのは，「十分可能」「概ね可能」を合わせ
て 66名中 63名（95.5%）であった。「実践が困難」
と回答した理由は，「今までの積み上げがないので，
どのように取組めばよいかわからない」「時間の確保
が難しい場合もある」などであった。また，少数で
はあるが「小学校の段階で喫煙・飲酒・薬物がどこ
まで身近なのか」「内容を実態に合ったものにすべき」
という記述もあった。「実施が困難」との回答や無回
答があったのは，調査実施時期までに学級活動未実
践群（N=38）であり，実践済群（N=28）では全員
が「十分可能」「概ね可能」と回答していた。
学級活動の指導内容は，学年に応じてより具体的
にわかりやすく工夫するなど，改善すべき点はある
が，概ね実態に合っており，実践可能と考える。
2）指導計画の継続可能性について　　　　　　　
「指導計画に基づく継続可能性」について，「継続
可能」と回答したのは 66名中 18名（27.3%）であっ
た。「条件がそろえば継続可能」と回答したものと合
わせると 66名全員が「継続可能である」と回答した。
「条件がそろえば継続可能」と回答した 66名中 48
名（72.7%）が挙げた実践を継続可能にするための必
要条件（複数回答可）は，「指導案や資料」が 40名
（83.3%），「年間計画へ位置付け」が 28名（58.3%），「養
護教諭の協力」が 24名（50.0%）であった。
継続が困難な理由として挙がったのは，「時間の確
保が困難」「道具や資料の準備が大変」等であった。
担任は，時間の確保や教材づくりに困難感をもつ
が，年間計画に位置付けた上で，養護教諭の資料提
供や授業づくりへの協力によって継続が可能となる。
3）養護教諭に期待することについて
「学級担任が養護教諭に期待すること」についての
自由記述から，「学級活動における指導に対する要望」
「今年度の実践全体に対する要望」「指導計画に対す
る要望」「組織づくりに対する要望」のカテゴリが得
られた。「学級活動における指導に対する要望」が最
も多く，中でも養護教諭による指導案・教材・資料・
情報の準備や提供を望んでいた。次いで，TTやゲス
トティーチャーとして養護教諭の授業への参加を望
んでいた。また，学校薬剤師等の外部講師の参加を
図２　ミニ保健指導の評価
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図３　指導計画について学級担任の評価
望む記述もあった。
「今年度の実践全体に対する要望」では，養護教諭
の取組や教材・資料・提供に対して肯定的な記述が
多かった。要望としては教材・資料をさらに改善す
ること，より効果的な指導のために他教科や他の指
導機会との関連を図りながら実践することなどの記
述があった。また，学級担任は学級活動だけでなく，
身体測定時等のミニ保健指導や掲示物・校内放送で
の啓発活動も児童にとって有効な保健指導の機会で
あると捉え，継続を希望する記述があった。「指導計
画に対する要望」では，指導内容について，他学年
との系統性，他教科との関連，児童にとって理解し
やすい内容の精選などを指摘していた。「組織づくり
に対する要望」では，学級担任との協力，校内外連
携について養護教諭のリーダーシップを望んでいた。
これらの記述から，学級担任の多くが，健康教育
の実践にあたって，養護教諭に対してその専門性を
活かした主体的・積極的な働きかけを求めていた。
（2）養護教諭の評価【図 4　N=12】
1）各校における実践状況と継続可能性
「指導計画に基づいた実施」について，「概ねできた」
と回答したのは，12校中 10校（83.3%）であった。
「あまりできなかった」と回答した 2校は，どちらも
養護教諭が平成25年度にN地区に転勤してきており，
平成 24年度の指導計画の作成や自校の教育課程に位
置付ける過程に関わっていなかった。このことから ,
転勤時において，喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育を
含む健康教育に関しての引き継ぎが指導を継続可能
にする上で重要と考えられる。
「計画に基づく実践可能性」について 12校中 11校
（91.7%）が「十分可能」「概ね可能」と回答した。「難
しいと思う」と回答した 1校も「身体測定時にミニ
保健指導の時間確保ができないため，別の時間に実
施した」というように，「指導可能な時間・機会」に
計画を変更して実践を可能にしていた。他に，「予定
していた時間に保健室来室者の対応で指導に行けな
かった」という記述があった。
2）組織的取組の継続に必要な要素
組織的な取組を継続可能なものにするために特に
必要だと思うことについて，最も多かったのは「学
級担任との連携」（7人）であった。中でも「学級担
任との事前事後の打ち合わせ」「養護教諭の働きかけ」
「担任の役割」の順に具体的記述が多かった。効果的
に実践を行うためには，指導計画に沿って養護教諭
が積極的に学級担任に働きかけて実践を促すととも
に，学級担任が指導内容の必要性を理解し主体的に
実践することが重要である。そのためには事前事後
の打ち合わせが必要不可欠であった。次いで「指導
案や資料の作成」（6人）で，具体的には「教材の開発・
改善」「負担感の軽減」「専門的・最新の情報」といっ
た記述が多かった。養護教諭は常に専門的な立場か
ら，最新の情報や授業者の反省を活かして教材の開
発・改善を行う必要がある。養護教諭の教材開発は，
ねらいに沿った指導内容で保健指導を可能にし，授
業者の負担感を軽減できる。
「年間計画への位置付け」（5人）では，年間計画に
位置付けることで全教職員に指導計画・指導内容の
周知徹底・共通理解を図ることができ，年間計画へ
の位置付けを根拠として，実践に向けて養護教諭か
ら教職員へ働きかけやすいという記述があった。
「校内の組織づくり」では，職員保健組織の活用と
教務・保健主事との連携が必要であること，「他校の
養護教諭との連携」では，養護教諭自身の負担軽減
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と情報交換のために横のつながりが大切であること
が具体的に記述されていた。
その他では「学校薬剤師・主治医との連携」が挙
げられており，薬の適正使用に関する個別指導を行
う際には，薬の専門家である薬剤師や医師との連携
が必要不可欠であるという記述があった。
N地区共通の指導計画に基づいて実践を行うため
に，平成 24年度から地区内の養護教諭が協働して学
級活動やミニ保健指導などの「指導案・資料（モデ
ル案）の作成」「教材の開発」を行ってきた。必要な
時にすぐ教材・資料等の提供ができるような環境づ
くりに努めたことにより，年間計画に基づく実践に
おいて，養護教諭・学級担任双方にとっての負担軽
減につながり，継続可能な実践であると意識付ける
要因の一つとなったと考える。さらに，より効果的
な健康教育の指導実践をしていくためには，学校全体
が組織的に取組むこと，すなわち「学級担任との連携」
「年間計画への位置付け」「校内の組織づくり」といっ
た基礎・基本が重要であった。
3）実践してよかったこと
「実践してよかったこと」についての自由記述は，
「校内体制」「養護教諭自身の資質の向上」「児童の変
容」「地域との連携」に分けることができた。「校内
体制」では，教職員との連携，特に学級担任との連
携に関する記述が多く，「学級担任の理解を得られた
ことで実践がスムーズに進んだ・効果的な指導がで
きた」や「情報交換などの機会が増えた」などの具
体的記述があった。「養護教諭自身の資質の向上」で
は，具体的に「実践を通じて，児童の実態把握ができ
た」や「健康教育を進めていく際のポイントがわかり，
マネジメント力が向上した」「実践を通じて，喫煙・
飲酒・薬物乱用防止教育の必要性を再認識でき継続
への意欲付けになった」という記述があった。「児童
の変容」は，「知識の習得」「児童保健委員会の活性化」
に分けられ，「授業等を通じて児童の知識理解や意識
が高まった」との記述があった。「地域との連携」では，
実践を通じて，「保健所や学校薬剤師など専門機関と
の連携ができた」「地区全体で取組んだことにより指
導内容や取組の学校差が小さくなり，足並みを揃え
て中学校につなげることができたと思う」などの記
述があった。
Ⅳ　まとめと今後の課題
これまで，「生涯にわたって進んで健康づくりに取
組む子どもを育成する」ことを目指して，「組織的で
継続可能な小学校の喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育
プログラムの開発と実践」に取組んできた。
各校の喫煙 ･ 飲酒・薬物乱用防止教育の実態を把
握することから始め，実態調査の結果に基づいて「（誰
でも）できる，（系統的・組織的に）つながる，（継
続可能な）つづく」をキーワードに発達段階に応じ
た系統的な N地区共通の指導計画を作成し教育課程
に位置付けた。特別活動（学級活動）だけでなく身
体測定時や朝学習の時間等，短時間の指導において
も，それを意図的･計画的につなげて実践することで，
無理なく系統的な実践が可能となった。養護教諭は，
自校の教育課程を理解した上で，協働して N地区共
通の指導計画，学習指導案や板書計画・教材・資料
等を作成し地区の全校に配置した。そして，それを
使用し各校の実情に合わせて実践した。地区全体で
協働して取組んだことにより，養護教諭一人ひとり
の負担は軽減し，学級担任の協力につながり，円滑
な実践と児童への啓発を促すことができた。
学級担任と養護教諭による指導計画の評価では，指
導内容 ･ 指導時数 ･ 継続可能性等，どの項目におい
ても双方とも肯定的な回答であった。また，今後指
図４　指導計画について養護教諭の評価
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導計画を継続していくために学級担任が養護教諭に
期待することとしては，「資料・情報の提供」「専門
的立場での授業参加」等，養護教諭の専門性を求め
られることが多く，養護教諭はより継続可能な指導
計画・実践にしていくために特に必要な条件として，
「学級担任との連携」「指導案や資料の作成」「年間指
導計画への位置付け」を挙げた者が多かった。
教育課程及び関連する教科の年間計画に位置付け
られていることで，全職員に指導計画・指導内容を周
知徹底し共通理解を図ることができ，実践に向けて
養護教諭から学級担任へ働きかけやすくなる。また，
学級担任と事前事後に打ち合わせや反省の機会をも
つことで，指導案や教材・資料の開発・改良ができ，
より自校の実態に合った指導が可能になるとともに，
学級担任の負担感を軽減することができる。
以上より喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育を組織的
で継続可能なものとする上で，学校保健活動推進の
中核的役割を担う養護教諭が，その専門性を活かし
て地区内で協働して系統的な指導計画を各学校の教
育課程に位置付けていく取組が有効といえる。
さらに課題として，今回広報活動のみの実践となっ
た特別支援学校について，その特性に適した指導計
画・教材等の開発が望まれる。
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出生前診断に関する大学生の意識調査
村上（横内）理絵※ 1　吉利　宗久※ 2
本研究では，出生前診断に対する大学生の意識を明らかにすることを目的とした。大学生 74名を対象に，出
生前診断を積極的に行っていくことや，自分自身が受けることに対する意識，関連する知識などについての調査
を行った。その結果，「出生前診断を積極的に行っていくこと」については，「どちらとも言えない」と回答した
者が多く，生前診断のメリット，デメリットを理解した上でこのように回答した者が多いことが示された。一方，
「自分（またはパートナー）が出生前診断を受けること」については，賛成と回答した者が多く，診断に対する
関心の高さが伺えた。「出生前診断の結果に基づいて人工的中絶を行うこと」については，反対と回答した者が
多く，「命の選別をすることになるから」などの意見が見られた。「出生前診断に関する知識」については，検査
の実施方法や検査後について自身の知識が不十分であると認識している者が多いことが明らかとなった。最後に，
今後の実施をめぐる課題について論じた。
キーワード：出生前診断，障害，意識
※ 1　広島大学大学院教育学研究科
※ 2　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　はじめに
2013年 4月に開始された無侵襲的出生前遺伝学的
検査（以下，新型出生前診断と記述）は，晩産化にと
もない高齢出産が増加したことによって大きな注目
を集めてきた。厚生労働省がまとめた人口動態統計 [1]
によると，夫，妻ともに平均初婚年齢は上昇してお
り，結婚年齢が高くなる晩婚化が進んでいることが
明らかになっている。1980年には夫の平均初婚年齢
は 27.8歳，妻は 25.2歳であったので，2012年と比
較すると 32年間で夫は 3.0歳，妻は 4.0歳平均初婚
年齢が増加していることになる [1]。そして，晩婚化に
ともない上昇を続けているのが出産年齢である。同
調査 [1]で示されているように，2011年の第 1子出産
年齢は 30.1歳，第 2子は 32.0歳，第 3子は 33.2歳
となっており，第 1子出産時点から 30歳を越えてい
ることや，1975年には第 3子出産年齢であった 30.3
歳が，2012年には第 1子出産年齢になっていること
からも，晩産化は判然としている。
35歳以上で子どもを産む高齢出産は，流産，児の
染色体異常，先天奇形などの様々なリスクをともな
う [2]。とりわけ染色体異常は，母体年齢にともなって
頻度が高くなることが知られており，特に出生頻度
の高い 21トリソミーでは，25歳で約 0.1％，35歳で
約 0.3％，45歳では約 5.0％の確率で出生することが
報告されている [3]。
出生前診断は，胎児の先天異常や遺伝性疾患のリス
クを示し，胎児治療のための情報採取，胎児の状態
に適した分娩方法の選択および出産後のケアの準備，
妊娠を継続するか否かの判断のおよそ 3つの目的で
実施されるものである [4]。その方法には，羊水穿刺，
絨毛採取，母体血清マーカー検査，超音波検査など
が用いられるが，前者の二つの検査は流産のリスク
がともなう可能性があり，後者の二つの検査は感度
が完全でないことや，単独実施では効用がないなどの
問題点がある [5]。一方，新型出生前診断は，胎児の染
色体を解析することによって21トリソミー ，18トリソミー ，
13トリソミーの 3種類の染色体異常を調べる非侵襲的
検査である。この検査は，妊娠 10週から無侵襲に高
精度な検査ができることや [6]，母体血を採取するだけ
で検査可能などの利点があるが，その簡便さから新
型出生前診断は容易に普及することが予想され，そ
れにともなう問題が指摘されている（表 1） [7]。
本研究では，将来的に出産したり子どもをもった
りする可能性のある大学生の出生前診断に対する意
識の傾向を明らかにし，その特徴を把握することを
目的とした。
【資料】
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Ⅱ　方法
１　対象
調査の対象は，A大学に在籍し第二著者が担当する
教養教育科目「障害者の教育と福祉」（後期開講）を
平成 24年度に受講した 74名である。
２　調査項目
調査票は，我部山ら [8]の研究を参考にして作成さ
れた（表 2）。質問項目に対する選択肢は以下のよう
に設定し，回答を求めた。
Ⅰ -①からⅠ -③では，賛成（評定 3），どちらとも
いえない（評定 2），反対（評定 1）とした。Ⅰ -④で
は，卵子・精子のときから（評定 1），受精したとき
から（評定 2），手や足が形成されたときから（評定 3），
手足が動き胎動が感じられたときから（評定 4），母
親から生まれたときから（評定 5），何ともいえない（評
定 6）とした。Ⅰ -⑤では，子どもには生まれてくる
権利がある（評定 1），子どもの存在を親がコントロー
ルするのはおかしい（評定 2），子どもには健康に生
まれてくる権利があり，そうならないなら親がそれ
を避ける権利がある（評定 3），子どもには生まれて
くる権利はなく，親に決定する権利・自由がある（評
定 4），一概には言えない（評定 5），その他（評定 6）
とした。Ⅱ -①からⅡ -⑤では，強くそう思う（評定
5），そう思う（評定 4），どちらとも言えない（評定 3），
そう思わない（評定 2），強くそう思わない（評定 1）
とした。
また，Ⅰ -①，Ⅰ -②，Ⅰ -③，Ⅰ -⑤については，
自由記述により回答理由を記入するよう求めた。
３　分析方法
数値により評定を求めた項目については，単純集
計を行うとともに，一部の項目において Excel 2013
の分析ツールを用いて分析を行った。
自由記述により選択理由の記入を求めた項目につ
いては，それぞれの項目において類似する理由をま
とめた。これらの作業を繰り返し行いながらまとま
りの修正を図り，修正が必要なくなった時点で作業
を終了した。 
表 1　母体血を用いた新しい出生前遺伝学的検査の問題点
① 　妊婦が十分な認識を持たずに検査が行われる可能性があること
極めて簡便に実施できるため，検査に関する十分な説明が医療者から示されず検査が行われ，その結果，検
査の意義，結果の解釈について十分な認識を持たない妊婦が結果を冷静に判断できなくなる可能性ある。
② 　検査結果の意義について妊婦が誤解する可能性があること
本検査は非確定的検査であるため診断の確定には羊水検査等が必要となるが，母体血清マーカー検査におい
てはこれと比べて感度が高いため，妊婦が得られた結果を確定的なものと誤解し，これに基づく判断を下す可
能性がある。
③ 　胎児の疾患の発見を目的としたマススクリーニング検査として行われる可能性のあること
極めて簡便に実施できるため，医療者は容易に検査の実施を考慮し，妊婦も検査を受けることを希望しやす
くなり，結果的に不特定多数の妊婦を対象に胎児の疾患発見を目的としたマススクリーニング検査となる可能
性がある。
表 2　質問項目
Ⅰ　①出生前診断を積極的に行っていくことに対してどのように思うか。（以下，積極的実施と記述）
②自分（またはパートナー）が出生前診断を受けることに対してどのように思うか。（以下，自身の受検と記述）
③出生前診断の結果に基づいて，人工的中絶を行うことに対してどのように思うか。（以下，中絶実施と記述）
④生命の始まりはいつからだと思うか。（以下，生命の始まりと記述）
⑤出産についてどのように思うか。（以下，出産についてと記述）
Ⅱ　①出生前診断を実施する意義を理解しているか。（以下，意義と記述）
②出生前診断ではどのような検査をどのように実施するか知っているか。（以下，検査実施方法と記述）
③出生前診断のメリット /デメリットを理解しているか。（以下，メリット /デメリットと記述）
④出生前診断から何がわかるか知っているか。（以下，わかることと記述）
⑤出生前診断を受けた後の対応や流れについて活用できる情報を持っているか。（以下，その後の対応と流れと記述）
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Ⅲ　結果
１　属性
本調査では，男性 22名（29.7%），女性 52名（70.3%）
であり，1年生 47名（63.5%），2年生 13名（17.6%），
3年生 5名（6.8%），4年生 9名（12.2%），所属は教
育学部 39名（52.7%），文学部，法学部，経済学部
計 21名（28.4%），理学部，工学部，環境理工学部計
7名（9.5%），医学部，薬学部計 6名（8.1%），その
他 1名（1.4%）であった。身近に障害のある人がい
ると答えた者は 22名（29.7%），いないと答えた者は
52名（70.3%）であった。
２　積極的実施，自身の受検および中絶実施に対す
る意識
「積極的実施」については，「どちらともいえない」
が 50.0%と半数を占めており，次いで「賛成」が
35.1%と多く，反対は 14.9%であった（図 1）。「賛
成」の理由は，「心理的，物理的準備ができるから」
が 34.6%，「胎児の状態を知ることができるから」が
30.8%，その他が 34.6%であった。「反対」の理由は，
「どのような理由があるにしろ中絶は許されないこと
だから」が 36.4%，「中絶が増える恐れがあるから」
が 18.2%，その他が 45.5%であった。「どちらともい
えない」の理由は，「メリットとデメリットの両面が
あるから」が 59.5%，「診断を受けるかどうかは個人
で判断すればよいことだから」が 16.2%，その他が
24.3%であった。表 3は，回答理由を原文のまま一
部抜粋したものである。
一方，「自身の受検」については，「賛成」が39.2%，「ど
ちらともいえない」が 36.5%と近い値になった（図 2）。
「積極的実施」と「自身の受検」の二項目に関連は認
められなかった（x2（2, n=148）=1.225, n.s.）。「賛成」
の理由は，「心理的，物理的準備ができるから」が
41.4%，「胎児について知りたいから」が 13.8%，そ
の他が 44.8%であった。「反対」の理由は，「障害の
有無に関わらず自分の子として愛することができる
から」が 33.3%，「受けたところで知りたい情報がな
いから，あるいは，受けて何かが変わるわけではな
いから」が 22.2%，その他が 44.4%であった。「どち
らともいえない」の理由は，「自分が実際その立場に
なってみないとわからないから」が 22.2%，「周囲の
人の意見や状況によっては受けようと思うかもしれ
ないから」が 14.8%，その他が 63.0%であった。表
4は，回答理由を原文のまま一部抜粋したものである。
表 3　「出生前診断を積極的に行っていくこと」に対する回答理由（一部抜粋）
・事前に胎児に障害があるとわかっておろしてしまうことを恐れるのではなくて，わかって生まれるまでに心
の準備，環境の準備をすることができると思うから。
・胎児の健康状態を知ることは，その結果が良くても悪くても生まれた後の心の準備や環境を整える重要な材
料になるから。
・新型出生前診断については賛成だが，積極的に行うということには不安がある。出生前診断を行うことで，
人工中絶を希望する人が増えるのではないだろうか。
・出生前診断によって，その結果で中絶すると，親の負担をなくすことができるが，それは命を奪う，殺すこ
とにあたってしまうから。
・その結果によって中絶する人が出てくるかもしれないし，結果が分かることで前もって準備できることもあ
るだろうし，決めきれない。
・病気の早期発見により，治療をより効率的にできる。どのような病気（障害）かを知り，事前に対策（生活
面での援助）といったメリットがある反面，選別的機械的思考を持ちかねないという危険性もあり積極的に行
うことについてはどちらとも言えません。
図 1 出生前診断を積極的に行っていくことに対して
どのように思うか
図 2 自分やパートナーが出生前診断を受けることに対して
どのように思うか
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「中絶実施」については，「反対」が 48.6%　と最
も多く，次いで「どちらともいえない」が 41.9%，
賛成は 9.5%と前二者と比較すると少数であった（図
3）。「積極的実施」と「中絶実施」の二項目間には，
それぞれ「賛成」と「反対」との間に関連が認めら
れたが（x2（2, n=148）=24.767, p<.01），「自身の受検」
と「中絶実施」の間には関連は認められなかった（x2（2, 
n=148）=3.416, n.s.）。「賛成」の理由は，「育てられ
ないのなら産まない方がよいから」が 57.1%，その
他が 42.9%であった。「反対」の理由は，「命の選別
をすることになるから」および「命を殺してしまう
ことと同じだから」が 13.9%，「子どもには生まれて
くる権利があるから」が 11.1%，「障害者の方を否定
することになるから」が 5.6%，その他が 55.6%であっ
た。「どらともいえない」の理由は，「育てられない
のなら産まない方がよいから」が 54.8%，その他が
45.2%であった。表 5は，回答理由を原文のまま一
部抜粋したものである。
表 4　「自分（またはパートナー）が出生前診断を受けること」に対する回答理由（一部抜粋）
・人工中絶の選択ではなく，胎児に障害があった場合，出産時，または出産後，その障害に対する治療につい
て準備することができるから
・障害が見つかってしまうと不安にはなるけれど，自分の子どもと向き合っていく覚悟が早くできるというこ
とは大切なことだと思うから
・障害を持っていても持っていなくても自分の子どもであることに変わりはなく，心から愛することができる
と思うから
・生まれてきた子どもをそのまま受け取ってあげたいし，受け入れて育ててあげるなんだか分からない自信が
あるから
・そのときになってみないとわからない，ただ反対ではない
・診断を受けて安心したいという気持ちと，障害を持っていると診断をされたときにとてもつらいという気持
ちから出生前診断を受けることに対してどちらとも言えない
表 5　「出生前診断に基づいて人工的中絶を行うこと」に対する回答理由（一部抜粋）
・子どもも大切だが，育てる責任がある以上，経済的，社会的に厳しい場合はやむを得ないと考える
・障害者を育てることは大変で，それに耐えることができない人は進んでするべき
・障害を持っていようと持っていなかろうと人間であるし，同じ命であるから，それを奪う権利はないと思う
から
・中絶は命を殺してしまうことと同じと思うから
・反対の気持ちが強いけど，もし診断の結果で障害があるとわかった場合に母親が一生守り育て続けることが
できないと思ったとすれば（経済面も含めて）わからないと思いました。
・すでに生きている命を奪ってしまうことはやはりいけないことだと思うし，障害を理由に中絶をするという
ことは，現在障害を持ちつつも懸命に生きている方を否定することになると思うから
図 3 出生前診断に基づいて人工中絶を行うことに対して
　　 どのように思うか
３　生命の始まり，出産についての意識
「生命の始まり」については，「受精したとき」が
70.3%と最も多く，他の選択肢と比較しても著しく
多かった（図 4）。一方，受精する前の段階の「卵子・
精子のときから」と考えている者も 9.5%存在した
（図 4）。「出産について」については，「子どもには生
まれてくる権利がある」が 55.4%と半数以上を占め，
続いて「一概には言えない」が 25.7%であった（図 5）。
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４　出生前診断に対する知識
「意義」については，「どちらとも言えない」が
52.7%と最も多かった（図 6）。「そう思う」と「そう
思わない」はそれぞれ 24.3%と 21.6%であり，対照
的な意見が近い値であった（図 6）。「検査実施方法」
については，割合が高い順から「そう思わない」が
41.9%，「どちらとも言えない」が 25.7%，「強くそう
思わない」が 23.0%となっており，90.5%の対象者
が検査やその方法について十分な知識を持っていな
いと認識していた（図 7）。「メリット /デメリット」
については，「どちらとも言えない」が 36.5%と最も
多く，次いで「そう思う」が 33.8%であった（図 8）。
「どちらとも言えない」，「そう思う」，「強くそう思う」
と回答した対象者は 72.9%であり，理解度に差はあ
るがメリット /デメリットについて理解していると認
識しているものが多かった（図 8）。「わかること」に
ついては，「そう思う」が 43.2%と最も多かったが，
「どちらとも言えない」が 37.8%，「そう思わない」
が 16.2%，「まったくそう思わない」が 2.7%であり，
検査の結果から得られる情報について十分な知識を
持っていないと認識している対象者が 56.7%存在し
ていた（図 9）。「その後の対応と流れ」については，「そ
う思わない」が 45.9%と最も多く，「どちらとも言え
ない」が 29.7%，「強くそう思わない」が 23.0%であ
り，「そう思う」と回答したものは 1.4%とわずかで
あった（図 10）。
Ⅳ　考察
１　出生前診断に対する意識
出生前診断に対する意識として，「積極的実施」に
ついては，半数が「どちらともいえない」と回答し
ており，その理由からは，検査によって胎児の状態
が分かることで，健康であれば安心できるが，そう
でなかった場合に中絶につながることを懸念するな
ど，メリットとデメリットを理解していることが示
唆された。看護短期大学 3年生 148名に同様の項目
を問うた廣井ら [9]の研究では，「賛成」76.4%，「反対」
23.6%と報告されていた。このように「賛成」と「反対」
の割合に大差が見られたことについては，対象が看
護短期大学生という立場上，出生前診断に対してあ
る程度の医学的知識を持って回答した結果と推測さ
れる [9]。一方，本研究の結果は「どちらともいえない」
が半数を占めており，出生前診断に関する基礎的知
識を持っていないために，「賛成」あるいは「反対」
のどちらかを選択できなかった可能性も想定される。
本研究の対象者のように，特にこれから子どもをも
つ可能性のある者に対しては，出生前診断について
適切な判断ができるよう，誰にでもわかりやすい情
報をどのように適切に提案していくことができるの
かを検討することが必要と思われる。
「自身の受検」については，「賛成」「どちらともい
えない」「反対」の順に多く，「賛成」と「どちらと
もいえない」は近い値であった。助産学を学ぶ 130
名に調査を行った我部山ら [8]の研究では，同様の問
いに対して，「希望したい」が 15.6%，「どちらとも
いえない」が 56.7%，「希望したくない」が 28.7%で
あった。本研究は我部山ら [8]の研究に比べて，「反対」
は僅差であったが，「賛成」は多く，「どちらともい
えない」は少なかった。我部山ら [8]の研究は，助産
学を学ぶ学生を対象に調査しており，出生前診断に
対する関心は高いと推測されるが，本研究の結果か
らは，時代背景の変化により，それ以上に一般の学
生が出生前診断に対して高い関心を抱いていると捉
えることができるのかもしれない。一方，妊婦を対
象に調査を行った市川ら [10]の研究では，初産の妊婦
のうち 6割近くの人が「出生前診断を受けてみたい」
と答え，75%の人が「安心感を得たい」を理由とし
て挙げたことを報告していた。
図 4 生命の始まりはいつだと考えるか 図 5 出産についてどのように思うか
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で出産を前提とするものでありながら，中絶率約 9
割という数字が端的にその前提自体大きく揺れ動か
しているという現実を示しているにも関わらず，多
くの回答者が「心の準備」を賛成の理由として挙げ
たのである。調査の対象者である学生にとって出産
を身近に感じることは難しく，この点についてイメー
ジしにくかったことが考えられるが，出生前診断を
受け障害があると診断された場合，果たして「準備
期間があってよかった」と思うのか，「不安ばかりが
増大し中絶につながる」ことにはならないのか，慎
重に検討する必要があると思われた。
さて，本研究において，「積極的実施」と「自身の
受検」の二項目について「賛成」と答えた者は，その
理由として「物理的，心理的な準備をすることがで
きる」を多く挙げていた。これに関して，藤田ら [11]は，
自身の調査においても出生前診断に賛成する理由と
して「心の準備ができる」という理由が高率で挙がっ
ており，調査対象とした学生らに対して，フランス
では胎児異常による中絶件数が約 9割にのぼるとい
う事実を講義した後であってもなお，これを理由に
挙げるものが多数であることにショックを覚えたと
記述していた。すなわち，「心の準備」とは，あくま
図 6 出生前診断を実施する意義を理解しているか
図 8 出生前診断のメリット / デメリットを理解しているか
図10 出生前診断を受けた後の対応や流れについて
 活用できる情報を持っているか 　　　
図 7 出生前診断ではどのような検査を
　　    どのように実施するか知っているか
図 9 出生前診断から何がわかるか知っているか
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「中絶実施」については，「反対」が最も多く，次
いで「どちらともいえない」，「賛成」は少数であった。
廣井ら [9]の研究では，この質問に対して「賛成」が
73名（66.4%），「反対」が 37名（33.6%）であり，「賛成」
が過半数以上を占めていた。前述した通り「どちらと
もいえない」の選択肢が設けられていなかったため，
一概に対応させて考えることはできないが，本研究
とは「賛成」と「反対」が逆転傾向にあった。廣井
ら [9]の研究では，「賛成」の理由として「障害をもつ
子どもが生まれると親が苦労をするから子どもがか
わいそう」と考えていることが記述されていた。一方，
本研究では「育てられないのなら産まない方がよい」
という理由が過半数を占めており，これらの違いが，
調査対象者の背景によって生じたのか，廣井ら [9]の
調査から本研究実施までの経年によって出生前診断
や障害についての知識や理解などに違いが生じたの
か，あるいはその他の理由によって生じたのか，と
いうことについては判然としなかった。
「積極的実施」と「中絶実施」について，これらの
間には関連が認められており，出生前診断をどのよ
うな目的で行うかはともかくとして，対象者は診断
のための手段として出生前診断を行うことと，それ
に基づいて実際に命を消してしまうこととは区別し
て考えているとも考えられる。
「生命の始まり」については，「受精したとき」が
他の選択肢と比較して著しく多く，同様の質問を行
った我部山ら [8]の結果とも一致していた。「生命の始
まり」について妊娠 22週未満および妊娠 22週以降
の二つの選択肢を提示した廣井ら [9]の研究によると，
「出生前診断に賛成」と答えた学生は，「反対」と答え
た学生よりも「遅い時期まで生命は始まらない」と
考えていることが指摘されていた。
「出産について」は，「子どもには生まれてくる権利
がある」が約半数を占め，「一概には言えない」が続
いた。我部山ら [8]の研究では，「子どもには生まれて
くる権利がある」が 41.0%であり，本研究と同じよ
うな結果であったが，「一概には言えない」が 40.2%
と高かった。このことについて我部山ら [8]は，対象
者らは助産学を学ぶ集団であることから，彼らに対
して胎児の尊厳や権利に関するさらなる教育の必要
性を示唆していた。
２　出生前診断に関する知識
「意義」については，「どちらとも言えない」が最
も多かった。「検査実施方法」「その後の対応と流れ」
については，多くの対象者が知識を持っていないと認
識している一方，「メリット /デメリット」「わかるこ
と」については多くの対象者が知識を持っていると
認識していた。18歳から 20歳の看護専門学校生 221
名および歯科衛生士専門学校生 168名を対象に，出
生前診断の知識などについて調査を行った滝澤ら [12]
の研究では，「出生前診断とはどのようなものか，ど
のようなことが診断できるかを知っているか」との
問いに対して，看護専門学校生のうち「よく知って
いる」が 1%，「大体知っている」が 42%，「聞いたこ
とはある」が 52%であったのに対し，歯科衛生士専
門学校生のうち「知らない」は 73%であった。また，
2014年 4月 20日付中日新聞 [13]によると，新型出生
前診断を実施している病院でカウンセリングを担当
している臨床遺伝専門医や認定遺伝カウンセラー 115
名を対象にした調査では，検査希望者である妊婦は
遺伝に関する基礎知識を持っていると感じているか
との問いに対して，「不十分だ」が 64%，「妊婦によ
って差がある」が 31%，「知識を持っている」が 4%
であった。玉井ら [14]は，妊婦らに対して検査の目的
および方法，効用と限界などのほかに，選択の結果
起こりうる状況とその中で受けられる支援について
の情報を提供し，納得のいく選択を支える必要があ
ることを指摘している。というのも，関沢ら [6]が述
べているように，新型出生前診断が登場したことに
よって，それの持つ安全，簡便，そして高精度とい
う特徴により，安易な受検や思いがけない結果に悩
む妊婦の増加など様々な問題が起こりうることが懸
念されているからである。
水谷ら [4]が述べているように，出生前診断が高度
の技術や高額の装置を必要とする限りは，必然的に限
られた範囲でしか行うことができないので，出生前
診断が内包する本質的な問題が表面化するには至ら
なかった。しかし，母体血清マーカー検査の登場以降，
この検査の実施方法の容易さと，胎児を損傷する危険
がないことなどが相まって広く普及し始めた [4]。新型
出生前診断は，これに加えて検査の感度が高いこと，
より実施施設が充実すること，晩婚化晩産化が進む
ことなどの理由から，今後増々の普及が予測される。
将来的に子どもを持つことが予想される大学生ら
には，新型出生前診断を含む出生前診断について十
分に正しい知識を得た上で，実質的側面や倫理的側
面においてどのようにあるべきかを問い続けること
が望まれる。
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障害のある子どもの教育内容の決定過程における
親の過失を認定した裁判事例
―Horen v. Toledo School Districtの検討―
吉利　宗久※ 1　高橋　彩※ 2　影山　瑞歩※ 2
アメリカ合衆国においては，障害者教育改善法（IDEA）に基づいて，障害のある子どもの教育的な決定に関
する親の参加が保障されている。一方で，その具体的な運用にあたっては，親と学校との対立が生み出されており，
訴訟に発展するケースもみられている。本稿は，IDEAによって保護されている親の権利をめぐって，親の過失
を認定したオハイオ州北部地区連邦地方裁判所による判決（Horen v. Toledo School District., 113 LPR 48072 (N.D. 
Ohio 2013)）を中心にとりあげ，とくに個別教育計画の立案ミーティングにおける親の参加の観点から，対立の
構造と論点を整理した。連邦地方裁判所は親と学校区とのやりとりの分析から，「これ以上露骨な参加の拒否は
容易に想像できない」と述べ，学校区からの働きかけに対して「やめてくれ」と拒絶した親の責任を全面的に認
定した。最後に，本裁判の結果をふまえ，今後における親と学校との協力体制の重要性を指摘した。
キーワード：障害者教育改善法，親の参加，個別教育計画，適正手続き，無償で適切な公教育
※１　岡山大学大学院教育学研究科
※２　岡山大学大学院教育学研究科大学院生
Ⅰ　はじめに
アメリカ合衆国においては，障害者教育改善法
（Individuals with Disabilities Education Improvement 
Act of 2004, P.L. 108-446, IDEA）のもと，すべて
の障害のある子どもに対する「無償で適切な公教育」
（free appropriate public education, FAPE）の提供
が保障されており，その具体策として「個別教育計画」
（Individualized Education Program, IEP）の立案が
求められている。IEPの策定過程においては，多専
門家チームによる IEPミーティングの開催が求めら
れており，親はその重要な法定メンバーの一員とし
て位置づけられている（20 USC §1414 (d) (1) (B)）。
IEPミーティングは，親と学校とが事前に時間や
場所について相互に合意した上で開催されなければ
ならず（20 USC § 1414 (d)(1)(B)(i)），親は子どもの
教育的サービスの内容（頻度，場，期間など）に関
する決定過程に参加し，意見を表明する機会を与え
られている（20 USC § 1414 (d)(1)）。また，IEPは，
子どもの教育目標の適切性を確認するために毎年見
直される必要があることに加え，親からの新たな情
報が提供された場合や，年次目標に対する期待され
た進歩がみられない場合などには適宜修正すること
が認められている（20 USC § 1414 (4)(a) (i) (ii)）。
すなわち，子どもの教育に関するあらゆる意思決定
の場面において，親に対する包括的な権利が認めら
れているのである。
ただし，親の権利行使をめぐっては，教育的サー
ビスの利用者である親と，提供者である学校・教育
委員会との対立が生じ，訴訟に発展するケースもみ
られている（Yell, Ryan, Rozalski, & Katsiyannis, 
2009）。いくつかの裁判では，親の権利を認める判決
が示される一方で，親の過失を認定する判断もみら
れる。その典型的な裁判事例として，長年にわたっ
て複数の裁判に派生しながら議論されてきたオハイ
オ州における Horen v. Toledo School Districtの議論を
とりあげる。なかでも，IEPミーティングにおける
親の参加（2013年判決）をめぐる対立の構造と論点
を中心としながら，連続する判決の概要と特徴を整
理する。
Ⅱ　裁判に至る経緯と背景
本裁判は，オハイオ州に住む重複障害のある児童
【資料】
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の父親が IEPミーティングの音声記録を認められな
い限り，娘（DH）の IEPミーティングに参加するこ
とを拒否したことに端を発する。また，親は IEPミー
ティングに学校区の弁護士が出席することに反対し
ていた。すなわち，親は，① IEPミーティングの記
録，②学校区の弁護士が出席することの禁止を要求
し，それが満たされるまで，③ IEPミーティングへ
の参加を拒否したのである。これらの論点は，それ
ぞれが一連の訴訟注１）を誘発し，継続的に議論される
ことになった。これにより，DHに対する IEPの開
発が実施されず，訴訟が開始された 2006年５月以来，
彼女は学校に通っていなかった。
2007年の３月から６月にかけて，学校区は IEP
ミーティングを開催しようとしたものの，親はミー
ティングの記録を要求し続けた。一方，学校区は弁
護士がミーティングに出席し，親がミーティングを
記録しないことに合意しない限り，ミーティングを
開催することを最終的に拒否していた。2007年７月，
学校区は適正手続きの訴状（due process complaint, 
No. SE-1992-2007）を提出し，①学校区から事前の
同意を得ている場合を除き，親がオーディオやビデ
オによる記録を行うことなく IEPミーティングに参
加すること，② IEPミーティングの間，その弁護士
の出席を伴う学校区の権利を認めること，③学校に
DHを通わせること，あるいは選択的に彼女がホーム
スクーリングあるいは別の方法で教育を受ける場合，
それらを学校に知らせることを親に求めた。
公正聴聞官（impartial hearing ofﬁcer, IHO）は，
学校区の要求を認め，州レベルの査察審理官（State 
Level Review Ofﬁcer, SLRO）がその決定を支持した。
親は，DHの代理人として地方裁判所に訴え，その苦
情に新しいクレームを追加しながら，議論が継続さ
れることになった。 
Ⅲ　IEPミーティングの記録と弁護士出席の是非に
関する判決（2011）
いくつかの判決のなかでも，2011年 3月に第６巡
回区控訴裁判所（Horen v. Board of Education of the 
City of Toledo Public School District, Case No. 09-4254 
(6th Cir. 2011).）において，ミーティングの記録，弁
護士の出席に関する明確な判断が示された。判決に
よれば，ミーティングの記録について，親は州法が，
IEPミーティングを記録するための権利を親に与え
ていると主張し，「会話は，参加者の同意を得ること
なしに記録することができる」（p. 5）という主張を
行った。しかし，裁判所は，法が記録を行うことが
違法行為（criminal acts）ではないということのみ
を規定しているという見解を示した。
さらに，親は IEPミーティングにおいて，「誰か
が，記録をとられたくないならば，その人物だけ沈
黙し続けることができる」（p. 5）と主張した。しかし，
これは，IDEAの目的に合致しない。そして，裁判所は，
IDEAが，IEPミーティングの記録を禁じていないも
のの，学校区の労働団体協約（collective bargaining 
agreement , CBA）は，記録を残さないポリシーを含
んでいたことを指摘した。親は学校区が録音に関す
るポリシーを持っていなかったと主張したが，CBA
が記録を残さないポリシーを含んでいたことを議論
しなかった。そこで，裁判所は，学校区が IEPミーティ
ングの記録を禁止することは権利の範囲内にあると
判示した。
また，裁判所は学校区の弁護士の出席についても，
学校区の主張を支持する判決を下している。裁判所
は IDEAが，「IEPチームは『親または機関の裁量で，
子どもに関する知識ないし特別な専門知識をもつ人
物』を加えることが可能である」（p. 5）と規定して
いることを指摘し，学校区が必要と判断すれば，弁
護士を出席させる権利を有するのであり，「学校区は，
以前の適正手続き公聴会や控訴における弁護士の関
与に基づいて，子どもに関する『特別な知識』を持っ
ているかを決定する裁量権を持っている。親は弁護
士が出席することを理由に，IEPミーティングへの
出席を拒否することには根拠がない」（p. 5）と判断
した。このように，IEPミーティングの記録と弁護士
の参加について，学校区の主張が認定されたのであっ
た。
Ⅳ　親の IEPミーティング参加に関する判決（2013）
１　事実認定
続けて，とくに親の参加に関する論点に関しては，
オハイオ州北部地区連邦地方裁判所（Horen v Board 
of Education of the Toledo Public School District, 113 
LRP 48072 (N.D. Ohio 2013)）が判決を下している。
その事実認定の概要は以下のとおりである。
2009年 3月，トレド学校区（Toledo School District,
TPS）のスチューデント・サービスの責任者である
Thom Billauが親に対して，IEPミーティングの開
催に向けたスケジュール調整の手紙を送付した。彼は
DHの学校への代替的な教育措置としての EduCare
でのステイ・プット（stay-put）についても言及し
─ 159─
障害のある子どもの教育内容の決定過程における親の過失を認定した裁判事例　―Horen v. Toledo School Districtの検討―
ていた（表１）。なお，ステイ・プットとは，親が適
正手続きによるヒアリングの要請を行った場合に，
子どもの教育措置を維持する権利が発生し，すべて
のヒアリングや訴訟が終了するまで従来の教育措置
にとどめておくことができる措置である（20 USC
§1415( j)）。裁判所は，学校区が親に日程調整を働き
かけているなど，IEPミーティングの開催に向けて
一定の努力を行っており，教育の場についても配慮
していたことに注目していた。
これに対し，親は Billau本人に返事を書くこと
をせずに，2009年４月６日付けで TPSの統括官
（superintendent）である John Foleyに手紙を送付
した（表２）。そこでは，IEPミーティングへの参加
を強い表現で拒否していた。結局，DHの親は Billau
の手紙に示された 2009年４月７日のミーティングに
参加することはなかった。彼らは代わりの日時を指
定せずに，DHの評価にも同意しなかった。
その代わりに，2009年６月３日，親は Foley統括
官にもう一通の手紙を送っており，その内容は「Billau
は役立たずで，無能である。さらに，私たちと争うた
めに代理弁護士から賄賂をもらっているに違いない。
おそらくあなたもそうなのだろう。私たちは手紙を書
く活動を続け，TPSのやりかたについて公にしてい
く」（p. 3）というものであった。また，６月３日の
手紙は４月における親からの手紙に言及して結ばれ
ていた。すなわち，「数ヶ月前，TPSが私たちの要求
を受け入れるまで手紙を送ることを止めるようにお
願いした。Foley，あなた方が何を隠していて，何を
恐れているか知らないが，私たちが期待することは
あなた方が私たちの要求に応えることである」（p.3）。
その結果，2009－ 10学年度においては，これ以上
のやりとりは行われなかった。約２年後，親は 2012
年の８月 30日になって，この論点に関する訴えを起
こしたが，それは学校区とのやりとりから３年以上
が経過した後であった。
IHOよりも前段階での行政聴聞会（administrative 
hearing）において，親は以下のように主張していた。
１.　学校区は障害認定（Child ﬁnd）に関連する
IDEAの条項に従わなかった。
２.　学校区は学校の始業日に適切な IEPを作成し
なかった。
３.　学校区は 2009－ 10学年度に IEPを作成しな
かった。
４.　学校区は他の問題を係争中に IEPを提供しな
話し合いを行うために，前回，IEPの原案のコ
ピーを送付しました。もし改めてコピーが必要で
あれば，私のオフィスに連絡を下さい。学校の職
員は過去の 2学年度にわたって，DHの様子を観
察する機会がなかったので，もし DHの最近の
能力（performance）のレベルに関する情報をお
持ちであれば提供して下さい。
また，2008年の９月に DHの再評価の期日が
近づいていることをお知らせしました。評価は新
しい IEPを作成するために必要不可欠なもので
す。DHの再評価に関する同意書も同封していま
す。
そして，ミーティングに関する案内も同封して
います。もし提案の日時に都合が合わなければ，
都合のよい日を連絡して下さい。ミーティングで
は IEPに関して有益な情報はもちろん，再評価
の実施についても話し合いたいと考えています。
・・・・・
話は変わりますが，DHが学校に再び通い始め
る時期に関してアドバイスして下さい。（p. 2）
この手紙は私たちに送付されてきた別の手紙へ
の返信です。その手紙の内容は，ミーティングを
４月７日に設定するという Billauからの手紙で
す。TPSが DHの FAPEを否定し続けていると
いう更なる証拠を示してくれて感謝します。
我々への連絡をやめるように要求します。TPS
がどれだけ手紙を送ろうと，TPSが要求したこ
とを実行するまで事実は変わらないし，私たちの
姿勢も変えるつもりはありません。（中略）娘に
関するミーティングが私たちの参加なしに開催さ
れることに抗議します。
・・・・・
娘が EduCareに出席することを再開する時期
に関する Billauの度重なる問い合わせに関して，
私は過去のやりとりと，この問題を全面的に検討
している係争中の訴訟に改めて触れておきたいと
思います。同様の問題に関するこれ以上の連絡は
ハラスメントとして捉えます。やめてください
（Stop it.）。（p. 3）
表１　Billau から親への手紙の内容 表２　親から統括官への手紙の内容
─ 160─
吉利　宗久・高橋　彩・影山 瑞歩
かった。
５.　学校区は親に２つの不適切な教育措置の選択
肢を与えた。１つは聴聞官と裁判所によって決定さ
れたものであり，２つ目はオハイオ州法に違反して
オハイオ州教育省による認可なしに運営されている
教育措置であり，学校区が医療的なニーズのある生
徒を親の知識や許可がないままに通うことを許可し
ている場所である。
６.　学校区は評価の実施に関する親の問い合わせ
に返答しなかった。
７.　学校区は 2009－ 10学年度中に IEPミーティ
ングを開催しなかった。
学校区は IEPの作成を進めなかったことに関する
２, ３, ７の主張の事実のみを認めた。そして，IHO
は次の理由から親の主張に法的根拠がないと判断し
た。
１.　TPSは障害認定に従うように十分な努力をし
てきたが，親の手紙には TPSとのこれ以上のやり取
りを行いたくないとの意向が示されていた。
２.　EduCareが適切な教育措置であったかどうか
という問題はすでに決定がなされたものであり，すで
に裁判所で解決されている問題である。さらに，DH
が 2006年から係争中の訴訟の間に学校に通っていな
いことを考慮すると，TPSは EduCareでの DHの教
育措置を維持していると述べたように適切に対応し
たといえる。
３.　親からの 2009年４月の手紙は TPSとのコ
ミュニケーションを事実上断絶させたものである。そ
して，2009年６月の手紙では特定の評価や調査の情
報の要求はなかった。
IHOは学校区が子どもの IEPを作成すべきであっ
たことを指摘したが，親の「行動が IEPの作成に必
要なプロセスを妨げた」とも判断した。IHOは学校
区に「今から次年度の開始までの間に IEPを完成す
る」ことを命じ，親に対しては「再評価に協力し，同
意するように」命じた。これに対して，親は SLRO
に訴えたものの，IHOの決定が支持され，親の主張
は法的根拠がないと判断されたのであった。
その論旨は，「学校区は 2009－ 10学年度に子ども
の FAPEを提供できなかった。なぜならば，親が参
加しないことを選択するならば，学校区は親の参加な
しで IEPを作成することができなかったからである。
しかし，親が生徒を学校に連れてこない限りは，IEP
に基づいたサービスは提供できない。親は FAPEの
違反による補償について主張する権利はない。なぜ
ならば，彼らは再評価への同意を拒否し，IEPの話
し合いに参加することを拒否し，娘を学校に通わせ
なかったことによって FAPEの違反に関して大きな
責任があるからである」（p. 4）というものであった。
これらの事実認定をふまえて上訴した親は，改め
て特に以下の点を主張した。①親は IEPの再評価の
ためのプレミーティングへの参加の意志は表明して
いたが，学校区は事前に評価には何が含まれ，誰が
参加するかという情報を提供する必要があった，②
学校区が情報を提供しなかったために，IEPミーティ
ングに参加を要求する Billauの手紙への応答をしな
いことは正当である，③学校区は IEPの作成をしな
かった，④学校区は IDEAの「障害認定」の提供に
違反した。しかし，地方裁判所（2013）は，親の主
張のどれにも法的根拠がないと判示した。
２　審議内容と判決
裁判官 Carr, J. G. は，DHが FAPEを含む IDEA
によって認められた権利を有し，さらに彼女が 2006
年から TPSの関与を十分に受けていないことに関し
ても議論の余地がないことを述べた。その上で，既
判力（res judicata, 既判事項については再度訴訟問題
にできないという不再理の拘束力）の原理に基づき，
親は他の事実について訴訟を起こそうとすることが
できないとした。そして，本訴訟では先の裁判（WL 
3070774, N. D. Ohio 2013）における SLROの決定
（① 2006年に DHを TPSから引き離したのは，親自
身である [親の責任の認定 ]，② 2006－ 07学年度に
計画された EduCare（チャイルドケアセンター）へ
の教育措置は適切である [教育措置の妥当性の認定 ]）
ということを認定し，親によって提起された「TPS
が DHを遠ざけたか」，「親が決着した問題を再び訴
訟しようとしたか」，「EduCare措置の適切さ」を争
う主張を棄却した。
また，IEP策定プロセスの妨害に関しても，親の
行動が 2009－ 10学年度の取り組みを妨げる原因と
なったことを支持した。つまり，裁判所は，IEPの
立案が行われなかったことに関して，TPSに責任が
ないと判断した聴聞官の判断は適切であると認定し
た。そして，親と，Billauや Foelyとの間で交わさ
れた手紙のやりとりから，「これ以上露骨な（blatant）
プロセスへの参加拒否はめったに想像できない。原
告（親）は TPSに『やめてくれ』（Stop it）と伝え，
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2009－ 10学年度の IEPに関する有意義なやりとり
を終了させた。これらの状況から学校区は DHへの
義務に応えるように更なる試みをしなかったことに
関して責任はない」（p. 6）と判断した。そして，親
が学校区に対して IEPの準備に必要不可欠である評
価に関する詳細の情報を伝えなかったことを問題と
して指摘し，当事者たちが子どもの状況やニーズを
確認できない限り，ニーズに適合した IEPを用意す
ることは不可能であることを判示した。さらに，親
が Foelyへの手紙とその後のやりとりを中断し，TPS
と聴聞官の解釈を非難したことにふれ，手紙の内容
は親がプロセスに参加しない意志を明確に表現して
いたと述べた。2009－ 10学年度における IEPの策
定を妨害したのは TPSでなく親であり，彼らに責任
があるという IHOと SLROの決定を維持するとの判
断が下された。
その他の問題について，親は TPSが事前の文書に
よる通知（prior written notice）を提供しなかった
と主張したが，聴聞官は学校区が義務を果たしたと
裁定し，親の主張にメリットがないことを指摘した。
裁判所は「IDEA施行規則（34 CFR § 300.503(a)）
は，学校区が，子どもの障害の判定，評価，あるいは
教育措置の検討を開始，変更することを提案したり，
拒否したりするときには，事前の書面による通知を親
に与えなければならないと規定している」（p. 7）と
述べ，法の規定内容を確認している。そして，IDEA
が，学校区は親の適正手続きの申し立て事項に関す
る事前の文書による通知を送付していない場合には，
学校がその詳しい理由を親に知らせる必要があるこ
とを述べた。
これに関して，親は 2009－ 10学年度にそうした
通知を受け取らなかったと主張したものの，裁判所
は親が TPSの対応を非難したことは，親自身の行動
に過失があり，IEPの策定を不可能にしたと指摘した。
最終的な裁判所の判断は，IEPのプロセスを進める
にあたって，必要とされる通知を送付しなかったこ
とは TPSの過失ではないというものであった。
また，裁判所は，親が現在の TPSにおけるスチュー
デント・サービスの責任者である Charlotte Cosart
による証言を不正確に述べたことを指摘した。公聴
会での親のプレゼンテーションにおけるやりとりの
一部は，表３の通りであった。裁判所は，2009年の
IEPを作成しなかったという点では，TPSが失敗を
繰り返しているが，これも IEPの立案に参加しない
親自身の行動によるものと判断した。IEPが作成さ
れなかったことに対して，文脈を考慮することなく
展開された親の主張は却下された。
さらに，先の IHOの判断として，TPSに対して次
の学年度のはじまりまでに IEPを完成させることを
命じ，親には評価のための協力と同意を命じていた。
親は，この IHOによる命令の根拠がなかったことを
主張した。裁判所は，IHOは，親が学校区への協力
を拒否することを見越し，それを命じたことが適切
であるとの見解を示した。「もし，親が学校区と協力
して再び作業を行わないのであれば，IEPと FAPE
に関する規定を満たすことが再び不可能になること
を示す」（p. 9）とし，この点についても親の主張を
退けた。
Q. 2009－10学年度の IEPを立案する予定はあっ
たのか？
A. いいえ。
　（裁判所：逐語的には，それは正しい。しかし，
文脈を無視してこの会話を示すならば，誤解を
招く恐れがある。）
Q. それでは，あなたは教育措置をステイ・プッ
トすることに取り組んだのか？
A. 私は，IEPチームが決定した学校に彼女を戻
すように取り組んだ。
Q. IEPなしで，どのようにして彼女は学校に行
くことができるのか？
A. 私は，あなたとのやりとりにおいて，ETRを
継続するために，彼女が学校にいるのと同様に，
暫定の IEPが DHのためのいくつかのサービ
スを提供することができるということを示し，
ETRのための計画内容を親の情報をふまえて
開発した（彼女の IEPのために本当に良い計
画を開発することができた）。
Q. それは 2009－ 10学年度のためのものであっ
たのか？
A.いいえ。
Q.あなたは 2009－ 10学年度のための IEPを開
発する予定はあったのか？
A.いいえ。　　　　　　　　　　　　　　（p.8）
表３　Cosart に対する親のやりとり
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所に保証することはできない」（p. 5）と述べ，親に
32,792ドルを支払うことを命じた。これは，複数の
訴えをすでに棄却されているにもかかわらず，警告
を無視して不合理な目的に基づいて訴訟を繰り返し
継続しようとする親に対する「唯一の潜在的に効果
的な方法」（the only potentially effective way）とも
述べられている。訴訟を繰り返すことによる公的な
損害と同様に，親の負担が検討されるべきことが示
された。
Ⅵ　おわりに
わが国でも，2007（平成 19）年の学校教育法施行
令（第 18条の 2）改正に伴い，就学先決定における
保護者の意見聴取の義務付け（18文科初 1290号）
がようやく実現した。また，それは 2013（平成 25）
年に就学・転学時へと拡大（25文科初第 655号）さ
れており，学校と親との連携や協力はよりいっそう重
視されるようになった。一方で，親は，様々な悩み
を抱えながらも，利用できるサービスや人的環境は
非常に乏しいことが指摘されている（堀家 , 2014）。
そして，親が教育・保育機関からの助言を受け入れ
ないなど拒否的・防衛的な反応が示される場合もあ
り， 保護者支援における対応困難な状況が生じている
側面も明らかにされている（渡辺・田中 , 2014）。今
後のわが国においても，本裁判のようなケースが生
じる可能性がある。親の要求の背景にある問題を適
切に捉え，スムーズな連携が可能となる制度的・実
践的な仕組みづくりを進めなければならない。
注）判決文においては，一連の裁判として次のとお
り示されている。Horen v. Board, — F. Supp. 2d —, 
2013 WL 3070774 (N.D. Ohio); Horen v. Board, —F. 
Supp. 2d —, 2013 WL 2403999 (N.D. Ohio); Horen v. 
Board, 2012 WL 3808902 (N.D.Ohio);Horen v. Board, 
655 F. Supp. 2d 794 (N.D. Ohio 2009); Horen v. Board, 
594 F. Supp. 2d 833(N.D. Ohio 2008); Horen v. Board, 
2008 WL 5156614 (N.D. Ohio); D.H. ex. rel. Horen v. 
Board, 2008 WL 4457897 (N.D. Ohio); Horen v. Board, 
568 F. Supp. 2d 850 (N.D. Ohio 2008); Horen v. Board, 
2008 WL 339458 (N.D. Ohio); see also Board v. Horen, 
2010 WL 3522373　(N.D. Ohio)。さらに，最近では，
本文中にも示した Case No. 3:12CV187 (N.D. Ohio 
2014)がある。
加えて，裁判所によれば，親は判決の直前に SLRO
に対する公判後の弁論趣意書（post-hearing brief）
を付託したが，裁判所は提出を拒否した。趣旨書の
提出時期が妥当でないことに加え，親は学校区の弁
護人にコピーを送らなかった。そして，たとえ送っ
たとしても，返答のためには時間は十分ではなかっ
たことを指摘した。結局，「いずれにせよ，親が趣旨
書を付託することができるように，SLROは締め切
りの延長を申し出て，裁判所は許可したが，親が延
長の依頼を幾度も拒否した」（p. 10）ことを認定した。
趣旨書の提出を許さなかった SLROに対する非難に
ついての責任は，親にあることが改めて指摘された
のであった。
最後に，IDEAの「障害認定」規定についての判断
が示された。まず裁判所は，「IDEAは，学校に対して，
学校区内に居住するすべての障害のある子どもたち
が判定を受け，所在を確認され，評価を受けること
を保障する『記述されたポリシーと手続きの採用や
実施』を求めている」（§300.111(a)(1)）ことを確認
した。そして，「学校区は，『学校関係者は，障害の
明らかな兆候（サイン）の見落としや，テストの要
望を放置した場合，あるいは評価を行わない合理的
な正当性がない場合』のみ IDEAの障害認定規定に
違反する。親は，TPSが『DHの所在を確認』しなかっ
たか，彼女を評価しなかったために，障害認定の義
務を果たさなかったという苦情を申し立てた。この
主張のメリットはない」（p. 10）と判示した。
裁判所は，学校区が DHに対する FAPEの必要性
を理解しており，彼女が親とともにいる場所を知っ
ていたことを認定した。学校区が 2006年以降，DH
を評価していないが，それは親の過失であることを
指摘したのである。 以上のように，裁判所は，TPS
による数々の違反を主張する親の訴えを一貫して退
けた。
Ⅴ　裁判費用に関する判決（2014）
一連の裁判においては，親の全面的な敗訴となっ
た。さらに，最近では 2014年８月における裁判費
用に関する判決（Horen v. Board of Educ. of the City of 
Toledo Pub. Sch. Dist., Case No. 3:12CV187 (N.D. Ohio 
2014).）が下されている。そこでは，「納税者が，原
告（親）がもたらした費用の浪費を負担したのと同
じように，原告は制裁を受けるに値する。将来的に，
さらに多くの無益で，不必要，不当な訴訟が生み出
されないということを納税者，学校区，または裁判
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養護教育実践研究における大学院生の学び
―研究的視点を持って保健室経営に参画するために―
星野　沙貴絵※ 1　勝田　明未※ 1　中村　恵子※ 1　本田　浩江※ 2
古川　育実※ 3　上村　弘子※ 4　　棟方　百熊※ 4
「発達支援研究特論Ⅴ（養護教育実践研究）」は，大学で学んだ理論を学校現場で実証し，養護実践研究を行う
能力を身に付けることを目標にした授業科目である。大学院生３名の附属小・中学校における取組と課題の検討
を通じて，学びと保健室経営への参画について考察した。その結果，大学院生は異なる事例の検討を通じて，様々
な角度から課題を発見し，その対策を示すことができた。また，事例検討の過程で，自分自身が一定の役割を果
たすこと，より広い視野を持つ必要性，一人の養護教諭としての自覚をより強く持つ必要があること等に気付く
ことができた。大学教員の課題として，養護実践のふりかえりの頻度を増やし，よりきめ細かくフィードバック
すること等が挙げられた。このような取組は養護教諭としての資質能力の向上に有用であると考えられた。今後
は大学院生が自覚的，主体的に養護実践に取り組み，学びを検討し，共有する機会の充実が求められる。
キーワード：養護教諭，大学院生，養護実践，保健室経営
※ 1　岡山大学大学院教育学研究科大学院生
※ 2　岡山大学教育学部附属小学校
※ 3　岡山大学教育学部附属中学校
※ 4　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　はじめに
近年，社会の変化に伴う子どもの学ぶ意欲や学力・
体力の低下，問題行動等，教育に関して多くの課題
が指摘されている 1）。それに対して，これからの学校
には，基礎的・基本的な知識・技能の習得，思考力・
判断力・表現力等の育成，学習意欲の向上，多様な人
間関係を結んでいく力の育成等が求められている 2）。
このような教育を支える教員に求められる資質能
力として，教職に対する責任感，探究力，教職生活
全体を通じて自主的に学び続ける力，専門職として
の高度な知識・技能・教科や教職に関する高度な専
門的知識，総合的な人間力等が示されている 2）。
岡山大学大学院教育学研究科発達支援学専攻養護
教育コースでは 2年次に，養護実践を通して大学で
学んだ理論を学校現場で実証し，養護実践研究を行
う能力を身につけることを目標とする「発達支援研
究特論Ⅴ（養護教育実践研究）」を行っている。本報
告では，大学院生が実践の中で取り組んだ課題の検
討を通じて得た学びと，学校現場への参画について
考察する。
Ⅱ　方法
岡山大学大学院教育学研究科発達支援学専攻養護
教育コースの大学院 2年生 3名が，「発達支援研究特
論Ⅴ（養護教育実践研究）」の一環として附属小学校
および附属中学校において行った養護実践を素材と
した。大学院生が行った養護実践研究の中からそれぞ
れ事例を取り上げ，課題を設定した。各課題に関して，
大学院生による実態把握，養護教諭への聞き取りの
結果等をまとめて課題解決のための方策について検
討した。検討は大学院生間での検討および本科目担
当の大学教員 2名を交えた討論を行った。対象とし
た期間は 2014年 4月から 7月である。
１　附属小学校および附属中学校の概要
（１）附属小学校
各学年 3学級，児童数 629名である 3）。養護教諭
は 1名（経験年数約 30年）である。
（２）附属中学校
各学年 5学級，生徒数約 600名である。養護教諭
は 1名（経験年数 1年）である。
【資料】
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２　大学院生の概要
3名の大学院生のうち 2名は教育学部の養護教諭養
成課程から直接大学院へ進学した者であり，１名は看
護師養成課程から養護教諭特別別科を経て 1年間の
養護助教諭を経験した後に大学院へ進学した者であ
る。いずれも養護教諭一種免許状を取得済みである。
３　「発達支援研究特論Ⅴ（養護教育実践研究）」の概要
「発達支援研究特論Ⅴ（養護教育実践研究）」では，
大学における自分自身の理論的な側面に関する学修
を，実習校における実践により自ら検証すると同時
に，新たな自己課題を探求し，その改善方策を大学
で学んだ知識等に求める，といった理論と実践の往
還を 1つの柱として設定している。このことは，岡
山大学教育学部で 4年次に課している教育実践演習
および教育実践インターンシップの 2科目によって
為される理論と実践の往還により，教員養成課程で
修得すべき資質を確認し，不足を補うこととなって
いることと同様である。
「発達支援研究特論Ⅴ（養護教育実践研究）」では
さらに，保健室における養護実践の中で実習校にお
ける課題を見出し，その改善のための活動を実際に
行うことを求めている。（図 1）
このように，実際に養護教諭として職務を行う状
況により近い形で理論と実践の往還を体験すること
により，学び続ける 2），反省的実践家 4）としての資
質能力を涵養することができると考えている。
図 1　教職実践演習および教職実践インターンシップと
　　　発達支援研究特論Ⅴ（養護教育実践研究）の比較
Ⅲ　大学院生による養護実践とそのふりかえり
１　食物アレルギーへの対応（勝田明未）
（１）活動の概要
附属小学校保健室において，大学院生が活動する中
で発生した，食物アレルギー事例を素材とする。大
学院生のかかわり，養護教諭のかかわり，学校とし
ての取組について，事例をふりかえる中で，成果と
今後の課題を考える。 
（２）活動過程の検討と見出された課題
（事例）食物アレルギーのある児童が咳と息苦しさ
を訴え担任とともに保健室へ来室した。経過観察中
にエピペン®を準備するが，接種せずに症状は回復し
た。
養護教諭は当該児童の様子および発作にいたる経
緯等を保護者と相談しながら総合的に判断した上で
エピペン®を接種しなかった。今回の発作における原
因物質は特定されていない。
事例発生時に，大学院生は，学級担任への連絡お
よび（保健室に来室する）他の児童への処置にあたっ
た。しかし，本事例に対して，「何もできなかった」
という思いを持った。
以上のような事例から，課題解決のための方策を
検討するため，附属小学校養護教諭から，食物アレ
ルギー対応に関する教職員の理解や研修状況，食物
アレルギー対応および児童への指導状況等について
聞き取りを行った。
1）養護教諭からの聞き取り
①附属小学校におけるアレルギー対応
附属小学校では，アレルギーのある児童を確実に
把握するため，アレルギーの有無やエピペン®処方の
有無について全児童を対象に毎年調査を行っている。
また，年度当初の職員会議で食物アレルギーの緊急
時の対応を示した資料を配布し，校内研修を行って
いる。今年度は４月の始業式前に養護教諭および管
理職不在時に食物依存性運動誘発アナフィラキシー
の発生を想定したシミュレーションを行い，練習用
エピペン®を使用した訓練を行った。
児童や保護者への保健指導に関しては，当該児童を
含め食物アレルギーのある児童は，家庭で自己注射
の練習を行っている。保護者からエピペン®が処方さ
れたと学校へ相談があった際には児童，保護者，担任，
養護教諭，管理職等で面談を実施する。面談の際には，
保護者から児童の症状や医師からの指示等について，
説明を受け，学校・家庭ともに不安な点や理解でき
ない点について，相互理解できるように，十分な時
間を確保するようにしている。面談の場で，学級担
任等が，エピペン®接種練習をする場合もある。
②養護教諭の意識
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緊急時のエピペン®接種について，近年急増してい
る事象であるが，養護教諭は接種経験がない。必要
な知識・技術を身に付けるため，アレルギーやエピ
ペン®に関する研修に参加して力量を高めるよう努め
ている。また，対象児童に育てたい力について，児
童自身がアレルギーについて理解し，エピペン®を自
己管理できることが望ましいと考えていた。そのた
めに，児童に対する教育が必要であることを述べて
いた。
2）課題となっていること
事例のふりかえりおよび養護教諭への聞き取りか
ら，課題を以下の３点に整理した。
①養護教諭や担任等，学校の課題
・緊急対応の頻度は低く教職員はエピペン®接種を含
む食物アレルギー対応に関する経験が少ない
・食物アレルギーのある児童と保護者に対する保健指
導をどのように展開するのか
②当該児童および保護者の課題
・自身の状況を把握するのが難しい
・エピペン®を自己管理できるまでには至っていない
③大学院生の課題
・食物アレルギーと救急処置について知識と実践の力
量が不足している
・緊急対応への積極的なかかわりができていない
（３）課題に対する方策
上記の課題について，養護教諭とともに課題解決
のための方策を検討した。
①養護教諭や担任等，学校の課題への方策
附属小学校では，学校全体で食物アレルギーの対
応について児童と保護者も含めて対策が取られてい
る。また，養護教諭を含め教職員がアレルギーに関
する研修に積極的に参加しており，緊急時に対処す
るための備えはある。しかし，緊急時の動きは，いつ，
どんな状況であっても，誰でも動くことのできる体
制でなければならない。今後も，繰り返し訓練が行
われ，改善される必要がある。また，事故が起きた
ときどうするかといういわゆる二次予防の観点に加
えて，緊急事態そのものを起こさないような一次予
防の観点からの取組が重要である。管理面では，ア
レルゲンとなる原因物質を誤って摂取することのな
いようにする体制はもちろんのこと，学習活動時に
アレルゲンとなる原因物質との接触機会を低減する
工夫を学級や学校全体で取り組むことも考えられる。
教育面では，児童が自身の体調や特性を理解し自己
管理できるよう力を身に付けていくことは，食物ア
レルギーを持つ児童に限ったことではなく，全ての
児童に共通する教育内容である。自身の健康管理は
もちろんのこと，周囲の友だちの健康状態を気遣う
児童の力を育むような教育への展開も考えられる。例
えば，給食時に他の児童の食物が混入しないよう机
の配置を考慮するとともに，食品が飛び散ったりし
ないようアレルギーに配慮した行動ができるような
児童への指導が考えられる。
②当該児童および保護者の課題への方策
①で述べたことと重複するが，児童自身が自己の体
調や特性を理解して対処できる力を付けるよう，こ
れまでの取組（保護者面談）をいかして家庭・保護
者とも協力して支援していくことが重要である。
③大学院生の課題への方策
緊急対応は経験して学ぶことは困難であり，①
で述べたように一次予防が充実すれば，緊急対応の
経験は少なくなる。仮に経験できなくとも，傷病に
対する最新の知見の獲得に加え，過去の事例から
起こり得る状況と対処について学ぶことが必要であ
る。養護教諭としての力量向上のために保健室活動
に積極的に参加し，経験を積むことが重要である。
（４）事例をふりかえる中で
事例をもとに，養護教諭とともに検討することで，
食物アレルギーのある児童に対し，児童自身がアレ
ルギーと付き合っていく力を付けるための教育の必
要性を理解できた。
事例をふりかえり，課題を見出す作業の中で，大学
院生は，養護教諭から自身の実践についての評価を
受けることができた。今回の事例への大学院生のか
かわりは「何もできなかった」ことであった。しか
しながら，養護教諭は，大学院生を保健室経営に関
わる一人の養護教諭として評価していた。当該事例
における大学院生の行動について，養護教諭は，「（大
学院生に他の来室児童への対応を任せることができ）
当該児童の救急処置に専念できた」としている。す
なわち，大学院生は，「何もできていなかった」とい
う自らの行動だけをとらえた狭い評価を行っている
のに対し，養護教諭は，保健室全体の動きや状況を
考えた評価を行っていた。
以上のことから，大学院生が一人の養護教諭とし
て，保健室経営に参画することは可能であり，経験を
重ねることに加えて，自らの養護実践をふりかえり，
力量を向上することができる。特に，自らの養護実
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践を自身でふりかえることに加えて，他者評価を受
けること，周囲の状況も含めた総合的な評価が重要
であった。養護教諭にとっても，同職種としての多
角的視点を得ることができるとともに，若手養護教
諭の成長を促す役割を果たすことができるといえる。
２　眼科検診での取組（星野沙貴絵）
（１）活動の概要
附属小学校で眼科検診に取り組み，実践をふりか
えり課題を検討した。
（２）活動過程の検討と見出された課題
実施計画における眼科検診の概要は以下に示す通
りである。
表 1　眼科検診の概要
日時 平成 26年 5月 15日（木）13：30～
所要時間 1クラス 10～ 20分
医師 2名
場所 保健室
検診順
2学年→ 1学年→ 3学年
以降学年順
係分担
○　各学級担任
児童引率，
医師への情報伝達と検診所見の記録
○　担任以外の教員（３名）
児童送り出し，次クラスへの連絡
児童管理等
○　養護教諭
会場準備，全体調整，連絡等
○　院生，学生ボランティア
児童の管理や検診の補助
眼科検診当日，検診医師の人数等に変更はなく，係
分担も計画通り，担任以外の教員 3名が廊下での児
童管理，保健室内での児童の管理，インターホンで
の連絡係にそれぞれ 1名ずつと，大学院生 2名が保
健室内での児童の誘導，管理を行った。
4学年の検診時に，児童管理の教員が下校のバスの
時間が迫っていることに気が付き，養護教諭と相談
し，4学年以降は，バス登校児童の検診を先に行った。
大学院生は，時間が遅れはじめていること，養護教
諭と教員が打ち合わせていることを認識していた。
養護教諭等から特に指示はなく，大学院生も養護教
諭にすべき事を尋ねるなどの自主的な行動を行わな
かった。大学院生は，附属校前のバスを利用する児
童の並べ替えや，声掛け，児童に対する説明等を行
いながら誘導の係を続けた。終了後，バスに乗り遅
れた児童はいなかったとの報告を受けた。
眼科検診終了後，検診実施時の状況を整理し，不
明確であった部分を養護教諭とふりかえり，事例の
確認と分析を行った。
まず，当日の時程については 1～ 4学年は 5時間
目まで，5，6学年については 6時間目までであった。
附属校前のバスは，毎日異なる時刻で運行しており，
大学院生やボランティアは，バスの運行時刻を把握
していなかった。 
養護教諭は当日，各クラスの開始時刻を記録して
いた。記録から分析すると，第 3学年の開始時刻が
14：22で 1クラスあたり平均し 17分と想定内の時間
であり，第 1，2学年のバスの時刻には問題がなかっ
たことが判明した。しかし，検診が進むにつれ，2名
の医師の間で 1クラスにかかる時間は 15分程の違い
があったことが記録から判明した。この医師間によ
る時間の差が少しずつ各クラスの検診開始時刻の遅れ
に繋がっていた。検診中の時間の認識として，養護教
諭自身は，進むペースの遅さを感じていたが，検診補
助の教員に指摘を受けて，予定時間内に終了しない
状況となっていることを認識したとのことであった。
以上のことと，養護教諭と行ったその他の検討につ
いてまとめると，学校課題として①医師に関すること
（事前に当日来校する医師との事前打ち合わせが難し
いこと，2名の医師の検診時間に差があること），②
時間の想定と対処の検討，③通学方法に関すること
（附属校前のバスは運行本数が限られていること）の
3点が挙げられた。来校する医師が毎年変わることが
あり，医師との直接の連携が難しいことで，検診に
かかる所要時間の予測が困難になる背景がある。予
測より遅くなった場合，午後からの検診ということ
で，児童の下校時刻の問題が発生し，時間に関する
問題が明らかになった。また，保健室で児童の並び
替え等の調整を行うことで，記録の並べ替えを教員
があわただしく行い，児童にも落ち着きがなく，保
健室が騒然とした様子もみられた。
大学院生の問題点としては，1）事前に配布されて
いた実施計画から起こり得る事態を想定できなかっ
たこと，2）検診時間が遅れている認識がありながら
自発的に対処をしなかったこと，3）一人の養護教諭
としての自覚がなかったこと，の 3点が挙げられる。
（３）課題に対する方策
実施計画作成の段階で予測所要時間を超える場合
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にどのような事態が発生するか，また，その場合ど
のように対応するのかということを考え，その旨を
盛り込んでおく必要があった。まず，学校課題に対
しては，医師との事前の打ち合わせが難しい現状（課
題①）と，通学方法の変更ができない（課題③）こ
とから，時間の想定（課題②）について，来年度の
健康診断実施計画に今回の検討を踏まえ，所要時間
の欄に想定時間より遅れた場合，附属学校前バスに
乗る児童を前にして保健室に誘導することを担当は
連絡し，担任は，教室で児童に対して並び替えの理
由を説明しておくといった教員の対応についての内
容を注釈としてつけるという改善を提案する。
大学院生の問題に対しては，1）実施計画を読む際
の視点をまとめる，2）実施計画を読む段階で様々な
想定をしておき，一人の養護教諭としてできること，
しなければならないことを考える，3） 大学院生に期
待することについて，事前に養護教諭に意見を求め，
一人の養護教諭としての自覚を持つ，という 3つの方
策が取れると考えた。大学院生の問題の解決の方策と
して 1）については実施計画から何を読み取るべきか，
大学院生として期待されていることについての視点を
まとめた（図 2）。
図 2　眼科検診の実施計画を読む視点
 
2）については，1）で作成した実施計画を読む視
点をもとに，大学院生が時間を計測し，感覚として
遅い速いではなく，数値で認識できるようにするこ
とが考えられた。3）については，養護教諭に聞き取
りを行った。今回，検診に居合わせた大学院生は，養
護教諭一種免許状を取得しており，養護教諭も大学
院生については，健康診断を実習やボランティアで
経験しており，補助等も可能であるという認識であっ
た。それはつまり，大学院生は健康診断にかかわらず，
養護教諭として具体的な職務の内容を理解している
上で行動に移すことができるという期待があるとい
うことであった。また，できないことや，分からな
いことについても質問できると考えていた。そのよ
うな背景を踏まえると，大学院生が補助に入ること
の意義を理解し，実施計画をきちんと読み込み，午
後からはじまること，広い校区から様々な方法で児
童が登下校していること等の附属学校特有の背景を
頭に入れておくことで，児童の管理，誘導に加えて，
時間の計測や，養護教諭と相談しながら，必要な対
処を取り入れる等，自ら行うべきことを考え行動す
ることができると考える。
（４）事例をふりかえる中で
附属学校における活動時において，大学院生は，す
でに免許状を取得しており，一人の養護教諭として
期待されていることが明らかになった。また，実習
やボランティア経験等を通して，学校の実態や特色，
背景に対する理解も十分にあったと考えられる。大
学院生が，一人の養護教諭として主体的に実践を行
うことが可能であれば，マンパワーとしての役割を
越え，円滑な健康診断の実施をはじめとする保健活
動に組織の一員として参画できると考える。
本事例そのものからは，予測される事態を児童の
生活面からもとらえ，時間を感覚ではなく，目に見
える形で記録しておくことが，その後の改善に重要
であり，ＰＤＣＡサイクルに必要となることを実感
することができた。また，実施計画を検証，聞き取
りをしたことで，発達段階や，校舎の配置等を踏ま
えた検診順の意図，学校医や検診医との打ち合わせ
等について養護実践の工夫を知ることができた。さ
らに，養護教諭は多くが一人配置であり，日常的に
専門的な指導を受けることが難しいが，大学院生が
実際に現場で保健室経営に参画することで，養護教
諭としての実践を行いながら指導を受けることが可
能となり，養護教諭としての資質能力の成長につな
がるといえる。
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識しているのか。課題②附属中学校における緊急時
救急体制の現状（教職員，大学院生，ボランティア等）
はどのようになっているのか。
（３）課題に対する方策
1）附属中学校における救急処置体制の把握
まず，附属中学校における救急体制等の現状把握
のための情報収集を行った。全教職員に周知されて
いる救急処置体制を確認し，過去の救急搬送事例を
もとに，養護教諭と対応の検討を行うことで，養護
教諭と協働して，緊急対応にあたる具体的なメージ
を膨らませた。
2） 保健室での活動に関わる情報収集
毎回活動前に，今日の予定や最近の保健室の様子に
ついて確認する。また活動中についても，養護教諭
と情報交換するタイミングを意識し，来室生徒がい
ない場合は，ほとんどの時間を情報共有にあて，来
室生徒が続く場合でも，意識的に情報を伝えるよう
にした。例えば，大学院生が生徒に関わった際の印
象や養護教諭がその場にいなかった際の対応につい
て養護教諭に報告した。
3） 保健室で活動する大学院生に対する認識
「教職員は，保健室で活動する大学院生をどのよう
に認識しているのか」について，養護教諭からは，「や
はり毎日活動するわけではないため認識はどうして
も薄くなる」や「他の先生は，何度も来てくれてい
ると顔は覚えているが，どこまで頼ってよいものか
迷うのでは」等の回答を得た。一方で，他の教職員
からは，「免許を持っていると聞くと安心感がある」，
「何かお伝えすることはありますかと（大学院生から）
声をかけてもらえると，お願いしようかなという気
になる」という意見もあり，一人の養護教諭として
認識され，期待される面と，外部の人と認識される
面の両面があることがわかった。大学院生の言動や
姿勢によって，教職員の認識が変わる可能性があり，
他の教職員にもう一人の養護教諭として，認識して
もらうため，積極的な姿勢で関わりたいと考えた。
また，活動（特に救急処置）の範囲については，
本務者でないことの限界があることは，十分に理解
した上で，養護教諭への「報告・連絡・相談」はも
ちろんのこと，管理職や学級担任への「報告・連絡・
相談」も状況に応じて，積極的に行うことが大切であ
る。特に，養護教諭不在時の対応については，普段
の活動時から様々な可能性について事前に確認した
上で，「基本的な処置」に加えて，重症度の判断が求
３　保健室補助～日常的な救急処置へのかかわり～
　（中村恵子）
（１）活動の概要
附属中学校保健室において，実際に，生徒の救急処
置をしたり，生徒の悩みを聞いたりという活動を行っ
た。日々の生徒へのかかわりの中で，困ったことや
課題と感じたことをもとに，取組をふりかえった。
（２）活動過程の検討と見出された課題
保健室での活動中に養護教諭が一時的に不在にな
る際には，養護教諭が管理職に報告し，管理職も理
解の上，大学院生が来室者対応を行う。対応の実際は，
生徒の軽微なけがや体調不良に対する応急処置およ
び休養等の判断である。処置や休養の後，退出時には，
生徒にメモを持たせて教室へ帰らせ，担任等への報告
とするとともに，来室者の状況，処置等を全て養護
教諭に報告する。これまで処置や判断に関して，ト
ラブルが生じるような事案はない。
学校においては，簡単な手当てでは対応しきれない
ような傷病や，救急車を要する事態は，養護教諭の在，
不在にかかわらず，起き得るものである。そのため，
養護教諭不在の緊急対応については，くり返し研修が
行われ，体制の充実が図られなければならない。仮
に養護教諭が不在で，大学院生が保健室の対応を行
う際に，学校は，大学院生に対しても「養護教諭と
しての判断や対応を求める」のだろうか。果たして，
大学院生はその求めに応えられる力量を有している
のだろうか。
例えば，養護教諭不在時に，緊急を要する事態が発
生した場合，インターホンで報告をする，応援を要
請する，記録をする，応急手当てをする，医療につ
なぐための補助をするというような一般的な手順は
挙げられるが，具体的な動きについてのイメージは，
持ちにくい。養護教諭不在時に，大学院生が，一人
の養護教諭として，傷病の重症度を判断し，教職員
を動かしながら，搬送をするような役割を担うこと
は極めて困難である。
そこで，附属中学校で日常的に保健室補助として
活動する中で，養護教諭として，できる救急処置の
範囲について，とりわけ本務者でない大学院生に「で
きること」という視点で検討し，附属中学校の救急体
制について検討したところ，次の２点の課題が見出
された。課題①附属中学校の教職員は，ある程度の
保健室対応を任されている大学院生をどのように認
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められるかもしれないと考えて活動する。また，搬
送や保護者への連絡等，養護教諭一人で抱えること
なく，学校全体で（全ての教職員が）動ける体制を
整備しておくことの必要性がある。大学院生が一人
の養護教諭として，養護教諭を含む附属中学校の教
職員に認識され，安心して対応を任されるためには，
信頼関係を築くための十分な時間も必要であった。
（４）実践をふりかえる中で
大学院生が，週 1回保健室で「養護教諭のような」
活動をすることは，生徒にとって，保健室での窓口
が増え，短時間での対応を可能とした。例えば，け
がや体調不良による来室者の対応が円滑になる，来
室者対応と事務作業等を並行して行うことができる，
養護教諭が所用で短時間席を外す際にも，保健室を
生徒が利用できること等，養護教諭が 1.5人になるよ
うな量的な効果が挙げられた。　
また，大学院生が養護教諭と相談しながら対応を
考えていくことで，生徒を観察する視点が増え，幅
広い観察や多様な理解につながり，より的確な見立
てが可能となるような質的な効果もあったと考える。
特に，今回の附属中学校養護教諭は，経験 1年目であっ
たため，大学院生と養護教諭は，執務を相談しなが
ら進めていくことで，迷いや不安を互いに支えるこ
とができる存在でもあった。
大学院生が，附属学校保健室で，生徒に直接関わ
る対応にあたることは，さまざまな事例に対応する
直接的な経験が積める。その中で，単なる養護教諭
の補助者ではなく，もう一人の養護教諭として，認
識され，教職員と連携して対処できるような実践を
行いたかった。そのためには，当該学校の実態を十
分に把握した上で，養護教諭，教職員に理解される
ための自らの姿勢が重要であるとともに，大学院生
の存在にかかわらず，緊急時の対応は，養護教諭任
せにならない全教職員が対応できる救急体制の整備
と研修が必要であると考える。 
Ⅳ　まとめ
食物アレルギーの事例では，大学院生は自分自身
と事例との直接的なかかわりのみに着目し，「何もで
きていなかった」と自己評価した。しかし，養護教
諭による評価により，保健室全体としての役割分担
の中で果たしていた役割に気付くことができた。
眼科検診の事例では，事前に検診が遅延する可能性
に気付くことができず，検診の際には遅延に気付き
ながらも主体的に対処することができなかった。し
かし，養護教諭から意見を得ることにより，知識や
実践力に対して一定の信頼があることに気付くこと
ができた。
救急処置の事例では，大学院生が保健室で活動す
ることに対して，マンパワーとして等の量的な効果，
多様な理解が可能となる等の質的な効果があると認
識し，また，養護教諭とお互いに支えあう存在であっ
たことを感じていた。さらに，校内でもう一人の養
護教諭として認識されるためには，大学院生自身が
理解されるような姿勢でいること，学校の実態を把
握することとともに，学校の救急体制の整備が重要
であることを示した。
3名の大学院生はそれぞれ異なった事例の検討に取
り組んだが，共通してそれぞれの事例に対して様々
な角度から課題を発見し，その対策を示すことがで
きていた。
また，事例検討の過程で，自分自身が一定の役割
を果たしていること，より広い視野を持つことが必要
であること，一人の養護教諭としての自覚をさらに強
く持つ必要があること等，多様な気付きを得ていた。
大学院生に共通して見られた自己の力量に対する
自信の無さは，自分たちが乗り越えるべき今後の課
題である。そのような自信の無さは，自分が保持し
ている知識や技能がどの程度実践の場において通用
するのかを測りかねていること，実習校の養護教諭
の力量との明白な差異を認識していること等から生
じていると考えられる。しかしそのような認識は，
未だ主観的な見方の域を出ておらず，専門職として
の自己を客観視する意識を有することが求められる。
附属小学校及び附属中学校の養護教諭からは 1人の
養護教諭として，頼りにされている部分もあると認
識していることとは相反する認識であり，近い将来
にはほどよく統合されることが期待される。
「発達支援研究特論Ⅴ（養護教育実践研究）」の運
営を担当する大学教員における課題は，以下の通り 4
点挙げられる。1点目は，養護実践のふりかえりの頻
度を増やすことにより，より多面的な評価を行うこ
とである。2点目は，養護実践に対するフィードバッ
クをよりきめ細かく行うことにより，妥当な自己効
力感を持てるようにすることである。3点目は，本科
目における活動全体が，理論と実践の往還を実地で
行う場であることを理解し，自らこのサイクルを回
すよう意識付けることである。4点目は，本科目にお
ける活動全体が，大学院と学校現場とをつなぐ部分
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に位置付いていることに気付き，より主体的に活動
に取り組むように促すことである。
本報告では，大学院生 1人につき 1事例を取り上げ，
詳細に検討を加えた。しかし，大学院生は実際には
さらに多くの事例に触れている。これらをできる限
り多様な方法で丁寧にふりかえることにより，単に
養護実践を行うことだけでは見えてこない様々なこ
とに気付くことができると考えられる。
養護教育実践研究において，大学院生と大学教員，
養護教諭がともに課題解決への方策や自らの学びを
共有し，討論することは，課題解決のみならず，保健
室経営への参画への気付きにもつながっていた。個
人が自らの実践を反省し，改善していることを，大
学院生同士だけでなく先輩養護教諭や大学教員を交
えて話したり，ともに考えたりといったアウトプット
の作業を行うことによって課題解決の方策も具体化
できる。さらに，その実践を文章化し整理していくこ
とで実践力の向上が期待できる。今後は，大学院生
が自覚的，主体的に養護実践に取り組み，その学び
を共有し研究討論していく機会の充実が求められる。
Ⅴ　文献
1）　文部科学省，教育振興基本計画について－「教育
立国」の実現に向けて－，
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/
chukyo0/toushin/08042205/002.htm，（最終アク
セス日 2014.12.12）
2）　文部科学省，教職生活の全体を通じた教員の資
質能力の総合的な向上方策について，
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/
toushin/__icsFiles/aﬁeldﬁle/2012/08/30/1325094_
1.pdf，（最終アクセス日 2014.12.12）
3）　岡山大学教育学部附属小学校，平成 26年度学校
要覧
http://www.okayama-u.ac.jp/user/fusho/youran_
h26.pdf，（最終アクセス日 2014.12.12）
4）　ドナルド・ショーン著 ,佐藤学・秋田喜代美翻訳，
専門家の知恵―反省的実践家は行為しながら考
える，2001，ゆみる出版
Graduate Students’ Learning in Yogo-practice Research
Sakie HOSHINO※ 1,  Akemi KATTA※ 1,  Keiko NAKAMURA ※ 1，Hiroe HONDA※ 2,
Ikumi FURUKAWA※ 3, Hiroko KAMIMURA※ 4, Hokuma MUNAKATA※ 4
Keywords:  Yogo teacher,  Graduate school Student ,Yogo-practice Research, 
 Management of school health room
※ 1　Graduate school of Education Student, OKAYAMA University
※ 2　Primary School Attached to the School Education, Okayama University
※ 3　Junior High School Attached to the School Education, Okayama University
※ 4　Graduate school of Education, OKAYAMA University
 
平成26年度　岡山大学教師教育開発センターの活動状況の概要
所在地：
　住　　　所 ： 〒 700-8530　岡山市北区津島中 3－ 1－ 1 （津島キャンパス）
   〒 703-8281　岡山市中区東山 2－ 17－ 4　（教師教育開発センター東山ブランチ）
　電話／ FAX ： 086-251-7728／ 086-251-7586（いずれも津島キャンパス）
　Ｕ　 Ｒ　 Ｌ ： https://cted.okayama-u.ac.jp/
　構成員：(平成 27年１月 31日現在 )
　　センター長 (併 ) 　　　　　教　　授　髙　塚　成　信　mkaga@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7670
　　副センター長 (併 ) 　 　　　教　　授　加　賀　　　勝　mitsuhir@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7730
　　副センター長 　　　　　　教授（特任）　山　根　文　男　 fumio@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7733
　　　教師教育開発部門　 　　　教　　授　髙　旗　浩　志　takahata@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7752
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センターの概要
　当センターは，全学教職課程の企画・運営，教職支援活動を通して岡山大学における教員養成の質を保証
するとともに，学校支援・現職教員研修等の教師教育の研究開発と事業推進を目的として平成 22年 4月に
設置された。センターは教師教育開発部門，教職支援部門，教職コラボレーション部門，理数系教員養成事
業部門の 4部門から成り，全学教職コア・カリキュラムの研究開発，教職指導（教職支援・相談業務），県
下の協力校，教育学部附属学校園，教育委員会等，関連諸機関との連携協力事業，理数系教員養成事業等を
実施している。
学内での年間活動状況
a）センター主催・共催の研究会・研修会
　①センター企画講座「教師力養成講座」の開催
　【概要】
教職志望学生の「生徒指導力」「授業力」「教師力」「学校力」を高めることを目的として開講。
現役の校長等を講師として迎え，学校現場が直面している問題について基調提案をしてもらい，
それを踏まえて学生同士で議論をしていく。
(1)第 1回講座 (2014年 5月 21日実施 )　参加者 36名
テーマ：「どの子も参加でき、どの子もわかる授業」～ 特別支援教育の視点に立つ指導 ～
講　師：赤磐市立石相小学校　金光 一雄　先生
(2)第 2回講座 (2014年 6月 25日実施 )　参加者 20名
テーマ：「小中高等学校におけるキャリア教育」～ 現場からの問題提起 ～
講　師：岡山県立笠岡工業高等学校長　赤木 恭吾　先生
(3)第 3回講座 (2014年 7月 9日実施 )　参加者 92名
テーマ：「子どもの何を褒め、何を叱らなければならないのか」
～子どもたちは、優しくて厳しい先生を求めている～
講　師：岡山市立西小学校　高原 建裕　先生
(4)第 4回講座 (2014年 8月 6日実施 )　参加者 34名
テーマ：「多くの教師は、教師になって揺らぐ」～自分なりの教師像を創り出すために～
講　師：大津市立中央小学校　神田 豊　先生
(5)特別テーマ CST養成講座部門共同企画 (2014年 11月 5日実施 )　参加者 13名
テーマ：「授業を楽しむには！体験してわかる観察・実験！！」
～学習指導の苦手意識を克服する～
講　師：岡山大学教師教育開発センター　平野 和司先生
(6)第 5回講座 (2014年 12月 17日実施 )　参加者 32名
テーマ：「ICTを活用した授業づくり」～わかる授業の創造～
講　師：岡山市立開成小学校　山内 隆彦先生
(7)第 6回講座 (2015年 1月 14日 )　参加者 47名
テーマ：「『子どもたちにとって魅力的な授業』をどのように創り出せばよいのか」
講　師：岡山大学教育学部附属小学校　小野 桂先生
(8)第 7回講座 (2015年 2月 18日実施 )　参加者 38名
テーマ：「今、学校現場では、教師に何が求められているのか」
講　師：岡山市立岡山中央小学校　仲達 万弓先生
b)センター専任教員の全学教職課程・大学院教育への授業担当状況
　①全学教職課程への授業担当状況
○教育実習 I（観察・参加実習）○養護実習Ｉ（観察・参加実習）○教育実習 II（幼稚園教育実習基礎研究）
○教育実習 II（小学校教育実習基礎研究）１～４　○教育実習 II（中学校教育実習基礎研究）１～４
○養護実習 II（養護実習基礎研究）○教育実習 II（教育実習基礎研究）○教育実習 III（附属幼稚園実習）
○教育実習 III（附属小学校実習）○教育実習 III（附属中学校実習）○養護実習 III（附属・公立学校実習）
○教育実習 IV（中学校） ○教育実習Ｖ（高等学校）○教育の制度と社会５,６　○生徒指導論 IIＢ２
○教職論４，５　○教職実践演習（中・高）
　②大学院教育への授業担当状況
○学級・学年・学校経営の実践と課題　○学校危機管理の方法論
○特別活動とキャリア教育の実際　○授業実践におけるプレゼンテーション力
c)教職支援部門 ･･･ 教員志望学生に対する教員採用試験受験のための相談・指導業務
　教職相談室利用者数 (平成 26年 2月 1日～平成 27年 1月 31日 )
学部 大学院 その他
合計4年生 3年生 2年生 1年生 2年生 1年生 別科 / OB
利用者総数 3445 326 4 7 121 101 824 4828
新規利用者数 198 119 4 7 17 23 101 469
対外的な教育・研究活動状況
a)岡山県教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・県総合教育センターにおける研修講座の学生および大学教員への公開
　　　・現職教員等による教員養成への協力
　　　・「教師への道」インターンシップ事業
　　　・学生による学力向上の支援への協力
　　　・大学，大学院での教員養成カリキュラムの改善
　②教員研修に関する事項
　　　・いま進んでいる教育改革と家庭科
　　　・中・高等学校美術科の授業づくり
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・「子どもほっとライン事業（子ども電話相談）」への多面的な連携協力
　　　・教職員のメンタルヘルス対策
　　　・高等学校における発達障害支援実践モデル事業
　④その他，両者が必要と認める事項
　　　・附属学校園を活用した研修講座の開催
　　　・県生涯学習大学（のびのびキャンパス岡山）連携講座の開設
b)岡山市教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・岡山市の教育施設における学校支援ボランティア事業
　　　・大学企画講座における学校長等の講演
　②教員研修に関する事項
　　　・中学校地区ではぐくむ！学力アップ事業
　　　・教育研究研修センターにおける教育研究・研修講座の指導・助言
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・ＥＳＤ＝ユネスコスクール推進支援事業＝
　　　・大学生・大学院生との連携　
c)岡山県教育委員会・岡山市教育委員会等との合同による連携協力事業
　　　・理数系教員（ＣＳＴ）養成拠点構築事業
　　　・教員の資質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働の実現」事業
　　　・実践型社会連携教育におけるコーディネートシステム構築について
d)その他の研究活動
　①平成 26年度日本教育大学協会全国教育実習研究部門　第 28回総会・研究協議会
　　　・開催日：平成 26年 10月 17日（金）10:00～ 17:00
　　　・場　所：宮城教育大学
　　　・内　容：研究協議会Ⅰ，総会，研究協議会Ⅱ，総合協議
e)岡山県教育委員会・岡山市教育委員会等との合同による連携協力事業
　　　・理数系教員（ＣＳＴ）養成拠点構築事業
　　　・教員の資質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働の実現」事業
　　　・教員研修モデルカリキュラム開発プログラム
f )全国研究会への参加
　①平成 26年度　日本教育大学協会研究集会
　・開催日：平成 26年 10月 18日（土）9:20～ 17:30
　・場　所：仙台国際センター 
　・内　容：全体会，基調講演，シンポジウム，分科会（５分科会），ポスターセッション
　・研究発表：全学教職課程における「教職実践演習への取組」（3）
 －平成 25年度受講生アンケート結果による検討－ 
　・発表者：三島知剛講師
　②第 86回　国立大学教育実践研究関連センター協議会
　・開催日：平成 27年 2月 13日（金）10:30～ 17:00
　・場　所：東京学芸大学　南講義棟
　・内　容：総会，発表，報告，意見交換
外部資金導入状況
a)センター専任教員が研究代表もしくは研究分担者の科研費受給状況
①科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「昼間定時制高校における協同学習を軸とした組織的授業改善の実証的研究」
高旗浩志（代表）
②科学研究費補助金 基盤研究（Ｂ）「中等国語科における生産的な読み手育成のための読解力・授業力診断表か
システムの開発」　高旗浩志（分担）
③科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「学力として社会コンピテンシーを育成する授業診断シートとその活用法の
開発」　高旗浩志（分担）
④科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「若手教員の育成プログラム開発および支援システム構築に関する総合的研
究」  高旗浩志（分担）
b)センター専任教員あるいはセンターとして受給した学内科研 ･･･ なし
c)センター専任教員あるいはセンターとして受給した外部資金導入
①平成 26年度総合的な教師力向上のための調査研究事業（教育課題に対応するための教員養成カリキュラム開発）
d)センター (専任教員 )が他のセンター (専任教員 )と連携して申請した科研費受給状況 ･･･ なし
e) GP等採択状況
①文部科学省特別経費事業 教員の質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働」の実現
－学校教育改善との連動で教員養成教育を進化させる－  平成 23-27年度
（岡山大学大学院教育学研究科と共同）　　　　　　　　 
将来構想
　平成 21年度文部科学省大学教育推進 GPに本学から申請した「総合大学が担う特色ある教員養成の質保証」の
採択を受け，従前の「附属教育実践総合センター」を改組し，全学組織として「教師教育開発センター」を平成
22年４月に設置した。現在，総合大学における特色ある教員養成の質を保証し，かつこれを高めるために，教育
行政・学校現場と連携した全学的取組体制を整備するとともに，全学教職コア・カリキュラムを構築しその運用
を進めている。併せて平成 22年度より採択の CST事業に基づき，理数系教員養成事業部門を立ち上げた。また，
教員養成教育に対する各課程認定学部の理解を深めるため，センターが実施主体となる「全学教職課程 FD研修会」
を定期的に開催している。併せて上記「外部資金導入状況」の「e)GP等採択状況」の①により，教育学研究科と
協働して，現職教員を対象とする「講師のためのスキルアップセミナー」ならびに「初任期教員対象  授業力パワー
アップセミナー」の企画・運営に取り組んでいる。これらをはじめとして，教育行政・学校・大学との連携・協
働に基づく様々な研修プログラムの研究開発・運営に取り組むこともセンターの重要な使命と捉え，次年度以降
も継続して実施していく予定である。
岡山大学教師教育開発センター紀要に関する要項
(趣旨 )
第 1条　この要項は，岡山大学教師教育開発センター
規程 (平成 22年岡大規程第 13号 )第 12条の規
定に基づき，岡山大学教師教育開発センター (以
下 「センター」という。)における紀要の刊行に
関し必要な事項を定めるものとする。
( 名称 )
第 2条　紀要の名称は，「岡山大学教師教育開発セン
ター紀要」(以下「紀要」という。)とする。
( 内容 )
第3条　紀要に掲載する内容は，主として教師教育 (教
員養成教育，現職教育 )及び教育実践に関する実 
践的・理論的研究とする。
2　執筆区分は，次の各号に掲げるとおりとし，未発
表のものに限る。ただし，学会等で口頭発表され 
たものは，この限りではない。
一　研究論文 
二　実践報告
三　研究ノート
四　資料等
( 発行 )
第 4条　紀要の発行は，原則として，年 1回とする。
( 紀要編集委員会 )
第 5条　紀要の編集のために，紀要編集委員会 (以下
「委員会」という。)を設ける。
2　委員会は，センターに所属する教員をもって構成 
する。
3　委員会は，原稿の掲載，執筆区分，掲載順序及び
体裁等の決定に係る業務を行う。
4　その他，委員会について必要な事項は，別に定め
る。
( 投稿資格者 )
第 6条　紀要に投稿することができるのは，次の各
号に掲げる者とする。
一　岡山大学 (以下「本学」という。)に所属す
る教員 (教育学部附属学校園の教員を含む。以下
「本学教員」という。)並びにその共同研究者
二　その他，委員会が認めた者
2　連名の場合，ファーストオーサーとなることがで
きるのは，本学教員のほかに，本学及び兵庫教育
大学大学院連合学校教育学研究科の大学院生 (修
了生を含む。)並びに本学の卒業生とする。
3　論文の投稿は，1人 3編以下とし，ファーストオー
サーは 1編以下とする。
4　特別寄稿は，委員会が認めた者に限る。
( 原稿執筆要領 )
第 7条　原稿執筆要領については，委員会にて別に
定める。
( 投稿原稿の提出 )
第 8条　投稿原稿の提出にあたっては，原稿執筆要
領に従い，別に定める投稿原稿提出書を添付し，
教育学系事務部 (以下「事務部」という。)に提
出する。
2　投稿原稿は，毎年 1月 7日 (当日が土曜日又は日
曜日の場合は翌勤務日 )までに事務部に提出する
ものとする。
( 校正 )
第 9条　校正は原則として二校までとし，執筆者の責
任において行うものとする。校正刷は，事務部を
通して受け取り，5日以内に校正を終え，事務部に
返却する。校正に当たって原文の変更は認めない。
( 著作権 )
第 10条　紀要に掲載された論文の著作権 (電子化・公
開化することを含む。)はセンターに帰属する。
( その他 )
第 11条　抜刷 (白黒印刷 )にかかる金額は論文 1編 
につき 30部までをセンター共通経費負担とする
が，これを超える金額については，執筆者負担と
する。
( 雑則 )
第 12条　この要項に定めるもののほか，紀要の刊行
に関し，必要な事項は，委員会において決定する。
附則 
この要項は，平成 22年 11月 29日から施行し，
平成 22年 11月 1日から適用する。
附則 
この要項は，平成 23年 8月 19日から施行する。
附則 
この要項は，平成 25年 9月 17日から施行する。
平成 22年 11月 29日
学 長 裁 定
改正　平成 25年 9月 17日
岡山大学教師教育開発センター紀要原稿執筆要領
1.原稿の書式
　和文原稿では，A4 判縦向き，横書き，9ポイント，
1ページ及び最終ページを別紙「和文原稿のレイアウト」
のとおりとし，その他のページを，23字× 45 行，2段
組，原稿末尾の英文表題等も含め 10 ページ以内とす
る。マ ージンは，上 30mm，左右・下 25mmとする。
　英文原稿の場合は，A4判縦向き，10.5ポイント， 
40行，1 段組，原稿末尾の和文表題等も含め 20 ペー
ジ以内とする。
　原稿は，すべてワードプロセッサで作成し，図表
や写真等は原稿に貼り付けて，完全原稿とする。
2.論文の体裁
　体裁並びに表記の順序は，次のようにする。
【和文原稿】※別紙「和文原稿のレイアウト」を参考
に原稿を作成すること。
(1)　1頁目には和文表題，和文著者名，和文要旨 (刷り
上り50×8行以内 )，日本語キーワード (5語以内 )，
所属機関名を順に掲載する。複数名が同所属機関
の場合は，所属機関名をまとめて記述する。
(2)　本文
章・節・項の見出しを付けて，読みやすく構成す
る。章はローマ数字 ( I，II，III…)，節は全角の
算用数字 (１，２，３…)，項は全角の括弧付き数
字 (（１），（２），（３）… )とする。
(3)　注は，執筆者の任意とする。 
(4)　参考・引用文献は，原則として，著者名，文献表題，
文献名，発行所，ページ，発行年を含めて表記し，
引用順，又は著者名のアルファベット順に並べ
て本文末尾に掲載する。
(5)　原稿末尾に，英文表題，ローマ字表記著者名，
英語キーワード（5語以内），所属機関名を必ず
表記する。なお英文要旨 (刷り上がり 10 行程度 )
を付けることが望ましい。
(6)　英文表題は，冠詞・前置詞・接続詞 (いずれも文頭
を除く )以外の全ての語の頭文字を大文字で書く。
(7)　ローマ字表記著者名は，「名前（頭文字のみ大文
字で後は小文字）+名字（すべて大文字）」で書く。
【英文原稿】
(1)　1頁目には英文表題，ローマ字表記著者名，英文要
旨 (刷り上り 10 行以内 )，英語キーワード（5語
以内），所属機関名を順に掲載する。英文表題の体
裁は，和文原稿の体裁 (6)を参照。複数名が同所属
機関の場合は，所属機関名をまとめて記述する。
(2)　本文　和文原稿の体裁 (2)を参照。
(3)　注は ,執筆者の任意とする。
(4)　参考・引用文献
和文原稿の体裁 (4)を参照。
(5)　原稿末尾に，和文表題，和文著者名，和文要旨 (刷
り上り 8行程度 )，日本語キーワード（5語以内），
所属機関名を必ず表記する。
3.提出物 
(1)　投稿原稿提出書
別添の「投稿原稿提出書」に必要事項を記入の上，
原稿を提出する封筒に貼付し，(2) 以下の「完全原
稿」と「原稿を納めた電子媒体」と併せて提出する。
(2)　完全原稿 (レイアウト済み ) 
図表や写真等が添付され，刷り上りと同じ体裁の
原稿とする。図表や写真等を挿入する際には，
ファイルの本文中に組み込むか，適当な大きさ
に縮小して貼り付けること (ヘッダとページ番
号の挿入は編集委員会で行います )。
(3)　原稿を納めた電子媒体 (CD-R，DVD-R また
は USB メモリ等 )
以下のような保存文書ファイルを「最終原稿」とし
て提出する。ファイルの保存形式は，MS-Word 
文書形式 (*.doc または *.docx)とする。
①「最終原稿」に図表や写真等の割付位置を明示
しているだけの場合 (=打ち出し原稿に貼り付け
る場合 )は，その図表や写真等のデータファイ
ルを別に添付すること。
② 図表や写真等について，より鮮明な印刷を希望す
る場合は，そのデータファイルを別に添付すること。
③ 図表や写真等は，特に希望しない場合，白黒印
刷となるので留意すること。カラー印刷を希望
した場合に発生する差額は執筆者負担とする。
注 1 特殊な外字等を使用している場合は ,拡大文字で
印刷し ,最終原稿上にその場所を明示して下さ
い。また数式に使用する文字・記号は明瞭に記
載して下さい。 
注 2 原稿を上記形式 (*.doc または *.docx)に変換でき
ない場合は ,打ち出した完全原稿のみを提出く
ださい。この場合は ,編集はすべて執筆者にお
願いすることになります。
注 3 原稿を納めた電子媒体 (CD-R,DVD-R または 
USB メモリ等 )を郵送する場合 ,ディスクの保
護に留意してください。
岡山大学教師教育開発センター紀要編集委員会
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